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午前10時０分開会 
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開 会◎

これより令和６年６月定例会○濵砂 守議長

を開会いたします。

本日の会議を開きます。

会議録署名議員指名◎

会議録署名議員に、日髙利夫○濵砂 守議長

議員、松本哲也議員を指名いたします。

議会運営委員長審査結果報告◎

まず、会期の決定について議○濵砂 守議長

題といたします。

本定例会の会期日程に係る議会運営委員長の

審査結果報告を求めます。議会運営委員会、日

髙陽一委員長。

〔登壇〕 御報告いたします。○日髙陽一議員

去る５月31日の議会運営委員会において、本

日招集されました令和６年６月定例会の会期日

程等について協議いたしました。

本定例会に提案されます知事提出議案は合

計15件、その内訳は、補正予算４件、条例９

件、予算・条例以外１件、報告承認１件であり

ます。このほか６件の報告があります。

これらの提出議案の内容等を踏まえ、当委員

会において審査した結果、会期は本日から６

月25日までの19日間とすることに決定いたしま

した。会議日程は、お手元に配付されておりま

す日程表のとおりであります。

本定例会は、６月12日から５日間の日程で一

般質問を行います。一般質問終了後、議案・請

願については、所管常任委員会への付託を行い

ます。６月19日から20日までの２日間で各常任

委員会を開催し、６月25日、最終日の本会議

で、付託された議案・請願の審査結果報告及び

採決を行います。

なお、議員から提出される議案の取扱い及び

特別委員会については、日程表に記載のとおり

であります。

議員各位におかれましては、円滑な議会運営

に特段の御協力をいただきますようお願いいた

します。

以上で当委員会の報告を終わります。〔降壇〕

議会運営委員長の報告は終わ○濵砂 守議長

りました。

質疑の通告はありません。

会期決定◎

会期についてお諮りいたしま○濵砂 守議長

す。

本定例会の会期は、ただいまの議会運営委員

長の報告のとおり、本日から６月25日までの19

日間とすることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○濵砂 守議長

ように決定いたしました。

本日からの日程は、お手元に配付の日程表の

とおりであります。〔巻末参照〕

議案第１号から第14号まで及び◎

報告第１号上程

次に、お手元に配付のとお○濵砂 守議長

り、知事から、議案第１号から第14号まで及び

報告第１号の各号議案の送付を受けましたの

で、これらを一括上程いたします｡〔巻末参照〕

知事提案理由説明◎

ここで、知事に提案理由の説○濵砂 守議長

明を求めます。

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

令和６年６月７日(金)
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令和６年６月７日(金)

います。

令和６年６月県議会定例会の開会に当たり、

ただいま提案いたしました議案の御説明に先立

ち、５点御報告を申し上げます。

１点目は、「日本創生のための将来世代応援

知事同盟サミットｉｎみやざき」についてであ

ります。

先月15日、18府県の知事等が集い、本県で初

となる「将来世代応援知事同盟サミット」を開

催しました。

この知事同盟は、人口減少社会に立ち向かう

トップランナーを目指す25人の知事有志で構成

され、若い世代が地方で暮らし、結婚し、子供

を生み育てられる社会を実現するため、毎年、

各県持ち回りでサミットを開催し、国への提言

を取りまとめています。

今回は、民間有識者等から成る人口戦略会議

が発表した「地方自治体「持続可能性」分析レ

ポート」を踏まえ、人口戦略会議議長の三村明

夫日本製鉄名誉会長と実務幹事の山崎史郎内閣

官房参与に講演いただいた後、知事同士で熱い

議論を交わしました。

そして、我が国が直面する最大の危機とも言

える人口減少問題に不退転の決意で取り組むべ

く、東京一極集中を是正し、若者や女性が地方

で活躍できる地方分散型社会を実現していくこ

とや、国や地方自治体だけでなく、経済界・労

働界等も連携した国民運動を巻き起こし、官民

一丸となった推進体制を構築していく必要性な

どについて、「みやざき声明」及び「人口戦略

緊急アピール」として宣言したところでありま

す。

この内容については、私が同盟を代表して関

係大臣や与党関係者に直接届けるとともに、今

週、会長として初めて臨んだ九州地方知事会議

・九州地域戦略会議においても紹介し、九州が

子育て政策で全国を牽引する地域となるよう、

官民連携によるオール九州で取り組むとした

「こどもまんなか九州宣言」を取りまとめまし

た。

一昨日、厚生労働省が発表した2023年の人口

動態統計（概数）によると、合計特殊出生率は

全都道府県で前年より低下し、全国は1.20で過

去最低を更新、東京都は0.99と全国で初めて１

を下回るなど、少子化が加速しております。本

県も1.49と大きく落ち込んでおり、強い危機感

を抱いております。

今回のサミットの成果及び全国知事会におけ

る取組を、本県の「日本一挑戦プロジェクト」

の「子ども・若者プロジェクト」とも連動させ

ながら、若い世代が希望を持って子供を生み育

てることができる社会の実現につなげられるよ

う、引き続き全力で取り組んでまいります。

２点目は、硫黄山の河川白濁対策についてで

あります。

平成30年に250年ぶりに噴火した硫黄山周辺で

は、河川の水質が悪化し、えびの市を流れる赤

子川、長江川の流域全体で水稲作付ができなく

なるなどの影響が生じましたが、その後、水質

が安定し、令和３年には全域で作付が可能とな

り、県としても、水質改善施設を整備するなど

支援に取り組んでまいりました。

しかし、昨年12月以降、火山噴出物の影響で

再び赤子川の水質が悪化し、水質改善施設内に

も噴出物が大量に流入・堆積したことから、今

年４月、水稲作付前に施設の機能回復を図るた

め、えびの市と協力して堆積物のしゅんせつ等

の応急工事を実施しました。

しかしながら、その後も大雨の影響により火

山噴出物が断続的に流入し、機能が十分に発揮
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できず、流域の一部地域では今年度の水稲作付

を断念する事態に至っており、私も先月20日に

現地を視察して状況を確認したところでありま

す。

このため県では、水質改善施設の機能回復を

図り、来年の取水期も見据えた効果的な管理・

運用を図る対策と、水質悪化の影響を受けて厳

しい状況にある地元生産者に対する営農対策と

を緊急的に実施することとし、今議会に補正予

算案を提案いたしました。

今後、水質悪化の影響が長期化することも考

えられることから、国に対して強く支援を求め

ながら、えびの市や関係機関と協力して適切に

対応してまいります。

３点目は、高速道路の整備についてでありま

す。

４月１日、国土交通省より、東九州自動車道

「南郷－奈留」間の新規事業化の決定が、ま

た、九州中央自動車道「平底－蔵田」間につい

て、概略ルートや構造の検討を行う「計画段階

評価を進めるための調査」の対象区間への選定

が、それぞれ発表されました。

いずれも全線開通に向けて大きな前進となる

ものであり、同時に２つの高速道路のミッシン

グリンク解消につながる決定をいただいたこと

について、大変うれしく受け止めております。

これまで御尽力いただいた県議会をはじめ、

国土交通省や関係者の皆様に心より御礼申し上

げます。

今後とも、東九州自動車道及び九州中央自動

車道の一日も早い全線開通を目指し、沿線自治

体等と連携を図りながら全力で取り組んでまい

りますので、引き続き御支援のほどお願い申し

上げます。

４点目は、県立病院事業点検プロジェクト

チームについてであります。

本年度当初予算に計上した病院局への50億円

の貸付けを行うに当たり、県立病院事業の経営

状況を把握する体制を整備することとしており

ましたが、今般、日隈副知事をトップとするプ

ロジェクトチームを立ち上げました。

今後、本チームで、県立病院事業の決算や経

営改善の取組状況を定期的に把握し、収支計画

の進捗管理を行うとともに、必要に応じて、各

病院長にも取組内容を直接確認してまいりま

す。また、点検結果につきましては、定期的に

議会へ報告することとしております。

今後とも、県民の命と暮らしを守るため、県

立病院が健全な経営を図りながら高度で良質な

医療を安定的に提供できるよう、しっかり取り

組んでまいります。

５点目は、フェニックスリゾート社について

であります。

先月10日、シーガイアを運営するフェニック

スリゾート株式会社の全株式について、アメリ

カの投資会社、フォートレス・インベストメン

ト・グループが取得するとの発表がありまし

た。

同月27日、同グループ日本代表の山下明男氏

の表敬を受けた際には、私から、シーガイアは

本県を代表する観光施設であり、新体制におい

ても、ＭＩＣＥやスポーツキャンプの誘致、そ

して地元食材の活用など、これまで同様の施設

運営と雇用継続が図られるよう、改めて要請い

たしました。

山下代表からは、「グループの持つノウハウ

を生かし、これまでの取組を継承・発展させて

いくとともに、現在の従業員の雇用も継続して

いく」との説明を受けたところであります。

同社には、今後とも我々地元との意思疎通を
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図りながら、シーガイアをさらに発展させ、本

県観光を牽引していただくよう要請してまいり

ます。

もう１点、付け加えさせていただきます。

昨日、佐賀県において、野生のイノシシ２頭

が豚熱に感染していることが確認されたという

旨の発表がなされました。

野生イノシシの感染確認は九州初となりま

す。本県としましては、強い危機感を持ち、本

日、市町村の担当者や畜産関係団体などを招集

し、緊急防疫会議を開催いたします。

県内への侵入リスクが高まっていることに対

し、最大限の警戒に努め、今後の動向や国の対

応を注視し、万全を期してまいります。

それでは、議案の概要について御説明申し上

げます。

初めに、補正予算案についてであります。

補正額は、補正予算第１号及び第２号を合わ

せまして、一般会計20億4,341万4,000円、特別

会計4,211万4,000円であります。この結果、一

般会計の予算規模は6,618億2,541万4,000円とな

ります。今回の補正予算による一般会計の歳入

財源は、国庫支出金14億4,523万9,000円、繰入

金２億4,947万5,000円、県債３億4,870万円であ

ります。

続きまして、今回の補正予算案に計上した主

な事業の概要について説明いたします。

初めに、補正予算第１号についてでありま

す。

まず、交通・物流事業者燃料高騰等対策事業

では、昨年11月に国から配分を受けた重点支援

交付金を活用し、交通・物流事業者に対する燃

料費高騰分の補助を行います。

次に、高次脳機能障がい相談・支援拠点機関

事業は、障害福祉サービス等報酬の加算に必要

となる支援者の養成研修を実施し、同障がいの

相談・支援体制の強化を図ります。

次に、半導体関連企業誘致加速化事業は、半

導体関連企業に特化した産業用地の確保に係る

市町村等への補助や、展示会への出展等の誘致

活動を行います。

このほか、国庫補助事業の決定等に伴う事業

を計上しております。

続いて、主な債務負担行為の設定についてで

す。

まず、ＩＣカードシステムエリア拡大支援事

業は、宮崎市と新富町に対して、鉄道のＩＣ

カード利用エリア拡大に要する費用を補助する

ため、債務負担を設定するものです。

次に、日向新富駅バリアフリー化設備整備費

補助事業は、ＪＲ九州に対して、日向新富駅の

バリアフリー化に要する費用を補助するため、

債務負担を設定するものです。

続いて、補正予算第２号についてでありま

す。

硫黄山の火山活動に伴う河川の白濁や水質悪

化等に対応するため、県が設置した水質改善施

設の機能回復と火山噴出物流入防止対策等を行

う事業や、水稲の作付を断念した農家に対して

代替作物の導入等を支援する事業を実施いたし

ます。

次に、予算以外の議案について御説明申し上

げます。

議案第４号は、過疎地域等における地方税の

課税免除の適用期限が延長されたことに伴い、

県税の課税免除等の特例について改正を行うも

のであります。

議案第５号は、大麻取締法の改正に伴い、大

麻取扱者免許の名称が変更されること等に対応

する改正を行うものであります。
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議案第６号は、細島港コンテナターミナル入

口事務所の整備に伴い、その使用料を新設する

ものであります。

議案第７号及び第９号は、県プール、山之口

陸上競技場及び投てき練習場の整備に伴い、関

係する使用料の新設や教育関係の公の施設とし

ての設置等のため、関係規定の改正を行うもの

であります。

議案第８号は、重大な災害が発生した場合等

において、職員が各種作業等に従事した際に支

給される災害応急作業等手当を新設するもので

あります。

議案第10号は、国民健康保険の国庫負担金等

の算定に関する政令が改正されたこと等に伴

い、関係規定の改正を行うものであります。

議案第11号は、認定こども園の職員配置数等

に関する国の基準の改正に伴い、職員の配置基

準等の改正を行うものであります。

議案第12号は、森林の多面的機能の発揮によ

る安全・安心で豊かな暮らしの実現を目的とし

て、宮崎県再造林推進条例を制定するものであ

ります。

議案第13号は、防災・安全社会資本整備交付

金事業、国道448号石波工区（仮称）石波トンネ

ル工事（２工区）の請負契約の変更について、

議会の議決に付するものであります。

次に、報告第１号は、地方税法等の一部改正

により、不動産取得税の税率の特例等の延長が

４月１日から施行されたことに伴い、所要の改

正を行うための宮崎県税条例の一部を改正する

条例の専決報告であり、早急に対応する必要が

あることから専決処分を行ったものでありま

す。

今回提案いたしました議案の概要については

以上であります。議員の皆様におかれまして

は、よろしく御審議のほどお願いいたします。

〔降壇〕

知事の説明は終わりました。○濵砂 守議長

明日からの日程をお知らせいたします。

明日８日から11日までは、議案調査等のため

本会議を休会いたします。

次の本会議は、12日午前10時から、一般質問

であります。

本日はこれで散会いたします。

午前10時18分散会
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午前10時０分開議 

 

出 席 議 員（37名） 

２番 永 山 敏 郎 （県民連合立憲） 

３番 今 村 光 雄 （公明党宮崎県議団） 

４番 工 藤 隆 久 （  同  ） 

５番 川 添   博 （宮崎県議会自由民主党） 

６番 荒 神   稔 （  同  ） 

７番 福 田 新 一 （  同  ） 

８番 本 田 利 弘 （  同  ） 

９番 山 内 いっとく （  同  ） 

10番 山 口 俊 樹 （  同  ） 

11番 下 沖 篤 史 （  同  ） 

12番 齊 藤 了 介 （  同  ） 

13番 濵 砂   守 （  同  ） 

14番 黒 岩 保 雄 （緑 風 会） 

15番 脇 谷 のりこ （親 和 会） 

16番 松 本 哲 也 （県民連合立憲） 

17番 山 内 佳菜子 （  同  ） 

18番 坂 本 康 郎 （公明党宮崎県議団） 

19番 二 見 康 之 （宮崎県議会自由民主党） 

20番 日 高 博 之 （  同  ） 

21番 後 藤 哲 朗 （  同  ） 

22番 佐 藤 雅 洋 （  同  ） 

23番 日 髙 陽 一 （  同  ） 

24番 安 田 厚 生 （  同  ） 

25番 日 髙 利 夫 （  同  ） 

26番 内 田 理 佐 （  同  ） 

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか） 

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団） 

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会） 

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲） 

32番 坂 口 博 美 （宮崎県議会自由民主党） 

33番 山 下   寿 （  同  ） 

34番 外 山   衛 （  同  ） 

35番 武 田 浩 一 （  同  ） 

36番 丸 山 裕次郎 （  同  ） 

37番 中 野 一 則 （  同  ） 

38番 山 下 博 三 （  同  ） 

39番 野 﨑 幸 士 （  同  ） 

欠 席 議 員（１名） 

31番 重 松 幸次郎 （公明党宮崎県議団） 

 

 

 

 

地方自治法第121条による出席者 

知 事  河 野 俊 嗣 

副 知 事  日 隈 俊 郎 

副 知 事  佐 藤 弘 之 

総 合 政 策 部 長  重黒木   清 

政 策 調 整 監  田 中 克 尚 

総 務 部 長  吉 村 達 也 

危 機 管 理 統 括 監  児 玉 憲 明 

福 祉 保 健 部 長  渡久山 武 志 

環 境 森 林 部 長  長 倉 佐知子 

商工観光労働部長  川 北 正 文 

農 政 水 産 部 長  殿 所 大 明 

県 土 整 備 部 長  桑 畑 正 仁 

宮崎国スポ・障スポ局長  山 下 栄 次 

会 計 管 理 者  米 良 勝 也 

企 業 局 長  松 浦 直 康 

病 院 局 長   村 久 人 

財 政 課 長  池 田 幸 優 

教 育 長  黒 木 淳一郎 

警 察 本 部 長  平 居 秀 一 

監 査 事 務 局 長  坂 元 修 一 

人事委員会事務局長  田 村 伸 夫 

 

事務局職員出席者 

事 務 局 長  小 牧 直 裕 

事 務 局 次 長  海 野 由 憲 

議 事 課 長  菊 池   博 

政 策 調 査 課 長  西久保 耕 史 

議 事 課 長 補 佐  松 本 英 治 

議 事 担 当 主 幹  弓 削 知 宏 

議 事 課 主 任 主 事  上 園 祐 也 

議 事 課 主 任 主 事  青 野 奈 月 

 

 

 令 和 ６ 年 ６ 月 1 2 日 （ 水 曜 日 ） 
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一般質問◎

これより本日の会議を開きま○濵砂 守議長

す。

本日の日程は、一般質問であります。

ただいまから一般質問に入ります。

質問についての取扱いは、お手元に配付の一

般質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末参照〕

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、坂口博美議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○坂口博美議員

ざいます。ただいまから一般質問を行います。

憲法記念日を前に、共同通信社がまとめた憲

法世論調査によれば、まず、改憲の必要性につ

いては、「どちらかといえば」を含めますと75

％が肯定しており、否定しているのは「どちら

かといえば」を含め23％、肯定派の約３分の１

となっております。

その一方で、憲法改正の国会議論について、

これを「急ぐ必要がある」としたのは33％でし

かなく、「急ぐ必要はない」とする65％の約半

数にとどまっております。

安全保障環境、選挙における一票の格差、緊

急時の議員の任期ほか、急ぎ整理すべき問題も

少なくない今時であります。それを踏まえての

結果であると考えますが、改憲の必要性を認識

しつつも、議論入りには慎重な対応を求める結

果となったこの現実に、果たして何を思うべき

かを悩むところであります。

そして、悩んだ結果、至った答えであります

が、国民は、今の日本が憲法改正の必要性に直

面していることは認識しているものの、今の国

会に憲法改正を託すことに不安がある、今の国

会での憲法改正の作業入りは御免被りたいとい

う不信感や危機感を持っているのだろうとの結

論に行き着いたところであります。

国の姿をつくり、そして国をつくり、国民を

守っていくという重にして大なる任を自らが望

み、そして追い求めてそこにいるはずなのに、

それに値するだけの情熱や使命感、さらには正

義感や責任感を胸に、命をかけて政治に取り組

まんとする議員がいかほど存在するのだろうか

と思うとき、私は寂しくも悲しい気持ちにすら

なるのであります。

孔子の言う「民信無くば立たず」、この言葉

を胸深く刻み込まねばと強く思ったところであ

ります。

ところで岸田内閣は、小泉内閣以降の新自由

主義的な経済から脱却し、新しい資本主義を通

して成長と分配の好循環を目指すとして、令和

３年10月４日に発足し、既に２年８か月を迎え

ました。

しかしながら、率直に申し上げ、これこそが

新しい資本主義の成果だと思えそうな、あるい

はこれこそが小泉内閣以降の経済理念からの脱

却だとおぼしき政策は見いだし難く、むしろ小

泉流自由主義的経済の延長線上にあったアベノ

ミクス的思考の流れの中にあるとしか私には思

えないのであります。

そのような中、河野県政下における本県の社

会経済状況を見ますと、残念ながら、そのほと

んどの部分において、他県の後を追いかけてい

るという状況は相も変わらないと申し上げざる

を得ません。恐らくは、これらを踏まえられて

のことでもありましょうが、４期目の県政運営

に当たり、知事は、全国に比べ優位にあり、伸

び代が期待できる分野において日本一を目指す

とし、３つの日本一プロジェクト事業構想を打

ち上げ、本年度から本格展開されております。

冒頭に申し上げましたように、今日の日本の

令和６年６月12日(水)
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政治は国民の信頼をなくしており、このことは

我が国にとって計り知れぬほどの大きな不幸で

あると憂えております。

最高の道徳であり倫理であるべき政治が、こ

れほどまでに信をなくし義を失えば、当然なが

ら国民は国の行方に大きな不安を持つところと

なり、その責任は極めて大であります。

さて知事は、東国原氏との接戦の末、４期目

を担われてから１年半を迎えられるわけであり

ますが、論語に言う「民の信と施政」について

はどのような所見をお持ちか、また御自身に対

する「県民からの信」については十分なものを

得ているとお感じか否かお尋ねいたします。

なお、知事が今後さらに県民との信頼を高め

ていくべきだとお考えであるならば、これから

の県政を進めていかれるに際しての姿勢につい

てもこの際お聞かせいただきたいと存じます。

続けて、台湾有事に関して伺います。

「雪中送炭」、これは「困っている人に対

し、必要なときに必要なものを送る」の意味の

故事成語でありますが、これこそまさしく多く

の台湾の方たちの哲学であろうと思っている一

人であります。

これまで日本で大きな災害が起こるたびに、

台湾からは多額の寄附金が被災地へ送られてき

ました。東日本大震災では200億円以上を、そし

てまた、能登半島地震では、短期間で25億円以

上の寄附金を集め、石川県に送ってくれており

ます。それらもあってか、今年４月３日の台湾

地震発生後、すぐにＳＮＳでは、「いつも真っ

先に助けてくれる台湾に恩返しを」の言葉とと

もに、具体的な支援の呼びかけが大きく広がり

ました。

その台湾と我が国との関係についてでありま

すが、両国が他の国にも増して良好な関係にあ

る大きな理由の一つに、陸軍中将、根本博の存

在があることを忘れてはならないと私は常々

思っております。

「軍隊は国民を守るのが原点」として、日本

降伏の直後も根本中将は武器を捨てず、戦犯覚

悟でソ連軍と死闘を繰り広げ、在留邦人４万人

を無事日本へ帰還させました。

そしてまた、35万日本将兵の安全帰国の同意

を中国国民党軍の蒋介石から得るなどの働きも

いたしております。

その後、一度は帰国を果たすのであります

が、このとき受けた蒋介石からの恩を返すた

め、根本は、昭和24年６月に延岡の港から小さ

な漁船で出航し、台湾へ密入国の後、国民党軍

に中将として入隊し、毛沢東率いる共産党軍と

の戦いで金門島にまで追い込まれていた蒋介石

を助け、今の台湾を守ったのであります。

その恩を台湾の人たちは忘れていない。私は

そこに日本・台湾間の友好の絆の大きさの原点

はあるのだと信じております。

さて、その台湾でありますが、覇権主義的な

動きを強める中国との関係が極めて緊迫してお

り、我が国も台湾有事を想定し、日本国民を保

護する具体的な計画の策定を進めております。

ところで、この計画の原案では、報道などに

よれば、避難対象を先島諸島の住民など12万人

と見込んでおり、本県も受入先の一つとされ、

実行に際しては、利用施設の一つとして宮崎空

港が想定されます。そして、それがためか、今

年度から宮崎空港の整備を始めることも併せて

報道しております。

したがって、宮崎空港の基地化への懸念がな

い中で、本空港の機能向上が国費にて進められ

るものであるなら、私はこれを歓迎すべきであ

ろうと考えます。
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しかしながら、避難者の立場に立てば、今ま

での生活の地を突然離れるということは、大変

な一大事にほかなりません。

先島諸島からの避難住民受入れについて、報

道では「台湾有事などを念頭に」と言われてお

りますが、先島諸島に危険が及ぶ一方、九州・

山口各県では受入れが可能となる有事とは、具

体的にはどのような場合が想定されているの

か、知事にお伺いいたします。

あとは質問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

まず、「民の信と施政」への所見と「県民か

らの信」についてであります。

我が国は、急速に進む人口減少や長引く物価

高の影響といった100年に一度とも言うべき難局

に加え、激変する国際情勢や頻発する自然災害

など、時代の大きな転換点を迎え、先行きの不

透明感はより一層増してきております。

そのような閉塞感が漂う中、国民一丸となっ

てこの国難を乗り越えるためには、国民の政治

への信頼と参加が不可欠であります。

議員お示しの「民信無くば立たず」という孔

子の言葉は、政治は民衆の信頼がなければ成立

しないという言葉でありますが、まさに私を含

め全ての政治家が肝に銘じておくべき大切な内

容が込められた金言であると思います。

私は、さきの選挙で４期目の負託をいただ

き、知事として誠心誠意仕事に取り組み、県政

が一歩一歩着実に前進しているという手応えを

感じる一方で、県民の皆様との対話の場では、

将来への不安や日々の暮らしにおける悩みと

いった切実な声や、現状を打破する新たな取

組、変化を求める声もいただいております。

こうした意見を真摯に受け止め、県民本位の

施策につなげることが、県のリーダーとして私

に求められているものと考えております。

そのため私は、徹底した現場主義と対話と協

働による政治姿勢の下、知事との本音トークな

どの県民の皆さんとの対話の機会において、膝

を突き合わせて議論を交わし、地域の実情を直

接肌で感じ、県政運営に生かしているところで

あります。

また、私自身の言葉で、目指すべき将来像や

政策について分かりやすく積極的に発信するこ

とにより、県民一人一人の県政への理解、参画

を促し、県民の総力を結集した県づくりに取り

組んでまいります。

今後とも、県民の皆様との信頼を築いていく

ため、様々な立場の方々の声や思いをしっかり

受け止めながら、私が先頭に立って宮崎の発展

のために全力で取り組み、着実に成果を出して

まいります。

次に、先島諸島からの住民避難についてであ

ります。

国民保護法では、相手国による空からの攻撃

や上陸による侵攻などの武力攻撃の発生やその

危険が切迫している事態、あるいはその前段階

として、我が国を攻撃するための軍事施設の新

たな構築など、武力攻撃が予測される事態にお

いて、住民の避難を要する地域と避難先を国が

指示することとされております。

今回の検討は、先ほど申し上げた武力攻撃事

態の前段階の武力攻撃予測事態における対応と

して、令和４年度から国と沖縄県が共同で実施

しております先島諸島からの住民避難に係る図

上訓練を発展させる形で、訓練上の一つの想定

として九州・山口各県を避難先に設定し、受入

れの初期的な計画を策定するものであります。

報道にありますような台湾有事も含めて、具
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体的な個別の事象を想定したものではないと、

そのような説明を国から受けております。以上

であります。〔降壇〕

台湾有事に関して再度伺いま○坂口博美議員

す。

国の説明では台湾有事を想定したものではな

いとのことですが、では先島に危機が及ぶのは

どこでの有事なんだということになります。報

道は間違いだったのですか。私は、報道は裏が

取れたからこそ書いたのだと思います。今回、

この場での議論は捨ておき、前に進みます。

問題は、国民保護法による住民避難地域を先

島とする中で、その受入先を九州・山口とする

とした決定のあまりもの愚かさであります。

先島にかような危機が迫ったとき、宮崎やい

かに。申すまでもなく、宮崎も先島と同様な危

機の中にあるか、あるいはその直前状態にある

と考えるのが当然至極であります。先島がその

ような危機の中にあれば、宮崎も間違いなく大

混乱の中にあると考えるべきです。

国が先島の人たちの命を本気で守ろうとする

のであれば、その避難先は、火花が散っている

ところから最も遠い北海道であり、東北とすべ

きであります。

実際に先島諸島を国が要避難地域として指定

するのは、先島諸島がどういう状況にある場合

か、改めて知事に伺います。

国が作成しております○知事（河野俊嗣君）

「国民の保護に関する基本指針」の中で、我が

国に対する外部からの武力攻撃は、１つは着上

陸侵攻、２つ目にゲリラや特殊部隊による攻

撃、３つ目、弾道ミサイル攻撃、４、航空攻撃

の４つが想定されております。

実際の有事の際に先島諸島が要避難地域とし

て指定されるということは、今御説明した４つ

の類型に当てはまる武力攻撃が実際に発生し

た、あるいは発生する明白な危険が切迫してい

る武力攻撃事態か、または、その前段階におい

て、我が国を攻撃するためと見られる軍事施設

の新たな構築など、事態が緊迫している武力攻

撃予測事態のいずれかが、国において認定され

るような状況であると考えております。

武力攻撃により実際に先島で○坂口博美議員

殺傷が始まったり、あるいはその危機が明白に

迫っている状況と、相手国が日本を攻撃するた

めの施設を造ったり、軍の要人に禁足令を出す

など、いよいよ先島攻撃が始まると予測される

に至ったときとでは、そのいずれのケースにお

いても、県民の混乱は極限に達すると考えられ

ます。

そのときに知事がなすべきことは、宮崎が避

難先にはなり得ぬことに気づき、そのことを今

すぐ国に諭し、そして、その上で宮崎県を守る

べく、県計画が万全なるかを確認することと考

えます。御見解を伺います。

議員御指摘のとおり、○知事（河野俊嗣君）

実際の有事において先島諸島が要避難地域に指

定されるような事態となれば、本県でも混乱す

ることが十分考えられます。

そういった場合には、国に対してしっかりと

情報提供や説明を求めた上で、県民に対して正

確な情報を発信し、迅速かつ的確な指示や判断

を行うことが、知事としての重要な役割であり

ます。

今回の計画を作成する過程においては、実際

に受け入れる際の課題などについても、国と意

見交換を行ってまいります。

また、本県では宮崎県国民保護計画などを策

定しており、国から避難措置の指示があった場

合は、速やかに避難先自治体と協議を行うこと
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としておりますが、今回の計画の策定も踏まえ

て、より実効性の高いものとなるよう取り組ん

でまいります。

日本を取り巻く安全保障環境が厳しさを増す

中、あってはならないことではありますが、万

が一県民の命が脅かされるような事態が起これ

ば、県民を守るため、私自身が陣頭指揮を執

り、全身全霊をかけて対処していく所存であり

ます。

私が今回、この問題を取り上○坂口博美議員

げるに当たり、根本中将を紹介したのは、日台

間の友好の特別なることに鑑み、先島避難、つ

まり台湾に大事が起これば、多くの台湾の人た

ちが「日本は必ず台湾を助けてくれる」と信じ

るに違いないと思い、そのとき、もしも宮崎が

通常の平和の中にあるなら、台湾の避難民など

への関心をより一層強く持ちたいと願い、根本

中将が船を出した地という縁を持つ宮崎の知事

として、そのときは知事は何かをなすべきだと

の提言をやりたくて取り上げました。

しかし、今の知事にそれを聞いては台湾を落

胆させるかもとの懸念から、今回は質問内容を

急遽変えました。変えて正解であった気がいた

します。

次は、骨太方針について伺います。

国は毎年６月に、政権の重要課題や翌年度当

初予算の方向性を示す「経済財政運営と改革の

基本方針」、いわゆる骨太方針を策定してお

り、昨年は、６月16日に「加速する新しい資本

主義～未来への投資の拡大と構造的賃上げの実

現～」と称された骨太方針2023が閣議決定され

ております。

そのポイントは、旧来の新自由主義的な市場

原理主義がもたらした弊害である中間層の没落

や都市と地方間の格差拡大などを解消するため

に、岸田総理が打ち出した「新しい資本主義」

について、その位置づけを骨太方針2022の「起

動」から2023では「加速」に改めるなど、より

一層、政策の強化・拡大を図るという点にあろ

うかと思います。

具体的には、その目標として、まず三位一体

の労働市場改革による構造的賃上げの実現と

「人への投資」の強化や分厚い中間層の形成を

うたい、リスキリングや職務給の導入、さらに

は成長分野への労働移動の支援や家計所得・金

融資産所得の増大を図ることなどを記しており

ます。

そして次に、投資の拡大と経済社会改革の実

行として、官民連携による国内投資の拡大やＧ

Ｘ・ＤＸの加速などを挙げ、続けて、少子化対

策・こども政策の抜本強化などが政策の柱とし

て示されました。

さて、昨年５月８日に新型コロナの感染症法

上の位置づけが５類に移行され、私どもの暮ら

しの在り方は新たな節目へと入りました。そし

て、それに伴い経済活動が大きく変化する中、

骨太方針2024が今月いよいよ決定される見込み

であります。

知事はこれらの「新しい資本主義」の政策を

どう評価し、さらにどのような取組が必要と考

えておられるのか、御所見を伺います。

御指摘のとおり、この○知事（河野俊嗣君）

「新しい資本主義」でありますが、「成長と分

配の好循環」により、持続可能な社会をつくり

上げようとするものでありまして、その理念、

方向性には私も共感するところであります。

国内では近年、半導体産業や脱炭素事業等へ

の投資が拡大し、大企業を中心に高水準の賃上

げも進んでおりますが、物価上昇に賃金の伸び

が追いつかず、実質賃金は25か月連続でマイナ
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スとなっております。

また、地方の中小企業等における賃上げの動

きというものはさらに弱く、価格転嫁や深刻な

人手不足への対応に苦慮しているなど、成長面

でも分配面でもその効果を十分実感できる状況

にはないと、そのような切実な声というものを

伺っております。

県としましては、これまでも、エネルギーや

資材等の価格高騰から暮らしや産業を守るた

め、様々な対策を講じてきておりますが、必要

に応じて国への要望等を行いながら、引き続

き、中小企業等の成長促進や人材確保など、県

内経済の底上げを図るとともに、社会的に弱い

立場にある方々への支援にもしっかりと取り組

み、誰もが安心して暮らせる宮崎の実現に努め

てまいります。

令和３年６月に決定された骨○坂口博美議員

太方針2021では、2024年度までの３年間は、地

方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の

総額について、2021年度地方財政計画の水準を

下回らないよう実質的に同水準を確保するとさ

れましたが、来年度以降については同水準の確

保は保証されておりません。

地方がそれぞれの実情に応じ行政サービスを

安定的に提供していくために、令和７年度地方

財政計画において、社会保障関係費の増加のほ

か、現状の物価や燃料費、人件費の高騰を踏ま

え、一般行政経費等が的確に歳出計上された上

で、引き続き実質同水準以上の一般財源総額が

確保されるべきであります。

また、政権の重要課題である「こども・子育

て政策」の強化に係る地方財源確保のため、令

和６年度地方財政計画において、普通交付税の

算定に当たり基準財政需要額に地方負担額を的

確に反映させるために、新たに「こども子育て

費」が創設されてはおりますが、他県に比べ地

方交付税への依存度が高い本県にとって、その

時々に求められる行政需要が的確に捕捉される

ように、算定基礎の随時見直しも必要だと考え

ております。

これらの点につき、全国知事会の地方税財政

常任委員長である河野知事の所見を伺います。

少子高齢化が急激に進○知事（河野俊嗣君）

み、社会保障関係費が増加する中においても、

行政サービスを安定的に供給しつつ、防災・減

災、国土強靱化の推進や、御指摘のような「こ

ども・子育て政策」の強化などの重要課題に対

応していくためには、継続的に地方交付税を含

む一般財源総額の確保・充実が図られる必要が

あります。

昨日の経済財政諮問会議に示されました、い

わゆる骨太の方針の原案には、引き続き、この

同水準ルールを続けていくというような方向性

が示されているということでございますが、最

終的な案として、これを確定させ、地方財政計

画などにもしっかりとそこが位置づけられると

いうことが大事でありますし、さらに、物価高

や賃上げに伴う委託料等の増加や、民間給与の

上昇に伴う職員給与への対応、金利上昇の影響

に伴う公債費の増加など、今後、新たな財政需

要も見込まれますことから、これらを適切に地

方財政計画に計上して、地方交付税の算定にも

的確に反映されるべきものと考えております。

このため、本県をはじめ各地方団体が、今後

も予見可能性を持って責任ある財政運営を担っ

ていくために、令和７年度以降も必要な一般財

源総額の確保・充実が保証されるよう、全国知

事会の地方税財政常任委員長として、地方を代

表し、国に強く働きかけてまいります。

ぜひ頑張っていただきたいと○坂口博美議員
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思います。

本県の今年度当初予算には、県立病院事業へ

の貸付金50億円が計上されました。

公立病院は、全国どこもコロナ５類移行後も

コロナ以前の患者数が確保できず、また、急激

な物価高騰や賃上げなどの影響を受け、経営状

況がさらに厳しくなっている状況にあります。

本県以外でも繰出金の大幅な増額での対応を

余儀なくされておりますが、財政力の弱い自治

体には一定の限界があります。

私は、公立病院が将来にわたりその役割を果

たしていくためには、公立病院として担わざる

を得ぬ責務が担保できるべく、国による財政支

援が必要だと考えております。知事の見解をお

伺いします。

重要なポイントであり○知事（河野俊嗣君）

まして、公立病院は、地域における中核的な医

療機関として、政策医療や救急医療、周産期医

療など、不採算医療を安定的に提供するととも

に、新型コロナの感染拡大時には、積極的な病

床確保と入院患者の受入れなど、重要な役割を

担ってまいりました。

このような公立病院の役割や重要性を踏ま

え、県においては、一般会計から県立病院事業

会計への繰出金を年々増額し、能率的な経営を

行ってもなお採算の取れない経費等を負担して

きたところでありまして、国も一定の交付税措

置を講じているところであります。

本県のように財政基盤が脆弱で民間の医療機

関が少ない地方において、公立病院が引き続

き、その役割と責務を果たし、どこに住んでも

一定の医療サービスが安心して受けられる体制

をしっかりと維持していくためには、国による

さらなる財政支援は不可欠であると考えており

ます。

そうだと思います。公立病院○坂口博美議員

に対する繰出金については、確かに交付税措置

がなされておりますが、普通交付税は、病床数

等を踏まえた補正があるものの、基本的には人

口に全国一律の単価を乗じる算定方式となって

おり、また、特別交付税における不採算地区病

院に対する配慮は限られております。

このような算定の在り方では、本県のような

人口密度の小さな自治体においては、全国並み

の医療水準を維持することには財政的に無理が

あると考えます。

九州知事会の会長であり、全国知事会の地方

税財政常任委員長であることを自らがよくよく

口にされますが、それならば、その地位にあら

れるうちに、これが解決への道を開くべきと考

えます。

この実情に係る見解と併せ、決意のほどを知

事にお伺いいたします。

今年度の県立病院事業○知事（河野俊嗣君）

への繰出金は、公営企業債の元利償還金の一部

や不採算医療に要する経費など、交付税措置の

対象となるものも含まれておりますが、一定の

医療水準を確保するため、燃油等の価格高騰分

など、本県独自の加算も講じているところであ

ります。

その結果、前年度比約10億円増の約67億円と

なっておりまして、中核的医療を県立病院が担

う本県におきまして、医療を取り巻く地域の状

況や財政状況に応じた十分な交付税措置が講じ

られなければ、財政運営全体に影響が及ぶとい

う懸念があります。

このような実情は、本県だけでなく、多くの

地方の自治体において共通する課題だと考えら

れますので、各都道府県の状況把握に努め、全

国知事会地方税財政常任委員長として、意見を
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取りまとめた上で、交付税が持つ財源保障機能

が適切に発揮され、どの地域においても医療

サービスが安定的に提供されるよう、国へしっ

かりと提言し、求めてまいります。

知事は、税財政について、地○坂口博美議員

方を代表して国に求めていく極めて大きな責任

がある立場にあるわけですから、しっかりと責

任を果たす意味でも、厳しい実情を国に届け

て、例えば骨太方針に盛り込ませるなど、今日

の課題を踏まえた公立病院の経営安定化が国の

政策に反映されるよう取り組んでいただきたい

と思います。

続けて、日本一挑戦プロジェクトに関し伺い

ます。

本県では今年度、日本一挑戦プロジェクトを

本格的に展開していくために、当初予算に様々

な事業が計上されておりますが、プロジェクト

の一環として、既に昨年度より一部事業が先行

して実施されており、実質的にはプロジェクト

２年目となります。これまでの取組状況につい

て、知事の御所見を伺います。

このプロジェクトは昨○知事（河野俊嗣君）

年６月議会において表明し、事業化が可能なも

のについては、令和６年度の当初予算を待つこ

となく、年度途中で補正予算を計上し、取組を

進めてきているところであります。

昨年実施した具体的なものとしましては、

「子ども・若者」の分野では、子育て環境の充

実に向けた保育所等でのおむつのサブスクの導

入や、海外留学に挑戦する高校生への支援のほ

か、「グリーン成長」の分野では、再造林の

ネットワークづくりに向けた機運醸成、「ス

ポーツ観光」の分野では、国際規模の大会等も

誘致できるテニスコート整備などに取り組んで

まいりました。

このような取組を踏まえ、今年度はプロジェ

クトの本格展開を図ることとしており、当初予

算に約45.7億円の関連事業を計上するととも

に、私を筆頭とする日本一挑戦プロジェクト推

進本部を設置し、庁内の推進体制も強化をして

おります。

いずれも県政のさらなる飛躍に向けて大変重

要な分野であると考えておりますので、短期間

で成果を上げるという強い覚悟を持って、今後

も力強くプロジェクトを推進してまいります。

これは目玉商品で、絶対失敗○坂口博美議員

は許されないわけですから、ぜひ頑張っていた

だきたい。

ところで、人口減少対策について、執行部の

方たちと話す中で大変気になるのが、これ以上

人口が減ると地域の維持ができなくなるという

見解であります。

人口減少を極力抑えなければならないという

考えは当然理解できるところでありますが、私

は、人口が減っても地域を維持させるという視

点が大事だと考えております。

また、プロジェクトの主眼は、本県が他県と

比べ優位な部分をさらに伸ばすというものであ

りますが、同時に劣っている部分を引き上げる

ための施策も連動させ、全体的な底上げを図る

べきではないかと考えております。

劣っている部分はそのままにして、もし各プ

ロジェクトの目標が達成できなければ、県全体

が衰退してしまうのではないかとの懸念を抱か

ずにはおられないところであります。御見解を

お伺いいたします。

御指摘のとおり、人口○知事（河野俊嗣君）

減少対策については、自然減・社会減対策に加

えて、人口が減少する傾向の中でも持続可能な

地域づくりも重要な視点であると考えておりま
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す。

人口減少が見込まれる中にあって、今後も地

域の暮らしや経済を維持・活性化していくため

には、本県の強みや特性を伸ばす一方で、足ら

ざる部分、弱い部分を補強しながら、地域全体

の持続可能性を高めていく視点が大変重要であ

ると認識しております。

このような観点から策定しておりますのが県

総合計画でありまして、その実行計画となるア

クションプランには、医療・福祉・教育の充実

や、困難を抱える人への支援はもとより、物価

高騰への対応、交通・物流網の維持・充実や県

土の強靱化、力強い産業・雇用の創出など、県

民の暮らしや財産を守り、未来を切り開くた

め、本県が今、集中的に取り組むべき重要施策

を掲げております。

私としましては、今後もこのアクションプラ

ンを着実に推進し、成果を上げることを最優先

として県政運営に努めますとともに、日本一挑

戦プロジェクトの取組とも連動させ、さらなる

県勢浮揚を図りながら、総合計画が目指す「安

心と希望ある宮崎」の早期実現につなげてまい

ります。

ところで、プロジェクトごと○坂口博美議員

に様々な取組が予定されておりますが、それら

はいずれも設定した数値目標を達成するための

手段にほかなりません。

それでは、各プロジェクトを実施する目的は

何なのか。本来、県の事業は、県民の利益向上

や経済格差の縮小などが目的ではないのか。こ

の点について、各プロジェクトの関係部長の見

解を伺います。

子ども・若○福祉保健部長（渡久山武志君）

者プロジェクトの目的は、結婚し子供を持ちた

いと願う若者の希望をかなえることなどを通じ

まして、少子化に歯止めをかけ、将来的な人口

の安定化を図ることで、県民の皆様が安心して

暮らせる地域社会を維持していくことになりま

す。

少子化対策は長期的に取り組むべき課題では

ありますが、まずは合計特殊出生率の向上への

足がかりを築くため、本プロジェクトにおきま

しては、３年間にわたって出会い・結婚や子育

て支援を中心に、従前の取組と併せまして集中

的に取り組んでいるところであります。

なお、少子化に歯止めをかけるためには、次

の親世代となる若者の県内定着も大変重要であ

りますことから、今後、全庁を挙げて取り組む

とともに、市町村等ともしっかり連携を図って

まいります。

グリーン成○環境森林部長（長倉佐知子君）

長プロジェクトのうち、林業部門の目的は、再

造林率日本一に向けた取組を通じて、次世代を

担う若者が夢を描ける持続可能な林業・木材産

業の確立と、森林の持つ公益的機能の発揮によ

り、中山間地域をはじめ、全ての県民の安全・

安心で豊かな暮らしを実現していくことにあり

ます。

このため、県民と産学官が一丸となって取り

組む宮崎モデルとして、県民の意識醸成を図り

つつ、地域ネットワークの設立や多様な担い手

の確保、林業採算性の向上、県産材の需要拡大

などに取り組むこととしております。

県としましては、市町村や関係団体等と連携

しながら、再造林率日本一に向けたこれらの取

組をしっかりと進めてまいります。

スポーツ○商工観光労働部長（川北正文君）

観光プロジェクトにつきましては、「世界レベ

ルのキャンプ・大会の戦略的な誘致、受入体制

の強化」「戦略的・計画的なハード整備」「県
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内全域のスポーツ環境の充実」を柱にして、昨

年度から取り組んでおります。

今年度は、スポーツキャンプ・大会誘致委員

会を立ち上げるなど新たな取組も実施してお

り、これらの取組を通じ、プロや国内外代表合

宿の増加を図るとともに、県内全域へのキャン

プ・合宿の増加につなげることで、地域経済の

活性化、観光振興の好循環による県政の発展や

県民の暮らしの豊かさを創出してまいります。

本プロジェクトの推進に当たっては、市町村

や競技団体、宿泊事業者等とも強固に連携し、

屋外型トレーニングセンターをはじめ、国スポ

・障スポに向け整備を進めている県有施設も活

用し、しっかりと取り組んでまいります。

ぜひそれぞれ頑張っていただ○坂口博美議員

きたいと思います。先ほどの知事の政治と信頼

の関係の見解でもありました。やっぱりこれは

知事の肝煎りの目玉商品ですから、これがへ

たったとなると、途端に信頼をなくしてしまう

んです。だから、これは知事の決意あるいは皆

さんの総力を挙げて、ぜひとも成功していただ

きたい、目標・目的を達成していただきたいと

思います。

では次に、流域治水に関し伺います。

「善く国を治める者は、必ずまず水を治め

る」、これは、治水は国を治める上での根本的

な国家大計であるとする、中国春秋時代の斉国

の宰相であった管仲の理念であり、自然災害を

克服して初めて、国民生活の安定、天下太平、

国家繁栄はなせると言っているのであります。

治水に関しては、我が国でも、その工事に関

する話として、その苦労や壮絶さが長い年月を

経た今もなお語り継がれ、感謝の念が表され続

けている例は少なくありません。

それらの例の中で、私は特に、薩摩藩の家

老、平田靱負が指揮を執った木曽三川の治水工

事について、もっと広く世間に知ってもらいた

いと願っております。

この工事は「宝暦の治水工事」と称されるも

ので、幕府よりお手伝い普請を命ぜられた薩摩

藩が、藩命をかけて1754年２月より１年余りを

要して行った、希代の難工事と言われる大事業

でありました。

ところで、この工事は５月22日に終了してお

りますが、平田靱負は翌々24日には報告書をつ

くり、25日には工事に関わった藩士全員を薩摩

へ帰らせております。そして、同じ25日のうち

に、「住みなれし里も今更名残りにて立ちぞわ

づらふ美濃の大牧」の句を残して、家老自身も

他界しているのであります。死の真相は不明で

あるとされておりますが、様々な状況などか

ら、家老の死は自害であるとするのが専らのよ

うであります。

では、自害だとする理由は何なのか。それ

は、この工事では、当初の見積りをはるかに上

回る、当時の薩摩藩の２年分の予算に当たる40

万両も費やし、そのため、領民は重税にあえぐ

ところとなり、また、奄美の人たちも上納すべ

く芭蕉布の搾取の強化に苦しまされるに至った

こと、そしてまた、この工事では、藩士51名が

自害し、33名が栄養不足や疫病などで死亡して

いること、さらには、家老が他界したその日時

や残した辞世の句などをもって、平田靱負の死

は自害ではないかと考えられているようであり

ます。

持ち時間の都合もあり、以上簡単に紹介を申

し上げ、県土整備部長に、流域治水関連法の近

年の動きや、流域治水についての県の考えを伺

います。

河川法や水防○県土整備部長（桑畑正仁君）
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法など、９つの法律から構成される流域治水関

連法は、気候変動の影響により、2040年頃には

降雨量が約1.1倍、流量が約1.2倍に増加すると

見込まれることから、流域治水の実効性を高め

るため、令和３年に一体的に改正されたところ

です。

県内では、この改正を受け、今年３月、全て

の一級水系において関係者が行う水災害対策を

取りまとめた「流域治水プロジェクト」を見直

し、流域治水対策の加速化に取り組んでいると

ころです。

流域治水は、河川改修だけでなく、ダムの事

前放流や農業用ため池の活用、森林整備など、

関係者の主体的な取組が非常に重要であります

ことから、引き続き国や関係機関と連携を図り

ながら、治水対策のさらなる強化に取り組んで

まいります。

これらの関係法の見直しで私○坂口博美議員

が特に期待を持ったのが、利水ダムに対する治

水への責務や機能向上などに対しての様々な支

援策の整備であります。

ダムの事前放流に関して整備された法制度等

についての説明及び県で取り組む上での課題に

ついて、県土整備部長に伺います。

ダムの事前放○県土整備部長（桑畑正仁君）

流につきましては、河川法において、利水ダム

等の洪水調節機能を強化するための協議会の設

置が位置づけられたほか、事前放流に伴う損失

補償制度や利水ダムの放流設備改造への補助制

度が拡充されたところであります。

本県におきましては、県内にある利水ダムを

含む全ての46ダムにおいて、事前に放流を行う

ための協定を締結しており、令和４年台風第14

号では、30ダムで事前放流を行い、下流河川の

水位低減効果も見られたところです。

一方で、ダムの構造によっては放流設備の大

規模な改造が必要になることや、ダム貯水池の

土砂堆積が進行した場合、貯水容量が減少し、

事前放流の効果が低減することなどが課題と

なっております。

令和４年の台風第14号では、○坂口博美議員

小丸川上流の上栂尾観測所で、最大時間雨量55

ミリ、最大24時間雨量597ミリを観測し、その両

方ともが観測史上最大を記録しました。そのた

め、松尾ダム及び渡川ダムでは、計画を上回る

水量がダムに流入し、緊急放流を余儀なくされ

ました。

ところで両ダムは、洪水吐きがダム堤頂部に

設置されたクレストゲートのみで、事前放流に

よる水位低下には限界があることから、私は、

堤体の最低水位部に放流管を増設し、事前放流

による洪水調節容量を最大限確保できる機能を

有したケースを想定し、台風第14号の洪水を対

象にしたダムの貯水量や放流量を県の資料を用

いて試算してみました。

その結果でありますが、仮に松尾ダムに国内

最大規模の毎秒1,000立方メートルの放流を可能

とする放流管を設置した場合、緊急放流時間の

実行を２時間ほど遅らせることはできるもの

の、緊急放流を最後まで回避するには至りませ

んでした。

そこで、松尾ダムの上流にある渡川ダムにも

毎秒550立方メートルの放流管を設置し、両ダム

の連携運用を行う場合を試算してみました。

その結果、洪水調節容量の合計は、現在の

約2,100万立方メートルから約3,500万立方メー

トルへと増加でき、これにより、サーチャージ

水位までの水位上昇時間を３時間ほど遅れさせ

ることが可能となりました。

その結果、この遅れにより、湖面がサー
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チャージ水位に達する前には、流入量が既に

ピークを過ぎ、緊急放流の必要はなくなること

から、放流管の設置が流域の安全確保に格段の

効果があるものと改めて認識できました。

知事に、松尾ダム及び渡川ダムに放流管を増

設することの御所見をお伺いいたします。

今、具体的な数字も含○知事（河野俊嗣君）

めて御説明いただきましたように、放流管の増

設につきまして、治水上の効果は大きいものと

認識しておりますが、一方では、放流管の増設

には多大な費用を要しますことから、予算の確

保が大きな課題となってまいります。また、放

流管増設後の機能を維持するためには、ダムの

堆砂対策 たまった砂等の対策も重要な課題―

であると考えております。

そのような中、国においては、将来の気候変

動による降雨量の増大に対応するため、昨年12

月、小丸川水系の河川整備基本方針が見直さ

れ、御指摘の松尾ダムや渡川ダムを含む既存ダ

ムの施設改造等が新たに計画に盛り込まれたと

ころであります。

今後、流域治水対策の財源となる国土強靱化

の予算を別枠で継続的・安定的に確保するよ

う、あらゆる機会を通じて国に求めていくとと

もに、県民の生命と財産を守るため、流域に関

わるあらゆる関係者と協働し、流域治水対策に

全力で取り組んでまいります。

予算は当然ですけれども、例○坂口博美議員

えば災害が１回起きると、宮崎だけで1,000億単

位です。それに比べたら、ちっちゃいものです

よ。それにも増して、これは人の命を救うんで

す。だから、ここのところはよくよく考えなけ

ればならないところだと思います。

松尾ダム、渡川ダムへの放流管設置について

は、大きな効果があるとの認識ではありまし

た。実は、先ほどの事前放流に係る計算を行う

中で大変気になったのが、今答弁にありました

ように、ダム湖内の堆積土砂であります。事前

放流により洪水調節のために確保する空間につ

いては、堆積土砂の量はその分、調節可能容量

を減ずることになり、場合によっては、人命を

左右する結果にもつながりかねません。

松尾ダムや渡川ダムでは、既に総貯水量の約

３割もの土砂の堆積が確認されており、今後、

堆積が進むと緊急放流が増えるなど、下流の災

害リスクが高まることとなります。

これらのリスクを排除し、安全を確保するた

めにも、ダム湖内の堆砂の進行を抑制すること

が必要であり、堆積土砂の除去はもとより、流

入土砂を減少させるべく、上流域における土砂

発生源対策が汚濁防止の面からも必要だと考え

ます。環境森林部長の答弁を求めます。

ダム・河川○環境森林部長（長倉佐知子君）

への土砂等の流入を防ぐためには、山地崩壊の

迅速な復旧や、山地災害の未然防止が極めて重

要であります。

このため、治山事業を計画的に実施し、土砂

の動きを抑えるための土留め工と早期緑化を図

るための植栽工や吹きつけ工などにより、崩壊

斜面の安定と拡大防止を図るとともに、渓流部

には治山ダムを設置して、不安定土砂の流下防

止などに努めております。

また、災害発生年に特に先行して復旧を要す

る場合には、国の災害関連緊急治山事業などを

活用し、早期復旧に努めております。

今後とも、流域治水における山地管理の重要

性を踏まえ、土砂流出防止対策にしっかりと取

り組んでまいります。

なかなか山地・山林というの○坂口博美議員

は、いろんな人の所有権がある中、それから公
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的な場所、制限がある中、実際に災害が起こっ

て、俺のところだけが原因じゃないぞというこ

とで、個人での負担というのがまた難しくな

る。様々な課題を含んでいると思います。やる

気になれば、まず最初に、そこらは法的に整理

する必要があると思うんです。とにかく対症療

法に頼っていては限界があると思いますので、

発生源、危ないものは出さないという対策にぜ

ひ取り組んでいただきたいと思います。

そしてまた、今聞かれましたように、流域治

水では山地管理の在り方というのが大きく影響

しています。したがって、この取組には、県土

整備部だけではなく、企業局とともに環境森林

部も加わって、連携した取組が必要だと考えま

す。環境森林部長及び企業局長のお考えを伺い

ます。

流域治水対○環境森林部長（長倉佐知子君）

策には、上流域に位置する森林の水源涵養機能

や山地災害防止機能、土壌保全機能などを十分

に発揮させることが重要であると認識しており

ます。

このため県では、森林を健全な状態に保つよ

う、森林所有者に対し、再造林や除間伐を支援

するとともに、特に水源涵養や山地災害防止機

能の発揮が期待される森林においては、県の森

林環境税を活用し、伐採後の速やかな再造林や

広葉樹の植栽等を支援しております。

今後とも、森林整備事業や治山事業に取り組

むとともに、流域全体の安全性を高めていくた

め、県土整備部や企業局としっかりと連携を図

りながら流域治水対策を推進してまいります。

流域治水への取組○企業局長（松浦直康君）

として、企業局では、ダムへの土砂の流入抑制

や水源涵養などを目的とする緑のダム造成事業

のほか、台風などで相当規模の降雨が予想され

る場合には、ダムの水位を事前に一定程度下げ

る取組を行っております。

しかしながら、気候変動により水災害が頻発

・激甚化する中、今後は、ダムの機能を最大限

に生かした事前放流も求められてくるものと考

えております。

その際、ダムの上流部での山腹への影響や、

下流域での水位上昇に伴う影響なども考慮する

必要がありますので、こうした課題を検証する

とともに、関係機関と十分に連携しながら、流

域治水を担う一員として、しっかり取り組んで

まいります。

事前放流というのは既に求め○坂口博美議員

られているんですよね。そして、この事前放流

ですけれども、法改正に伴って、利水ダムを含

む県内全てのダムでの事前放流のための協議会

が既にできておりまして、企業局もその構成員

となっておられるわけです。

その企業局がダム下流への懸念などを示さ

れ、放水することによって水かさが増す心配が

あるんだと言われましたが、事前放流というの

は、まず河積断面に余裕があるときに、その余

裕の範囲内で流すというのが事前放流ですか

ら、それは本当に無用の心配だと思います。

そこらのところ、ちょっと考え方がどうかな

という気がするんですけれども、国は流域治水

の新たな考え方において、利水ダム、電気屋さ

んにおいても洪水調節容量を大きく増やすとい

う方向を示し、そのための法制度などの改正も

行っております。これはダムによっては倍以上

に増やせると、そんな設計のところも出てきて

います。

「万が一、あのとき企業局が可能な範囲内で

最大の努力をしてくれておれば、このような犠

牲は出なかった」などと、そのときになって指
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摘されるような事態というのは、次の水利権の

更新期というのも来るわけでありますから、そ

のとき、この更新が堂々ともらえるかとなる

と、これをも不確実にするほどのゆゆしい問題

だと思います。やれることをやっていなかった

らですね。

だから、そこも真剣に考えていただきたいと

いうことを申し上げまして、一連の答弁を聞か

れた知事に、流域治水に係る知事の見解を伺い

ます。

近年、これまでに経験○知事（河野俊嗣君）

したことのない規模の豪雨や線状降水帯の発

生、また台風等による災害が、全国各地で毎年

のように発生しておりまして、本県におきまし

ても、令和４年の台風第14号などでは、貴い命

が失われ、多くの家屋や施設が損壊・浸水する

など、県内全域で甚大な被害が発生しました。

一昨日も、この台風で被害を受けられた美郷

町和田地区の皆さんと意見交換を行ったところ

でありますが、被災された方の声に耳を傾け、

また被災地に足を運ぶ中で、河川の氾濫など水

がもたらす災いから、全力で県民の命、そして

財産を守らなければならないという思いを強く

したところであります。

このような中、地球温暖化による降雨量のさ

らなる増加が予測されておりまして、世界の平

均気温が２度上昇した場合には、洪水の発生頻

度は約２倍になると予測されておりますことか

ら、災害リスクの高い本県にとりまして、県土

強靱化の重要性はますます高まっているものと

認識しております。

水災害から県民の命と暮らしを守るために

は、流域全体を俯瞰し、庁内の関係部局が一致

団結して取組を進めることが不可欠であります

ので、私が先頭に立って、リーダーシップと責

任を持って流域治水対策に全力で取り組んでま

いります。

今日、私は２人の人物を紹介○坂口博美議員

いたしました。それは、自分の使命に命をかけ

ている、大事をなさんとするに際しては、そこ

に命を捨てんとして臨んでいるということを申

し上げたかったからであります。

「我は兵をもって戦いを決せん。塩をもって

敵を苦しめることはせじ」、俗に言う「敵に塩

を送る」の言で知られる上杉謙信は次のような

言葉も残しております。「死なんと戦えば生

き、生きんと戦えば必ず死するものなり」と

言っております。根本中将は、まさしくそのと

おり「ここが自分の死に場所」と覚悟し、国民

を守ることに徹した。そして、その結果とし

て、激戦の中を生き抜いたのだと思います。

しかし、平田靱負は死んでいるではないかと

言われるかもしれません。でも、もし彼が腹を

切らなかったらどうだったか。「平田は巨額な

藩費を使い、51人もの藩士に腹を切らせた家老

だ」として、よい評価を受けることもなく、武

士としては死ぬよりつらいとされる生き方、つ

まり恥の中で命を長らえる人間だとされ、誰の

心にも残らぬ家老であったやもしれません。

しかし、平田靱負の功績をたたえ、感謝の念

を表すために、岐阜県では、小学校の副読本に

載せられたり、感謝のための祭事が行われた

り、さらには、鹿児島県と岐阜県とが姉妹県と

なるなど、今もなお家老は人々の心に生き続け

ております。

壇上で尋ねた政治と信でありますが、つまる

ところは「このリーダーは施政に命をかけてい

る」と信じてもらえるか否かであると思いま

す。先島に危機が起こり、それが宮崎に迫ろう

としようとも、「宮崎には河野知事がいるから
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大丈夫」と信じられる知事であられることを

願っています。

災害による犠牲者が出たとき、よく使われる

「想定外」の言葉、そのような事象は想定の中

に置き、そして万全を尽くして、このような言

い訳の必要がない知事であられることを期待し

て質問を終わります。どうもありがとうござい

ました。（拍手）

次は、松本哲也議員。○濵砂 守議長

〔登壇〕（拍手） おはようご○松本哲也議員

ざいます。県民連合立憲、立憲民主党、松本哲

也です。

2024年元日に能登半島地震発生、その後にお

きまして、本県や全国において地震が多発して

います。今朝も地震が発生いたしました。

古来、天変地異が起きると、国内の状況を見

るに、市民の暮らしは困窮を極めています。い

かに宮崎県がよくなるか。世の中が、そして政

治が。県民生活の向上を願い、通告順によって

一般質問を行いたいと思います。

まずは、新型コロナウイルス感染症対策の検

証についてお尋ねいたします。

2019年12月に中国・武漢市での原因不明の肺

炎患者の確認から、その後、ダイヤモンド・プ

リンセス号における集団感染、一斉休校やイベ

ント自粛、医療崩壊の危機として緊急事態宣

言、そして東京オリンピックが延期となりまし

た。

新しい生活様式として、３密の回避であると

か、ソーシャルディスタンス、ワーケーション

の推進などが進められました。プレミアム付商

品券、全国旅行支援などなど、新型コロナの感

染拡大防止とともに、感染拡大の影響を受けて

いる地域経済や住民生活を支援し、地方創生を

図るために、本県においても、実情に応じて、

きめ細やかに必要な事業が展開されました。

しかし、コロナは昨年５月に感染法上の位置

づけが５類に移行し、３年余りに及ぶ新型コロ

ナ対策は一つの節目を迎えました。移行から１

年以上が経過しましたが、新たな患者の発生や

感染の後遺症に悩まれている方もいらっしゃい

ます。一日も早い完全回復を願います。また、

県内でも各地でコロナからの回復に向けた取組

が行われていますが、本来の姿にはまだまだ、

もう少し後押しが必要ではないかといった感が

ありますし、そのような声も聞こえておりま

す。

本県においてもこれまで、年度ごとにコロナ

対策に係る事業の検証や、国の新型コロナウイ

ルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用状況

が公表されていますが、先ほど申しましたよう

に、節目を迎え、改めて決算を控えたこの時期

に、これまでの取組などを振り返り、見解を伺

いたいと思います。

そこでまず、コロナ禍において多くの対策・

支援事業に取り組まれた中、中小企業等への支

援の効果につきまして、知事の見解をお伺いい

たします。

次に、コロナ禍における人権配慮についてで

す。

感染された方や医療従事者、そしてその家族

などに対して、誹謗中傷や心ない書き込みな

ど、差別やいじめといった残念な事象が発生し

ました。過度な正義感からか、自粛警察といっ

た行動も残念な出来事であったと思っていま

す。新型コロナウイルスに対する正しい情報や

知識を持たないことから、過度に不安や恐れを

抱いてしまい、過剰な行動に走ってしまったこ

ともあったのかもしれません。

しかし、いかなる状況にあっても、このよう
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ないわれなき差別が生まれる背景には何がある

のか、そしてどうすれば差別やいじめをなくす

ことができるのか、常に人権啓発が求められて

いると考えます。

そこで、コロナ禍での人権問題を教訓としま

して、人権尊重の取組をどのように進めていか

れるのか、知事にお伺いいたします。

以上で壇上からの質問を終わり、以後は質問

者席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

まず、コロナ禍における中小企業等への支援

の効果についてであります。

県ではこれまで、国の臨時交付金等を積極的

に活用し、売上げが減少した事業者への支援金

の交付をはじめ、プレミアム付商品券の発行や

県内旅行支援など、様々な需要喚起にも取り組

んでまいりました。

また、各種支援事業を進める中で、「手続が

煩雑で申請に手間がかかっている」との声をお

聞きした際には、提出書類の簡素化やウェブ申

請を可能にするなど環境整備にも努め、利用促

進を図ってまいりました。

こうした取組の結果、事業継続や雇用の維持

に一定の効果があったものと認識しており、事

業者からも「需要喚起策により、多くの県民に

支えていただいた」などの声もあったところで

あります。私も飲食店や交通事業者から「大変

助かった」というような声も直接伺っておりま

す。

一方で、現在、長引く物価高騰に伴う生産コ

ストの上昇や深刻な人手不足などにより、多く

の事業者から「経営が厳しい」という切実な声

を伺っております。

県といたしましては、引き続き中小企業等に

寄り添いながら各種支援策を推進し、その効果

が広く行き渡るよう取り組んでまいります。

次に、人権尊重の取組についてであります。

コロナ禍においては、当初、特に未知の病に

対する恐怖、社会不安といったものを背景とし

まして、他人への思いやりの欠如や不寛容が広

がり、医療従事者への差別的言動など、様々な

人権上の課題が浮き彫りとなりました。こうし

た教訓というものをしっかり受け止めて、将来

の人権尊重の取組に生かしていかなくてはなら

ない、そのように考えております。

県では、同和問題をはじめ、女性や障がいの

ある人などに関する問題に加え、社会情勢の変

化に伴い生じた新たな人権問題にも対応するた

め、令和４年３月に宮崎県人権尊重の社会づく

り条例を制定しております。

また、今年３月には、この条例に基づき、宮

崎県人権施策基本方針を策定し、感染症に伴う

差別的行為やインターネットを利用した人権侵

害の防止のための啓発など、コロナ禍で顕在化

した人権問題も含め、様々な問題に適切に対応

を進めているところであります。

引き続き、これらの条例や方針を踏まえ、県

民一人一人がお互いを温かい気持ちで包み、助

け合い、全ての人の人権が尊重される社会づく

りに全力で取り組んでまいります。以上であり

ます。〔降壇〕

国際社会を見ますと、女性や○松本哲也議員

子供、障がいのある人々、外国人や難民など常

に弱い立場にいる人々が、偏見や差別、いじめ

の対象になりやすい、そんな気がしておりま

す。病気が広がるにつれて、さらに世界でも差

別やいじめが広がることも考えられます。

日本のコロナ差別は、世界で起こっている差

別と無関係ではないと思います。正しい理解と

- 27 -



令和６年６月12日(水)

正しいメッセージをみんなが発信することで、

弱い立場の人々の助けになることができると信

じております。

続きまして、コロナ禍において、デジタル化

への加速が劇的に進んだと感じているのは私だ

けではないと思います。テレワークやオンライ

ン授業、買物、キャッシュレス化など、働き方

も変わり、リモートワークは今後さらに進んで

いくものと感じています。

そのような中、特に仕事（ワーク）と休暇

（バケーション）を組み合わせたワーケーショ

ンは、自然豊かな本県の魅力を発信しつつ、多

様な働き方を提案する手法の一つとして有効で

あると感じています。会社とは離れた場所で働

きながら休暇を楽しむ働き方、まさに本県の強

みを生かせる働き方と考えます。

６月補正予算にあります半導体関連企業誘致

加速化事業は、誘致を加速化させ、多くの雇用

が見込まれることに期待いたしておりますが、

ワーケーションなど今の時代に合った働き方と

して、宮崎のよさ、宮崎らしさが現れ、企業誘

致の強みになると考えます。

そこで、豊かな自然の中でのワーケーション

など、宮崎らしさの発信や取組の推進が企業立

地活動において有効であると考えますが、県の

考え方を商工観光労働部長にお伺いいたしま

す。

本県の温○商工観光労働部長（川北正文君）

暖な気候と豊かな自然に囲まれた環境は、立地

活動における重要なセールスポイントの一つで

あります。

特に、ゴルフやサーフィンに代表されるアウ

トドアレジャーを一年中楽しめる環境に引か

れ、立地を決定する企業が、情報関連産業を中

心に一定数ございます。

そのため、県としましては、自然環境をはじ

め、本県の優れた食や子育て環境、生活環境と

いった魅力について、パンフレットや動画によ

るＰＲを積極的に展開しております。

今後は、コロナ禍を経たライフスタイルや働

き方の変化も十分踏まえながら、「宮崎らし

さ」の発信による企業立地に取り組んでまいり

ます。

それでは、新型コロナ対策の○松本哲也議員

検証として、最後に本県財政に与えた影響につ

いてお尋ねいたします。

新型コロナ対策は、これまでお尋ねしてきた

事業に限らず、医療や学校現場などハード面の

整備から、また給付金やＰＣＲ検査など多くの

事業・対策に新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金が交付され、迅速な対応を迫

られていた県や市町村が取り組むことができま

した。その多くは全額国費で賄われるもので

あったと認識しております。

しかし、３年以上にわたる対策事業の実施は

国費への影響も大きく、また自治体において

も、制度を活用した各種独自の事業の取組も

あったと認識しています。さらには、実施時に

は全額国費であった場合でも、決算において

は、一部が交付されずに県費を充てたのではな

いか、そのようなことも気がかりとなるところ

であります。

そこで、新型コロナ対策が本県の財政に与え

た影響はどのようになっているのか、再度知事

にお伺いいたします。

本県において、令和５○知事（河野俊嗣君）

年度までに新型コロナ対策に要した総事業費は

約2,300億円となっておりまして、そのほとんど

が臨時交付金などの国庫支出金で賄われており

ますことから、県の貯金に当たります財政関係
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２基金は十分な残高が確保されるなど、本県財

政の健全性は保たれているところであります。

これは、今回の未曽有の危機に対し、私も全

国知事会地方税財政常任委員長として、度々全

国に調査を行い、必要額というものを取りまと

めて、交付金の追加配分など、何兆円という大

きな規模の要望を行ったところでありますが、

繰り返し要請活動を行い、財源を確保すること

ができた。これは、県議会の皆様をはじめ、地

方が一丸となって、国へ必要な財政支援を求め

てきた結果であると考えております。

一方、今後は、コロナ禍からの再生を着実に

進めつつ、３つの日本一挑戦プロジェクトの本

格展開や、国スポ・障スポといった大規模イベ

ントの開催などを通じて、本県をさらなる高み

へと押し上げていくため、必要な施策を積極的

に実施していくこととしておりますので、引き

続き、長期的な財政見通しを踏まえ、歳出の重

点化・効率化も図り、将来にわたり財政の健全

性を維持してまいります。

ありがとうございます。コロ○松本哲也議員

ナは５類となりましたが、なかなか本来の調子

に戻らないというコロナ後遺症に悩まれている

多くの方のお話を聞くことや相談を受けること

があります。

災害時の避難所等における感染防止対策など

も引き続き検証していく必要があります。コロ

ナの対応から国民の命を守るために必要だとし

て、地方自治法の改正案に、感染症の蔓延や大

規模な災害など、国民の安全に重大な影響を及

ぼす事態が発生した場合、個別の法律に規定が

なくても、国が自治体に必要な指示ができると

する特例を盛り込んでいます。

しかし、コロナ禍における政府対応に疑問を

感じている方は多くいます。これから参議院で

の集中した審議が行われます。今後、地方自治

法改正の推移を注視し、議論させていただきた

いと考えております。

次に移らせていただきます。人口減少対策・

消滅可能性自治体についてお尋ねいたします。

４月24日、民間の有識者で構成する人口戦略

会議は、国立社会保障・人口問題研究所の公表

したデータに基づいて、744自治体が将来消滅す

る可能性があるとした報告書をまとめ、公表し

ました。

その根拠は、2020年から2050年の30年間で、

子供を産む中心的な年齢層である20歳から39歳

の女性人口の増減とありました。私は、この根

拠、若い女性の動態による定義には大きな違和

感があります。着目すべき項目はほかにありま

す。

このように公表されますと、消滅可能性自治

体と位置づけられた首長や、そうでなかった自

治体の首長からも、様々な反応があったと思っ

ております。この結果に一喜一憂することな

く、今後も様々な観点から人口減少対策を講じ

ていかなければなりません。

そこで、消滅可能性自治体の公表結果に対し

て、知事はどのように受け止められたかお伺い

いたします。

いわゆる消滅可能性自○知事（河野俊嗣君）

治体は、今から10年前にも同様の手法で分析・

公表されております。今回は、民間有識者によ

る人口戦略会議が、直近の国勢調査における将

来推計人口をベースに改めて分析したものであ

ります。

前回と比較しますと、本県の該当自治体数は

減少したものの、全市町村で若年女性人口のみ

ならず総人口の減少が見込まれるなど、依然と

して人口減少が加速する厳しい状況にあると受
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け止めております。

本県ではこれまでも、人口減少への対応を県

政の最重要課題と位置づけて、若者の県内定着

や子育て支援、産業振興や人材育成など、自然

減と社会減の両輪で対策に取り組んできたとこ

ろでありまして、今後もその基本姿勢が変わる

ものではありません。

県としましては、引き続き、市町村と緊密に

連携を図るとともに、産業界や労働界等とも改

めて危機感を共有しながら、官民一体となって

人口減少対策に取り組み、未来に明るい希望を

持てる宮崎の実現を目指してまいります。

様々な分析が行われるという○松本哲也議員

ことは、やはりこの国の人口減少がいかに深刻

な課題であるかと捉えるべきだと考えておりま

す。

地方創生といえば東京一極集中の是正が声高

に言われてきましたが、政府は先日、10年を迎

えるこの政策について、東京一極集中の流れは

変わっていないとして、「地方が厳しい状況の

中にあることを重く受け止める必要がある」と

した報告書を公表しました。この成果が乏しい

ことを認めています。

しかし、本県をはじめ地方は、国の政策に

従って、人口ビジョンの策定やそれによる様々

な事業を展開する中で、東京一極集中の是正に

真剣に向かってきたわけです。ここに来てです

かという感じがします。

そこで、九州地方知事会長など要職にある知

事として、東京一極集中の是正にどのように取

り組んでいかれるのか、再度お伺いいたしま

す。

人口減少が加速する○知事（河野俊嗣君）

中、東京一極集中は、都市部に人口や資源が過

度に集中することにより、地方の人的・経済的

な縮小をもたらし、その影響が都市部にも波及

する。さらには、多くの若年層を東京都などが

引きつける中で、合計特殊出生率は１を切っ

た0.99と、今回はブラックホールというような

表現もなされておるところでありますが、やが

て国全体のさらなる人口の減少、ひいては国力

の低下、そして国際社会における我が国の存在

感の低下というものを招きかねない強い危機感

を抱いているところであります。

地方ではこれまで、地方創生という旗印の下

で、移住・定住の取組や魅力ある地域づくりな

ど、様々な施策に工夫を凝らして取り組んでま

いりました。本県も含め、成功事例、一定の成

果が出ている部分もございますが、一方で、省

庁や企業、大学等の地方移転はほとんど進んで

おらず、改めて国の責任において、その是正と

いうものを強力に進めていく必要があると考え

ております。

このため、東京一極集中の是正に向けまし

て、先月本県で開催しました有志知事による将

来世代応援知事同盟サミットでは、地方分散型

社会の実現、また、人口減少を真正面から捉え

て、国が取り組む司令塔の設置などを求めたと

ころでありまして、九州地方知事会では、地方

創生のさらなる加速などを国に求めることとし

ております。

引き続き、知事として、そして九州地方知事

会の会長、そうした様々な立場から、あらゆる

機会を通じて、国に対して提言・要望してまい

ります。

ぜひお願いしたいと思いま○松本哲也議員

す。新聞などの報道によりますと、失望の声も

ありました。今知事が申されました地方分散型

社会の実現であるとか、地方創生のさらなる加

速を国に求めた結果どのような反応があったの

- 30 -



令和６年６月12日(水)

か、またそういったところも御報告いただきな

がら、この話を進めていきたいと思っておりま

す。

次に、教育長に何点かお尋ねいたします。

総務省がこどもの日を前に発表した人口推計

から算出した子供の数は、15歳未満の男女が前

年より33万人少ない1,401万人でした。43年連続

で減少しており、比較可能な1950年以降で最少

記録を更新、総人口に占める比率は0.2ポイント

低下して11.3％と、過去最低ということでし

た。出生率は低下傾向にあり、子供の数の減少

が続くことは予想できます。

今年度の県立高校一般入試の志願者数は、最

終倍率が、全日制が0.81倍、定時制で0.30倍で

あり、全日制、定時制を合わせた倍率が0.76

倍、前年度比0.04ポイント減少しています。

その合格者の状況は、全日制と定時制を合わ

せた7,760人の募集定員に対しまして、1,336人

満たしていなかったという結果でございます。

その後、２次募集が行われていますので、入

学の状況は変わっていると思いますが、このよ

うな状況から、まず、県立高校における今後の

定員見直しなどの対応につきまして、教育長に

お伺いいたします。

県教育委員会で○教育長（黒木淳一郎君）

は、学びの質の保障と適切な学校規模の維持を

目指し、令和10年度までの県立高等学校教育整

備基本方針を策定し、地域の持続的成長を支え

る人材の育成を進めてきたところであります。

本方針には、高等学校を取り巻く社会の変化

を踏まえ、令和６年度末をめどに見直しを行う

ことが提言されており、本年度、外部有識者等

の御意見をいただきながら、その見直しを計画

しているところであります。

具体的には、本方針に示されている定員減の

計画が今後の４年間も適切であるかを検討いた

します。

県教育委員会といたしましては、今後も魅力

と活力ある学校づくりに取り組んでまいりま

す。

魅力と活力ある学校は、地域○松本哲也議員

の核となる存在です。地域性なども考慮され

て、様々な角度からの検討が進むことを期待い

たしております。

また、働く場所が確保されて働きやすい環境

が整っていること、仕事がしっかりあること

は、人口減少対策としては基本だと考えていま

す。人口減少社会への対応と、教師の成り手不

足の中にあっても、教師の確保に向けた取組は

重要です。

中央教育審議会の特別部会は、教員の残業代

の代わりに基本給に上乗せする教職調整額を改

定することなど、教員確保に向けた対策案を了

承し、待遇改善を目指すようです。本県におい

ても様々な取組が行われているようです。

そこで、教師の成り手不足を解消するために

は、教師の魅力発信が大切だと考えます。県教

育委員会としましては、どのような取組を行っ

ているのでしょうか、教育長にお伺いいたしま

す。

教師の魅力発信に○教育長（黒木淳一郎君）

つきましては、中学生や高校生を対象に、スー

パーティーチャー等が教師の魅力を直接伝える

「ひなた教師ドリームカフェ」の実施や、県内

外の大学生に対しましては、これまで以上に多

くの大学に足を運ぶなど、教職ガイダンスの拡

大を図っております。

また、メディアを活用した取組としまして

は、これまでのＳＮＳを利用したＰＲ動画の配

信に加えて、宮崎駅前の大型スクリーンでのイ
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メージ動画の放映、宮崎日日新聞社と連携し

た、県内の先生方の魅力ある授業等を紹介する

「奇跡の教室」の掲載がございます。

今後も教師の魅力を伝えるとともに、学校が

魅力ある職場となるよう、働き方改革にもしっ

かり取り組んでまいります。

採用という点で考えますと、○松本哲也議員

学校現場で正規の先生方と同じように子供と向

き合って、そして採用試験を受けている先生方

がいらっしゃいます。現場では即戦力だと思い

ます。採用の面でも工夫されていると思います

が、社会人枠を設けるなど、経験豊富な人材の

登用について、人事委員会も交えた検討も有効

ではないかと考えますので、今後ともよろしく

お願いしたいと思います。

一方で、小学校の現場に目を向けてみます

と、新入学児童の保護者から「これまで１年生

は30人学級と聞いていたが、30人を超えてい

た。先生が足りないからですか」などと問合せ

がありました。一体どのようになっているので

しょうか。国や県の小学校における学級編制の

基準と、その基準の運用の実際につきまして、

再度教育長にお伺いいたします。

国の小学校におけ○教育長（黒木淳一郎君）

る学級編制の基準は、年度進行で１年生から５

年生までが35人学級となっており、今年度は６

年生のみが40人学級で編制しております。

また、本県独自の取組といたしましては、小

学校１、２年生を30人学級としており、これら

の基準を基に、市町村教育委員会では柔軟に学

級編制をしているところであります。

児童への教育的配慮や学校の実情等を考慮し

た運用の実際としましては、例えば70名を超え

る３年生において、基準上では３学級編制とす

るところを、あえて２学級編制とした学校や、

１学級だけ36人の学級にした、そのような学校

もございます。

ぜひ保護者の方々にも分かり○松本哲也議員

やすい説明と、また御理解いただけるような対

応も今後よろしくお願いしたいと考えます。

次に、消防に関しまして何点かお伺いしたい

と思います。

人口減少の要因の一つとして、安定して、安

心して働ける職場がないということが考えられ

ます。そのためにも、先ほど取り上げました魅

力ある職場というものは重要だと考えます。

消防士は人気の高い職業であり、近年、女性

職員が増えてきています。県では今年度、消防

学校に女子寮を新設するための予算が計上され

ており、今後、多くの女性消防士誕生が期待さ

れます。

一方、他県の例ではありますが、女性消防職

員の職場環境の不備などが要因で、その職員が

退職されたという残念なニュースを聞きまし

た。本県においても、まだまだ改善の余地があ

るのではないかと、そうであれば早急に改善し

なければならないと考えます。

そこで、県内消防本部における女性消防職員

が働きやすい環境整備について、県の取組状況

を危機管理統括監にお伺いいたします。

県内消防本○危機管理統括監（児玉憲明君）

部における女性消防職員数は、本年４月１日時

点で22名であり、５年前の９名と比較して２倍

以上に増加しております。

女性が働きやすい環境整備の取組として、各

消防本部では、女性専用の仮眠室や浴室等の整

備を進めております。

また、県では今年度から、消防本部に対し、

軽量化されたホースや省力化につながる自動心

臓マッサージ器など、女性が使いやすい資機材
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を優先して補助するとともに、消防本部の幹部

職員等を対象に、女性活躍に向けた研修会の開

催などに取り組んでおります。

しかしながら、女性が働きやすい環境整備は

まだ十分とは言えない状況ですので、今後とも

各消防本部と連携し、積極的に改善を図ってま

いります。

人口減少が言われる中、地域○松本哲也議員

の中心的存在として、地域を支えてくださって

いるのが消防団員の皆さんです。この時期は、

消防操法訓練大会に向け、特に仕事の終わった

夜に訓練されていることと思います。消防活動

は、地域のコミュニケーションの場としても重

要な役割を担っています。

しかし、近年、人口減少の影響からでしょ

う、各部の存続が困難となり、隣接する地区と

の統廃合が行われていると伺っています。統廃

合が行われると、各部が所有する資機材の配備

がなくなり、消防団の使命である火災の初期消

火に影響があるのではないかと危惧するところ

です。

そこで、県内消防団各部の数の推移と統廃合

に伴う資機材等の取扱いについて、危機管理統

括監に県の考えをお伺いいたします。

消防団の活○危機管理統括監（児玉憲明君）

動単位である部の数は、本年４月１日時点で県

内に787部あり、消防団員数が年々減少している

ことなどから、５年前の812部と比較して、25

部、率にして約3.1％減少しております。

また、部が統廃合された場合の資機材等の取

扱いについては、所有する各市町村において、

財産管理に係る規定等を踏まえ、地域での適切

な管理・運用や資機材等の適正配置、安全面の

確保などの観点から、地域の実情に応じて判断

されるものと考えております。

それでは、減少や各部の統廃○松本哲也議員

合の対策が重要となるのは言うまでもありませ

んが、これまでも消防団員の確保に向けた取組

がなされていると思います。

そこで、消防団員を確保するため、女性消防

団員の活躍推進や機能別団員制度の活用が重要

と考えます。危機管理統括監に、この点につい

ての取組をお伺いいたします。

消防団にお○危機管理統括監（児玉憲明君）

ける女性の活躍を推進するため、県では、日頃

の活動成果の発表やスキルアップのための研修

等を行う女性消防団員活性化大会を例年開催し

ており、今年度からは、市町村への補助事業に

おいて、省力化・軽量化などにより女性が使い

やすい資機材を優先採択することとしておりま

す。

また、機能別団員制度は、本業や家庭の事情

等に応じ役割や時間を限定して活動でき、団員

の確保が期待できる制度でありますので、消防

団への理解促進を目的に今年度から行う企業等

への訪問活動の中でも、積極的に制度の周知を

行ってまいります。

消防団は地域防災の要でありますので、今後

とも各市町村と連携しながら、消防団員の確保

に取り組んでまいります。

ありがとうございました。消○松本哲也議員

防団等の実践で、消防団等充実強化アドバイ

ザーが本県に１人、延岡市の女性の方がいらっ

しゃいます。九州では４人、全国に30人と伺っ

ております。ぜひこのような方の活用とか、い

ろんな面での発信力を合わせていただいて、今

後の団員確保に取り組んでいただきたいと思っ

ております。よろしくお願いいたします。

次に移ります。能登半島地震の発生から対策

の強化などについてお尋ねいたします。
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改めて、能登半島地震によりお亡くなりに

なった方に対しまして、心より哀悼の意を表し

ますとともに、被災された方々にお見舞いを申

し上げます。

元日以降も一連の地震活動が発生しており、

日々緊張の中での生活は御苦労が多いことと思

います。地震活動の終息と復旧・復興が早急に

進むことを願っています。

地震発生から５か月が過ぎたこの間の報道な

どからは、家屋倒壊、大規模火災、停電、断水

など甚大な被害が発生していること、時間の経

過とともに被害の大きさが明らかになっていま

すが、のと里山海道をはじめとした道路や水道

管の被害、復旧状況、そして避難所などにおけ

る水の確保という点に私は非常に関心が高く、

その状況を注視してまいりました。

被害発生直後から、避難や救助をはじめ、物

資供給などの応急活動のため、緊急車両の運行

を確保すべき重要な路線で、高速自動車国道や

一般国道及びこれらを連絡する基幹的な道路が

緊急輸送道路です。南海トラフ巨大地震の発生

を想定したとき、本県沿岸部の被害想定からし

ますと、改めて緊急輸送道路の状況が気になり

ます。

そこで、県内の緊急輸送道路の防災・減災対

策の取組についてはどのようになっているので

しょうか、県土整備部長にお伺いいたします。

能登半島地震○県土整備部長（桑畑正仁君）

では、道路が寸断されたことで孤立集落が発生

したほか、救助や復旧支援にも支障が生じてお

り、ダブルネットワークの構築をはじめ、緊急

輸送道路ネットワークを強化することは、極め

て重要であると改めて認識したところです。

本県では、県が管理する緊急輸送道路の機能

強化を図るため、道路改良を重点的に進めてき

たところ、昨年度末時点での改良率は約85％と

なっており、併せて、災害を未然に防止するの

り面の防災対策や橋梁の耐震対策、電線の地中

化にも取り組んでいるところです。

県としましては、南海トラフ地震の発生が想

定される中、県民の安全・安心な暮らしを確保

するため、引き続き緊急輸送道路の防災・減災

対策に取り組んでまいります。

繰り返しになりますけれど○松本哲也議員

も、ぜひ点検をよろしくお願いいたします。

では、私の関心が高いもう一つの課題、水道

です。今回の能登半島地震では、水の確保が大

変だったと記憶しています。これまでも、水道

管の耐震化などは、多くの議員が様々な角度か

ら質問されています。それだけ災害時の水の確

保が大事であるということだと考えます。

能登半島地震の際は、全国各地から水道の復

旧や給水活動の応援に駆けつけてくださいまし

た。しかし、道路の被災状況や宿泊場所の確保

などから、この応援体制は大変であったと感じ

ています。

そこで、宮崎県内の水道事業体は、能登半島

地震においてどのような対応をされたのでしょ

うか、福祉保健部長にお伺いいたします。

災害時にお○福祉保健部長（渡久山武志君）

ける水道事業体への応援については、国の通知

等に基づきまして、国や都道府県、また全国の

水道事業体が会員となっております日本水道協

会におきまして、情報連絡体制を構築し、被害

状況の把握、支援ニーズの収集や給水等の応援

活動を実施することとなっております。

能登半島地震発災時におきましては、日本水

道協会からの要請に基づきまして、１月８日か

ら３月25日まで、宮崎市、都城市、延岡市、日

南市及び串間市が被災地に入りまして、給水車
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による応援給水活動を行ったところでございま

す。

今後、本県における水の確保○松本哲也議員

の体制構築が求められますので、機会あるごと

に点検・確認をお願いしたいと思います。

また、国土交通省は、能登半島地震の緊急水

源として、地下水活用事例を紹介しています。

大規模災害時における代替水源として、井戸、

地下水の活用が有効な手段の一つであること

は、私も常々考えていました。定期的な水質検

査を自治体が行うことでの災害用井戸の活用、

谷川の表流水を水源とした中山間部の飲料水供

給施設など、災害時の水源対策として整備を行

うことはできないかと考えていたのです。

そのような中、能登半島地震において被災し

た自治体の要請を受けて、避難所のシャワーと

医療機関などでの手洗い場が必要であることか

ら、断水状況下においても温かいシャワー浴や

水循環型手洗いが可能となるポータブル水循環

システムが活用された報道を目にしました。こ

れは過去の熊本豪雨の際にも活用されているよ

うです。

自治体の導入実績もあります。今後、このよ

うなシステムの避難所等への導入を検討する自

治体が増えるのではないかと考えます。

市町村が行う指定避難所等の環境整備に対す

る財政支援について、危機管理統括監にお伺い

いたします。

大規模災害○危機管理統括監（児玉憲明君）

時には長期の避難生活を強いられ、平成28年の

熊本地震では、273人の死者数の約８割が災害関

連死と認定されるなど、災害関連死のリスクが

高まることが予想されることなどから、避難所

の環境改善は喫緊の課題であります。

このため県では、小中学校をはじめとする市

町村所管施設に対して、御質問にありました仮

設シャワーのほか、仮設トイレ、発電機等の資

機材の整備を対象とした補助制度を設け、市町

村が行う指定避難所の環境整備を支援していま

す。

なお、この補助により、過去３か年では、先

ほど申し上げた資機材のほか給水タンク、エア

ベッド、テント、車椅子等が、延べ123の指定避

難所に整備されております。

様々な補助事業の拡充とか上○松本哲也議員

限額の引上げなど柔軟に対応して、今後も検討

いただきたいと思いますし、災害時の水源の確

保という点では、日常的に水の管理に御苦労の

多い中山間地域の日々の水源確保にもつながる

ことが期待できますので、今後とも検討をお願

いしたいと思います。

次に、県内観光についてお尋ねします。

コロナが５類となってでしょうか、今年の

ゴールデンウイーク、県内観光地はにぎわって

いたように感じました。

私も、地元をはじめ県内を伺いましたが、県

外の車が多いなと感じました。海や山などの自

然と触れ合う場所、アウトドア志向が人気のよ

うだったと感じました。この傾向は、自然豊か

な本県にとっては非常にありがたいことで、さ

らなる魅力発信により、観光振興が図られるこ

とを願うところです。

今回のゴールデンウイーク期間中の動向や分

析など、その状況を的確に把握することが今後

の対策に重要と考えますが、そこで商工観光労

働部長に、ゴールデンウイーク期間中の県内観

光地の入り込み客数と、今後の誘致対策につい

てお伺いいたします。

県内主要○商工観光労働部長（川北正文君）

観光地等38か所に聞き取り調査を行ったとこ
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ろ、今年度のゴールデンウイーク期間中の10日

間の入り込み客数は、コロナ禍前までは戻って

いないものの、前年度比約６％増の約60万人で

ありました。

県では現在、県内宿泊が落ち込む４月から６

月の旅行需要を喚起するため、春旅クーポン

キャンペーンを実施しているところでありま

す。

また、市町村や観光関連事業者等と連携し、

魅力的な観光地づくりに取り組むとともに、旅

行ニーズを的確に捉えながら、広域的なデジタ

ルチケットや旅行会社等とタイアップした旅行

商品の造成、食やスポーツ、神話など本県の強

みを最大限に生かした観光プロモーションの実

施等により、さらなる誘客促進を図ってまいり

ます。

県外の車が多いことに触れま○松本哲也議員

した。このことは、自家用車、レンタカーを利

用して観光されていると考えられます。となる

と、高速道路を利用されていると考えます。

この間、東九州自動車道の南郷－奈留間の新

規事業化、そして九州中央道の平底－蔵田間が

「計画段階評価を進めるための調査」に選定さ

れたことは大変ありがたいことで、どちらも早

期完成を願い、今後、知事のさらなるリーダー

シップを期待しているところであります。

しかしながら、県外の方からの話には、暫定

２車線区間における中央分離帯について悩まし

い話がありました。

ワイヤーロープや縁石、ラバーポールなど

は、走行することが「怖かった」「びっくりし

ました」、特に「橋梁ではそのほとんどが縁石

で、対向車線への飛び出しなどの防止対策は大

丈夫なのかと不安になりました」というお話で

す。高速道路における４車線化も、安全対策の

面から、そして観光推進・振興の面から重要だ

と感じたところでした。

東九州自動車道の暫定２車線区間における安

全対策の現状と今後の取組につきまして、県土

整備部長にお伺いいたします。

東九州自動車○県土整備部長（桑畑正仁君）

道をはじめとする高速道路の暫定２車線区間で

は、対面通行に伴う重大事故の防止対策とし

て、令和４年度までにワイヤーロープの設置が

おおむね完了しております。

また、トンネルなどの区間では、センターパ

イプなどの新技術を活用した新たな安全対策も

進められており、これらの取組により、近年、

重大事故の発生は減少しております。

一方で、抜本的な対策となる４車線化事業

が、東九州自動車道では、宮崎西－清武間や高

鍋－西都間の一部で進められております。

今後とも、知事を先頭に、国土交通省や西日

本高速道路株式会社に要望活動を行うなど、一

日も早い東九州自動車道の４車線化の実現に向

けて取り組んでまいります。

早期完成を目指して、一緒に○松本哲也議員

頑張ってまいりたいと思います。

次に、祖母・傾・大崩ユネスコエコパークに

ついてお尋ねいたします。

2017年６月14日、本県と大分県の６市町をエ

リアとしますエコパークが登録されました。

「尖峰と渓谷が育む森と水、いのちの営みを次

世代へ ～自然への畏敬をこめて～」をテーマ

にして、この７年間、人と自然が共生するため

の活動を積極的に行ってこられたと認識してお

ります。

しかし、この登録も、10年目を迎える令和９

年には、これまでの取組などを検証した上で更

新の手続が必要です。登録を目指すとき、地元
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をはじめとして、大いに盛り上がりを見せたと

感じています。ここ数年の取組は、地元をはじ

めとして、両県６市町や推進協議会などにおけ

る活動は、どのような取組がなされたのでしょ

うか、気になるところであります。

そこで、祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク

の令和９年の登録更新に向けて、資源の活用と

機運の醸成を図る必要があると考えます。これ

までの取組と今後の展開につきまして、総合政

策部長にお尋ねいたします。

祖母・傾・○総合政策部長（重黒木 清君）

大崩ユネスコエコパークは、宮崎、大分両県と

構成６市町による協議会を中心として、「自然

と人との共生」という理念に基づき、自然環境

の保全や地域資源の活用、魅力発信に取り組ん

でまいりました。

具体的には、児童生徒による交流キャンプや

環境学習の実施により、環境保全意識の向上や

郷土愛の醸成が図られたほか、登山客向けのグ

レーディングマップの作成やスタンプラリーの

実施等により、多くの方々がこのエリアを訪れ

るようになりました。

今後は、登録更新に向けまして、保護を図る

地域の拡大検討を行うとともに、新たに農林産

物の認証制度に取り組むなど、地域全体が一丸

となって世界ブランドを生かした地域の活性化

に取り組んでまいります。

世界ブランドです。しっかり○松本哲也議員

登録更新となるように取組を期待いたします。

次に、落雷対策についてお尋ねします。

４月３日、本県において落雷による事故が発

生しました。事故に遭われた方の一日も早い回

復を願います。

雷は、いつどこで発生するか、予測が困難な

自然現象と言われています。予測が困難とはい

え、最近では様々な雷予測が実用化されている

ようですし、雷を制御しようとする新技術の開

発も進んでいるようです。さらなる研究の加速

化によって、実用化されることを望みます。

そこで、雷の発生予測は困難でありますが、

落雷事故を未然に防ぐため、様々な取組が重要

と考えます。落雷事故防止に対する県の取組に

つきまして、教育長にお伺いいたします。

落雷事故防止にお○教育長（黒木淳一郎君）

ける対応につきましては、毎年度当初に、県立

学校及び市町村教育委員会に対し、活動の中止

や安全な場所への避難等について、通知文によ

り指導を行ってきたところであります。

さらに、今回の落雷事故を受けまして、気象

庁が雷発生の予測を提供している、いわゆる雷

ナウキャストを活用することや、天候の急変な

どの際、ためらうことなく計画の変更・中止等

の措置を講じるなど、対策を示した通知文を改

めて発出し、体育責任者会等において指導を徹

底したところであります。

加えて、気象庁職員を講師とした指導者等へ

の研修会も今後計画しており、今後とも落雷や

熱中症など様々な危機事象に対応できるよう、

命を守る取組をしっかり進めてまいります。

次に、宮崎県・市町村災害時○松本哲也議員

安心基金支援金についてお尋ねいたします。

この交付要綱によりますと、自然災害という

のは「被災者生活再建支援法第２条第１号に定

める自然災害」となっております。その自然災

害とは「暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地

震、津波、噴火その他の異常な自然現象により

生ずる被害」であり、異常な自然現象とは、ま

さに落雷であります。

しかし、過去において落雷によって家屋に被

害があったが、１件だけの事案であったため
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か、証明書の発行が大変だったと伺っておりま

す。被災者の支援が目的ですので、様々な手続

がスムーズにいかないものかと考えます。

そこで、落雷が原因で住家が被災した場合の

宮崎県・市町村災害時安心基金支援金の取扱い

につきまして、福祉保健部長にお伺いいたしま

す。

宮崎県・市○福祉保健部長（渡久山武志君）

町村災害時安心基金支援金は、被災者生活再建

支援法で定める地震などの自然災害により、住

家の半壊や床上浸水以上の著しい被害を受けま

した被災者を支援する本県独自の支援制度であ

ります。

落雷は、法に例示されている自然災害ではあ

りませんけれども、「その他の異常な自然現

象」として審査の対象とすることは可能でござ

います。

支援金の交付に当たりましては、県などで構

成する基金の運営委員会で審査を行います。そ

の際には、市町村が発行する罹災証明書等によ

り、被害の程度や自然現象との因果関係を考慮

した上で判断することになります。

地震の発生であるとか、梅雨○松本哲也議員

に入りまして、大雨や長雨などによる洪水等に

よる自然災害の発生が危惧されます。災害が発

生しないことが一番ですけれども、もしもの際

の災害時支援金です。審査の手続であるとか罹

災証明であるとか、簡略化できるものがあれば

今後検討していただきたいと考えております。

最後の項目になります。地元の課題でありま

す河川・水害対策についてお尋ねいたします。

ここ数年、幾度となく地元北川町に被害をも

たらしている台風などによる水害、昨年６月の

議会では、私は、北川ダムの管理について、大

分県との連携についてお尋ねいたしました。今

回は、北川流域に６か所ある霞堤のうち、一番

話題となっております家田地区の霞堤における

ごみの流入対策についてであります。

地元では、この自然災害のごみを「ゴソ」と

言っておりますので、時折、ゴソと発言した場

合は御容赦いただきたいと思います。

北川の流域防災、治水対策につきましては、

これまでも様々な角度から取り組んでいただい

ておりますことに感謝を申し上げます。また、

この家田地区においては、地元説明会を丁寧に

何度も開催していただきました。このことか

ら、地元の声を取り入れていただいた一定のご

み流入対策が進んできたと伺っております。

まず、延岡市北川町家田地区の霞堤開口部に

おけるごみ流入対策の取組状況について、県土

整備部長にお伺いいたします。

耳川家田地区○県土整備部長（桑畑正仁君）
※

におきましては、これまで、ごみの流入を防ぐ

ため、川の流れを変える掘削工事や水に浮く

フェンスの設置等を行ってきており、これによ

り、昨年の台風第６号では、霞堤開口部のごみ

流入に対して一定の効果を確認しております。

また、川の流れを変化させる水制工の設置を

計画しており、今年３月の地元説明会では、そ

の効果について、おおむね御理解をいただいた

ところです。

今年度は、水制工の詳細な配置の検討や、

フェンスの効果的な設置範囲の調査設計に取り

組むこととしており、引き続き、地域住民の方

々や学識者等の意見を伺いながら、ごみ流入対

策を講じてまいります。

今後も、地元への丁寧な説○松本哲也議員

明、そして北川流域だけに限らず、県内の治水

対策につきましても、引き続きの取組をお願い

したいと考えております。

※ 39ページに訂正発言あり

令和６年６月12日(水)
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この霞堤のごみ流入問題に一定のめどがつい

てまいりますと、ごみ流入によって耕作放棄地

となりかねない農地や、霞堤の効果として肥沃

な土が運ばれてくることがありますが、度重な

る洪水によりまして大量の土が流れ込み、農地

の勾配が逆転する状態になっています。しか

し、先ほどのごみの流入問題が解消されるとな

れば、高齢化、そして後継者不足が心配される

この地域も、優良な農地を活用でき、すばらし

い農業地域になると考えるわけです。

そこで、この家田地区において、農地の効率

的な利用を図るため、基盤整備が必要と考えま

すが、農政水産部長に県の見解についてお尋ね

いたします。

家田地区で○農政水産部長（殿所大明君）

は、水稲を中心とした営農が行われており、流

域治水の観点からも、水田の貯水機能が重要な

役割を果たしていると認識しております。

しかしながら、議員御指摘のとおり、当地区

は霞堤からの河川水流入に伴う土砂堆積の影響

や担い手の減少・高齢化などの課題を抱えてお

り、今後は、先ほどの河川の対策と併せて、効

率的な営農への取組が必要と考えております。

現在、県内各地において、将来の農地利用の

姿を明らかにする地域計画の策定に向けた話合

いが進められております。

県としましては、家田地区に係る地域計画を

踏まえ、必要となる基盤整備について、延岡市

や土地改良区など関係機関とともに検討してま

いります。

ありがとうございます。地元○松本哲也議員

のほうでも、この対策、そして耕作放棄地を発

生させないように、様々な方々が個人個人で努

力していただいておりますし、また、それに伴

う有害獣等の被害対策についても大変苦労の多

い地域でありますが、北川におきましても、優

良な農地、農業地帯であると思っております。

ぜひともこのような取組が、地元の意向など御

相談等がありましたときには、前向きに、また

いろんな角度からの御支援を賜りたいと考えて

おります。

先ほど坂口議員もおっしゃいましたが、私

も、水を治める者は国を治める、そのように

常々思っております。私たちは水の恩恵を受け

て生活してきたものでありますけれども、今

回、水によって多くの悩ましいことが起こって

いることも御紹介しながら伝えさせていただい

たつもりでおります。これからも、常々、水に

対する感謝の気持ち、そして自然への畏敬の念

を持ちながら、本県発展のためにしっかりと取

り組んでまいりたいと思います。

以上で質問を終わります。ありがとうござい

ました。

先ほどの答弁○県土整備部長（桑畑正仁君）

の中で誤りまして、耳川家田地区と申し上げま

したが、正しくは北川でございました。おわび

して訂正いたします。

ありがとうございました。○松本哲也議員

（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○濵砂 守議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時51分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開○野﨑幸士副議長

きます。

次は、川添博議員。

〔登壇〕（拍手） 自由民主党○川添 博議員

の川添博でございます。質問の機会を与えてい
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ただき、県民の皆様や関係各位に感謝申し上げ

ます。また、多くの方々に傍聴においでいただ

き、重ねて感謝を申し上げます。

さて、今年の正月に起きた能登半島地震につ

いては、まだ私たちの記憶に新しいところであ

ります。改めて、亡くなった方や被災された

方々に哀悼の意とお見舞いを申し上げます。

発災から半年近くがたとうとしていますが、

いまだに避難所で生活している方やホテル等の

宿泊施設に避難をされている方が相当数いらっ

しゃいます。仮設住宅の建設も全てが完成して

おりません。専門家から様々な課題も指摘され

ているところであります。そこで、大規模災害

対策の話題から参ります。

以前の質問でも触れましたけれども、改めて

大昔に本県を襲った外所地震を紹介いたしま

す。

時は1662年９月19日の夜のことです。今か

ら360年ほど前のことであります。日向灘沖を震

源地として、マグニチュード7.6以上、震度６

強、有史以来、最大級の日向灘地震が起きまし

た。当時の日向国、大隅国、特に現在の宮崎市

の沿岸部、中でも、私の地元、木花地区に巨大

津波が押し寄せ、甚大な被害が発生いたしまし

た。

被害状況は各資料によって様々ですが、宮崎

県大百科事典によりますと、死者200人、家屋損

害3,800世帯、７つの村が水没しました。その

際、激しい引き潮により、外所村は集落丸ごと

海中に引きずり込まれ、陥落いたしました。木

花地区の島山集落だけが残ったと記載されてお

ります。

集落の菩提寺であった外所西教寺も海中に沈

みました。海に引き込まれた外所村があった場

所は、現在でいえば、まさに木花の総合運動公

園の辺りだと言われております。そのため、総

合運動公園から西側の正蓮寺平野は、200年間に

わたり沼地でありました。壮絶な光景が想像で

きます。その後、地元の先人たちにより大規模

な干拓事業が行われ、現在の姿になり、運動公

園や水田ができました。

当時、この災害で亡くなった西教寺の初代住

職、道源法師の墓が島山集落の墓地に建てられ

ており、この墓と並んで、当時の犠牲者を悼む

供養碑が建てられました。

以来、当時の記憶を風化させないために、何

と50年ごとに供養碑が建てられ、その50年ごと

に慰霊祭が行われてきました。現在７基目が建

立されております。

そういった大災害の歴史がある土地に私は生

まれ育ちました。そして、小学校の授業でこの

外所地震の話を教わりました。災害の記憶は伝

承されております。地元木花の自治会やまちづ

くり委員会では、防災の意識が高く、現在、防

災活動が活発に行われております。

さて、能登半島地震では、直下型地震でも

あったため、家屋の倒壊が多く見られました。

しかし、石川県では、それを想定していなかっ

たという声も聞かれます。全国からのボラン

ティアの受入れにも素早い対応ができず、避難

所での対応でも、低体温症等で亡くなる災害関

連死も多く見られました。東日本大震災の教訓

が生かされていないとの専門家の評価でありま

す。

南海トラフ地震もいずれ、遅かれ早かれ必ず

起きます。喉元過ぎれば熱さを忘れるとか、災

害は忘れた頃にやってくるとも言われます。日

頃から防災活動の事業として、防災訓練はもと

より、避難所運営の訓練や準備が必要と考えま

す。自助・共助・公助の意識啓発とそれぞれの
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協力体制が、防災対策として相乗効果を高めて

いくと考えております。

打てる手を打たないで被害者が増えてしまう

ことは、もはや人災と言えます。南海トラフ地

震での本県の死者数は、災害関連死も含めて限

りなくゼロにするべきです。東日本大震災にお

いても、沿岸部の被災地によっては、死者がゼ

ロのところがあります。したがって、これは非

現実的な数字ではないと考えています。

そこで、能登半島地震を教訓として、県の南

海トラフ地震対策にどう生かしていくのか、知

事に伺います。

以下の質問は質問者席にて行います。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

元日に能登半島を襲った最大震度７の地震

は、約半年たった今でも3,000人に近い方が避難

生活を強いられるなど、深い爪痕を残しており

ます。今後40年以内に90％程度の確率で南海ト

ラフ地震の発生が懸念される本県にとりまして

は、能登半島地震を自分事として捉え、万全の

備えをしなくてはならないと改めて感じている

ところであります。

外所地震の災害の記憶、そしてその教訓を継

承していこうと、そういう取組は大変重要なこ

とだと考えております。我が国は、阪神・淡路

大震災、東日本大震災、熊本地震と、幾多の震

災に見舞われ、そして、その教訓、経験という

ものを災害対策の強化に生かしてまいりまし

た。でも、災害対策の強化には終わりはござい

ません。

現在、能登半島地震について、自治体支援や

避難所運営、物資調達・支援などの応急対応に

ついて、国による検証作業が進められておりま

して、課題の抽出や有効な対応策等について議

論がなされております。

県としましては、これまで、海岸保全施設や

津波避難施設、受援体制の整備、関係機関と連

携した訓練の実施など、ハード・ソフト両面に

おいて災害への備えを進めてまいりました。今

後明らかになる検証結果や国の防災基本計画等

の改定も踏まえ、常在危機の意識の下で、県民

の命を守ることを最優先に、今後の防災・減災

対策に生かしてまいります。以上であります。

〔降壇〕

御答弁ありがとうございま○川添 博議員

す。ぜひ県民の命を守ることを最優先でお願い

いたします。

危機管理課が昨年実施しました市町村に対す

るアンケート調査結果では、県内2,213の自主防

災組織について、市町村が活動状況を把握して

いる割合が58％、そのうち継続して防災活動を

実施している組織が50％と、それぞれ低い割合

にとどまっていることが明らかになりました。

特に沿岸部の自治会などが避難訓練をしっか

りと実施されているか、県と市町村がさらに緊

密に連携して、引き続き、その実施状況を集計

して、避難訓練の実施を県が促していくことが

必要です。

今後、地域の防災活動を高めるために、県と

してどのように取り組んでいくのか、危機管理

統括監に伺います。

避難訓練や○危機管理統括監（児玉憲明君）

避難所運営訓練は、ノウハウの習得やマニュア

ルの検証などに有効であることから、大変重要

な取組であります。

このため県では、御質問にありました市町村

へのアンケート調査結果を踏まえ、本年度は、

自主防災組織の状況把握が進んでいない市町村
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に、宮崎県防災士ネットワークと一緒に伺い、

地域の防災活動の重要性を啓発するとともに、

自治会を通じた活動状況の把握を働きかけてま

いります。

また、活動が停滞している自主防災組織など

には、防災士を派遣し、地域の消防団員と連携

した訓練内容の提案や実施のサポートなどを行

います。

今後とも、市町村等と連携しながら、地域の

防災活動を高める取組を進めてまいります。

ありがとうございます。○川添 博議員

そして、無事に避難できたとしても、避難所

での災害関連死の事例が多く見られます。災害

関連死を防止するためにも、避難所運営訓練を

行う必要があります。

実際の発災当日は、飲み水や食料等は県民の

自助努力ということですが、しかし、避難所へ

命からがら逃げ延びた方々が食料や水を携帯し

ているか、疑問が残ります。

そこで、どのように救援物資を各避難所に配

送するのか、危機管理統括監に伺います。

大規模災害○危機管理統括監（児玉憲明君）

の発生直後に必要な物資については、県トラッ

ク協会等の協力を得ながら、まずは県の備蓄品

を各市町村の地域内輸送拠点に輸送するととも

に、国からは食料や毛布等の物資が、被災地か

らの要請を待つことなく、プッシュ型で県の広

域物資拠点に届くため、あらかじめ定めている

配分計画に基づき、速やかに地域内輸送拠点へ

配分いたします。

また、地域内輸送拠点から避難所までの輸送

は市町村が担いますが、被災状況により市町村

が対応できず、要請があった場合は、県が輸送

手段を確保いたします。

今後とも、物資調達の図上訓練や総合防災訓

練等を通じて、関係機関との連携を図りながら

物資輸送体制を強化してまいります。

ありがとうございます。○川添 博議員

大災害のさなかでの救援物資の配送は簡単で

はありません。統括監、プッシュ型の配送も一

つの方法ですが、新たな自主避難所も含めて各

避難所がどこにあるのか、どういった物資の

ニーズがあるのか、その要求をいち早く集約し

ていかなければなりません。日頃からの県と市

町村の連携構築が重要であります。

また、南海トラフ地震は、最大で29都府県に

被害が及ぶことが予想されます。南海トラフ地

震は規模が大き過ぎて、自衛隊は本県まで十分

に手が回らないことが予想されます。私たちが

かつて見た東日本大震災の災害復旧のように、

自衛隊による限定された東北地方３県への集中

支援とはいかないと言われています。その６分

の１の数という説もあります。

すなわち、東海地方や四国地方など、甚大な

被害が広域に及べば、本県への救援物資の支援

が４日目以降のいつなのか、全く約束されたも

のではないというのが専門家の説です。

そういった意味でも、県内の避難所での災害

発災当日用の飲料水や食料の備蓄状況を、市町

村を通じて現状把握していくことが必要だと考

えています。

さて、大規模災害での住民避難の際の重要な

課題は、身寄りのない高齢者や障がい者などの

避難困難者をどうやって介助して避難させるの

か、これは簡単にできることではありません

が、各自治会で準備しておく必要があります。

そこで、市町村の個別避難計画の策定状況

と、県として対策にどのように取り組んでいく

のか、危機管理統括監に伺います。

県内市町村○危機管理統括監（児玉憲明君）
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の個別避難計画の策定状況は、令和６年４月１

日現在、全部策定済みが３町村、一部策定済み

が16市町村、未策定が７町であります。

昨年度、県内の全市町村を訪問し、計画策定

の課題を聞き取ったところ、策定には、福祉専

門職や民生委員など日常の支援者のほか、近隣

住民など多くの関係者が連携する必要があり、

調整が困難であることなどが挙げられました。

そのため県では、今年度はモデル的に、未策

定自治体の計画策定の場に参加し、市町村と連

携しながら関係者への制度周知や調整を図るこ

とで策定を促進してまいります。

また、県外の先進自治体職員の派遣により、

課題解決の助言をもらう内閣府の事業も活用

し、市町村の支援を行います。

ありがとうございます。○川添 博議員

統括監、市町村の個別避難計画の策定が遅れ

ています。そもそも自治会や自主防災組織が避

難訓練や防災訓練を実施することによって、地

域内の高齢者や障がい者などの避難困難者を認

識することができるのであって、そういった一

連の防災活動が行われていなければ、誰が避難

困難者かすら分かりません。市町村による個別

避難計画の策定を県が早急に促していくべきで

す。

今回の能登半島地震では、直下型地震でも

あったため、水道や下水道が損壊して、いまだ

に復旧していない地区もあります。本県の上下

水道の耐震化の状況と県の取組について、水道

を福祉保健部長、下水道を県土整備部長にそれ

ぞれ伺います。

主要な水道○福祉保健部長（渡久山武志君）

管である基幹管路のうち、耐震性のある管路の

割合を示しております耐震適合率は、令和４年

度末において、全国が42.3％、本県が30.3％と

なっております。

県では、災害時においても水道水の安定供給

を確保するために、国の交付金を活用し、市町

村が行う水道施設の耐震化を推進するととも

に、国に対しまして、交付金の採択要件の撤

廃、交付率の引上げ及び財源の十分な確保を図

るよう要望を行っているところでございます。

今回の能登半島地震では、耐震化の重要性が

改めて認識されたところであり、県内における

水道の耐震対策を強化・加速化するために、国

や市町村と連携して取り組んでまいります。

県内の下水道○県土整備部長（桑畑正仁君）

施設は17の市町村で管理されており、下水処理

場に接続する管路など重要な管路の耐震化率

は、令和４年度末で、全国が56.2％、本県

が72.5％となっております。

下水道施設が被災すると、住民の健康や救援

活動に重大な影響を及ぼすことから、必要な予

算の確保に向けた国への要望や技術研修会の開

催など、市町村と連携しながら、下水道施設の

耐震化に積極的に取り組んでまいります。

ありがとうございます。上下○川添 博議員

水道の耐震化の予算は膨大な金額になることが

予想されます。補助率の引上げ等、国への要望

を強く行っていただきたいと存じます。

また、能登半島地震では、多くの木造住宅が

倒壊いたしました。木造住宅の耐震化率の向上

のために県はどのように取り組んでいくのか、

県土整備部長に伺います。

能登半島地震○県土整備部長（桑畑正仁君）

をきっかけに耐震化への関心が高い今、木造住

宅の耐震化の取組をさらに進めていくことは大

変重要です。

このため、従来の補助制度に加え、新たな取

組として、今年５月からは、テレビ、新聞など
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のメディアを活用した集中的な周知・啓発を行

うとともに、専用の相談窓口における丁寧な対

応やニーズに応じた戸別訪問などを展開してお

ります。

これらの取組により、県民の皆様に耐震化の

必要性や補助制度について広く知っていただ

き、耐震診断や改修工事につなげ、耐震化率の

向上を図ることとしております。

今後も、県民の生命と財産を守るため、木造

住宅の耐震化の推進に取り組んでまいります。

ありがとうございます。○川添 博議員

防災関連では近年、国土強靱化予算を使った

河川の掘削等を実施していただいております。

おかげで、豪雨時などにあふれる寸前であった

河川が、流れがよくなり、増水が抑えられてい

ます。地域の方々からも高い評価をいただいて

います。感謝したいと存じます。

そこで、このような浸水対策をはじめ、これ

までの県土整備部の国土強靱化対策の取組状況

とその効果について、県土整備部長に伺いま

す。

国土強靱化に○県土整備部長（桑畑正仁君）

つきましては、平成30年度以降、国の３か年緊

急対策や５か年加速化対策予算において総額で

約1,000億円を確保し、河川の浸水対策や土砂災

害対策、緊急輸送道路における橋梁耐震化や、

のり面の防災対策など、様々な強靱化の取組を

推進しております。

これらの成果としまして、令和４年の台風

第14号では、過去の同規模の降雨量に対し、家

屋の浸水被害の軽減や土砂災害の未然防止につ

ながるなど、県土の強靱化は着実に進んでいる

と認識しておりますが、いまだその取組は道半

ばであります。

今後とも、激甚化する自然災害に対応するた

め、必要な予算の確保にしっかりと取り組んで

まいります。

ありがとうございます。部長○川添 博議員

がおっしゃるように、平成30年度以降、県土整

備部において約1,000億円の予算を投じていただ

きました。しかし、その取組は道半ばでありま

す。また、河川の掘削も長い間行わなければ、

やがて土砂が堆積してしまうのが自然の摂理で

あります。

国土強靱化予算は、開始から７年が経過し、

令和７年度までとなっております。河川が多い

本県にとって、今後、想定を超える雨量も予想

されます。国における国土強靱化予算の継続

は、何としても強く要望していかなければなり

ません。

九州知事会長及び地方税財政常任委員長であ

られる河野知事におかれては、国に対して、改

めて５年間の同額、同水準の国土強靱化の予算

措置の継続を強く強く要望していただきたいと

存じます。私たちも、政権与党である自民党本

部に対して、再度繰り返し要望していかなけれ

ばなりません。

今、人口減少・少子化対策として、国や県に

おいて様々な子育て支援を行っておりますが、

巨額予算を子育て予算に注力しても、進学や就

職等により、多くの若者が都会へ流出していき

ます。

そして、その地方を支えるべき若者たちは、

残念ながら、東京圏などで就職して定住した後

は、住民税や所得税を東京都等に納付します。

これは、地方としては、費用対効果からいって

も全く割に合わない話です。

政府が防災関連のハード整備等の予算措置を

災害が多い地方へ厚くするのは当然であり、地

方の存続のための最低限の義務と考えます。

- 44 -



令和６年６月12日(水)

そこで、国土強靱化５か年加速化対策後も切

れ目のない県土の強靱化を進めることが重要だ

と考えますが、知事の意気込みを伺います。

毎年のように発生しま○知事（河野俊嗣君）

す風水害や、近い将来、発生が危惧されており

ます南海トラフ地震、さらには１月の能登半島

地震の被害を踏まえ、災害リスクの高い本県に

おきまして、高速道路をはじめとする道路の

ネットワーク整備や、社会インフラの老朽化対

策、耐震対策など、県土の強靱化を今後とも継

続的・安定的に推進する必要性を痛感しており

ます。

このため、先月末に行いました本県としての

「国への提案・要望」では、５か年加速化対策

後の実施計画となります実施中期計画を令和６

年内の早期に策定し、必要な予算・財源を別枠

で確保するよう強く訴えてきたところでありま

す。

今後、九州地方知事会長の立場として、さら

には国土強靱化推進会議の地方代表委員とし

て、さらには地方税財政常任委員長の立場もご

ざいます。こうした立場を最大限に生かしなが

ら、必要な財源確保と本県への重点配分を国に

訴えるとともに、私が先頭に立って、県民の命

と暮らしを守ることを最優先に、県土の強靱化

に全力で取り組んでまいります。

ありがとうございます。ぜひ○川添 博議員

実施中期計画の早期の策定をよろしくお願いい

たします。要望いたします。

また、再度申し上げますが、人口減少が加速

する地方において、せめて県民の命を守る防災

予算の確保と防災対策へ全力で取り組んでいた

だきたいと存じます。

さて、話題を替えまして、令和９年に開催が

予定されております国民スポーツ大会と全国障

害者スポーツ大会についてでございます。

先日、日本スポーツ協会の国スポ委員会にお

いて、国スポ大会の宮崎での開催と会期が了承

され、来月の理事会における審議後、正式決定

されるとのことであります。前回の宮崎国体か

ら48年ぶりの本県開催であります。

昨年から常任委員会の視察で、開会式が行わ

れる新陸上競技場、そして新体育館、新プール

を、それぞれ建設中ではありましたが、視察さ

せていただきました。

さて、この国スポ開会式では、選手と関係者

を合わせて約２万人が参加する予定と聞いてお

ります。多くの来県者が見込まれます。昨年行

われた鹿児島国体の総合開会式、閉会式及び各

競技会に参加する選手・監督、役員の宿泊にお

いて、鹿児島県内の宿泊施設では数が賄えず、

県外の宿泊施設に泊まって参加することになっ

たと聞きました。

開催準備に向けて、宮崎国スポ・障スポ局に

おかれては、先例を参考にしながら周到なシミ

ュレーションをつくって進めていかれると存じ

ますが、そもそも本県の宿泊施設の数で足りる

のか、大変心配しております。多くの来県者が

見込まれる中で、国スポ大会参加者の宿泊対策

についてどのように取り組んでいくのか、宮崎

国スポ・障スポ局長に伺います。

宮○宮崎国スポ・障スポ局長（山下栄次君）

崎国スポ大会期間中は、全国各地から多くの参

加者の宿泊が見込まれております。

まずは、おおよその見通しを立てるため、令

和４年度に行った宿泊施設の基礎調査における

受入れ可能な客室数を基に、昨年度、先催県の

選手・監督、役員の数で割り振りを行ったとこ

ろ、一部県外を含む県内の広域の宿泊でおおむ

ね対応できる見込みとなりました。
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今年末の競技ごとの日程決定や大会前年の参

加人数調査などにより、今後、実際の宿泊者に

近い数字が段階的に判明してまいりますので、

それに合わせて宿泊の割り振り計画の精度を高

め、今年度行う宿泊料金案の算定や配宿システ

ムの構築とともに、万全な宿泊対策に努めてま

いります。

ありがとうございます。ぜひ○川添 博議員

万全の準備でお願いいたします。

次に、国スポの後に開催される全国障害者ス

ポーツ大会についてであります。

様々な障がいを持っている選手たちも県内の

宿泊施設を利用することになります。昨年の鹿

児島大会に参加した関係者から、宿泊施設の対

応が健常者仕様のままで、とても不便を感じた

という話を聞きました。

例えば、車椅子の方にとっては、浴室のタオ

ルが置いてある場所が高ければ、手の届く低い

ところに置いてほしいとか、目の不自由な方に

とっては、歯ブラシやひげそりなどのアメニ

ティーが１か所に固めて置いてあるより、あえ

て間隔を空けて置いてあるほうが分かりやすい

そうです。

また、食事については、鹿児島国体では弁当

が多かったそうですけれども、アレルギーを

持っている方はビュッフェ形式のほうが食事を

取りやすいということでありました。また、各

競技施設には、車椅子のレンタルがあると助か

る場面が多いそうであります。なかなか細かい

配慮が行き届かなかったのでしょうか。

宿泊施設における障スポ大会参加者への対応

について、今後どのように準備を進めていくの

か、宮崎国スポ・障スポ局長に伺います。

障○宮崎国スポ・障スポ局長（山下栄次君）

スポ大会参加者にとって、宿泊施設での対応は

大変重要であると考えております。

そのため県では、宮崎大会への準備に向け

て、毎年、障スポ大会参加者等に宿泊・交通の

アンケートを実施しているほか、令和４年度に

は、宿泊施設に対して、スロープの有無などに

関する調査を行ったところであります。

さらに来年度以降は、車椅子利用者による宿

泊施設の現地調査を行い、ドアストッパーや

シャワーチェアの配置など具体的な対応を検討

するとともに、障がいの特性に応じた配慮に関

する研修を行うなど、ソフト面の対策も計画し

ております。

これらの取組を通じて、大会参加者が安心し

て競技に臨み、十分に実力を発揮することがで

きるよう、しっかりと準備を行ってまいりま

す。

せっかく本県に来ていただい○川添 博議員

て泊まっていただくのですから、本県の持ち味

である微に入り細に入り、おもてなしの心で迎

えてあげたいですね。そして、障がい者との共

生社会をアピールするチャンスでもあります。

先例を参考にして周到な準備を進めていただく

よう、よろしくお願いいたします。

次に、宮崎国スポに向けた競技力の向上につ

いては、全種目において競技力の底上げを図る

ことはもちろんですが、特に私は少年種別の飛

躍に期待しております。

現在の中学３年生が、３年後には高校３年生

となって少年種別の中心的な戦力となり、この

世代の強化が大変重要となってまいります。

そこで、少年種別における競技力向上の取組

について、宮崎国スポ・障スポ局長にお伺いし

ます。

少○宮崎国スポ・障スポ局長（山下栄次君）

年種別の競技力向上につきましては、これまで
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も、競技成績が高い中学校を競技力向上拠点

校、高校を競技力強化指定校として強化を図っ

てまいりました。

加えて、令和４年度から、宮崎国スポで少年

種別の主力となる小学生から中学生までの世代

をターゲットエイジとして設定し、強化合宿や

遠征に要する経費などの支援を行い、強化を進

めております。

今年度からは新たに、宮崎国スポ代表候補と

しての自覚を促すため、ターゲットエイジの659

名に対し、強化選手の指定証を交付するととも

に、支援の充実を図ったところです。

今後とも、宮崎国スポに向け、関係機関や競

技団体との連携を図りながら、少年種別全体の

競技力の底上げにつながるよう取り組んでまい

ります。

ありがとうございます。ま○川添 博議員

た、指導者の育成も急務であり、躍進の鍵とな

りますので、併せてよろしくお願いいたしま

す。

次に、その国スポの複数の競技会場になって

おります私の地元、木花の総合運動公園は、指

定管理者によって運営されております。

置県80周年を記念し、「緑の中のスポーツ公

園」として建設された総合運動公園も、既に50

年以上が経過いたしました。最近の利用状況や

収支はどのようになっているのでしょうか、教

育長にお伺いいたします。

県総合運動公園○教育長（黒木淳一郎君）

は、昭和46年の開園以来、県民スポーツの振興

拠点として、またフラワーフェスタなどのイベ

ント会場として、多くの県民に親しまれてきま

した。

運動公園有料公園施設の利用状況につきまし

ては、直近の令和５年度で約94万人となってお

り、コロナ禍の令和２年度の約47万人と比較す

ると約２倍に回復しておりますが、コロナ前の

水準には戻っていないところであります。

次に、指定管理者の収支状況につきまして

は、令和５年度実績で収入額が４億4,131万円、

そのうち利用料金収入額が１億1,238万円、それ

に対して支出額は４億3,779万円であり、光熱費

の高騰等、厳しい状況にありましたが、物価高

騰対策の補塡等により、収支は約352万円の黒字

となっております。

ありがとうございます。多く○川添 博議員

の県民の方が武道館やテニスコート等を利用し

ていただいているのは承知しております。ま

た、建設が予定されています屋内型テニスコー

トでの将来の国際大会の誘致の可能性もござい

ます。そして、今年の９月には、サンマリンス

タジアムにて日向坂46のライブが行われます。

これは私は大きな転機だと感じました。

総合運動公園の存在意義と利用目的は、県民

がスポーツに親しみ、スポーツを通じて、心身

ともに健全で健康な体をつくることを目的とし

ています。したがって、イベントへの貸出しは

あまり行われてきませんでした。ぜひほかの競

技施設の利用者には十分に配慮した上で、イベ

ントへの利用にも広げていただきたいと存じま

すが、今後の活用について、教育長にお伺いし

ます。

運動公園内の各施○教育長（黒木淳一郎君）

設につきましては、国スポ・障スポ大会の会場

や練習拠点施設として整備され、また、スポー

ツ観光プロジェクトでは、世界レベルのキャン

プ・大会の誘致に向け、施設の質を高めるため

の改修等が進められております。

県教育委員会といたしましては、施設の充実

に伴い、利用者の満足度がより高まるよう、適
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切な運営に努めてまいります。

また今回、ひなたサンマリンスタジアムにお

いて音楽ライブが開催されることとなり、運動

公園内各施設の活用の幅はますます広がったも

のと考えておりますので、今後も様々な活用

ニーズへの対応を検討してまいります。

ありがとうございます。ぜひ○川添 博議員

柔軟で前向きな御検討をお願いいたします。

そのサンマリンスタジアムでは、長年プロ野

球の読売ジャイアンツが毎年キャンプを行って

きております。そこで、県が掲げているスポー

ツ観光プロジェクトについて伺います。

これは、プロ野球、Ｊリーグのサッカー、そ

してプロラグビーのキャンプ数を、令和８年度

までの３年間で現在の２位から１位にするとい

う成果指標を掲げたプロジェクトであります。

本成果指標は、令和４年度実績を基に設定され

たとお聞きしており、現在の１位は沖縄県と聞

いております。

そこで、令和５年度のプロスポーツキャンプ

数の実績について、商工観光労働部長に伺いま

す。

令和５年○商工観光労働部長（川北正文君）

度のプロスポーツキャンプ数の実績につきまし

ては、県の調べで、プロ野球１軍のキャンプが

５チーム、Ｊリーグのキャンプが20チーム、ラ

グビーリーグワンのキャンプが６チームであ

り、全体で31チームとなっております。

沖縄県は全体で41チームとなっており、依然

として本県は全国２位となっております。

ありがとうございます。Ｊ○川添 博議員

リーグなども、リーグのシーズン期間の日程が

変わる予定とも聞いております。本県がキャン

プに好条件であることは申し上げるまでもあり

ません。

プロスポーツのキャンプをはじめとして、野

球の日本代表である侍ジャパンのキャンプな

ど、日本代表のチームも来てくれることによ

り、多くの来県者が見込まれ、本県に光が当た

り、本県の魅力を発信できます。そのことによ

り、本県のブランド力の向上につながり、多く

の社会人や大学生等のアマチュアスポーツの

キャンプの増加にもつながると思います。

県は、具体的にどのような取組を実施して、

プロスポーツキャンプ数全国１位という成果指

標を達成するのか、河野知事に伺います。

県ではこれまで、プロ○知事（河野俊嗣君）

や国内外の代表など、多くのトップアスリート

のキャンプ・合宿を受け入れておりまして、

「国際水準のスポーツの聖地」としての地位を

着実に築いてきております。

現在合宿中のラグビー日本代表からもお声が

あったトレーニングセンターについて、国際水

準の施設だと、そのような評価もいただいて、

大変手応えを感じているところであります。

私としましては、プロスポーツキャンプ数全

国１位を実現して、この地位をさらに確固たる

ものにしていきたいと考えております。

そのためには、プロジェクトの柱であります

「世界レベルのキャンプ・大会の戦略的な誘

致、受入体制の強化」「戦略的・計画的なハー

ド整備」、そして「県内全域のスポーツ環境の

充実」に基づく施策にしっかりと取り組んでい

くことが重要であると考えております。

具体的には、プロ野球やＪリーグキャンプの

誘致、受入れを行う既存の組織に加えまして、

ラグビーリーグワンキャンプの新たな組織を発

足して、誘致、受入れ体制を強化したところで

あります。

また、本プロジェクトの期間中に、県総合運
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動公園内の施設改修等を重点的に実施するほ

か、市町村の施設や資機材に加え、宿泊施設の

改修等にも支援を行うなど、スポーツ環境のさ

らなる充実化にも全力で取り組んでまいりま

す。

ありがとうございます。ぜひ○川添 博議員

本県の強みを生かして取り組んでいただきたい

と存じます。

折しも今議会に、ＪＲのＩＣカードの利用可

能エリアを拡大する事業案が出ています。木花

駅や運動公園駅も含まれます。多くの来場者の

利便性に資すると考えます。

今回の質問では、大規模災害対策やスポーツ

ランドへの本県の取組について伺っています。

申し上げるまでもなく、災害時の被災者の治療

や、スポーツキャンプ等でのアスリートたちに

は、けがが付き物であります。そういう事態で

も、大きな役割を果たすのが県立病院でありま

す。今年度は、赤字補塡の資金繰りのために、

県は50億円の貸付けを行う予定であります。

そこで、４月より、日隈副知事をリーダーと

して、県立病院事業点検プロジェクトチームも

立ち上がりました。令和12年度には赤字から脱

却し、黒字化を達成して、50億円の借入れの返

済を開始する計画とのことでありますが、経営

改善の取組状況について、病院局長にお伺いい

たします。

病院局では、本年○

３月に改定した経営計画に基づき、収益確保と

費用節減等に取り組んでおります。

具体的には、収益確保のため、コンサルタン

トを活用した診療報酬制度への適切な対応、地

域の医療機関との連携強化による病床の効率的

運用などを、費用節減のため、昨年度から、専

門家を活用した医薬品の価格交渉、宮崎大学を

含む診療材料の共同物流管理などを進めており

ます。

また、各病院の取組として、延岡病院で、心

臓脳血管センターと外来化学療法室を拡充し、

運用を開始したほか、宮崎病院では、がんセン

ターの設置に向けた取組を行っています。

さらに日南病院では、病床削減を伴う病棟再

編に取り組むとともに、日南串間医療圏におけ

る各公立病院等との機能分化について、関係機

関と具体的な協議を進めてまいります。

県病院の経営では、不採算医○川添 博議員

療や医師確保等、様々な特殊な要素があること

は承知しております。しかし、県民の命を守る

県立病院の使命を考えると、相当踏み込んだ改

革もやむを得ないところであります。

今月改定されました診療報酬の上げ幅は、本

体部分が0.88％引上げ、薬価部分が１％の引下

げとなっており、全体ではマイナス改定となっ

ています。病院経営に与える影響について、今

後も注視して、次回の質問につなげていきたい

と存じます。

最後に、新燃岳や硫黄山の災害に直面した指

定管理者の施設について伺います。

宮崎に来られて時間がある方にお勧めしたい

のが、本県唯一の国立公園で、霧島錦江湾国立

公園内にあるえびの高原であります。そこに県

営国民宿舎えびの高原荘があります。現在、指

定管理制度にて運営されております。

現在もアクセス道路の一つである県道１号線

が、火山性の有毒ガスの影響を考慮して、平日

と、濃度によっては土日も通行止めとなってお

ります。今年度からは、新たな指定管理者が決

まり、ホテル経営を継承しています。コロナの

前から赤字が続いていて、誘客を増やして経営

を黒字化させることが最大の課題であります。
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３月まで指定管理で入っていた会社の代表の

方から伺ったのは、国立公園ならではの環境や

動植物の生態系へ配慮した規定があり、ホテル

周辺での例えば開発行為を伴うアクティビ

ティー等は制限されており、誘客の活動に限界

を感じたとのことでありました。環境省との協

議も進まなかったとのことでした。利用促進を

図るためにどのような取組を考えているのか、

商工観光労働部長に伺います。

えびの高○商工観光労働部長（川北正文君）

原荘の利用促進に向けて、県では、効果的な情

報発信により、自然豊かなえびの高原の魅力を

広く伝えることで、さらなる誘客を図るととも

に、旅行会社に対して、当施設を活用したツ

アー造成の働きかけなどを行うこととしており

ます。

また、指定管理者におきましても、周辺の自

治体や施設等と連携しながら、自然を生かした

体験プログラムの開発や、今月から地元食材を

活用した新メニューの提供を行うなど、付加価

値の高い魅力的な宿泊プランの造成に取り組ん

でおります。

えびの高原荘は、観光客を県内へ広く周遊さ

せるための重要な拠点施設でありますことか

ら、引き続き指定管理者等と連携し、利用促進

を図ってまいります。

ありがとうございます。○川添 博議員

今回の質問は、大規模災害から始まり、国ス

ポ関連での競技施設について伺いました。

申し上げるまでもなく、これらの体育館等の

施設は、災害時には避難所に指定されている場

所であります。また、新陸上競技場は、災害時

の救援物資の集約拠点となります。プールの水

は、生活用水や飲料水に転用できる可能性があ

ります。そういった意味でも、巨額の県の予算

を投じて建設していますが、必ず災害時にも対

応できる施設であることを申し上げたかったわ

けであります。これからも、微力ですが、引き

続き大規模災害対策には取り組んでまいりたい

と存じます。

以上で私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。（拍手）

次は、脇谷のりこ議員。○野﨑幸士副議長

〔登壇〕（拍手） 脇谷のり○脇谷のりこ議員

こです。今回も傍聴にお越しいただいている皆

様、そしてネット配信で御覧いただいている皆

様、ありがとうございます。どうぞよろしくお

願いいたします。

先日、宮崎県ひとり親福祉連合会に行って、

ひとり親、特にシングルマザーの生活状況を

伺ってきました。

今はどの業界も人手不足で、賃金アップしな

ければ人が来てくれないという社会状況ですか

ら、需要の多い介護やサービス業においても、

正社員で月１万5,000円ほどアップしており、非

正規でも時給1,000円以上になっているそうで

す。それでも年収は200万円台、しかも物価高で

すから、給料は上がっているのにプラス・マイ

ナス・ゼロ、食べ盛りのお子さんのいる家庭で

は食費がとても家計に響いているそうです。さ

らに光熱費が上がれば、この先もっと心配だ

と。

今、為替の円安で、外国の債券や株の投資で

もうけている人もいるでしょう。大企業や外国

を相手にしているグローバル企業では、大幅な

賃金アップが実現できています。宮崎県内の帝

国データバンクの調査によれば、24年度の企業

業績見通しでは20％が増収増益となりました。

業種によっては景気のよさを実感されている方

もおられる一方で、一生懸命働いても資材・燃
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油高騰でなかなか収入が増えない第１次産業の

方々もおられます。実際は二極化になっている

のではないでしょうか。

ある宮崎県の金融関係の方とお話をしました

ら、今はＭ＆Ａの相談が多いとのことです。後

継者がおらず、しかも人手不足、物価高、人件

費の高騰などで経営が継続できなくなった事業

者と、県外の大手企業とのマッチングをするそ

うですが、高齢の経営者ばかりでなく、現在は

若い経営者も多く、今後、会社が経営難に陥る

よりは、価値を少しでも高く評価してもらえる

現時点で売却したいと言われるそうです。

この先、日本経済が強くなるとは限らず、特

に中小企業にとっては、人手不足で先行き不透

明ですから、県外の大手企業に買収されること

で従業員が守れるということなのだと思いま

す。

知事は今、県内の経済をどのように捉えてお

られるでしょうか。また、県民の皆さんの暮ら

しの安心の確保にどのように取り組んでいかれ

るか、見解をお伺いします。

この後は質問者席で行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

コロナ禍等からの社会経済活動の正常化が進

む中で、本県におきましても、企業の生産活動

や個人消費の回復も見られるなど、県内経済は

全体として緩やかに持ち直しの動きが続いてお

ります。

一方で、人手不足の深刻化や賃上げ・価格転

嫁に苦慮する中小企業等の皆さん、また、生活

必需品の値上がりや長期にわたる実質賃金の低

下等の影響を強く受けている社会的に弱い立場

にある方々などから、私も県内を回る中で様々

な声を伺っており、地域経済や暮らしを取り巻

く厳しい状況も認識しているところでありま

す。

県としましては、引き続き、成長産業の育成

や産業人材の確保、若者・女性が働きやすい職

場づくり等を通じて、経済の活性化や県民の所

得向上を図りますとともに、ひとり親世帯等の

生活困窮者への支援、医療・介護従事者をはじ

めとするエッセンシャルワーカーの処遇改善等

にもきめ細かに取り組み、誰もが暮らしの安心

を実感できる県づくりを進めてまいります。以

上であります。〔降壇〕

ちょうど10年前の2014年○脇谷のりこ議員

に、国が地方創生を掲げ、東京一極集中の是正

を示し、大学の地方移転や企業の本社移転の促

進、政府関係機関の地方移転などを政策として

挙げていましたが、全部絵に描いた餅になって

います。

５月に宮崎で将来世代応援知事同盟サミット

が開催されました。私も傍聴に行きました

が、25府県のうち18人の知事や副知事の熱い議

論をお聞きして、各知事の地方創生にかける思

い、人口減少対策として考え得る全てのことに

チャレンジしながら、なかなか効果が得られな

いことに、いら立ちや、やるせなさなどを感じ

取ることができて、とてもよかったです。

参加知事の多くは、東京一極集中に対する是

正がなされていないことに憤りを持っておられ

ました。ある知事は、「国が腹をくくって社会

全体の取組をしなければ解決は無理だ」と強い

口調でおっしゃっていました。

河野知事は、宮崎サミットでの知事たちの発

言にどのような印象を持たれ、開催県知事とし

て今後どのように取り組んでいかれるのかお伺

いいたします。

先月開催されました有○知事（河野俊嗣君）
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志知事による宮崎サミットにおきましては、参

加した各知事から、東京一極集中是正を含む人

口減少対策などについて、それぞれの地域を預

かる知事としての強い危機感から、とても熱い

思いが込められた意見というものが相次いだと

ころであります。

これまで各自治体が社会減・自然減対策に真

剣に取り組み、一定の成果はあったものと考え

ておりますが、それでもなお少子化・人口減少

が急激に進行し、東京一極集中に歯止めがかか

らない状況がございます。

各知事が発言した、現在我々が置かれた状況

に対する切迫した危機感や、国がこの問題に真

正面から向き合い、戦略的に取り組む必要性と

いうものは、私の思いと一致し、意を強くした

ところであります。

このため、サミットで取りまとめた緊急ア

ピールを国の政策に反映させるため、サミット

後速やかに、同盟を代表いたしまして、私が政

府・与党関係者への精力的な要望活動を行った

ところであります。

今後は、サミットの成果を本県や九州地方知

事会の取組にも生かすとともに、全国知事会に

おける人口減少対策の議論をさらに強いものと

し、そして国を突き動かす、そういう思いで引

き続き積極的に取り組んでまいります。

東京一極集中是正について○脇谷のりこ議員

は、偏在是正措置を強化すべきではないかと多

くの知事が言われています。地方税財政常任委

員会の委員長である河野知事には、もっと強く

働きかけていただきますように、よろしくお願

いいたします。

続いて、人口減少・少子化への県の対策につ

いて、２点提案させていただきます。

合計特殊出生率の最新のデータで、宮崎県が

長崎県と同率の1.49になってしまいました。人

口減少まっしぐらですが、宮崎県が1.8を掲げ

て、少しでも出生数を上げたいという思いは分

かりますから、なるべく高い目標を立てること

には何の異論もありません。

しかし、子ども・若者プロジェクトの事業の

中の一つ、出会いの創出である大規模婚活イベ

ントを開催するという事業には納得がいきませ

ん。

私は、20年ほど前には、市町村やＪＡ、青年

団主催で、県北から県南まで婚活イベントの司

会を何度もやってきました。イベントは楽し

く、カップルもそれなりに何組か成立します

が、イベントを実施したという結果だけで、ほ

ぼ効果は見られませんでした。

結婚したい人は、今はマッチングアプリもあ

りますし、県の結婚サポートセンターに登録し

て、何度もお見合いができます。民間の結婚相

談所では、出会いイベントが毎週のように行わ

れていますし、お見合いのプロがマッチングさ

せてくれます。

このような中、国庫補助があるにせよ、県の

一般財源も入れて総額約7,000万円、大切な県民

の税金を使ってまで行政が大規模婚活イベント

をすることに意義があるのかと問いたいので

す。

しかも、この事業の成果指標が「イベントの

登録者数１万人を目指す」です。イベント登録

者数が多くなれば結婚に結びつくのでしょう

か。私はそう思いません。

先日の知事同盟サミットでは、京都府知事が

「子育て環境日本一を目指してお寺での婚活

パーティーを開催していたが、結局効果が見ら

れなかったので、戦略を改定することになっ

た」とおっしゃっていました。
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最近は、結婚しても子供を産まないという選

択をする人も多くなりました。そこで、官製婚

活に力を入れるより、既に出産している人、つ

まり第２子、第３子以上の出産を応援していく

ほうが、合計特殊出生率は上がるのではないか

と思うのです。

男性の育休取得や男性の家事・育児参加が第

２子以降の出産につながるというデータがあり

ます。企業や社会全体で育児支援をすることが

多子家庭の増加につながります。

県内どこにいても同じサービスが受けられ、

多子になればなるほど充実した支援金が受けら

れるようにしたほうが効果があるのではないで

しょうか。

少子化対策として、結婚支援より第２子以降

を持つことへの後押しに力を入れるべきだと思

いますが、知事のお考えをお聞かせください。

本県は、全国と比較し○知事（河野俊嗣君）

ますと、第２子以降の出生割合が大変高い状況

にあります。県民が理想とする子供の数と実際

の合計特殊出生率には、まだまだ開きがあるこ

とから、それぞれの家庭が希望する数の子供を

持てるよう後押しすることは、少子化対策とし

て大変重要と認識しております。

このため、子ども・若者プロジェクトにおい

ても、「第２子以降の出産希望の後押し」を方

向性の一つに掲げ、男性の育児休業取得支援な

どに取り組んでいるところであります。

一方で、欧米諸国と比べまして出生に占める

嫡出子の割合が高い我が国では、未婚化・晩婚

化が出生数の減少に大きく影響しますことか

ら、出会い・結婚支援も少子化対策として欠か

すことができないと認識しております。

本県は、コロナ前の婚姻数が年間約4,600組で

ございましたが、コロナを経て、これが3,500組

に激減しております。子供の数の減少にもこれ

が直結する、何とかそれを反転させたいと、そ

ういう思いでございます。

少子化問題は、県民が安心して暮らせる地域

社会を維持する上で待ったなしの課題でありま

して、妊娠・出産期に限らず、ライフステージ

に応じた切れ目のない支援が必要と考えており

ます。どちらかを選択ということではなしに、

全てにわたって切れ目なく対策を打っていくこ

とが重要と考えておりまして、今後とも各種施

策の充実・強化を図ってまいります。

結局婚活イベントの実施は○脇谷のりこ議員

されるのだと思いますけれども、しっかりとＰ

ＤＣＡを回していただきたいと思います。効果

を得られなかった１万人の登録者数で終わりと

いうふうにならないようにしていただきたいと

思っております。

続いて２点目です。少子化対策にはジェン

ダーの視点が必要だということです。

結婚した後も仕事は続けたい、プライベート

も楽しみたいと考えるのは、男性も女性も一緒

です。ところが、結婚して出産すると、女性は

人生設計が変わってきて、自分の思いどおりに

ならないわけです。その気持ちが分からない男

性たちは言います。「子供を産んで、その後、

好きなことをすればよいじゃないか」と。で

も、子供を産んだだけでよければそれでよいの

ですが、その後、ずっと子育てしていかなけれ

ばならないのは女性のほうです。

男性が結婚することは、自分の人生の通過点

であり、人生設計が全く変わってくるわけでは

ありませんが、女性は違います。結婚も出産も

仕事も好きなことも全部やりたいと思うことは

ぜいたくでしょうか。それが当たり前の社会に

なってもらいたいだけです。
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人口減少対策、少子化対策についての政策決

定者は、ほぼ男性です。ジェンダーの視点がな

ければ、出産して子育てする女性の気持ちが政

策に反映されないということです。

先月の知事サミットで、滋賀県の知事が「少

子化対策はジェンダーの問題だ」とおっしゃっ

ていました。「知事、副知事が全員男性という

状況をいかに変えていくか。そういった視点を

持ちながら議論すべき。滋賀県では２名の副知

事のうち１名は必ず女性を登用している」とお

話しされました。

宮崎県では、少子化対策の立案に当たり、女

性の意見をどのように反映させているのか、福

祉保健部長にお伺いします。

少子化対策○福祉保健部長（渡久山武志君）

を立案し、これを推進していく上では、子供・

若者はもちろんのこと、女性をはじめ子育て当

事者や関係団体など、子供・子育てに関わる

様々な方々の御意見を取り入れていくことが大

変重要であると考えております。

特に近年、女性の社会進出が進みまして、暮

らし方や働き方が多様化している中、女性の状

況やニーズをしっかりと把握することの重要性

は、さらに高まっているものと認識しておりま

す。

このため、委員の３分の２が女性であります

宮崎県子ども・子育て支援会議におきまして、

毎年度、子供・子育て支援に係る取組に対する

御意見を伺っておるところでございます。

さらに今年度は、本県のこども計画を策定い

たしますことから、20歳代から40歳代の女性の

方々を対象にいたしまして、結婚や子育てに関

するアンケートを実施することといたしており

ます。

審議会に女性を入れても、○脇谷のりこ議員

結局のところ、決定は男性ということなのです

から、女性の意見をしっかりと取り入れていた

だくようお願いいたします。

ワーク・ライフ・バランスとは、仕事と生活

の調和です。仕事も生活も充実させることがで

きるよう、官民一体となって取り組んでいます

が、まだまだ道半ばと感じます。

安定した仕事に就けず、経済的に自立するこ

とができない、仕事に追われ、心身の疲労から

健康を害しかねない、仕事と子育て、または介

護との両立に悩むなど、仕事と生活の間で問題

を抱える人が多く見られるからです。

令和４年の宮崎県における母子世帯は１

万4,098で、父子世帯が1,214、合わせて１

万5,312世帯となっており、総世帯数に占める割

合は、母子世帯が約３％、父子世帯が0.3％で

す。

仕事をしながらの育児についての相談があり

ました。子育てサポート企業として、厚生労働

大臣の認定を受けたあかしである「くるみん

マーク」を取っている企業があるからと入社し

たものの、社長は一定の理解があるにもかかわ

らず、一緒に働いている同僚の理解がなく、会

社の中で孤立してしまうということでした。

これはシングルマザーに限ったことではな

く、共働き夫婦でも、結局は母親である女性の

ほうが休みを取って、病気の子供のためにお迎

えに行ったり、病院に連れていったりしなけれ

ばならないわけで、子育て世帯にとって同僚の

無理解は、とても精神的にきついものがありま

す。やはりワーク・ライフ・バランスは、企業

に働く全員の意識が同じ方向に向いていないと

実現できないのだと痛感しています。

企業の経営者が我が社は働きやすい職場だと

ＰＲすることも大切ですが、そこに働く全員の
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人が働きやすい職場環境が整っていることを実

感することが重要であると思います。

県は、企業などにおける働きやすい職場環境

づくりの推進に向けてどのような取組をしてい

るのか、商工観光労働部長にお伺いします。

誰もが安○商工観光労働部長（川北正文君）

心して働き続けていくためには、仕事と生活の

調和が実現できる職場環境づくりを促進するこ

とが重要であると考えております。

このため県では、経営者による「仕事と生活

の両立応援宣言」の登録と、具体的な宣言内容

の従業員への周知を促すとともに、年次有給休

暇や育児休業の取得実績等において、特に優れ

た取組成果が見られる企業等を「働きやすい職

場「ひなたの極」」として認証しており、経営

者と従業員が一体となった取組を促進しており

ます。

また、県内企業への働き方改革アドバイザー

派遣による助言や講演会なども行っており、引

き続き、宮崎労働局等の関係機関とも連携しな

がら、県内企業等における誰もが働きやすい職

場環境づくりを進めてまいります。

続いて、学校給食の存続に○脇谷のりこ議員

ついてお伺いします。

宮崎県学校給食会にお聞きすると、現在、学

校給食人数は令和６年度で９万6,161人で、児童

生徒数の減少により、昨年度から1,555人減少し

ています。

今一番の課題は、学校給食用のパンを加工す

る工場が、30年前は県内に27社、10年ほど前

は10社、２年前に日南市と宮崎市内にあった製

パン工場２社が撤退されて県内６社になり、供

給がとても難しくなったということです。

南那珂地区は工場がゼロとなってしまいまし

たので、令和４年からは都城市にある工場で製

パンをしてもらい、学校給食会がトラックや人

員を補充して、日南・串間の小中学校まで配送

業務を行っているそうです。ですから、週２回

のパンの日が月２回になりました。

学校給食の製パンは、普通の私たちが食べる

パンと違って、小中学生の体に応じてグラム数

も材料も違ってきますから、手間もかかり、人

手も要るわけです。機械の老朽化と人手不足、

そして後継者不足もあり、比較的小規模な製パ

ン工場は経営的にも厳しいということですか

ら、急に撤退されても致し方ありません。

米飯についても、民間工場の委託のほか、自

校給食や給食センターで作られますが、佐土原

町の小中学校に供給していた宮崎市の工場が２

年前にやめられたので、慌ててほかの米飯工場

を当たり、やっと都城の工場が炊いてくださる

ことになり、県学校給食会が都城から佐土原町

へと配送することになったそうです。県学校給

食会の御苦労はいかばかりかと思います。

このように、学校給食の供給が綱渡りの状況

では大変心配です。県は学校給食におけるパン

や米飯の安定供給についてどのようなお考えで

しょうか、教育長にお伺いします。

学校給食は、児童○教育長（黒木淳一郎君）

生徒の心身の健全な発達に資するものであるこ

とから、主食であるパンや米飯の供給の安定化

を図ることは大変重要であると考えておりま

す。

また、パンや米飯の供給の要としまして、学

校給食会が日常的に活動されており、供給に課

題が生じた際には迅速な対応を取っていただい

ております。

県教育委員会といたしましては、不測の事態

も視野に入れながら、学校給食会と協議を行

い、パンや米飯の安定供給に向け、市町村に対

- 55 -



令和６年６月12日(水)

し、適切な情報提供を行ってまいります。

よろしくお願いします。○脇谷のりこ議員

今、国は米粉の利用拡大支援策を出していま

す。学校給食でも米粉パンは子供たちに大人気

で、現在は、原料となる宮崎県産米を熊本製粉

に送り、グルテン、つまり小麦粉を混ぜた米粉

ミックスを作ってもらっているそうです。単価

は小麦粉パンより９円から20円も高くなるの

で、米粉パンは学校給食には月１回くらいしか

出せないということでした。

また、県産の小麦を使用したパンも令和６年

から始めており、まずは従来の外国産小麦に宮

崎県産小麦を５％混ぜた小麦粉を使用している

そうで、将来的には100％県産小麦を使用したパ

ンを提供したいということでした。

県産の米粉用米と小麦の学校給食への供給状

況と、生産振興に向けた県の取組について、農

政水産部長にお伺いします。

県産米粉用米○農政水産部長（殿所大明君）

は、県内の学校給食では、主にパンの原料とし

て利用されており、学校給食会とＪＡ宮崎経済

連等が連携して、給食需要に応じた生産・供給

が行われております。

一方、県産小麦につきましては、現状では学

校給食への供給はごく僅かであり、これはパン

に適したたんぱく質含量が高い小麦の生産が限

定的であるためと考えております。

このため、延岡市と小林市をモデル地域とし

て、小麦の品種や栽培に係る試験を行っており

ます。

県としましては、引き続き、県産米粉用米及

び県産小麦の生産拡大や供給体制の構築に向

け、関係機関と連携の下、取組を進めてまいり

ます。

学校給食は毎月納められる○脇谷のりこ議員

給食費から献立を決めていくことになりますか

ら、未納や滞納があると安い食材にしなければ

ならなくなります。さらに、米飯やパン工場か

らも、採算が合わないからと急に供給をやめら

れても仕方ありません。

だからこそ給食費を無償化してほしいので

す。無償化されることで、子育てで困っている

保護者も助かり、子供たちに必要なバランスの

取れた献立を安定的に提供できるということに

なります。

保護者が経済的に困難な場合は、就学援助制

度があり、給食費も補助されますが、補助まで

は至らない所得の保護者が大変なのです。１人

の子供で月約4,500円から5,000円、２人以上に

なると給食費だけで家計を圧迫します。

県のホームページにある「県民の声」に、こ

んな提言がありました。「物価上昇によって家

計が大変苦しい。少子化対策の一つとして給食

費の無償化を検討してほしい」と。

現在、県内では、10市町村が完全無償化、９

市町村で半額補助や一部補助、第２子以降の補

助などを実施しています。都城市や延岡市は検

討中、宮崎市は多額の予算が毎年必要になるの

で補助できないとのことでした。

学校給食法の第11条、「経費の負担」の項目

に「施設・設備や運営に要する経費などは市町

村や県が負担する。学校給食費は児童生徒の保

護者の負担とする」とあります。

国は、人口減少対策、少子化対策に力を入れ

ると声高に言っていますが、学校給食費を保護

者だけに押しつけています。これで少子化対策

を本気でしようとしているのでしょうか。

令和５年度から物価高騰に対応した重点支援

地方交付金を出して、各自治体に小中学生の保

護者の負担を軽減するための学校給食費等の支
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援をするよう勧めていますが、国が本気で少子

化対策に取り組もうとするなら、交付金ではな

く、学校給食法を改正して、全国一律に無償化

すべきです。

今、市町村ごとにばらばらでやっている給食

費の無償化ですが、県はどのようにお考えで

しょうか、知事の見解をお伺いします。

現在、国におきまして○知事（河野俊嗣君）

は、学校給食費無償化の実現に向けて、課題の

整理及び具体的方策の検討を行うために、各自

治体における取組の効果検証や、学校給食の運

営に係る経費負担の在り方について、調査研究

が進められております。

また、これまで各市町村におきましては、学

校や地域の実情、社会状況等を踏まえた上で、

補助も含めて判断がなされてきたものと認識し

ております。

県としましても、保護者の負担軽減が効果的

に行われるよう、市町村に対し、給食費補助の

情報提供や担当者会における情報交換等を行っ

てまいりました。

しかしながら、子供・子育て支援において

は、財政力などに応じて地域間の差が生じない

よう、一時的な措置ではなく、長期的な視点で

の切れ目のない支援として、国の責任と財源に

よる制度設計が必要であると考えております。

したがいまして、学校給食費無償化の実現に

向けまして、全国知事会等あらゆる機会を通し

て、国に要望してまいります。

おっしゃるとおりだと思い○脇谷のりこ議員

ます。ぜひ国に強く要望をお願いいたします。

続いて、マイナンバーカードの健康保険証利

用についてです。

今年12月２日から現行の健康保険証は発行さ

れず、マイナ保険証を使用することになります

が、県のマイナンバーカードの保有率及びマイ

ナ保険証の利用率についてお伺いします。ま

た、その利用率について県はどう考えるのか、

福祉保健部長にお伺いします。

今年４月末○福祉保健部長（渡久山武志君）

時点におけるマイナンバーカードの保有率は、

全国平均が73.7％であり、本県は81.5％と全国

第１位でございます。

また、マイナ保険証の今年４月の利用率は、

全国平均が6.56％であり、本県は9.05％と全国

第７位となっております。

県民の多くがマイナンバーカードを保有して

いる一方で、マイナ保険証の利用が進んでおり

ませんことから、さらなる利用促進を図る必要

があると考えております。

独り暮らしの高齢者などデ○脇谷のりこ議員

ジタルに不得意な人たちや、マイナンバーカー

ドをどうしても信用できない人などに対して

は、現行の健康保険証が廃止された後、どのよ

うな対応をしていくのか、福祉保健部長にお伺

いします。

マイナ保険○福祉保健部長（渡久山武志君）

証をお持ちでない方や、登録がお済みでない方

等につきましては、資格情報などが記載された

資格確認書が各保険者から交付されることに

なっております。

この資格確認書を医療機関等の窓口で御提示

いただきますことで、これまでと同様に受診す

ることができます。

マイナ保険証を使うことで○脇谷のりこ議員

医療費が安くなったり、高額療養費の限度額を

超える場合は免除になったりと、多くのメリッ

トがあります。確定申告時の医療費控除申請も

とても簡単です。そういったメリットを県民の

多くが知らないのではないかと思います。ま
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た、診療所や薬局などの窓口で積極的に声かけ

してくださっているのでしょうか。

マイナ保険証の利用促進のために、県民への

積極的な広報や医療機関等への働きかけが重要

かと考えますが、県の見解を福祉保健部長にお

伺いします。

マイナ保険○福祉保健部長（渡久山武志君）

証の利用促進につきましては、国において５月

から７月までをマイナ保険証利用促進集中取組

月間と位置づけまして普及啓発を行っており、

県もホームページ等での広報を行っておりま

す。

また、県内の各保険者や医療関係団体が構成

員となっております保険者協議会におきまし

て、利用促進に向けた積極的な取組を行ってい

ただくように協力を依頼いたしております。

今後も引き続き、マイナ保険証の利用促進の

ため、県民への積極的な広報や医療機関等への

働きかけを行ってまいります。

続いて、宮崎海岸の浸食対○脇谷のりこ議員

策についてです。

宮崎海岸の浸食対策については、石崎浜河川

区域を除く全長約７キロメートルを国の直轄事

業で行っています。

地元住民をはじめ、漁業者やサーファー、ア

カウミガメの保護団体などの方々との意見交換

や情報共有の場である市民談議所を開催し、今

年で50回目を迎えました。私も数回参加してい

るのですが、専門家とともに、国、県、市の担

当者が一堂に会し、長時間の勉強懇談会を開催

されていることに敬意を表します。

浸食対策を実施しないと20年後には砂浜が消

失してしまうこと、養浜のみでの対応は困難で

あると判断され、最初の計画では、300メート

ル、150メートル、50メートルの３本の突堤を設

置するとのことでしたが、海岸利用や環境への

影響を考えて、75メートル、50メートル、50

メートルの３本になってしまいました。

現在の宮崎海岸侵食対策事業の進捗状況につ

いて、県土整備部長にお伺いします。

宮崎海岸につ○県土整備部長（桑畑正仁君）

きましては、平成20年度から国により浸食対策

が進められており、岸から海に向かって延びる

突堤や護岸の整備のほか、人工的に砂を入れる

養浜が実施されております。

令和５年度までの進捗率は、事業費ベースで

約５割と伺っており、具体的には、突堤は３基

の計画のうち１基が完成し、護岸については、

延長2,700メートルの埋設護岸が完成しており、

養浜については、継続して実施されている状況

であります。

このような中、今年３月、国、県、学識経験

者等で構成される宮崎海岸侵食対策検討委員会

において、これまでの計画を見直し、50メート

ル規模の突堤を７基程度追加する新たな計画案

が国から示されたところです。

県としましては、引き続き国や関係機関と連

携して、浸食対策に取り組んでまいります。

つまり３つの対策が取られ○脇谷のりこ議員

ているということですね。１つは、人工的に砂

を入れる養浜、２つ目は、護岸として砂の損失

を減らすためのサンドパックの設置、３つ目

に、50メートルの突堤を合計10基つけるという

ことです。令和９年度までが国の事業になって

いますが、宮崎海岸浸食対策については、最後

まで国の責任でやっていただくよう強く要望い

たします。

続いて、気候変動により激甚化・頻発化する

水害に備えるため、県が管理する二級河川の53

水系全てにおいて、流域治水プロジェクトを立
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ち上げています。そのうちの一つ、一ツ瀬川水

系について質問させていただきます。

平成17年９月の台風第14号の豪雨では、県内

全域が被害を受け、特に一ツ瀬川の支川である

三財川では、堤防決壊による甚大な被害が発生

しました。

そこで、洪水氾濫対策として、平成22年から

一ツ瀬川の河川改修が始まりました。河口付近

の河道掘削や堤防の補強など、浸水被害の軽減

を図るための工事が進んでおりますが、地元の

佐土原町の下田島地区の方から「まだ全然進ん

でいないのでは」との問合せがあります。当時

は住民説明会で10年くらいの計画との話だった

そうですが、河川改修事業はどうなっているの

でしょうか。

また、令和４年の台風第14号で、日向大橋上

流の佐土原町側の堤防の下を河川側の水が浸透

し、民家側に砂とともに噴き出すパイピング現

象が確認されたとのことですが、その後はどう

なっているのでしょうか。

一ツ瀬川河川改修事業における一ツ瀬橋から

河口付近までの６キロメートル区間の進捗につ

いて、県土整備部長にお伺いします。

一ツ瀬川につ○県土整備部長（桑畑正仁君）

きましては、平成17年の台風による被災を契機

に、平成22年度から、西都市の杉安橋から河口

付近までの20キロメートル区間で、堤防補強や

河道掘削などの整備を行っております。

御質問の一ツ瀬橋から河口付近までの６キロ

メートル区間については、重点整備区間に位置

づけ、このうち、特に災害リスクの高い左岸・

右岸合わせて約3.2キロメートルにおいて工事を

集中的に進めており、今年度、河口付近の約１

キロメートルが完成する予定です。

また、パイピング現象につきましては、今年

度、工事の内容について地元説明会を行った

後、用地測量に着手する予定です。

今後とも、国土強靱化予算の確保に努めなが

ら、一ツ瀬川の整備を計画的に進め、早期完成

を図ってまいります。

完成までは程遠いですね。○脇谷のりこ議員

しっかりと国に予算を要望して、県民の安心・

安全のための河川整備をよろしくお願いいたし

ます。

令和４年台風第14号の豪雨では、一ツ瀬川の

上流の西都市で広範囲にわたって浸水被害が発

生しました。当時の宮日新聞には、「一ツ瀬川

沿いにある樋門10か所のうち６か所が開いてい

たが、そのうちの２つの樋門を閉じることにつ

いて、西都市消防本部は暴風雨のため消防団員

が樋門操作に行くことを制止した」とありま

す。樋門の操作については手動で行っていると

ころもあり、開閉の責任などを住民から問われ

ることになるなど、操作する方の大きな負担に

なります。

先日、新富町は、県から委託を受けている

全15基のうち、７基分の樋門操作を断りまし

た。断られた樋門については、県の責任の下、

操作されることになると思うのですが、これか

らも高齢化や人手不足の観点から、樋門操作に

ついては自動化されなければならないと思って

います。

一級河川である大淀川の支川である跡江川で

も、令和４年台風第14号で家畜市場周辺一帯が

浸水し、被害が発生したことから、樋門操作が

適正に行われなかったのではないかと、地域住

民が国や県、市に対して説明を求める場面もあ

り、国交省は、デジタル水位計のほか、大淀川

と跡江川の水位が目視できるメモリ、量水標を

設置する対策を取るとのことでした。
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跡江川は大き過ぎてできないのですが、国

は、小規模な水門については、無動力でゲート

が自動で開閉する、いわゆるフラップゲートの

設置を現在進めているとのことです。

県は、西都市内にある閉じることができな

かった一ツ瀬川の２つの樋門、桜川樋門と堀之

内川樋門について、現在どのような改修状況で

しょうか。また、今後の樋門の自動閉鎖化につ

いての方向性を県土整備部長にお伺いします。

桜川樋門、堀○県土整備部長（桑畑正仁君）

之内川樋門につきましては、令和４年台風第14

号の課題を踏まえまして、水圧により自動的に

閉鎖するフラップゲートによる自動閉鎖化を進

めております。

堀之内川樋門は、今年４月に工事を発注し、

現在改修を進めており、また桜川樋門は、今年

度設計を行うこととしております。

なお、県が管理する樋門につきましては、こ

れまで、津波の遡上が想定される区域におい

て、自動閉鎖化を優先的に進めてきたところで

すが、両樋門のように津波遡上区間以外につき

ましても、操作員の負担軽減や安全確保を図る

ため、市町村の意見を伺いながら、樋門の自動

閉鎖化を積極的に進めてまいります。

樋門の自動閉鎖化を積極的○脇谷のりこ議員

に進めていただきたいと思います。

続いて、県営施設の利活用についてです。

まずは、ひなたサンマリンスタジアムについ

てです。

ユーチューブの宮崎県公式チャンネルで、知

事の定例記者会見が同時配信されていますが、

その視聴数はどの会見を見ても200回ぐらいで、

コメントはほぼ皆無です。ところが、今年の４

月９日は、何と8,800回を超える視聴数があり、

コメントも30件ほどありました。なぜこの回だ

け反響があったかというと、ひなたサンマリン

スタジアムでの日向坂ライブが発表されたから

です。

コメントには、「今回初めて宮崎県に行きま

す！ひなたフェスの開催、ありがとうございま

す！」とか「日向坂のＬＩＶＥも楽しみです

が、宮崎のおいしい御飯や観光も今から楽しみ

で下調べしてます」など、知事に対して感謝さ

れている方々がほとんどで、こんなに日向坂の

ファンが日本中におられることに驚きました。

今回の日向坂ライブで、これからのサンマリン

スタジアムの利活用に変化の兆しがあるのでは

ないかと期待しています。

まずは、この日向坂46のライブ開催に至った

経緯と、今までイベント等ができなかった最大

の課題をどのようにクリアされたのか、知事に

お伺いします。

日向坂46につきまして○知事（河野俊嗣君）

は、グループ名が日向坂に変わって以降、宮崎

と名前に接点があることから、つながりを深め

るため、これまで様々な働きかけを行ってまい

りましたが、その結果、５年前にひなたサンマ

リンスタジアムでのテレビ番組のロケが実現し

て、私も共演する機会をいただいたところであ

ります。

それ以降、当グループには、様々な場面で宮

崎の食や観光地の魅力発信を行っていただくな

ど、さらに関係が深まる中で、今回、サンマリ

ンスタジアムでのライブ開催の提案につながっ

たものであります。

ただ、サンマリンスタジアムに関しまして

は、これまで、様々なイベントを行いたいとい

う申出、希望があったところでありますが、天

然芝でありますので、短期間での原状回復が課

題となって、なかなか実現ができなかったとい
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うのがこれまでの状況であります。

この課題を解決するため、類似球場、阪神甲

子園球場の芝の管理方法を現地調査するととも

に、イベント主催者側と復旧に関する調整を進

めてまいりました。

芝の管理についても、様々なノウハウや技術

が蓄積されたことによって、今回、天然芝への

影響を最小限に抑え、傷んだ芝の張り替えにつ

いても対応できると、そのようなめどがつきま

したことから、イベントの開催に至ったもので

あります。

本当によかったです。○脇谷のりこ議員

それでは、今後のひなたサンマリンスタジア

ムの利活用について、どのように考えておられ

るのか、教育長にお伺いします。

ひなたサンマリン○教育長（黒木淳一郎君）

スタジアムにつきましては、芝の管理など使用

に当たっての条件整理を行い、今回初めて音楽

ライブが開催されることとなりました。

県教育委員会といたしましては、本県野球競

技の拠点施設として、またプロ野球公式戦や

キャンプ受入れ施設として、本スタジアムの本

来担うべき役割をしっかりと果たしながら、ス

タジアムの有効活用という観点から、音楽ライ

ブをはじめとする各種イベントなど、今後、幅

広いニーズにも対応できるよう、施設の運営を

検討してまいります。

ぜひよろしくお願いしま○脇谷のりこ議員

す。

続いては、ひなた県総合運動公園のテニス

コートについてです。

先日、宮日新聞に、日本テニス協会理事の伊

達公子さんと日隈副知事の対談が大きく載って

いましたので、新しく整備される県テニスコー

トについて、県民に広くＰＲができたと思って

います。

ひなた県総合運動公園庭球場の改修の方針及

び今後の展望について、日隈副知事に思いをお

伺いします。

国スポ会場として使○副知事（日隈俊郎君）

用します、ひなた県総合運動公園庭球場につき

ましては、コートの老朽化や照明設備の照度不

足により改修が必要であったことから、日本テ

ニス協会の御協力の下、また国内の他の庭球場

も参考にしながら、これまで検討を進めてまい

りました。

その中で、本県が誇る「スポーツランドみや

ざき」の一層の魅力の向上を図る観点から、国

際大会の基準を満たすインドアコートや照明設

備、全米・全豪オープンと同様のハードコート

など、国内トップレベルの施設に整備すること

としたところであります。

改修後は、国スポ会場及び本県の競技力向上

の拠点としての活用はもちろんのこと、多くの

参加者や観客が見込まれ、経済効果の高い国際

大会や全国大会、国内外代表クラスの合宿等の

誘致を積極的に図り、国内におけるテニスの聖

地を目指してまいります。

すばらしい情報をありがと○脇谷のりこ議員

うございます。

続いて、県体育館についてです。

令和９年に廃止という決定を下されました

が、県体育館がなくなると、今まで使用してい

たスポーツ団体や地域の方々が、会場がなくな

り、どこへ行けばよいのかと心配されていると

ころです。

県体育館の廃止を受けて、宮崎市から何らか

の要望はないのでしょうか、教育長にお伺いし

ます。

宮崎市にあります○教育長（黒木淳一郎君）
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県体育館につきましては、昭和43年の建設か

ら50年以上が経過し、老朽化が進んでおりま

す。

現在、令和９年に本県開催の国スポ・障スポ

大会に向け、延岡市に新県体育館を整備中であ

りますが、その全面供用開始後も、現体育館を

本県選手の競技力向上のための練習拠点等とし

て本大会まで活用した上で、令和10年４月まで

に廃止することとしております。

なお、この廃止に関しまして、現在のとこ

ろ、宮崎市からの要望はございません。

宮崎市からの要望はないと○脇谷のりこ議員

いうことですが、それでは、どのような手順で

今後の方向性が検討されていくのか、教育長に

お伺いします。

今後の手順につき○教育長（黒木淳一郎君）

ましては、まず、財産を所管している県教育委

員会内におきまして、体育館以外での活用の有

無について検討を行うこととなります。

県教育委員会内での活用がない場合は、次

に、庁内において財産活用の意向照会があり、

各部局で活用の有無について検討を行います。

その上で、他の部局でも活用がない場合は、

市町村を対象に調査を行い、最終的に希望がな

ければ、民間売却等の扱いという手順になりま

す。

なるほど、今後も県民のた○脇谷のりこ議員

めに何が一番よい方向か探っていただければう

れしいなと思います。よろしくお願いします。

それでは最後に、若者（大学生）から見た

「希望の持てる未来」についてです。

今年の１月に、宮崎大学と県議会の共同授業

で、約80名の学生と意見交換する機会があり、

県議会からは３人で参加しました。共同授業の

前に、私たちのほうから様々な視点でアンケー

トを取ったのですが、学生からすばらしい御意

見をいただいたので、それを基に質問させてい

ただきます。

まず、宮崎の課題として挙がった意見が、公

共交通の不便さでした。ほぼ宮崎県内の出身で

ある学生さんからです。「宮崎大学から宮崎駅

方面への最終バスが19時台であることから、部

活動の後に乗車できない」「バスの本数が少な

く、かつ運賃が高い」「自家用車を持てない学

生は特に不便さを感じている」などといった声

です。

来年４月に宮崎市錦本町に建設予定の県プー

ルの横に、宮崎大学が一部の教育研究活動拠点

施設を設けることになりました。来年は宮崎駅

周辺がまたにぎやかになるのではないかと期待

しているところですが、宮崎大学から宮崎駅ま

で片道のバス代が約700円かかります。往復

で1,400円は学生にとっては高額です。

65歳以上の高齢者のための「みやざきシニア

パス」は、１乗車当たり200円という安さです。

来年３月までの事業で、物価高における高齢者

の外出促進のための優遇策だとは思います

が、65歳以上でもまだ現役世代であり、自家用

車を運転している人も大勢います。宮崎市で

は、70歳以上は100円で乗車できる「敬老バス

カ」があります。学生が宮崎大学から宮崎駅ま

で毎日通学するわけではありませんから、定期

券購入は無駄になります。

高齢者ばかりでなく、若者にもバス利用に恩

恵を感じてもらえるような支援が必要だと考え

ますが、県の考えを総合政策部長にお伺いしま

す。

大学生など○総合政策部長（重黒木 清君）

の若者もバスの大切な利用者であり、若者がバ

スを利用しやすい環境づくりは必要であると考
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えております。

県では今年４月、県や市町村、バス事業者で

構成する宮崎県バス利用促進協議会を設立し、

関係者が連携して効果的なバス利用促進策に取

り組むこととしており、今後、利用促進の参考

とするため、県民を対象としたバス利用に関す

るアンケート調査を行う予定としております。

県としましては、このアンケート調査で得ら

れた若者の意見にも耳を傾けながら、バスがよ

り利用しやすい公共交通機関となるよう、様々

な取組を進めてまいります。

今、大学生さんが聞いてい○脇谷のりこ議員

らっしゃると思いますので、ぜひアンケート調

査に参加していただきたいなと思っておりま

す。

学生に対しての質問で、「希望を持てる未

来」になるためにはどのような社会になってほ

しいかを聞いたところ、一番多かったのが「働

きやすい社会になってほしい」でした。

過重労働を負わされることなく、やりがいを

持って仕事をすることができる社会、若者に

とってチャンスの多い社会、自分の専門分野で

活躍できる社会、休暇を取りやすい社会など、

これから社会に出ていく若者が働きやすい職場

を一番に望んでいることが分かりました。

企業などの人材確保において、若者が求める

働きやすい職場としてアピールできるよう、県

が支援する取組について、商工観光労働部長に

お伺いします。

若者の県○商工観光労働部長（川北正文君）

内就職を促進するためには、県内企業の魅力が

若者にしっかりと伝わる必要があります。

このため県では、企業の魅力を紹介する冊子

「ワクワクＷＯＲＫ！宮崎」を作成し、県内外

で開催する就職説明会等で配布するとともに、

企業の紹介動画や先輩社員からのメッセージな

どをまとめた就職に関する総合情報サイト「Ｃ

ＨＯＩＣＥ！」を公開しています。

また、県内企業の情報を集約した「みやざき

インターンシップＮＡＶＩ」を運営し、学生が

企業の職場環境に直接触れることができる機会

を提供しており、令和５年度にこのサイトを活

用した参加学生数は103名、受入れ企業数は43社

となっております。

今の経営者のときには残業○脇谷のりこ議員

するのが当たり前だったと思うんですけれど

も、今の若者は、仕事と家庭、仕事と生活、仕

事とプライベートを両立するワーク・ライフ・

バランスが当たり前になっています。

若者のニーズが変化する中、人材として受け

入れる企業の意識の変化についてどう認識して

おられるか、商工観光労働部長にお伺いしま

す。

人口減少○商工観光労働部長（川北正文君）

や少子高齢化により、多くの産業で人手不足が

続く中、企業等における人材確保は喫緊の課題

となっております。

このような中、民間企業や大学、公的機関等

が行っている大学生等を対象としたアンケート

調査によりますと、就職先を選ぶ際に、業種・

業務内容や給与水準にとどまらず、福利厚生を

重視する傾向が強くなってきています。

このため県では、企業向けの講演会やセミ

ナーの開催などにより、企業における意識改革

を進めており、参加された方のアンケート結果

では、職場環境を変えようとする前向きな声を

伺っているところです。

今後とも、県内企業等における働きやすい職

場づくりの促進を図り、企業の人材確保につな

げてまいります。
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まだ職場環境を変えようと○脇谷のりこ議員

する前向きな声ということですから、変えたわ

けではないということで、ぜひともこれはプッ

シュしていただきたいなと思っております。

若者から見た「希望の持てる未来」は、一言

で言うと「安心できる社会」です。何人もの若

者が社会保障に対して不安だと言います。高齢

者を支えるためにも今後増税され続け、自分た

ちが高齢になったら年金も期待できず、介護施

設にも入れないのではないかという不安です。

私たちが二十歳のときに年金の心配をしたで

しょうか。今の若者は本当にかわいそうです。

高齢者のことだけでなく、若者のことも重視

した社会になってほしい、年代に偏りなく平等

に優遇される社会、努力が報われ、頑張った分

だけ還元される社会になってほしい、今後を支

える若者がお金で苦労せず、教育の充実と保障

がされる社会になってほしいなど、未来に不安

のない安心できる社会を若者は望んでいるので

す。こんな若者に対して知事は何とお答えにな

るでしょうか。

未来に夢や希望を持てる宮崎をどのように実

現していくのか、知事の思いを最後にお伺いし

ます。

私も議員御紹介のアン○知事（河野俊嗣君）

ケートを拝見しましたが、学生の皆さんが広い

視野で世の中を捉え、様々な課題意識や御自身

の意見を持っていることに、頼もしさを覚えた

ところであります。

本県は今、加速化する少子高齢化・人口減少

に加えまして、世界規模での気候変動、また地

殻変動とも言うべき国際情勢の変化・不安定

化、そしてデジタル化や脱炭素化への対応な

ど、予測困難で変化の大きい時代の中にありま

すが、この荒波を乗り越えて新たな未来を切り

開くのは、大胆な発想力と行動力を備えた若者

であると考えております。

県政を預かる私に課せられた使命は、次世代

を担う若者が生き生きと活躍できる土台を、現

役世代の責任として、しっかりと築いていくこ

とであろうと考えております。

今後とも、子育て支援や教育環境の充実をは

じめ、また広い視野を醸成するための留学支

援、さらには地域福祉や医療提供体制の整備、

働き方改革、魅力ある雇用の創出や起業・創業

支援など、誰もが安心して暮らし、働き、チャ

レンジできる環境づくりに全力で取り組み、若

者が未来に夢や希望を持てる宮崎の実現につな

げてまいります。

19歳の女子学生が言いまし○脇谷のりこ議員

た。「現代は非常識だと感じる大人が大勢見ら

れる。大人がきちんと若者のお手本となり、子

供たちの未来が明るくなっているような社会に

なってほしい」と。今こそ私たち大人が若者や

子供たちに希望のある未来を示していかなけれ

ばならないと強く思った次第です。

今日はどうもありがとうございました。（拍手）

以上で本日の質問は終わり○野﨑幸士副議長

ました。

明日の本会議は、午前10時から、本日に引き

続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時42分散会
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午前10時０分開議 

 

出 席 議 員（37名） 

２番 永 山 敏 郎 （県民連合立憲） 

３番 今 村 光 雄 （公明党宮崎県議団） 

４番 工 藤 隆 久 （  同  ） 

５番 川 添   博 （宮崎県議会自由民主党） 

６番 荒 神   稔 （  同  ） 

７番 福 田 新 一 （  同  ） 

８番 本 田 利 弘 （  同  ） 

９番 山 内 いっとく （  同  ） 

10番 山 口 俊 樹 （  同  ） 

11番 下 沖 篤 史 （  同  ） 

12番 齊 藤 了 介 （  同  ） 

13番 濵 砂   守 （  同  ） 

14番 黒 岩 保 雄 （緑 風 会） 

15番 脇 谷 のりこ （親 和 会） 

16番 松 本 哲 也 （県民連合立憲） 

17番 山 内 佳菜子 （  同  ） 

18番 坂 本 康 郎 （公明党宮崎県議団） 

19番 二 見 康 之 （宮崎県議会自由民主党） 

20番 日 高 博 之 （  同  ） 

21番 後 藤 哲 朗 （  同  ） 

22番 佐 藤 雅 洋 （  同  ） 

23番 日 髙 陽 一 （  同  ） 

24番 安 田 厚 生 （  同  ） 

25番 日 髙 利 夫 （  同  ） 

26番 内 田 理 佐 （  同  ） 

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか） 

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団） 

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会） 

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲） 

32番 坂 口 博 美 （宮崎県議会自由民主党） 

33番 山 下   寿 （  同  ） 

34番 外 山   衛 （  同  ） 

35番 武 田 浩 一 （  同  ） 

36番 丸 山 裕次郎 （  同  ） 

37番 中 野 一 則 （  同  ） 

38番 山 下 博 三 （  同  ） 

39番 野 﨑 幸 士 （  同  ） 

欠 席 議 員（１名） 

31番 重 松 幸次郎 （公明党宮崎県議団） 

 

 

 

 

地方自治法第121条による出席者 

知 事  河 野 俊 嗣 

副 知 事  日 隈 俊 郎 

副 知 事  佐 藤 弘 之 

総 合 政 策 部 長  重黒木   清 

政 策 調 整 監  田 中 克 尚 

総 務 部 長  吉 村 達 也 

危 機 管 理 統 括 監  児 玉 憲 明 

福 祉 保 健 部 長  渡久山 武 志 

環 境 森 林 部 長  長 倉 佐知子 

商工観光労働部長  川 北 正 文 

農 政 水 産 部 長  殿 所 大 明 

県 土 整 備 部 長  桑 畑 正 仁 

宮崎国スポ・障スポ局長  山 下 栄 次 
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一般質問◎

これより本日の会議を開き○野﨑幸士副議長

ます。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、黒

岩保雄議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○黒岩保雄議員

ざいます。緑風会、日南市選出の黒岩保雄で

す。傍聴席の皆様、インターネットで視聴され

ている皆様、本日は誠にありがとうございま

す。また、今回、質問の機会を与えていただ

き、心から感謝申し上げます。

今回は、人口減少対策、子育て支援に取り組

む市町村への支援、宮崎国スポ・障スポの対

応、防災組織の支援などにつきまして質問して

まいりますので、どうぞよろしくお願い申し上

げます。

さて、県は昨年６月の補正予算におきまし

て、子宮頸がん予防ワクチン接種の普及啓発事

業に取り組むこととし、私も昨年11月の県議会

におきまして、子宮頸がん予防ワクチンの接種

について、危機感を持って取り組むべきではな

いかと提案したところでございます。特に

キャッチアップ接種につきましては、本年度末

で公費による接種が終了することから、周知と

期間内の接種が急がれるところであります。

こうした中、県の福祉保健部では、市町村担

当課長や担当者、教育委員会では、校長会や保

健体育の担当者の皆さん等に、機会があるたび

に働きかけを行ったほか、テレビＣＭを通じ、

県民の皆さんの理解と接種の促進を図ってこら

れました。これにより、県内の市町村の担当者

などからも、ワクチン接種の県の取組が加速し

ているという声をいただくほか、新聞、テレビ

等でも、子宮頸がん予防ワクチン接種の必要性

などについて頻繁に見聞きするようになりまし

た。

県の担当者の方に接種の状況を聞きましたと

ころ、令和５年度は、定期接種とキャッチアッ

プ接種の合計が前年度の約２倍に達しているそ

うです。また、６年度末の延べ件数３万件を成

果指標としているキャッチアップ接種につきま

しては、昨年度末でおよそ半分の進捗だそうで

ありますので、本年度も加速した取組により指

標を達成できることを大いに期待し、これまで

の取組に感謝申し上げます。

先日の６月７日、広島東洋カープの大瀬良投

手が本拠地マツダスタジアムでノーヒット・

ノーランを達成いたしました。この試合は日南

市のスポンサーゲームであったため、宮崎県民

や広島の宮崎県人会の方々も観戦しており、大

変盛り上がったと聞いております。

そして実は、この試合の始球式では、河野知

事が投手を務められたことはあまり報道されて

おりません。私は、知事のこの投球、球場の盛

り上がりが、大瀬良投手のノーヒット・ノーラ

ンという偉業を呼び込んだのではないかと確信

しております。こうした大記録の裏には、この

ような陰の立て役者があったということを、こ

の場をお借りし御紹介申し上げます。

あわせて、広島まで日南市スポンサーゲーム

に駆けつけていただいた知事に感謝申し上げま

す。ちなみに、知事が投じた一球は、打者の手

前で鋭く落ちるワンバウンドだったそうでござ

います。

さて、知事は、今年４月に九州地方知事会の

会長に就任されました。九州は今、半導体関連

企業の相次ぐ立地で産業界の活性化が著しい一

令和６年６月13日(木)
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方で、高速道路のミッシングリンクの解消、東

九州新幹線計画の実現、さらには諸外国が注目

する九州へのインバウンドの取り込みなど、活

性化のチャンスが到来しているとともに課題も

山積しています。

こうした中、知事が会長に就任されたことは

大変喜ばしいことであり、本県のみならず九州

地方全体の活性化のために、手腕を大いに発揮

していただきたいと期待いたしております。

そこで、知事は会長として九州全体をどのよ

うに引っ張っていかれるのかお伺いいたしま

す。

以上で、壇上からの質問を終わり、以降は質

問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

宮崎県知事が九州地方知事会長に就任するの

は初めてであり、大変光栄に思うとともに、重

責に身の引き締まる思いがしております。

一方で、九州には今強い追い風が吹いており

まして、そういう状況の中で、九州のために仕

事ができることに強くやりがいを感じていると

ころであります。

例えば、半導体関連産業の投資が進む新生シ

リコンアイランド九州、農業算出額で全国シェ

ア２割を誇るフードアイランド九州、また世界

の成長センターであるアジアへのゲートウエー

たる地理的条件、総じて合計特殊出生率が高

く、少子化対策において全国のモデルたり得る

地域、さらに知事会と経済界の緊密な連携な

ど、大きな強みを有しているものと考えており

ます。

先日、会長就任後初の九州地方知事会議・九

州地域戦略会議が開催され、少子化対策をはじ

め、半導体関連や観光、広域交通インフラなど

について、これらの九州の強みを生かし、官民

一体となった取組を進めるべく議論いたしまし

た。

今後、様々な分野で躍動する九州をさらに前

へと進め、その一体的な発展を通じて、九州が

日本を牽引していく地域になるよう、九州から

日本を動かすという気概の下に取り組んでまい

ります。

また、こうした取組が本県の発展につながる

よう、この機会を積極的に活用してまいりま

す。以上であります。〔降壇〕

九州が国内の合計特殊出生率○黒岩保雄議員

の向上の鍵を握っているかもしれないという視

点で、県境を越えて官民が連携するという新た

な取組がどのようなものになるのか、注視して

いきたいと思っております。

さて、県では、本県の将来人口は令和22年に

は87.2万人に減少すると推計しています。令和

２年の国勢調査による人口である107万人から20

年間で18.5％の人口が減ることになります。

このため県では、人口減少対策として、移住

施策、子育て支援などの各種施策を進め、人口

減少の速度を緩めて急激な社会の変化を防ごう

としておりますが、一方で、人口減少を見据え

た将来の県の体制づくりも行っておかなければ

ならないと考えております。

県の総合計画やアクションプランを見ます

と、人口減少を前提とした地域社会の維持や人

材育成、事務の見直しなどが明記されておりま

すが、具体的なものを見ますと、みやざき行財

政改革プランでは、令和９年度までには知事部

局の職員数を微増の約3,900人にするとしている

ほか、公共施設等総合管理計画では、令和２年

３月末時点の5,106棟を、令和12年度までに2.3

％減の4,987棟にするとあります。
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これは、宮崎国スポ・障スポの開催等による

職員数の確保、公共施設においては、個別施設

計画の方針によるものと考えておりますが、こ

の数字だけを見ると、将来の人口減少を踏まえ

た行政需要の減少を想定しているものなのか、

分かりづらいところがあります。

そこで、今後、人口減少に伴い、行政需要も

減少していくことになるのではないかと考えて

おりますが、知事の考えをお伺いいたします。

人口減少のさらなる進○知事（河野俊嗣君）

行に伴いまして、必要性が低下する行政サービ

スは、一定程度生じるものと考えております。

例えば公共施設につきましては、公共施設等

総合管理計画を策定し、長期的視点を持って長

寿命化や統廃合等に取り組み、施設配置や総量

の最適化を進めているところであります。

一方、高齢化による社会保障関係業務の増加

や、面積が広い本県では、人口の低密度化によ

る行政コストの増加が見込まれるほか、激甚化

する自然災害や新たな感染症などの危機事象へ

の対応、ライフスタイルなどの変化により、行

政ニーズが多様化・複雑化することも想定され

ますことから、一概に行政需要が減少するとは

言えないものと考えております。

そのため、生産年齢人口の減少によりまし

て、行政サービスを担う職員や財源となる税収

の減が見込まれる中、将来にわたり行政ニーズ

に的確に応えていくため、行財政改革プランを

確実に実施してまいります。

人口減少が進み、財源などが○黒岩保雄議員

減少しても維持できるように、行財政改革プラ

ンをしっかりと取り組むということでございま

すので、今後、その点についても、しっかりと

確認してまいりたいと思います。

それでは、行政需要の変化に対して、組織・

人員体制の在り方を行財政改革プランにどのよ

うに定めているのか、総務部長にお伺いしま

す。

知事が申し上げた○総務部長（吉村達也君）

とおり、限られた人員と財源の中で、多様化・

複雑化する行政需要等に的確に対応していくた

め、行財政改革プランに基づき、持続可能な行

財政基盤の確立に取り組んでおります。

この中で、組織については、スクラップ・ア

ンド・ビルドを基本に不断の見直しを進め、行

政需要の変化に柔軟に対応できる簡素で効率的

な体制の構築を図ります。

人員については、行政需要に応じた多様な人

材の確保を図るとともに、その能力を最大限に

発揮できる働きやすい職場環境の整備を進めま

す。

また、質の高い行政サービスを提供するた

め、民間企業やＮＰＯなど多様な主体との連携

・協働や、ＩＣＴの活用等による業務の効率化

を進めるほか、財政見通しの作成等による財政

健全化の維持にも取り組んでまいります。

不断の見直しと的確な財政見○黒岩保雄議員

通しの作成を今後もよろしくお願いしたいと思

います。また、持続できる行財政基盤を確立す

るためには、各部局の課や係の統合による簡素

化、スリム化に加え、例えば県の出先機関の統

合等についても検討すべき時期が来るかもしれ

ないので、しっかりと対応をお願いしたいと思

います。

55歳以上、または60歳以上から65歳までとも

言われるシニア層は、まだまだ労働意欲が強

く、熟練した技能、経験、知識及び資格を有し

た人材が多いと思われます。また、シニア層

は、定年後は暖かい場所や静かな場所で暮らし

たいと考える方が多いのではないかと考えてい
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ます。こうしたことから、本県は、気候、自

然、食、人情など、シニア層が理想とする移住

先として、とても適している場所ではないかと

考えています。

県の中山間・地域政策課がまとめた令和４年

度の本県への移住実績を見ますと、20代の移住

が全体の31.4％でトップ、次いで30代、40代と

続きますが、50代は10.8％、60代に至っては4.1

％にとどまっています。

一方、本県の移住相談会を含め、宮崎ひなた

暮らしＵＩＪターンセンターへの相談実績で

は、50代以上のシニア層からの相談が24.6％で

あると聞いています。シニア層の移住につきま

しては、まだまだ伸びる余地があるのではない

かと思っています。

シニア層の移住については、医療施設や高齢

者福祉施設の需要が増え、受入れが課題となる

などの危惧もあろうかと思いますが、健康寿命

を考慮しますと、労働力の確保、地域コミュニ

ティーの維持など、様々な面でメリットは大き

いと考えています。

このように、移住施策を推進する上で、シニ

ア層をターゲットとした施策も必要だと思いま

すが、県の考えについて、総合政策部長にお伺

いいたします。

温暖な気候○総合政策部長（重黒木 清君）

と豊かな自然に囲まれた本県は、地方でのゆと

りある暮らしを実現する移住先として適した環

境でありますことから、これまで県では、幅広

い世代を対象とした移住施策を推進してきてお

ります。

議員御指摘のとおり、現役としての仕事を終

え移住されたシニア層の中には、地域産業の担

い手としてはもとより、移住者を呼び込み定着

を図る活動や空き家の改修支援に携わるなど、

地域で活躍している方もおられます。

現在、定年後などに本県に転入するシニアの

方々も一定数いらっしゃいますことから、引き

続き必要な移住施策を推進しながら、シニア向

けの情報発信の在り方等についても、市町村を

はじめとする関係団体の意見等を伺いながら検

討してまいります。

シニア層の移住こそが本県の○黒岩保雄議員

優位性が生かせる施策だと思います。検討いた

だけるということでございますので、よろしく

お願いしたいと思います。今後、シニア層の移

住実績についても注目してまいりたいと考えて

います。

シニア層の移住が進めば、高齢者福祉施設な

どの確保も必要となります。こうした施設では

人材不足が顕著であるため、今後は外国人の確

保・受入れが欠かせない状況であります。

国内の各種産業において、もはや労働におけ

る外国人の確保は自然な流れであり、国も昨年

８月から、特定技能２号の対象を従来の２分野

から11分野に拡大し、深刻化する働き手不足を

解消するため、外国人材の受入れを拡充してい

ます。

こうした中、出入国在留管理庁が発表した令

和５年12月末現在の速報値では、本県の特定技

能在留外国人数は1,339人で、九州８県では最少

となっています。

外国人労働者の確保について、県としてどの

ような支援を行っているのか。また、外国人か

ら宮崎を選んでいただくために、今後どのよう

な取組を行っていくのか、商工観光労働部長に

お伺いします。

外国人労○商工観光労働部長（川北正文君）

働者を確保するため、県では、農業や建設業な

ど各産業の特性・実態に応じた相談窓口の設置
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や、留学生の就職に向けた受入れ企業開拓、

マッチング支援などの取組を進めております。

また、生活面での悩み相談を受け付ける外国

人サポートセンターの設置や日本語講座の実施

など、外国人材の確保・受入れに向けて様々な

支援を行っております。

今後とも、外国人の方々の声を伺い、市町村

や企業等と連携しながら、外国人材の受入れ環

境のさらなる充実を図るとともに、温暖な気候

や生活のしやすさ、食や観光など宮崎の魅力を

アピールし、「選ばれる宮崎」となるよう取り

組んでまいります。

先日、台北駐福岡経済文化弁○黒岩保雄議員

事処の陳処長の講演を聴く機会がありました。

その中で、「日本には中華街はあるが、台湾

街がない。３軒でも５軒でもいいから集積した

台湾の店があると、在留する台湾人が喜んで集

まってくる」と言われました。こうした取組の

検討も商工観光労働部がコントロールタワーと

なって行ってほしいと思います。

ところで、ある高齢者福祉施設の職員の方

は、外国人をスタッフとして雇用するのに最も

苦労するのが居住の確保だと言われています。

特に過疎地域ともなれば民間のアパートなども

少なく、空き家はなかなか貸していただけな

い。新たに建築するとなると多額の費用がかか

るという現状であります。

公営住宅の入居には、同居家族がいることや

世帯の収入が基準以下であることなどの条件を

満たす必要があるため、外国人労働者は入居で

きないことが多いようでありますが、公営住宅

の目的外使用の許可を得れば入居は可能である

と聞いています。

そこで、県営住宅及び市町村営住宅の目的外

使用による外国人労働者などの受入れ事例につ

いて、県土整備部長にお伺いいたします。

県内の公営住○県土整備部長（桑畑正仁君）

宅では、空き住戸を有効活用する観点から、地

域の実情に応じて入居要件を緩和する、いわゆ

る目的外使用による入居者を、現在19か所の団

地で、大学生や高校生、移住希望者など28名を

受け入れております。

このうち外国人労働者は、県営住宅では、都

城市で農業分野の労働者を６名、また市営住宅

では、延岡市で漁業分野の労働者を２名受け入

れております。

県内でも、農業、漁業の分野○黒岩保雄議員

におきまして活用事例があるということが分か

りました。

県の担当者によりますと、本県の県営住宅及

び市町村営住宅の入居率は、おおむね８割だそ

うであります。公営住宅は、住宅に困窮する低

所得者に対して提供するという目的があること

は承知しておりますが、資産の有効活用の視点

におきましても、外国人労働者の入居をもっと

推進してもいいのではないかと考えています。

外国人材を雇用するため、農政水産部では公

営住宅の活用マニュアルを作成する取組を始め

ておりますが、受入れ企業における住環境の整

備状況につきまして、商工観光労働部長にお尋

ねします。

外国人労○商工観光労働部長（川北正文君）

働者は、本県の産業を支える大切な人材であ

り、今後ますます受入れの増加が見込まれるこ

とから、その雇用において、外国人材が安心し

て生活できる住環境を整えることは、大変重要

であると認識しております。

現在、外国人材を雇用している企業において

は、公営住宅を活用しているほか、賃貸住宅等

の確保や電化製品を完備した寮の整備など、独
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自の取組を進めている事例もあると伺っており

ます。

県としましては、今後、外国人材の確保・定

着を進めるため、各業界におけるニーズを把握

するなど、関係機関と連携しながら住環境への

対応を進めてまいります。

産業界全体のニーズの把握や○黒岩保雄議員

調査をしっかりとよろしくお願いしたいと思い

ます。

そして、外国人労働者の住環境への対応を進

めるということの中には、公営住宅の活用も当

然含まれていると思いますので、県庁内の各部

局や市町村と連携して、企業等が円滑に活用で

きるようによろしくお願いしたいと思います。

昨年12月、県はローム株式会社の製造子会社

であるラピスセミコンダクタ株式会社の宮崎第

二工場を立地企業として認定しました。令和８

年度末には、ロームグループ社員と請負会社社

員等の合計で、およそ700人が就業するとのこと

であります。

九州の他県におきましても半導体関連企業の

立地等が活発な中、本県でも働く人の確保は厳

しい状況ではないかと考えておりますが、本県

における立地企業の人材確保の状況と確保に向

けた取組について、商工観光労働部長にお尋ね

します。

立地企業○商工観光労働部長（川北正文君）

の人材確保の状況については、過去５年間に立

地した企業に対し毎年アンケート調査を実施し

ており、今年度の調査では、約６割の企業が人

材不足を感じているという結果となりました。

このような状況は、立地企業の操業に影響を

及ぼすおそれがあることから、県では、求人広

告等の経費を補助するほか、雇用状況を含む業

況の確認のためのフォローアップを行う中で、

就職説明会等の情報提供を行っております。

また、市町村と連携し、高校生等を対象とし

た地元の立地企業を紹介する冊子の作成や職場

体験を通じて立地企業の周知を図るなど、県内

就職につなげるための取組を行っているところ

であります。

６割の企業が人材不足を感じ○黒岩保雄議員

ているということは、今後の立地がちょっと心

配なところはあります。せっかく本県で立地し

た企業が、操業開始時期の延期とか計画した事

業規模を縮小せざるを得ないといった影響が出

ないように、しっかりと伴走をお願いしたいと

思います。

さて、文部科学省の公表資料によりますと、

令和５年度に廃止した国内の大学等が８校ある

一方で、令和６年度には、短大を廃止して新た

に設置予定の大学が４校、また学部の設置予定

が12校あり、少子化の中にあっても、医療福祉

や工学の分野を中心に、時代のニーズに応える

人材の育成が進んでいます。

このほかにも、徳島県神山町では、昨年度に

デザイン・エンジニアリングの人材を育成する

高等専門学校が開設され、話題を呼んだことは

記憶に新しいところであります。

本県においては、特に林業、水産業、観光業

などの分野において、人材育成のための様々な

環境は整っていると思われ、特色ある大学及び

学部等の誘致は可能ではないかと考えていま

す。

こうした誘致がもたらす効果は申し上げるま

でもありませんが、本県の強みを生かし、働く

人の確保及び人口減少の対策として、特色ある

大学の誘致を図ることも考えられますが、県の

考えを総合政策部長にお伺いします。

人口減少が○総合政策部長（重黒木 清君）
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進む中、地域や産業を支える人材の確保を図る

上で、大学の担う役割は大変重要であると認識

しております。

このため、県内大学等におきましては、医療

・福祉やＤＸ人材等の需要を踏まえた専門コー

スの設置、また県内就職を希望する学生のため

の地域枠の創設など、それぞれのニーズに応じ

た取組が進められております。

また、県では、産学金労官が連携した産業人

財育成プラットフォームにおきまして、イン

ターンシップの充実や企業と学生の交流機会の

創出に取り組むほか、奨学金の返還支援など、

県内就職率の向上に取り組んでおります。

引き続き、産業界が求めるニーズを県内大学

等につなぎながら必要な取組を進めるととも

に、特色ある大学の誘致につきましても、様々

な機会を通じて情報収集に努めてまいります。

県内の既存大学との学生の確○黒岩保雄議員

保競争は避けなければなりませんが、人材不足

が深刻な状況も念頭に置きまして、アンテナを

高くしてチャンスをうかがっていただきたいと

思っています。

地方公共団体情報システムの標準化に関する

法律が令和３年９月に施行され、全国の地方公

共団体は、標準化基準に適合したシステムの利

用が義務づけられました。国は、令和７年度末

までに地方公共団体がこのシステムへ移行する

ことを目標としています。

情報システムの標準化とは、デジタル庁や総

務省など国が掲げるＤＸ推進施策の一つで、具

体的には、地方公共団体の基幹システム、例え

ば、住民基本台帳、固定資産税、児童手当、国

民健康保険などのシステムを国の示す標準仕様

に合わせたシステムへ移行する取組と承知して

おります。

このように画期的な改革であると期待してお

りますが、システムの標準化・共通化の進捗状

況と期待される効果について、総合政策部長に

お尋ねします。

システムの○総合政策部長（重黒木 清君）

標準化・共通化は、市町村が整備・運用してい

る税や介護、福祉など20件のシステムにつきま

して、国が示す仕様に合わせて、統一的なデー

タに置き換えるものであります。

現在、市町村では、国が指定するクラウド上

のサービスにデータを移し替えるための作業を

行っており、その進捗状況は、４月末現在、県

平均で51.7％とおおむね順調に進んでおりま

す。

期待される効果としましては、システムの共

同利用により、各市町村の運用コストや人的負

担等の軽減につながることが見込まれておりま

す。

また、これらの軽減されたコストや人的負担

を、市町村が多様化する住民ニーズに振り向け

ることによって、地域特有の課題への対処や新

たな公共サービスの提供につなげることが期待

されております。

市町村の進捗がおおむね順調○黒岩保雄議員

だということが分かりました。

また、この作業を行っている県内の各自治体

の職員からは、専門的な人材が少ない中で移行

までの期間が定められていることや、係る経費

に対する国の財源手当の不安があると聞いてい

ます。

標準化・共通化に取り組むに当たり、市町村

が抱える専門人材や財源の確保等の課題に対す

る県の支援について、総合政策部長にお伺いし

ます。

市町村がシ○総合政策部長（重黒木 清君）

- 74 -



令和６年６月13日(木)

ステムの標準化・共通化を円滑に進めるために

は、専門人材や財源の確保が重要な課題である

と認識しております。

このため、専門人材につきましては、市町村

によって状況が異なることから、県では高度な

専門性を有する事業者に委託し、それぞれの

ニーズに応じて、職員を対象とした研修や、作

業を担うシステム事業者との調整などを実施し

ております。

また、財源につきましては、全国知事会等を

通じ、標準化・共通化に係る導入経費の負担を

要望しており、国が全額補助することとなって

おります。

県といたしましては、引き続き移行期限であ

る令和７年度末に向け、市町村の実情に応じた

きめ細かな支援を行ってまいります。

今回このテーマを取り上げま○黒岩保雄議員

したのは、システム移行が、行政にとってのメ

リットはもちろんでありますが、住民の皆さん

にとっては、書かない窓口の普及、オンライン

申請の拡充が図られるなど、国が進めるＤＸ推

進の効果を各種の行政サービスで実感できる施

策であるからであります。その効果を各市町村

がしっかりと把握できるように、県はサポート

をよろしくお願いしたいと思います。

子育て短期支援事業は、保護者の疾病等の理

由により、家庭において養育を受けることが一

時的に困難となった児童について、児童養護施

設等に入所させ、必要な保護を行うものであり

ます。

県が策定しているみやざき子ども・子育て応

援プランでは、支援事業の量の見込みと確保方

策、いわば需要と供給については数値が示され

ておりませんが、子育て短期支援については、

ある程度のニーズはあると思っております。し

かしながら、県内市町村の中には、この施設が

なく、サービスが受けづらいケースがありま

す。

市町村事業である子育て短期支援事業につい

て、実施施設の地域偏在の状況を福祉保健部長

にお伺いします。

本県の市町○福祉保健部長（渡久山武志君）

村においては、子育て短期支援事業を児童養護

施設等に委託しておりまして、本事業の実績

は、施設がございます宮崎市、都城市、延岡

市、児湯地域に偏りが見られます。

一方で、施設がありません日南串間地区、小

林えびの地区及び山間部の町村におきまして

は、実績は非常に少ない状況にありますけれど

も、一部で地域外の施設に委託している事例も

ございますことから、潜在的なニーズが一定程

度あるものと考えております。

分かりました。保護者にとり○黒岩保雄議員

ましては、こういった施設があり、短期の預か

りが可能であることは、心の余裕が生まれ、安

心した子育てができるものというふうに考えて

います。受入れの環境を整えるべきと考えてお

りますが、子育て短期支援事業の実施施設の地

域偏在の対策について、県の考えを福祉保健部

長にお伺いします。

子育て短期○福祉保健部長（渡久山武志君）

支援事業につきましては、様々な理由により、

家庭において児童を養育することが一時的に困

難となった方々が、居住地域に関わりなく、気

軽に利用できるようにすることが大変望ましい

と考えております。

このため、児童養護施設等がない市町村につ

きましては、県が登録しております里親の活用

を検討するとともに、市町村が適切と認めた者

への委託についても検討を促してまいりたいと
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考えております。

また、里親のいない市町村につきましては、

引き続き、一人でも多く里親を増やせるよう普

及啓発に力を入れてまいります。

児童養護施設等がない市町村○黒岩保雄議員

には里親を活用していただく、里親のいない市

町村には里親を増やす取組をするということで

ございますので、安心できる子育て環境の充実

をしっかりとお願いしたいと思います。

宮崎市が令和11年度当初までに児童相談所及

び一時保護施設などの機能を備えたこどもセン

ターの整備を行うと発表いたしましたが、県に

も３つのこどもセンターがあります。県の約４

割の人口を占める宮崎市が単独でセンターを設

置することになれば、県も体制を再編しないと

いけないと思います。

そこで、宮崎市児童相談所設置後の県児童相

談所の在り方について、県の考えを福祉保健部

長にお伺いいたします。

現在、中核○福祉保健部長（渡久山武志君）

市である宮崎市においては、児童相談所を含む

「仮称みやざきこどもセンター」の設置に向

け、施設の機能や人員配置といった様々な検討

が進められていると伺っております。

今後、県中央児童相談所が所管している宮崎

市分の児童相談所業務は、全て市へ移管するこ

ととなります。そのため、必要な協議や支援を

行っているところでございます。

県としましては、移管後の管轄区域や県の業

務量の変化等を踏まえながら、児童相談所の新

しい体制について検討してまいります。

他県では、広く分散して相談○黒岩保雄議員

所を設置しているほか、分室を設けている例も

ありますので、今後新しい体制を検討する中

で、行政需要に対応できる体制をよろしくお願

いしたいと思います。

現在、県におきましては、市町村が実施する

子ども医療費助成、重度心身障がい者（児）医

療費助成及びひとり親家庭医療費助成につい

て、対象となる経費の２分の１を助成しており

ます。

このうち、重度心身障がい者医療費助成及び

ひとり親家庭医療費助成については、市町村

は、対象年齢や利用者の一部負担は県の補助基

準どおりの運用でありますが、子ども医療費助

成は、県の補助基準である対象年齢や利用者の

負担を大きく上回って助成を始めているのが実

態であります。

このため、ケースによっては、重度心身障が

い者医療費助成やひとり親家庭医療費助成の対

象者であっても、より負担の少ない、または現

物支給である子ども医療費助成を利用する方が

増えてきているようであります。

そこで、重度心身障がい者、ひとり親家庭及

び乳幼児の３つの医療費助成の令和５年度の補

助実績について、10年前と比較してどうなって

いるのか、福祉保健部長にお伺いします。

１つ目の重○福祉保健部長（渡久山武志君）

度心身障がい者医療費助成につきましては、受

診件数の増加に伴いまして、平成26年度約10

億7,000万円が、令和５年度約11億8,000万円と

増加しております。

２つ目のひとり親家庭医療費助成につきまし

ては、ひとり親世帯の減少に伴いまして、平

成26年度約２億6,000万円が、令和５年度には約

２億3,000万円と減少しております。

３つ目の乳幼児医療費助成につきましては、

子供の数の減少に伴いまして、平成26年度約８

億8,000万円が、令和５年度約８億円と減少して

おります。
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10年前のデータまで調べてい○黒岩保雄議員

ただきまして感謝いたします。やはりひとり親

家庭の医療費助成が減少しておりますが、その

要因につきましては、まだ細かな分析が必要か

なと思っております。

県内のある市では、子ども医療費助成の自己

負担を無料もしくは大幅に下げたところ、ひと

り親家庭医療費助成に代えて、子ども医療費助

成を利用する家庭が増え、ひとり親家庭医療費

助成に対する県の補助金が前年度比で３分の２

に減少したということであります。

いずれにいたしましても、市町村が支出して

います子供を対象とした各種医療費助成金額

と、県が市町村に交付している補助金額には、

大きな開きが生じてきています。

こうした中、全国の都道府県が行っている子

ども医療費助成基準は、令和５年度当初の時点

で、通院もしくは入院の場合、12歳や15歳、ま

たは18歳に達する年度末までを助成の対象とし

ているところが多く、入院と通院のどちらも未

就学児等までとしているのは、本県を含む16の

府県となっており、九州では本県と佐賀県のみ

であります。市町村が行う子ども医療費助成制

度が安定して持続できるよう、県の補助基準を

見直す時期に来ているのではないかと考えてい

ます。

加えて、県内市町村では、小中学校の給食

費、子ども医療費、全ての保育料など、様々な

無償化などを行っておりますが、こうした取組

を県としても後押しする意味で、ある程度自由

度の高い交付金を設けられないでしょうか。

青森県は本年度、公立小中学校の給食費無償

化事業に10分の10の市町村交付金を創設し、既

に無償化している市町村には、子ども医療費、

保育料、保育所などの給食費の無償化に充当で

きる交付金を設けるとのことであります。

そこで、市町村の取組を支援するための乳幼

児医療費助成制度の拡充や、自由度の高い交付

金制度の創設等について、知事の考えをお伺い

します。

子供の医療費や給食費○知事（河野俊嗣君）

など、子供がひとしく受けるべき行政サービス

については、居住する自治体の財政力によって

差が生じることは好ましくないと考えておりま

す。

このため、財政負担の大きい包括的な仕組み

づくりの国による全国一律での実施や、地方が

地域の実情に応じて取り組む施策に対する支援

の拡充について、本県としても、そして全国知

事会としても、強く要望を続けているところで

ございます。

財政力による差という意味では、東京都のよ

うな高校教育の無償化は、とても同じことがで

きないということで、隣県３県が国に対して財

源の偏在などの是正を求めたと、これも大変印

象に残る出来事でありました。

こうした中、今年度の地方財政計画におい

て、子供・子育て政策に係る地方単独事業とし

て1,000億円が増額され、普通交付税で措置され

るとともに、子育て関連施設の環境改善等に活

用可能な500億円規模のこども・子育て支援事業

債が創設されるなど、財源の確保という面では

一定の成果を上げているものと受け止めており

ます。

現在、私自身、県内各地を回って、少子化対

策をテーマに市町村長と意見交換を行っている

ところであります。今後とも、地域の実情を

しっかりと把握した上で、国に対し積極的な働

きかけを行いながら、子供・子育て政策の推進

に取り組んでまいります。
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国に対する要望、働きかけに○黒岩保雄議員

つきましては、引き続きよろしくお願いしたい

と思いますが、その一方で、要望している都道

府県の中でも、子ども医療費助成の基準に差異

があるということも御認識いただき、市町村の

声を酌み取っていただきたいと思います。

令和９年の宮崎国スポ・障スポがいよいよ本

年７月に正式決定する運びとなり、国民体育大

会の名称も、今年の佐賀大会から国民スポーツ

大会に改められます。

こうした中、過去開催された10回の国民体育

大会の天皇杯獲得は、昨年の鹿児島国体をはじ

め、５回が東京都となっています。人口の少な

い県にとって、天皇杯獲得は厳しい状況にある

ことは確かであります。

本県は、昭和54年に開催された宮崎国体で天

皇杯を獲得しており、今回も県民の期待は大き

いと思われます。宮崎国スポでの天皇杯獲得に

向けた知事の意気込みをお伺いいたします。

第81回国民スポーツ大○知事（河野俊嗣君）

会の開催まで、残すところ３年となりました。

今年４月には宮崎国スポ・障スポ局を新設し、

大会開催に向けた組織体制強化を図って準備を

進めております。

競技力向上につきましても、選手の育成や強

化をはじめ、様々な取組を計画的に進めてお

り、昨年の鹿児島国体では、前年の栃木国体か

ら天皇杯順位を５つ上げ、27位となりました。

この流れを一層押し進めるため、競技団体等へ

の支援の充実にも取り組み、また、これを後押

しする施設整備も順調に進んでいるところであ

ります。

天皇杯につきましては、直近の２大会では東

京都が連続して獲得しておりまして、宮崎国ス

ポでの天皇杯獲得というのは、相当高い目標、

厳しいハードルだということを受け止めておる

ところでありますが、高い目標に向けて取り組

むことは大変意義あることと考えておりまし

て、「スポーツランドみやざき」のさらなる発

展や、３つの日本一挑戦プロジェクトの一つで

あるスポーツ環境日本一を目指す本県にとりま

して、大変重要であると考えております。

また、こうした取組を通じて、スポーツのも

たらす感動、興奮を改めて県民の皆様にお伝え

したい。冒頭、議員が紹介いただきました大瀬

良投手のノーヒット・ノーランのゲームも、大

変現場で感動いたしました。ノーヒットのまま

６回、７回と進むにつれて球場がわっと盛り上

がって、球数が100球を超えた大瀬良投手がバッ

ターボックスに立つだけでも球場は大歓声で、

そして９回の表、あと１人というところで連続

してフォアボール、バッターボックスにはホー

ムランバッターのポランコ選手が立っている

と。大変ボルテージが高まったところでありま

すが、最後は我々日南の大応援団がいるライト

フライで終わったということです。

日南じとっこナイターでノーヒット・ノーラ

ンを達成したわけですから、その功績をたたえ

て、ぜひ日南じとっこ大使に任命するとか、天

福球場にはその功績をたたえた碑を造るとか、

そしてそこに、ちなみに始球式は河野知事だっ

たと書いていただければ本望だなと思っており

ます。失礼しました。スポーツのもたらす感動

ということで御紹介したところであります。

今後とも、県民に大きな感動を与えた前回の

宮崎国体以来、２回目の天皇杯獲得に向け、官

民一体となり、全力で取り組んでまいります。

知事の始球式は末代まで語ら○黒岩保雄議員

れるのではないかと思っております。スポーツ

環境日本一を目指す本県にとっては、この天皇
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杯、プライドをかけた大会となります。知事の

意気込みを心強く思います。

国スポでは、少年と成年の２つの種別があり

ます。宮崎国スポでの天皇杯獲得のためには、

これらの種別の競技力向上を図らなければなり

ませんが、宮崎国スポに向けた選手確保や選手

育成の取組状況について、宮崎国スポ・障スポ

局長にお伺いいたします。

宮○宮崎国スポ・障スポ局長（山下栄次君）

崎国スポに向けた選手確保や育成につきまして

は、成年種別では、昨年度決定した方針を踏ま

え、令和９年度までに新たに約280名を年次計画

に基づき確保することとしたところです。

このため、従来の特別選考による教員採用や

企業との雇用マッチングに加え、今年度から、

県教育委員会所属のスポーツ専門員や、県ス

ポーツ協会所属である競技力向上推進員の採用

も開始し、現在までに55名を確保しており、お

おむね計画どおりに進んでおります。

少年種別につきましては、宮崎国スポで主力

となる現在の小学６年生から中学３年生の有望

選手を指定し、強化に取り組んでいるところで

す。

今後とも、３年後の宮崎国スポに向けまし

て、選手の確保や育成にしっかりと取り組んで

まいります。

昨年開催されました鹿児島国○黒岩保雄議員

体の参加者数は、鹿児島県作成の報告書により

ますと、選手団、大会関係者、そして観覧者の

合計で65万人余りとなっています。参加者は、

競技の出場や観覧などが主な目的であります

が、隙間時間には、観光や飲食、ショッピング

もされ、また次はゆっくりと観光で訪れたいと

思った人も多かったのではないかと思います。

民間のシンクタンクの調査によりますと、こ

の国体の経済効果は、リハーサルや関連イベン

トを含めると806億円に上るそうで、幅広い産業

に効果が及んだとしています。

こうしたことから、本県での国スポ・障スポ

の開催は、観光面にとっても絶好の機会と考え

ますが、宿泊施設等の受入れ体制の向上に向け

た取組について、商工観光労働部長にお伺いし

ます。

県ではこ○商工観光労働部長（川北正文君）

れまで、観光客の受入れ体制の向上に向け、宿

泊施設や観光施設のサービス向上につながる改

修等への支援をはじめ、観光人材の確保や観光

ガイドの育成など、関係機関等と連携して取り

組んでおります。

また、障がい者や高齢者など誰もが気兼ねな

く旅行を楽しめるよう、宿泊施設等のユニバー

サルデザイン化のための改修等への支援を行う

とともに、県観光協会内にユニバーサルツーリ

ズムセンターを設置し、観光客の相談対応やバ

リアフリー情報の発信のほか、観光事業者等を

対象とした研修会を行っております。

今後も市町村や関係機関等と連携し、来県い

ただく国スポ・障スポ関係者に観光面でも満足

いただけるよう、受入れ体制の向上につながる

取組を行ってまいります。

多額の経費と人員を費やす大○黒岩保雄議員

会の効果が限定的なものでなく、幅広く様々な

産業に波及するような取組をよろしくお願いし

たいと思います。

サッカーＪリーグの試合は、例年２月下旬に

開幕し、12月上旬に閉幕します。このため、

キャンプは開幕前の１月中旬から２月下旬まで

に行われており、本県での今年のキャンプは、

Ｊ１の７チームを含む15チームが行いました。

こうして本県のキャンプが盛んな理由は、設備
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の充実、歓迎ムードの盛り上がりもあります

が、気候が温暖であることが大きな要因である

と思います。

こうした中、2026年からのサッカーＪリーグ

は、８月に開幕し、翌年５月頃に閉幕する秋春

制へ移行しますが、本県キャンプの実施の見込

みはどうなっているのか、商工観光労働部長に

お伺いします。

Ｊリーグ○商工観光労働部長（川北正文君）

は、2026年から秋春制に移行し、８月上旬に開

幕、12月上旬から２月中旬までの中断期間を経

て、５月に閉幕することが決定されておりま

す。

これを受け、キャンプを受け入れている市町

村を通じて、キャンプに対する考え方について

チームにヒアリングを行っておりますが、シー

ズンオフ中の夏場でのキャンプや中断期間中の

キャンプ実施の有無については、各チームとも

明確な考え方が定まっていない状況にありま

す。

県としましては、秋春制に伴うキャンプ形態

の変更に柔軟に対応できるよう、今後も引き続

き、市町村やチーム関係者からの情報収集に取

り組んでまいります。

各チームともまだ定まってい○黒岩保雄議員

ないということでありますから、こちらの提案

もまだ可能だと思っておりますので、受入れ市

町村とともに連携して取り組んでいただきたい

と思います。

ただ、６月から７月のシーズンオフ中のキャ

ンプとなった場合に、気温が高く、梅雨の時期

である本県でのキャンプは難しいのではないか

と考えております。

キャンプの形態が変更となった場合、県はど

のような対応をしていくのか、商工観光労働部

長にお伺いします。

秋春制に○商工観光労働部長（川北正文君）

移行した場合、県では、５月のＪリーグ閉幕後

から７月までのシーズンオフと、12月上旬から

２月中旬頃までの中断期間が、キャンプの時期

になると想定しております。

まず、シーズンオフ中のキャンプについて

は、夏場の練習となることから、夜間練習にも

対応できる照明設備など、春季キャンプでは必

要とされない機能の整備を要望される可能性が

あります。

また、中断期間のキャンプについては、シー

ズン中であることから、選手の試合感覚やコン

ディションの維持が重要となり、より実践的な

トレーニングマッチの調整など、受入れ体制の

強化が必要と考えております。

県としましては、いかなるキャンプ形態にお

いても最適な環境を提供できるよう、市町村等

と協力しながら対応してまいります。

中断期間の冬場とシーズンオ○黒岩保雄議員

フ中の夏場の２回、キャンプが行われる可能性

もあるということでございますので、この機を

チャンスと捉え、情報の把握と積極的なアプ

ローチをよろしくお願いしたいと思います。

先日、私が所属する総務政策常任委員会で、

ＮＰＯ法人宮崎県防災士ネットワークの代表者

をはじめ、役員の方々と意見交換をさせていた

だきました。この場をお借りし、快く調査を受

け入れていただいたことに心からお礼を申し上

げます。

このＮＰＯ法人の目的は、平時の地域防災力

の向上や防災に関わる人づくり、防災士の技術

研さん、そして災害時の住民支援であります。

現在の主な事業は、県の委託事業として、防

災士養成研修、地域の防災活動支援、出前講座
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などのほかに、自主事業として、防災士のスキ

ルアップ講座など精力的に活動されています。

県も防災士資格取得者１万人を指標に掲げ、

育成を後押しする中、県全域を網羅する防災士

ネットワークは九州唯一だそうですが、令和６

年３月時点の県内の防災士認証者数7,088人のう

ち、このネットワークに加入する会員は986人

で、加入率は14％に満たない状況だそうです。

こうした中、この法人では、活動を通して感

じる現在の課題として、県民の防災意識のさら

なる向上、自主防災組織の活性化、沿岸にある

市町村とそうでない市町村の防災意識の偏在

化、学校での防災教育の推進、防災士資格取得

後のスキルの維持向上などを挙げられていま

す。

こうした課題は、今後、本県が進める防災・

減災、県土強靱化にとって、とても参考となる

ものであり、県はさらにこの防災士ネットワー

クとの連携を深めていく必要があると痛感した

ところであります。

能登半島地震においても、道路や情報網の寸

断などで初動がなかなか迅速にできなかった例

を見ても、いかに自助・共助の防災・災害対策

が重要であるかを知らされたところであります

が、知事は、宮崎県防災士ネットワークの活動

について、どのように評価されているのかお伺

いします。

近年、災害が激甚化・○知事（河野俊嗣君）

頻発化しておりまして、本県で発生が危惧され

ている南海トラフ地震については、いつ起きて

もおかしくない状況だと危機感を抱いておりま

す。

能登半島地震では、幹線道路が寸断され、広

域支援などの公助が阻まれることとなりまし

て、改めて、自分の身を守り、地域で助け合う

自助・共助の重要性を認識させられました。そ

して、その共助の中核、重要な役割を担うの

が、消防団と並んで防災士であろうかと思いま

す。

お尋ねの県防災士ネットワークは、平成17年

の台風災害等を受け、「ふるさとを守る」とい

う理念の下、防災士が自発的に設立した団体

で、強い使命感を持って活動されているものと

敬意を表します。

その活動は、防災士養成研修の企画運営、自

治会、小中学校の防災訓練への防災士派遣な

ど、県の事業にも参画していただきながら、地

域に根差した活動を行っておりまして、県民の

防災意識を高め、地域で支え合う体制をつくる

上で、非常に重要な役割を担っていただいてお

ります。

そのように、防災士は大変重要な役割を担っ

ていただいておりまして、私もなかなか仕事の

都合で調整がつかなかったんですが、近々、基

礎研修を受ける予定にしておるところでござい

ます。

今後とも、この団体と十分に連携して、自助

・共助による地域防災力の向上に取り組んでま

いります。

知事が言われますとおり、自○黒岩保雄議員

発的に設立され、強い使命感を持っておられる

点が非常にすばらしいなと私も感じておりま

す。

宮崎県防災士ネットワークの活動をさらに充

実させるために、県としてどのような取組を考

えておられるのか、危機管理統括監にお伺いい

たします。

県内の防災○危機管理統括監（児玉憲明君）

士の防災士ネットワークへの加入率は低い状況

にあり、同団体が自立した運営ができるよう、
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会員の増加や活動の充実を図っていく必要があ

ります。

昨年度、防災士に対して行ったアンケートで

は、防災士が継続した活動を行っていない大き

な理由として、情報不足が挙げられていたた

め、県では今年度から、県内の全防災士に対し

て、各市町村が実施する防災訓練の情報などを

定期的に発信してまいります。

これに合わせ、同団体が行うスキルアップ研

修や会員同士の交流会の案内などを送付すると

ともに、活動の在り方等について同団体と意見

交換を行います。

今後とも、防災士ネットワークの自立した運

営が図られるよう支援してまいります。

私は、このネットワークから○黒岩保雄議員

依頼されて県に支援をお願いしたということで

はなくて、さらに充実した活動を行っていただ

きたいという思いから質問させていただきまし

た。どうぞよろしくお願いします。

今回の質問では、シニア層の移住促進、大学

の誘致、県の児童相談所の体制、乳幼児医療費

助成の拡充などの提案をさせていただきまし

た。前向きに検討いただけるものもありました

ので、今後の成果を期待したいと思います。

知事が九州地方知事会の会長として、九州が

日本を牽引していく地域となるよう全力を尽く

すという言葉に心強さを感じました。私も宮崎

県が九州を牽引していく県となるよう取り組ん

でまいりたいと思います。

以上で質問を終わります。（拍手）

次は、福田新一議員。○野﨑幸士副議長

〔登壇〕（拍手） おはようご○福田新一議員

ざいます。北諸県郡選出、自民党、福田新一で

す。

６月８日に梅雨入りいたしまして、雨の多い

季節に入りました。遠方からの傍聴、ありがと

うございます。

県庁に向かう国道の両脇には、あちこちに

赤、青、ピンク、様々な色のアジサイが咲いて

います。あの花の色は、土壌の酸度、ｐＨ値に

よって決まるようです。何もかもが便利になっ

た今の時代、自由気ままに生きている我々も、

自然の道理に従って生きることを忘れてはいけ

ないなと感じました。その心境を歌います。

「水無月に紫陽花の園輝けり進化の今に自然

を教ゆ」

それでは一般質問に入ります。

まず最初に、子ども・若者プロジェクト（日

本一生み育てやすい県）について尋ねます。

県では、今年度から、日本一を目指して挑戦

する「子ども・若者」「グリーン成長」「ス

ポーツ観光」の３つのプロジェクトが始動して

います。

このうち、「子ども・若者」について、私の

過去２回の一般質問でも子育て支援策について

お聞きしましたが、少子化がますます進行して

いる現状を見ますと、子ども・若者プロジェク

トをしっかり進めていくことが大変重要だと感

じております。そして、子育て支援など子供・

若者への対応は、県だけではなく、国や特に市

町村と協力して進めていくべきだと考えます。

そこで、県がこの子ども・若者プロジェクト

を推進する上で、市町村との連携が不可欠だと

考えますが、知事の考えを伺います。

以上で壇上からの質問を終え、あとは質問者

席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

子ども・若者プロジェクトを推進し、日本一

生み育てやすい県を実現するには、子供・子育
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て支援の主体である市町村との連携が大変重要

であると認識しております。

現在、本プロジェクトをはじめ、ライフス

テージに応じた切れ目のない支援について、市

町村とともに取り組んでいるところであります

が、子育て環境など子供・若者を取り巻く課題

は様々であることから、地域の実情に応じて、

きめ細かく対応していく必要があると考えてお

ります。

このため県では、昨年度、市町村ごとに結婚

・子育て環境の分析・評価を行ったところであ

り、今後はこれを活用し、市町村の取組を支援

していくこととしております。

また、各ブロックごとに市町村長との意見交

換を行う円卓トークでは、このテーマを基に議

論を重ねているところであります。

引き続き、「希望どおりに家族を持つことが

でき、子育てが楽しいと感じられるみやざき」

づくりへ向けて、市町村と一丸となって取り組

んでまいります。以上であります。〔降壇〕

地域の実態を報告しますと、○福田新一議員

ある自治体が、人口減少対策の移住支援策など

により移住者が増え、広域入所制により待機園

児が増えていました。隣の自治体は定員割れに

もかかわらず、入所できません。自治体間で

は、広域入所に関する協議はされているけれど

も、実態は異なります、変わっておりません。

知事は、今年の４月に九州地方知事会長へ就

任されました。広域九州圏の９県の各県知事で

構成される組織です。地方自治体間の連携を強

化し、地域全体の発展を目指して活動されるこ

とと察します。知事の牽引力が発揮されている

と思います。

全国知事会においても、引き続き、子ども・

子育て政策推進本部における幼児教育・保育の

完全無償化や子ども医療費助成制度の創設な

ど、国に対し強く要望を知事にお願いし、次の

質問に移ります。

日本一生み育てやすい県を目指す上で、保育

士の確保が重要であると考えます。県内の学校

を卒業して、県外に就職していく理由は、何が

原因だと考えられますか。私は給与の違いもあ

ると思います。参考までに、宮崎県の保育士の

初任給が18万円前後、神奈川県が28万円から30

万円とお聞きしました。生活費などから見ると

当然なのかもしれません。しかし、現実、県外

へ転出が多い以上、理由を知り、県としても対

策が必要だと考えます。

日本一生み育てやすい県を目指す上では、保

育士の確保が重要であると考えますが、県の取

組を福祉保健部長に伺います。

県民の皆様○福祉保健部長（渡久山武志君）

に、子供を安心して生み育てていただくために

は、保育士を安定的に確保し、保育環境を充実

させていくことが大変重要であると考えており

ます。

このため県では、保育士資格を取得するため

の学費等の貸付けを行っており、一定期間、県

内の保育施設に勤務した場合などには、返還を

免除することとしております。

また、潜在的な保育士と保育施設とのマッチ

ング等による復職支援のほか、幼児教育セン

ターのスーパーバイザーによる離職防止のため

の個別指導や、処遇改善の要件となるキャリア

アップ研修の実施にも取り組んでいるところで

あります。

次に、義務教育段階における○福田新一議員

県の役割についてです。

自分は、小学校、中学校は義務教育であるた

め、行くことが当たり前であると考えていまし
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た。しかし、今は、不登校など様々な問題があ

り、「学校に行かなくてもよい」という言葉を

聞くことがあります。

そこで、義務教育段階における学校の役割、

そして本県の現状について、教育長に伺いま

す。

学校の役割は、コ○教育長（黒木淳一郎君）

ロナ禍を経て、学習機会や学力を保障するとい

う役割や、社会性や規範意識を身につけさせる

役割のみならず、居場所としての福祉的な役割

も再認識されたところであります。

同時に、学校では、様々な児童生徒の実態に

応じて、学びの機会を保障する必要があり、本

県においても、夜間中学や学びの多様化学校、

フリースクールなど、多様な学びの選択肢が広

がっております。

このような中、文部科学省は、学校外での学

びの重要性を認めつつも、学校における教育の

役割は極めて大きいとして、居場所となる教育

支援センターの校内での設置を推進しており、

本県としても、その取組を進めているところで

あります。

義務教育の義務は、子供が学○福田新一議員

校に行く義務かと思っていました。今は、いろ

いろな学びの場が必要であることや学校教育の

果たす役割が大きいことを改めて認識したとこ

ろです。

次に、本県の不登校の現状について質問いた

します。

相変わらず、小学校、中学校とも不登校が増

え続けているように思います。社会問題の不登

校に、本県は「ザ・ストップ不登校」と大きな

声を上げて取り組むべきだという思いでした

が、そうではなく、子供が学びたいところを探

求し、前に進む道しるべを共に見つけようとい

うのが不登校対策になるのですね。

本県の不登校の現状と課題について、教育長

に伺います。

令和４年度の公立○教育長（黒木淳一郎君）

小・中・高等学校の不登校児童生徒数は、いず

れの校種においても増加しており、中でも小学

校での増加が顕著となっております。

また、不登校児童生徒の約半数が、学校内外

の機関等で相談・指導を受けられていないなど

の現状があります。これらは全国的な傾向とし

て国の調査で報告されており、本県でも同様の

現状が見られ、重く受け止めているところであ

ります。

県教育委員会では、これらの課題に対応する

ため、今年度より、スクールカウンセラー、ス

クールソーシャルワーカーを増員し、全ての公

立学校に配置・派遣することで、相談・支援体

制を強化したところであります。

また、不登校対策の拠点として、不登校児童

生徒や保護者への直接支援等を行う、県教育支

援センター「コネクト」の運用を開始いたしま

した。

小学校、中学校、高等学校で○福田新一議員

の不登校への対応についてです。

義務教育の本質を知るところから、メインタ

イトルである子ども・若者プロジェクト（日本

一生み育てやすい県）を目指す見地に立って考

えます。

先日、ある親睦会において、同じテーブル

に30代から40代前半の青年が３名いました。彼

らは、話すとき相手の目をちゃんと見て、私た

ち大人と話すときの言葉遣いも適切でした。姿

勢、振る舞いともに清々しくて好感が持てまし

た。

私はその１人に言いました。「若いのにどこ
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でそういうのを学んだのか」。青年は間髪入れ

ずに答えました。「家庭です」。私ははっとし

ました。不登校を全体で捉えるのではなく、ま

ずは家庭の在り方からだと。朝起きて「おはよ

う」「ありがとう」「ごめんなさい」「おやす

みなさい」の挨拶が当たり前にできる子供を育

てるところからだと。そこの分野の県の取組は

ないようです。しかし、それぞれの成長期に合

わせて接する必要があると考えます。

そこで、県教育委員会としては、「ひなたの

学び」を通して取り組んでおられると聞きまし

た。小・中・高等学校における不登校児童生徒

への対応について、教育長に伺います。

各学校では、不登○教育長（黒木淳一郎君）

校の児童生徒に対して、いじめ不登校対策委員

会等でスクールカウンセラー等と情報共有する

など組織的な対応を行っているほか、学びの保

障のためのＩＣＴを活用した学習支援にも取り

組んでおります。

小中学校では、校内教育支援センターなどの

別室での支援が進んでおり、それに加えまし

て、市町村の教育支援センターや民間のフリー

スクール等と連携した支援にも取り組んでおり

ます。

また、高等学校では、県教育支援センター

「コネクト」と連携し、ＩＣＴを活用した単位

修得についての研究を進めているところであり

ます。

県教育委員会では、今後も全ての不登校児童

生徒へ確実に支援が届けられるよう、しっかり

取り組んでまいります。

確実な支援が届けられるよ○福田新一議員

う、よろしくお願いいたします。

次に、不登校からひきこもりとなってしまう

場合の支援についてです。

小・中・高等学校までは、不登校支援が形と

して存在するように見えますが、高校までに復

帰できなかった生徒は、卒業後、ひきこもりと

なってしまう可能性を危惧してしまいます。行

く行くは8050問題へとつながるおそれがあると

思います。

不登校支援からひきこもり支援につなぐ取組

が必要だと考えます。県の対応について、福祉

保健部長に伺います。

在学時から○福祉保健部長（渡久山武志君）

不登校などの情報を共有しまして、卒業後も切

れ目なく支援できるよう、教育関係者を含む関

係機関が、個別ケースの支援情報を相互に連絡

・情報共有できる体制整備は大変重要です。

このため県では、福祉や雇用、教育など、幅

広い支援機関で構成された連絡会議を開催し、

継続的な支援について必要な情報を共有すると

ともに、支援の在り方についても検討しており

ます。

また、全市町村にアドバイザーを派遣し、市

町村でも同様に、学校関係者や民生委員・児童

委員、社会福祉協議会など、地域の関係機関が

連携して個別のケースに対応した相談・支援体

制が構築できるよう支援を行っております。

大変重要だということは認め○福田新一議員

てもらったと思います。市町村への支援状況は

確認が必要だと思います。よろしくお願いいた

します。

次に、特別支援学級についてです。

先日、延岡しろやま支援学校高千穂校の調査

に出向きました。高千穂高校の中にあって、

「共生」という目標に向かって、地域をはじ

め、周りから手厚く成長を見守っている姿を確

認することができました。

支援学校の生徒とともに体験した高校生のア
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ンケート結果からも、「共生」という目標に向

かって、プラン、ドゥー、チェック、アクショ

ンのＰＤＣＡのプロセスを循環させ、活動の品

質を高めようという概念が出来上がっているよ

うに感じました。また、支援を受けた本人自身

も、卒業後も仕事に就いて、地域のために貢献

していく将来が見えていました。

小林市にも、小林こすもす支援学校と東方小

・中学校、小林高校との共同学習の事例もある

と聞きます。宮崎県の目指す子ども・若者プロ

ジェクト日本一に誇れる事例です。

対して、児童数の比較的多い小学校の特別支

援学級は、「共生」を目標に取り組む事例に比

べると、適切な言葉ではないかもしれません

が、引き離しのにおいを感じます。特別支援学

級などの学びの場の決定はどのように行われて

いるのか、教育長に伺います。

障がいのある子供○教育長（黒木淳一郎君）

の学びの場につきましては、医師や心理士など

から構成する市町村の教育支援委員会が、観察

や面談等を通し、本人の障がいの状態、必要な

支援の内容を踏まえ総合的に判断し、最終的に

は、市町村教育委員会が学びの場を決定してお

ります。

その決定に際しましては、本人や保護者の意

見を可能な限り尊重し、合理的配慮の視点に基

づき、教育的ニーズと必要な支援について合意

形成を行っております。

今後とも、県教育委員会といたしましては、

各市町村の担当者や校長を対象とした協議会を

しっかり機能させ、障がいのある子供と障がい

のない子供が可能な限り同じ場で共に学ぶこと

を目指す、インクルーシブ教育の推進に努めて

まいります。

これらの取組は、各市町村の○福田新一議員

教育委員会が判断し、決定しているようです

が、県としても、さらに市町村への支援をお願

いいたします。

次に、本県の共生社会の実現に向けた取組に

ついてです。

今出ましたインクルーシブ教育とは、障がい

のあるなしに関係なく、全ての子供が一緒に学

べる教育のことです。多様性を尊重する社会を

目指すべく、教育現場でも誰一人として排除さ

れない取組が進められなければなりません。

本県における共生社会の実現に向けたインク

ルーシブ教育の取組について、教育長に伺いま

す。

先ほど議員からも○教育長（黒木淳一郎君）

御紹介のありました延岡しろやま支援学校高千

穂校は、創設以来、生徒同士が年間を通して

様々な行事や学習を共同で行うことで、相互の

理解が深まり、共に学ぶことが当たり前という

自然な交流が続いております。

また、東方小、東方中、小林高校に併設して

いる小林こすもす支援学校では、これまでの交

流に加え、例えば、音楽や体育などの授業を合

同で行ったり、高校生が小学部の児童に文字を

教えたりするなどの共同学習についての研究

を、今年度から国の事業として取り組んでおり

ます。

県教育委員会といたしましては、今後とも、

共生社会の実現に向けた取組をしっかり進めて

まいります。

今回、子ども・若者プロジェ○福田新一議員

クト（日本一生み育てやすい県）について質問

させていただきました。保育の問題、自治体間

の問題、そして食い止めたい不登校の問題で

す。特に、不登校の問題、ひきこもりの問題

は、答弁を教育長と福祉保健部長からいただい
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たとおり、どうしても年齢、学年、学校、社会

といった垣根ができてしまいます。この垣根を

越えて連携してもらい、支援の方法などを検討

してほしいなと感じました。よろしくお願いい

たします。

２つ目に、本県の農業の取組について尋ねま

す。

子牛価格低迷に対する取組についてです。

我が地区では、子牛の品評会が月に１度あり

ます。子牛価格の低迷、飼料価格の高騰に長年

見舞われている畜産農家は、明るい話題に遠ざ

かっています。現場では「元気の出る話はない

のか」と問われます。

「令和５年度の県産農畜水産物輸出額は約115

億円となり、12年連続で過去最高を更新し

た」。そういった朗報が５月25日、宮日で発表

されました。12年連続で過去最高を更新という

朗報の割には、子牛価格低迷が続きます。令和

３年度が平均70万円、令和５年度が平均54万

円、16万円の差があります。この現象を知事は

どう認識されているのでしょうか。

生産者を支援するための経済的措置として、

肉用子牛生産者補給金制度等の各種セーフ

ティーネット対策があると聞いていますが、子

牛価格低迷についての知事の認識と、どのよう

な対策に取り組んでいらっしゃるかを伺いま

す。

子牛価格の低迷であり○知事（河野俊嗣君）

ます。私も今年の年明けから県内各地域の家畜

市場を回っておりますが、先の見えない厳しい

状況に対する不安の声を多くの方から直接伺っ

ておりまして、本県肉用牛の生産基盤を弱体化

させるおそれがあると大変危惧しております。

また、農家の皆さんの頑張りで、全国和牛能

力共進会であれだけ日本一を連続で取得する、

すばらしい成績を上げておられるにもかかわら

ず、円安や物価高、経済情勢等を背景とするも

のでありますが、大変胸の痛む思いがしており

ます。

子牛価格につきましては、国のセーフティー

ネット対策として、基準価格を下回った場合

に、その差額を補塡する制度が従来から設けら

れております。これに加え、本年度は、九州・

沖縄ブロックの平均価格に応じて段階的に奨励

金を交付する緊急対策が創設され、地域の実情

に応じた支援が強化されております。県として

も、また様々な対策も講じております。

あわせて、牛肉の需要を喚起するためには、

消費拡大対策が大変重要でありますことから、

これまでの継続的な取組に加え、国内外で集中

的なプロモーションを展開しており、１月には

ニューヨークでも実際にプロモーションを行い

ました。令和５年度の県産牛肉の輸出量は過去

最高となっているところであります。

今後とも、国や市町村、関係団体と連携した

取組によりまして、肉用牛の生産基盤の維持・

強化を図り、畜産経営の安定につなげてまいり

ます。

国のセーフティーネット対策○福田新一議員

というのは、子牛の価格が低迷しても生産基盤

の維持が保てますという制度なんですね。分か

りました。

次に、県産肉牛の消費拡大に向けた取組につ

いてです。

牛の価格の決定は、買い手が増えれば当然競

りは高値がつきます。輸出も含め消費拡大が価

格安定に大きく影響すると考えます。黒毛和牛

はおいしいです。輸入牛と比較になりません。

県産牛肉の消費拡大に向け、県は具体的にど

のように取り組んでいくのか、農政水産部長に
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伺います。

県ではこれま○農政水産部長（殿所大明君）

で、「おいしさ日本一宮崎牛」を冠に、首都圏

における大規模イベントやテレビ、ＳＮＳなど

でのＰＲなど、あらゆる手段を活用し、県産牛

肉の新たな需要創出に取り組むとともに、今年

度は、県内での消費を改めて喚起するため、Ｊ

Ａ等が行う地域での取組に対して支援すること

としております。

また、海外に向けては、主要市場である台

湾、アメリカ、香港などにおけるプロモーショ

ン活動を支援するとともに、今年２月に竣工し

た県内初のハラール対応食肉処理施設の運営事

業者等と連携しながら、イスラム圏など新たな

市場への輸出拡大にも積極的に取り組んでまい

ります。

県としましては、今後も関係団体等と連携

し、県産牛肉のさらなる消費拡大につなげてま

いります。

次に、飼料の価格高騰下にお○福田新一議員

ける粗飼料 わら、草、乾草、サイレージ等―

の自給率向上に向けた取組についてです。

昨年の６月の一般質問において、世界の穀物

市場の影響を受けにくい、飼料の輸入依存度を

低減した畜産経営の在り方について質問しまし

た。答弁は「耕畜連携による飼料用米や稲わら

利用の拡大に取り組む」でした。

さらに11月定例会では、耕畜連携が現場では

具体的にどのように取り組まれているのか質問

しました。川南町での飼料用米の取組について

答弁がありました。

そこで、県内での飼料価格高騰下における粗

飼料自給率向上に向けた取組について、農政水

産部長にお尋ねいたします。

議員御指摘の○農政水産部長（殿所大明君）

とおり、近年の不安定な国際情勢や円安等によ

り、飼料価格は依然として高止まりしており、

輸入に過度に依存しない畜産経営への転換が求

められております。

このような中、例えば都城市において、これ

まで飼料として利用されず、水田にすき込まれ

ていた約20ヘクタール分の地域の稲わらを耕種

農家が収集し、畜産農家に供給する取組が始

まっております。

県としましては、今後とも、このような取組

を後押しするため、今年度の新規事業の活用や

地域の実情に応じた普及活動により、耕種農家

と畜産農家が連携した組織の育成を図るととも

に、粗飼料の生産拡大や未利用資源の活用に積

極的に取り組み、さらなる粗飼料自給率の向上

を図ってまいります。

分かりました。とにかく飼料○福田新一議員

価格高騰下においては、配合飼料に対しては飼

料用米利用とか、粗飼料に対しては稲わら等の

利用等によって、国産飼料に立脚した畜産への

転換を図るべきだと思います。地産飼料育成で

す。

次に、肉用牛繁殖農家が営農を続けるための

対策について質問いたします。

肉用牛繁殖農家における大きな問題の一つ

に、農家の高齢化があります。幾ら我が子のよ

うに大事に優しく育てている牛でも、驚いたり

嫌がったりすることがあります。

例えば、いよいよ競りに向かうときのトラッ

クへの積込み、競り場での引き出し、高齢では

大変危険な作業です。それを理由に、肉用牛繁

殖農家を辞める方がおられます。子牛を競りの

会場まで積み込み運ぶ料金が片道約5,000円、往

復で１万円、引き出し料として3,000円。これに

対して、70歳以上は５分の１でいいですという
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ことで、片道5,000円を1,000円だから往復

で2,000円、引き出し料3,000円を600円とかいう

援助をしている地域もあります。

肉用牛は本県農業の基幹品目です。生産基盤

を維持するため、肉用牛繁殖農家が営農を継続

できるための対策について、農政水産部長に伺

います。

肉用牛は、本○農政水産部長（殿所大明君）

県農業産出額の約４分の１を占める重要な品目

であり、その生産は、若手から高齢者まで多様

な担い手によって支えられております。

県では、このような担い手の労力軽減を図る

ため、繁殖農家の飼養管理や競りの引き出し等

を代行するヘルパー体制の整備や、妊娠牛の供

給を担う繁殖センターや子牛の育成管理を担う

キャトルセンター等の地域拠点施設の整備を支

援するなど、分業化を推進しております。

県としましては、今後とも、国や市町村、関

係機関と連携しながらこれらの取組を進め、本

県畜産業を支える担い手の皆さんが安心して営

農を継続できるよう支援してまいります。

県でも対策を取られているこ○福田新一議員

とが分かりました。牛の育成において、高齢者

の方々は貴重なノウハウを持っておられます。

ぜひ高齢者が楽しく肉用牛繁殖農家を続けられ

るよう支援をお願いいたします。

次に、多面的機能支払交付金についてです。

農業は、米や野菜など農産物を作るという役

割以外に、洪水や土砂災害を防いだり、美しい

田園風景で私たちの心に安らぎを与えてくれま

す。

しかしながら、農家の減少など農業に携わる

人が減り、規模拡大を目指す若い担い手の農作

業の負担が増えています。

多面的機能支払交付金は、農業者が活動しや

すく、担い手の負担を軽減することを目的につ

くられた制度だと思います。この多面的機能支

払交付金の制度概要について、農政水産部長に

伺います。

多面的機能支○農政水産部長（殿所大明君）

払交付金制度は、地域の共同活動を支援するこ

とにより、国土保全や水源の涵養など、農業・

農村が持つ多面的機能の維持・発揮を図るとと

もに、担い手農家に集中する施設の維持管理に

係る負担を軽減することを目的としておりま

す。

具体的には、農業者や地域住民などで構成す

る活動組織が実施する、水路・農道等の維持補

修や花の植栽、学校等と連携した生態系の保全

のための活動などを支援するものであり、活動

内容は、それぞれの組織が地域の話合いによっ

て決定することとしております。

本県では、令和５年度、433組織が本制度に取

り組んでおり、対象面積は約２万7,100ヘクター

ルとなっております。

この制度が地域での活動につ○福田新一議員

いての支援であることが分かりました。

しかし、現在は共同活動の参加者が減少して

しまっているようです。

都城北諸県圏域では、今まさに田植えシーズ

ンを迎えています。昔ながらの自分の田んぼが

利用する水路の泥上げから始まります。田んぼ

の地権者が参加しての泥上げですが、農業者も

高齢化が進み、参加が困難となってきました。

耕作者だけでやろうとすると、とてつもない仕

事量になり、本来の耕作ができません。

そこで、共同活動の参加者が減少する中で、

活動の維持に対する県の認識について、農政水

産部長に伺います。

活動組織にお○農政水産部長（殿所大明君）
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いては、高齢化などにより、水路等の維持管理

を行う共同活動の参加者が減少し、一部の農家

の負担が増加していると認識しています。

このため県では、組織の広域化による集落の

垣根を越えた活動への参加を推進するととも

に、作業の効率化につながる自動草刈り機等の

スマート技術の啓発に取り組んでおります。

また、これらに加え、今後は、活動組織と企

業やアルバイトなどとのマッチングによる参加

者の確保等を支援してまいります。

県といたしましては、活動組織が安定して地

域の共同活動を継続できるよう、引き続き市町

村と連携し、これらの取組を進めてまいりま

す。

次に、県の管理する河川の維○福田新一議員

持管理についてです。

利水という観点から農業を行う上で、河川水

を円滑に利用するためには、河川の堤防、護岸

が健全であることが重要であると考えておりま

す。

そこで、県管理河川の維持管理について、ど

のように取り組んでおられるのか、県土整備部

長に伺います。

河川の維持管○県土整備部長（桑畑正仁君）

理につきましては、浸水被害対策だけでなく、

河川水の適正な利用の面からも大変重要である

と認識しております。

このため県では、定期的に巡視や施設の点検

を行い、河川内の状況や堤防、水門などの管理

施設の状況を確認し、異常がある場合には、適

時対応することで、適切な機能の維持に努めて

おります。

また、河川の流れを阻害する堆積土砂につき

ましても、現地の状況を調査し、家屋浸水のお

それがある箇所など、緊急性の高い箇所から優

先的に除去しているところです。

今後とも、河川の機能が十分に発揮されるよ

う、適正な維持管理に努めてまいります。

次に、国道222号牛ノ峠バイパ○福田新一議員

スについて尋ねていきます。

県南・県西地区における広域道路ネットワー

クの整備状況についてです。

南九州圏域の命と暮らしを守る道として、現

在、広域道路ネットワークの一部を構成する東

九州自動車道、都城志布志道路などの整備が進

められており、このうち都城志布志道路は、本

年度に全線開通の予定にあります。これらの道

路は、九州縦貫自動車道宮崎線と接続し、広域

交流ネットワークを形成して、物流の効率化に

も寄与することが期待されています。

また、去る６月１日には、都城志布志道路、

都城末吉道路、曽於志布志道路の合同整備促進

大会も行われました。東九州道と都城志布志道

路をつなぐ都城末吉道路、曽於志布志道路が完

成すると、まさに無限大の形となり、南九州圏

域の防災、産業、医療、観光、文化など様々な

面において、ますます活性化が期待できます。

この広域道路ネットワークの整備により、農

産物や子牛、豚、鶏の輸送、食料品の取り寄せ

などの農業面のほか、救急医療体制の強化や広

域観光ルートの形成など、様々な効果が期待で

きますが、ミッシングリンクの早期解消などの

課題も残されていると考えます。

そこで、県南・県西地域における広域道路

ネットワークの整備状況を県土整備部長に伺い

ます。

県南・県西地○県土整備部長（桑畑正仁君）

域の広域道路ネットワークにつきましては、今

年４月に東九州自動車道で唯一の未事業化区間

であった南郷－奈留間が新規事業化され、さら
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に、今年度中には都城志布志道路の全線開通が

予定されるなど、着実に整備が進められており

ます。

一方で、東九州自動車道には約32キロメート

ルの未開通区間があり、また、国道220号では豪

雨などによる通行止めが度々発生するなど、強

靱で信頼性の高い広域道路ネットワークの構築

はいまだ道半ばであります。

県としましては、引き続き、道路整備の効果

や必要性を広く発信するとともに、国に対し必

要な予算の確保を強く訴えるなど、残された課

題の解決に向け、しっかりと取り組んでまいり

ます。

国道222号牛ノ峠バイパスの事○福田新一議員

業再開について、県が大型車の離合困難場所解

消とか安全で円滑な交通の確保に取り組んでき

ましたが、異常気象時の事前通行規制区間があ

ることに加え、先月の豪雨では、倒木により全

面通行止めとなりました。信頼性の高い道路と

なるためには、昨年６月議会でも質問しました

とおり、牛ノ峠道路の事業再開が必要であると

考えております。

そこで、いま一度、国道222号牛ノ峠道路の事

業再開について、県土整備部長にお願いいたし

ます。

国道222号は、○県土整備部長（桑畑正仁君）

東九州自動車道や都城志布志道路などとともに

広域道路ネットワークを形成し、平常時のみな

らず、災害時にも安定した人流や物流を確保す

る上で大変重要な路線であります。

牛ノ峠道路につきましては、昨年10月に事業

再開を求める1,200人規模の決起大会が開催され

るなど、機運の高まりを感じております。

県では、こうした実情を踏まえ、国や関係市

町とともに、地域の将来を見据えた整備の在り

方を検討する場を設け、早急に議論をスタート

させたいと考えております。

事業の再開に至るまでには、様々な課題を解

決する必要がありますことから、引き続き、地

域の皆様の御意見も伺いながら、丁寧に議論を

重ねてまいります。

南九州圏域において、社会情○福田新一議員

勢が大きく変化しています。国道220号線と牛ノ

峠バイパスとのダブルネットワークが構築され

れば、南海トラフ地震による大規模災害時の救

命・救急・支援物資等の輸送だけでなく、大型

クルーズ船が寄港する油津港と都城北諸県郡を

結ぶ観光としても、経済圏の拡大に効果を発揮

することが期待されます。

都城圏域と日南圏域を結ぶバイパスの必要性

が、ここで物すごく強く浮き彫りにされてきま

した。25年の事業休止からの事業再開に向け、

しっかりと議論を進めてください。

次に、国スポ・障スポについて、開催に向け

て本県の文化面でのレベルアップができないか

尋ねます。

国スポ・障スポ宮崎大会での開催イメージに

ついてです。

昭和54年に開催された第34回から何と48年ぶ

り、令和９年に今度は開催されます。当時のス

ローガンは「伸びる心、伸びる力、伸びる郷

土」として、県勢の活躍はすばらしく、念願の

天皇杯・皇后杯を獲得しています。当時の映像

を見ると、自分の人生や過去の出来事を思い出

し、時の流れを感じてしまいます。

先日、知事は、県民総合スポーツ祭の開会式

の挨拶の中で次のようなことを言われました。

「以前の国民体育大会の名称から、2024年か

らは国民スポーツ大会と変わります。2024年開

催地、佐賀県の山口知事は、略称国体から国ス
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ポに名称が変わると同時に、大会のイメージも

がらっと変えたいと言われました。例えば入場

式のスタイルも、きちんと整列して行進する入

場ではなくて、観客のほうに自由に手を振った

り、時にはダンスしてみたりのフリースタイル

での入場、そしてまた、各県３秒でＰＲをする

など考えておられる」。

これに対して、河野知事もユニークさでは負

けないものがあります。参考に、パリ五輪は、

セーヌ川で160台のボートを使っての入場式らし

いです。３年後を見据えて、いろいろとイメー

ジしておられると思います。

そこで、開催の正式決定が間近に迫った宮崎

国スポ・障スポについて、改めて大会に向けた

知事の思いを伺います。

宮崎国スポ・障スポに○知事（河野俊嗣君）

つきましては、７月の日本スポーツ協会理事会

を経て、本県開催が正式決定となる見込みであ

ります。

これに先立って５月に行われた総合視察で

は、これまでの「スポーツランドみやざき」の

経験や、新たな施設整備によりスポーツを通し

た地域振興を県内全域に広げるという理念につ

いて高く評価をいただき、手応えを感じるとと

もに、改めて「未来のみやざき」づくりを進め

る大会にしたいとの思いを強くしたところであ

ります。

また、２度目の天皇杯獲得という高い目標を

掲げ、選手の育成・強化等に一層取り組むこと

で、競技力の向上を図りながら、地域スポーツ

の振興や県民の健康づくり、生きがいづくりに

つながるような大会を目指してまいります。

昭和54年国体が今の「スポーツランドみやざ

き」の礎を築き、さらに２巡目となる国スポ・

障スポについても、未来につながるような取

組、スポーツを通した地域振興、さらにはス

ポーツの振興を図っていこうと、とても前向き

に取り組んでいることを考えると、国体・国ス

ポの長い歴史の中で、やはりモデルとなる取組

を本県としては進めているのではないかと、そ

のような自負もしているところであります。

大会には多くの方が来県されますことから、

宮崎らしいおもてなしの心で温かくお迎えする

とともに、本県の多彩な魅力を全国に向けて発

信してまいります。

ありがとうございます。○福田新一議員

次に、国スポ・障スポ大会への文化面での参

画についてです。

国スポ・障スポは、もちろん名のとおりス

ポーツが中心の大会ですが、文化面でも何かで

きないでしょうか。

私は以前、宮崎が観光地として有名だった50

～60年前の話を宮崎交通の役員の講演で聴いた

ことがあります。その方が新入社員のとき、観

光バス数台でのイベントがあり、バスが会場に

到着したときの観光客へのもてなしを新入社員

に任されたそうです。新入社員で懸命に考えた

策が大変好評で、観光客を大いに喜ばせ、宮崎

県のＰＲの一翼を担うことができたという話で

した。

国スポ・障スポ宮崎大会では、来県者等に対

し、宮崎らしいおもてなしを推進するため、ど

のような取組を行っていくのか、宮崎国スポ・

障スポ局長に伺います。

宮○宮崎国スポ・障スポ局長（山下栄次君）

崎国スポ・障スポは、県民の温かい人柄を生か

した県民総参加型によるおもてなしの心あふれ

る大会を目指しておりますことから、スポーツ

関係者に限らず、多くの方々がそれぞれの立場

で関わっていただけるよう、多様な参加機会を
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つくることが重要であります。

このため昨年度は、大会イメージソングの制

作に当たって歌詞と曲を公募したところ、５歳

から90歳まで幅広い世代の県民の皆様から、合

わせて500点以上もの応募がありました。

今後も、花いっぱい運動や宮崎ならではの文

化・芸術、民俗芸能等を紹介する文化プログラ

ムのほか、豊かな食など宮崎の魅力を生かした

おもてなしに、チーム宮崎で取り組んでまいり

ます。

おもてなしという形で、例え○福田新一議員

ば、会場の入り口のところに、華道とか茶道等

の出番も考えてはいかがでしょうか。大会を共

に盛り上げることができるのではないでしょう

か。

今回のコロナ禍で、３～４年間、地域で毎年

行われていた催しもことごとく中止となり、地

域に伝承されてきた郷土芸能も勢いがなくなっ

ています。この国スポ・障スポの会場での披露

が発奮材となり、地域の活性化につながるよう

な気がいたします。

国スポ・障スポは、本県の民俗芸能を盛り上

げるよい機会だと思います。教育長の考えを伺

います。

本県が誇る神楽や○教育長（黒木淳一郎君）

風流踊をはじめとする民俗芸能は、地域の方々

が、先人たちの思いや願いを紡ぎながら、脈々

と受け継いできた地域の宝であります。

議員御指摘のとおり、国スポ・障スポは、本

県の魅力ある歴史や文化を発信するのみなら

ず、民俗芸能の担い手である地域の方々を元気

づける絶好の機会であると認識しております。

そこで、県教育委員会といたしましては、市

町村や関係部局と連携しながら、国スポ・障ス

ポの文化プログラム等において、民俗芸能の魅

力を県内外の方々に発信することで、担い手の

意欲向上や、ひいては地域全体の活性化につな

げてまいります。

ありがとうございます。大会○福田新一議員

の開会式の会場地、また各競技の開催地におい

ては、各市町村の管轄でしょうが、県として

も、郷土芸能等の披露など、ぜひ推奨していた

だきたいと思います。宮崎県民総出で参加する

大会、そして「さすが宮崎」と言われるような

成果を出したいものだと思います。

以上で終わります。（拍手）

以上で午前の質問は終わり○野﨑幸士副議長

ます。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時45分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○濵砂 守議長

ます。

次は、前屋敷恵美議員。

〔登壇〕（拍手） 日本共産○前屋敷恵美議員

党の前屋敷恵美でございます。通告に従い一般

質問を行います。

知事の政治姿勢から伺ってまいります。

まず、地方自治法改定案についてです。

地方自治法改定案が５月30日、衆議院で賛成

多数で可決しました。もちろん日本共産党は反

対です。この改定案は、政府が国の安全に重大

な影響を及ぼす事態と判断すれば、国に地方自

治体への広範な指示権を与え、自治体を国に従

属させる仕組みをつくるものです。憲法が保障

する地方自治を根底から踏みにじるものです。

戦前の中央集権的な体制の下で、自治体は侵

略戦争遂行の一翼を担わされました。その反省

から、日本国憲法は地方自治を明記し、政府か
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ら独立した機能を持つ団体自治と、住民の意思

に基づく住民自治を保障しました。

ところが、歴代自民党政権は、自治体の権限

や財源を抑制し続け、地方自治を形骸化させて

きました。地方分権一括法では、地方分権を掲

げながら、機関委任事務を法定受託事務として

事実上温存し、自治体への指示、代執行など、

国の強力な関与の仕組みをつくりました。

今回の法改定は、住民の利益を守る仕事であ

る自治事務についても国が指示することを可能

にするもので、地方自治を否定する憲法じゅう

りんと言わなければなりません。

今回の地方自治法改定の目的及び内容、そし

て、それをどのように受け止めたか、地方自治

体の長である知事の見解をお伺いいたします。

あとの質問は質問者席から行います。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

今回の改正は、新型コロナ対応等で直面した

課題を踏まえ、大規模な災害や感染症の蔓延な

ど、国民の安全に重大な影響を及ぼす事態にお

ける特例として、個別法の規定では想定されて

いない事態に適切に対応するため、国が地方に

対し補充的な指示を行うことを規定したもので

あり、その必要性については理解しておりま

す。

一方で、地方自治の本旨や地方分権の意義を

踏まえ、国と地方の対等な関係が損なわれるこ

とのないよう、制度化及び運用に当たっては、

地方への十分な配慮が必要であると認識してお

ります。

このため、全国知事会においても、国の補充

的指示が現場の実情を踏まえた措置となるとと

もに、安易に行使されることがないよう、事前

に地方と協議・調整を行う運用とすることや、

必要最小限の範囲とすることなどを国に申し入

れてきております。先月末の衆議院採決の際に

は、その内容が附帯決議として明記されており

ます。

本県としましても、引き続き、全国知事会等

と連携を図りながら、国に対し必要な要望など

を行ってまいります。以上であります。〔降壇〕

今回の法改定は、地方自治○前屋敷恵美議員

及び自治体の長としての権限を侵害する重大な

ものです。全国知事会会長の村井嘉浩宮城県知

事は、「拡大解釈をすれば、あらゆることを国

が指示できるということになりかねない。これ

は地方自治の本旨に反する真逆の法案というこ

とになる」と強い警戒感を示しておられます。

政府は自治体に指示できる要件として、１つ

に、国民の生命等の保護のために特に必要な場

合、２つに、個別法の規定では想定されない事

態を挙げており、具体的には、先ほど知事が御

答弁されたように、大規模災害や感染症の蔓延

です。そして３つに、その他としています。

しかし、大規模災害や感染症の蔓延の対策

は、それぞれ個別分野ごとの法律を、国と地方

との関係で、より効果的にやることで対応でき

るものです。

問題は、その他としている点で、国民の安全

に重大な影響を及ぼす事態とは、戦争などの有

事ではないかと想定されても不思議ではありま

せん。

岸田政権は、70年来の日本の安全保障政策を

大転換し、敵基地攻撃能力を保有し、日本の自

衛隊が米国の主導で外国を攻撃する事態が現実

のものとなりつつあります。国の恣意的判断で

地方自治をないがしろにし、戦争遂行のための

体制強化を進めようとすることは絶対に許され
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ません。

知事には、この立場にしっかり立っていただ

き、地方自治を守り、戦争する国にしないため

に法改定に反対の声を上げるべきと思います

が、知事、いかがですか、再度御見解をお聞か

せください。

今回の法改正につきま○知事（河野俊嗣君）

しては、先ほど申し上げました経緯、そして考

え方、さらには全国知事会とのしっかりとした

協議の下に、地方の声も踏まえて制度対応がな

されているものであります。

様々な懸念というものを御指摘いただいたと

ころでありますが、しっかり受け止めながら、

今後、その運用面に当たっても、しっかり注視

しながら、必要な意見を申し上げていきたいと

考えております。

しっかり地方分権の権利を○前屋敷恵美議員

行使していただきたい、知事の立場でしっかり

と国に対しても物を言っていただきたいと思い

ます。

続いて、宮崎空港が特定利用空港に指定され

たことについて伺います。

政府は４月１日、自衛隊や海上保安庁が使用

可能な特定利用空港・港湾として、７道県16施

設を選定、その一つに宮崎空港が指定されまし

た。断じて認められるものではありません。

指定の目的、指定に係る県の立場、受け止め

をお聞かせください。危機管理統括監、お願い

します。

特定利用空○危機管理統括監（児玉憲明君）

港指定の目的は、平素から、必要に応じて自衛

隊、海上保安庁が民間の空港を円滑に利用でき

るよう、施設管理者との間で「円滑な利用に関

する枠組み」を設け、あくまで民生利用を主と

しつつも、自衛隊等の円滑な利用にも資するよ

う、必要な整備や既存事業の促進を図るという

ものです。

宮崎空港は国管理の空港であるため、今回の

枠組みについては、防衛省、海上保安庁と空港

管理者である国土交通省の間で設けられたもの

であり、今回の指定については、県は同意する

立場になく、これらの省庁から昨年、指定に当

たっての説明を受け、指定に係る趣旨などを説

明されたところであります。

国管理の空港だから、自衛○前屋敷恵美議員

隊利用を受け入れざるを得ないのでしょうか。

自衛隊とともにアメリカ軍の利用にもつなが

るのではないか、県民生活への影響はどうか、

様々な懸念や心配が出てきますが、知事の見解

を伺いたいと思います。

今回の枠組みは、あく○知事（河野俊嗣君）

まで宮崎空港の管理者である国土交通省と自衛

隊、海上保安庁との間で設けられたものであり

まして、米軍がこの枠組みに参加することはな

いと国から説明を受けております。

これまでも宮崎空港において自衛隊の訓練が

行われたことがありますが、指定されたそれぞ

れの空港において、訓練の回数は多くとも年数

回程度と国は説明しており、県民の生活に影響

を及ぼすものではないと考えております。

県ではこれまでも、宮崎空港において自衛隊

が訓練を実施する際、関係自治体等への事前の

丁寧な情報提供や安全対策の徹底、地域住民へ

の配慮等を求めてきたところであり、今後も国

に適切な対応を求めてまいります。

国管理の空港は、鹿児島空○前屋敷恵美議員

港もそうなんです。しかし、鹿児島空港は港と

併せて、知事というか、県が同意しなかったと

いうか、話が折り合わずに、今回政府は指定で

きなかったという状態が現実としてございま
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す。

国会の審議の中で、民間空港を利用できるよ

うにするという今回の特定利用空港・港湾をめ

ぐって、自衛隊の運用上の課題を示した資料

で、「空港や港湾の施設を自衛隊及び米軍が優

先的に利用できるよう、平素から調整を行って

おくことが必要」と明記されていることが明ら

かになりました。自衛隊だけじゃないんです。

米軍も併せて、そういう資料が明らかになりま

した。防衛省もそれを認めております。ですか

ら、政府や防衛省が米軍利用はないと幾ら言っ

ても、それはごまかしにすぎないということで

す。

なぜ今こうした指定が行われるのか。今回の

指定は、2022年12月に閣議決定された安保三文

書の基本文書である国家安全保障戦略に基づい

て提起されたもので、政府の有事をにらんだ対

応能力の強化を図る一環です。そしてそれは、

地方自治法改定案に基づき、自治体に対する指

示権が行使されれば、自衛隊などの優先利用が

強制されることにつながりかねません。

しかも、日本が集団的自衛権を行使すれば、

海外で米軍が関わる戦争に、自衛隊が宮崎空港

から出撃・参加することにもなり、必然的に日

本が戦争の当事国になります。戦争放棄をう

たった日本国憲法とも相入れないことは明白で

す。宮崎の地を絶対に戦場にさせてはならない

と思います。

知事は今こそ自治権を最大限生かし、宮崎空

港の特定利用の指定は認めない、この立場に

立って、国にその撤回を求めるべきと思います

が、知事の御決断を求めたいと思います。いか

がですか。

我が国の外交・防衛に○知事（河野俊嗣君）

係る問題は、国の専管事項でありまして、国の

責任においてなされるものと認識しておりま

す。

また、今回の枠組みにつきましては、先ほど

申し上げましたとおり、防衛省、海上保安庁と

空港管理者である国土交通省の間で設けられた

ものであります。

私としましては、県民の安全・安心を確保す

る観点から、自衛隊等が訓練を実施する際は、

関係自治体等への事前の丁寧な情報提供や安全

対策の徹底、地域住民への配慮等を適切に国に

求めてまいります。

外交・防衛は国の専管事○前屋敷恵美議員

項、これまでも何度も聞いてきました。しか

し、そう言ってはおられない事態になろうとし

ているところです。そのことをしかと受け止め

ていただきたいと思います。

それから、もう一点伺います。台湾有事など

を念頭に、政府が提案した先島諸島の住民の避

難を九州・山口各県で受け入れることの検討に

ついて、九州地方知事会で協議されたとのこと

ですが、その経緯についてお聞かせください。

今回の検討は、令和４○知事（河野俊嗣君）

年度から国と沖縄県の共同で実施されておりま

す先島諸島からの住民避難に係る図上訓練を発

展させる形で、一つの想定として九州・山口各

県を避難先として設定し、受入れの計画を作成

するよう国から依頼があったものであります。

今年度につきましては、避難当初の約１か月

において必要となる支援の内容を検討し、受入

れに係る初期的な計画を作成するものでありま

す。

避難してこられた方に対するホテル等の収容

施設の提供や食料品等の調達、健康管理など、

整理すべき事項は様々ありますが、国や九州・

山口各県とも連携しながら取り組んでまいりま
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す。

図上訓練で体制を整えると○前屋敷恵美議員

いうことなんですが、もちろん自然災害等での

住民避難の受入れなどは当然のことです。しか

し、有事を想定しての避難であるならば、何よ

りまず有事にさせない努力をすることが先決だ

と、このことを強調しておきたいと思います。

次に、食料・農業・農村基本法改定について

伺います。

５月29日、改定食料・農業・農村基本法が可

決・成立しました。

法案は、「食料自給率の目標」を「食料安全

保障の確保に関する事項」に書き換えました。

現在の食料自給率は38％にとどまり、食料自

給率目標は一度も達成していないにもかかわら

ず、その検証もないままに、最重要課題の食料

自給率の向上そのものを投げ捨てたとしか言い

ようがありません。食料はもっと外国に頼れば

よいということなのでしょうか。果たしてこれ

でいいのか。私は国の存立に関わる大問題だと

思います。

まず、宮崎県の農業・農家の現状について、

その数年の推移についても伺いたいと思いま

す。農政水産部長、お願いします。

本県の総農家○農政水産部長（殿所大明君）

戸数は、農林業センサスによりますと、令和２

年時点で３万940戸となっており、５年前の平

成27年と比較して7,488戸減少しております。

一方、県内の農業法人数は、県の調査により

ますと、令和５年は910法人となっており、５年

前の平成30年と比較して132法人増加しておりま

す。

また、新規就農者数は、令和４年は389名と

なっており、直近５年間は400名程度で推移して

おります。

今回の農業基本法の法改定○前屋敷恵美議員

の目的と改定内容についてお伺いします。部

長、お願いします。

食料・農業・○農政水産部長（殿所大明君）

農村基本法の改正の目的は、近年の世界的な食

料情勢の変化に伴う食料安全保障上のリスクの

高まりや、地球環境問題への対応、我が国の農

業を取り巻く情勢の変化等に対応するためのも

のと承知しております。

改正の主な内容につきましては、基本理念と

して、「食料安全保障の確保」や「環境と調和

のとれた食料システムの確立」などが掲げられ

ており、基本的施策として、農業生産の基盤等

の確保や輸出による食料供給能力の維持、環境

への負荷の低減の促進、スマート技術等を活用

した生産性の向上などが位置づけられておりま

す。

今、農業基本法の改定の中○前屋敷恵美議員

身についてお聞かせいただきましたが、県の受

け止めをお聞きしたいと思います。また、宮崎

の農業や農家に与える影響についてはどのよう

に考えておられるのかお伺いします。

本県では、第○農政水産部長（殿所大明君）

八次宮崎県農業・農村振興長期計画において、

あらゆる危機事象に負けない農業や、スマート

化による賢く稼げる農業の推進などにより、

「持続可能な魅力あるみやざき農業の実現」を

目指しております。

今回の法改正における基本理念や基本的施策

につきましては、本県の目指す方向性と同じで

あると受け止めており、本県の取組を後押しす

るものと期待しております。

併せて、食料供給困難事態○前屋敷恵美議員

対策法案というのも今審議中です。農業基本法

の改定と切っても切り離せないという関係にも
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ございます。

この法案は、食料輸入ができないなど不測の

事態に際し、農業者に対する増産指示や罰則の

規定を設けるというものですが、法案に対する

県の認識を伺います。今お話ししましたが、こ

れは農業基本法の改定における食料自給率との

関係でも問題が大きいと私は思っているところ

です。農政水産部長、お願いします。

改正後の基本○農政水産部長（殿所大明君）

法においても、食料自給率の目標を定めること

とされており、改正前と同様に、食料自給率の

向上が図られるよう、総合的かつ計画的に施策

が推進されるものと考えております。

また、食料供給困難事態対策法案について

は、国民への食料の安定的な供給を確保すると

いう国の基本的な責務を果たすためのものと承

知しており、食料供給のリスクが顕在化した場

合等における生産計画の作成・届出の指示な

ど、国の責務としてどのような措置が必要かに

ついて、現在、国会で審議中ですので、その議

論を見守ってまいります。

この法案には、先ほども言○前屋敷恵美議員

いましたが、様々な問題があると思います。参

議院の農水委員会での参考人陳述の中でも、憲

法第22条が規定する職業選択の自由、その中に

含まれる営業の自由を侵害するおそれが極めて

高いということが指摘されています。

政府が食料供給が困難になったと判断すれ

ば、稲、麦、芋類などの特定重要作物転換を強

制されかねません。計画どおりに生産・出荷・

販売する法的義務が定められ、従わないと氏名

の公表と罰金刑が科せられます。営業の自由を

貫くと前科がついてしまうということになって

しまうわけです。

農業離れが危惧されます。こうした農家に及

ぶ事態、影響をどのように受け止めますか、農

政水産部長、お願いします。

法案におい○農政水産部長（殿所大明君）

て、食料が大幅に不足または不足するおそれが

ある場合、国は生産計画の作成・届出の指示が

でき、それに従わない場合等の罰則規定があり

ます。

一方、国によりますと、この計画について

は、農家等が実施可能な範囲のものでよいこ

と、届け出た計画を達成できなくても罰則の対

象にはならないこと、生産に必要な財政措置等

を講ずることとされておりますので、本県農業

への影響を含め、国会での議論を注視してまい

ります。

農家の方々との対話の中○前屋敷恵美議員

で、「政府に命令されて作付はしたくない」

「罰金まで科せられて強制されるなら、農業を

辞めてほかの仕事に就く」との意見が出されて

いるとの報告を聞いております。

問題は、この法案が離農の引き金にもなりか

ねないことです。農民の立場、農家の視点が決

定的に欠けていると言わざるを得ません。

日本には、過去の戦前から戦後までの統制経

済の歴史があります。国家総動員法に基づき施

行された臨時農地等管理令も、罰則により、作

付統制、生産転換を強いるものでした。今回の

法案は、安保三文書の改定と軌を一にして出さ

れてきたものであり、戦時体制の一環、有事食

糧法にほかならないと思います。

しかし、この法案で、国民の食の安定確保が

できるはずはないと思います。さっき部長も言

われましたけれども、食料安全保障と言うのな

ら、歯止めなき輸入自由化や市場任せの農政を

転換して、価格保証や所得補償で農業の持続的

な発展や農村の振興を図り、日常的に、平時の
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うちに自給率を高めることが今必要だと思いま

す。ぜひ県もこの立場に立って、農業県宮崎の

発展を図っていただきたいと思います。

改正農業基本法と食料困難対策法案につい

て、知事の認識、御見解を伺いたいと思いま

す。

改正された食料・農業○知事（河野俊嗣君）

・農村基本法は、世界的な食料不安が懸念され

る中、平時から食料安全保障を確保することな

どを基本理念として、食料・農業・農村に関す

る基本施策を示したものと承知しております。

また、食料供給困難事態対策法案は、万が

一、様々な要因による食料供給のリスクが顕在

化した場合等における食料の安定供給確保のた

めの措置等が規定されたものであり、現在、国

会において審議中であります。

食料安全保障の確保は、国内の農業生産の増

大が基本であると認識しておりまして、全国有

数の食料供給基地である本県としましては、将

来にわたってその役割を十分に発揮できるよ

う、基幹産業である農水産業のさらなる発展に

努め、国民への良質な食料の安定的な供給に貢

献してまいります。

世界的に食料の危機が言わ○前屋敷恵美議員

れているとき、日本は外国からの輸入に頼らず

自国で賄える、そういうものに今しなければな

らないと思うところですので、農業県として

は、そういう立場をしっかりと踏まえていただ

きたいと思います。

続いて、防災計画、避難所の環境対策につい

て伺います。

能登半島地震の発生から５か月、石川県内だ

けでも全半壊した住宅被害は２万4,000棟を超

え、今も多くの倒壊家屋が残されたままです。

当然避難した方々は自宅には帰れず、いまだ

に3,300人以上の方が避難生活を余儀なくされ、

避難所に身を寄せておられます。この震災で犠

牲になられた方は260人、そのうち30人が、避難

生活によるストレスなど、身体の負担などが原

因での災害関連死と認定されました。

これまで様々な災害で、また様々な犠牲を

払ってきた災害での教訓が、本県の防災計画に

しっかり生かされることが重要です。助かった

命が避難生活などで奪われることのないよう、

失われることのないよう、避難環境が命を左右

する、こうした認識を持つことが極めて重要だ

と私は思います。

避難所の環境整備について、どのように取り

組んでいかれるのか、危機管理統括監、お願い

します。

大規模災害○危機管理統括監（児玉憲明君）

時には、厳しい環境下で長期の避難生活を強い

られ、災害関連死のリスクも高まることから、

避難所の環境改善は大変重要であります。

このため県では、指定避難所のうち、県立学

校等の全ての県有施設に対して、新たにスポッ

トクーラー、プライベートテント等の購入や、

マンホールトイレ、洋式トイレの整備を進めて

おります。

また、市町村所管の指定避難所については、

これらに加え、給水タンク、エアベッド、発電

機、車椅子の整備など、市町村が行う避難所の

環境改善に対する補助を行っております。

今後とも、市町村と連携しながら、避難所の

環境改善に取り組んでまいります。

また、障がいを抱える方や○前屋敷恵美議員

高齢者などに対して、ケアのできる福祉的避難

所の対応が求められます。

福祉施設などが避難所として利用できる場合

は別として、いわゆる地域の指定避難所での福
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祉的な支援をどのように考えて取り組んでいる

のか、福祉保健部長、お願いいたします。

避難者のう○福祉保健部長（渡久山武志君）

ち、高齢者や障がい者など配慮を要する方々に

つきましては、健康状態や日常生活の困り事等

を的確に把握しまして、専門家による支援につ

なげていくことが重要です。

このため県では、令和２年度に福祉専門職で

構成する災害派遣福祉チーム「ＤＷＡＴ」を整

備いたしまして、災害時支援に必要なスキル

アップを図るための研修や訓練等に取り組んで

おります。能登半島地震にも延べ20名を派遣し

て、実際の現場で経験を積んでおります。

今後、被災地支援活動で得た知見や課題等を

研修や訓練に生かしながら、災害時の要配慮者

に対する福祉支援体制の充実を図ってまいりま

す。

私たちは、これまでの震災○前屋敷恵美議員

や直近に起きた能登半島地震被害で、倒壊家屋

の撤去や仮設住宅設置の遅れ、孤立化など被災

者救援・救済の遅れを目の当たりにしました。

本県は、予測される南海トラフ地震における

具体的な応急対策計画に基づいて、今、緊急輸

送ルートや救急・救助、医療、物資などの支援

についての計画を定めておられます。しかし、

従前のものからの見直しが求められているので

はないでしょうか。どう分析し、見直していく

のか、危機管理統括監、お願いいたします。

県では、南○危機管理統括監（児玉憲明君）

海トラフ地震に備え、救助・救急、消火活動を

はじめ、物資調達や医療活動、それらの活動に

必要なルートの確保等について、県の実施計画

を策定しており、これまで国の計画改定や関係

機関からの意見等を踏まえ、計画の見直しを

行ってきました。

能登半島地震については、現在、国におい

て、自治体支援や避難所運営、物資調達・支援

などの応急対応について検証作業が進められ、

課題の抽出や有効な対応策等について議論され

ております。

県としては、現在整備中の災害物資拠点施設

を含めた今後の物資輸送体制をはじめ、今後明

らかになる能登半島地震の検証結果や、これを

受けた国の計画改定等を踏まえ、県の計画に適

宜反映してまいります。

避難生活を解消するには、○前屋敷恵美議員

総合的な対策が必要になります。元の生活に戻

るまでに、体育館等の避難所での生活が長期に

わたることにもなります。

先日、輪島の避難所の体育館に、提供された

という冷蔵庫が搬入されたニュースがありまし

た。真冬から真夏の避難生活が続いているわけ

です。暑さ、寒さの対策が必要となります。

輪島で避難生活を経験した方の話では、「主

な避難先となった体育館では隔離が不十分で、

どこも定員以上の避難者を収容しており、感染

症対策が不十分だったことは否めない。全国か

ら医療支援を受けたが、山間部の避難所には十

分ではなかった。県の防災計画が甘かったと言

わざるを得ない。災害関連死から教訓を酌み

取ってほしい」、このように語っておられまし

た。

緊急・応急的な計画はもちろん、先を見通し

た計画もしっかり考慮して、何より人的配置、

体制の充実は欠かせないと思います。

先ほど来、避難所の話をしておりますけれど

も、避難環境が命を左右する、こういうことに

はなってはならないとお話をしました。

今朝のニュース番組で聞いたことですが、避

難所は耐え忍ぶ場所であってはならない、これ
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から先の生活に向けて、元気を出すための場所

でなくてはならないと。どれだけ快適に過ごせ

るか努力すること、それには国や行政の役割は

極めて大きいと思います。

外国では、避難所は耐え忍ぶ場ではないとい

うことも言われておりました。確かにそうだな

と思いました。これから先の生活に向けて、元

気の出る場所が避難所でなければならない。そ

のための環境整備、しっかりと心も届けてい

く、そういう役割を果たしていただきたい、こ

のように思います。ぜひ万全を期していただき

たいと思います。

では、続いて、困難女性支援法について伺い

ます。

2022年５月19日、困難な問題を抱える女性へ

の支援に関する法律が成立しました。売春防止

法制定から66年を経て、ようやく新たな女性支

援の枠組みを構築する根拠法が生まれたわけで

す。

この女性支援新法が女性の権利を守るものと

して、実際に行政や支援現場を変えていくもの

になるか否かは、まずは、国の基本方針が生か

された基本計画が、新法の理念の下に整えら

れ、行政と民間の協働により、困難を抱える女

性たちの支援につながるよう、各地、各自治体

での取組が重要になってくると思います。

そこでお伺いいたします。まず、これまでの

女性相談支援センターによるＤＶ被害者支援等

の現状について、相談件数、主な相談の内容、

対応の状況、一時保護、その先につながる保護

施設、きりしま寮の状況などについてお聞かせ

ください。福祉保健部長、お願いします。

女性相談支○福祉保健部長（渡久山武志君）

援センターは、ＤＶ防止法に基づく配偶者暴力

相談支援センターとして、被害者の相談対応及

び一時保護の判断、自立のために必要な生活指

導等を行っておりまして、令和５年度のＤＶに

関する相談は431件となっております。

また、県立きりしま寮は、困難な問題を抱え

る女性が入所いたしまして、一定期間、自立に

向けた支援等を受ける女性自立支援施設として

の機能と、また短期的な一時保護所としての機

能を有しております。

女性自立支援施設としては、令和２年度から

入所者がいない状況ではございますが、一時保

護所としては、令和５年度に16人の利用があっ

たところです。

令和５年度の相談件数が431○前屋敷恵美議員

件ということでしたが、これからしても、一時

保護の人数が16人ということですから、私は少

ないような気がします。

また、きりしま寮の利用者が４～５年にわ

たってゼロというのはどういうことなのか。問

題が解決して保護する必要がないというなら、

それにこしたことはありませんけれども、この

ことについては後ほど伺いたいと思います。

県が今年３月に制定した宮崎県困難な問題を

抱える女性への支援基本計画（第５次ＤＶ対策

宮崎県基本計画）について伺います。

国の新法の基本方針は、女性支援の理念と対

象を具体的に明らかにして、何を変えていく必

要があるのかを示しています。

女性が女性であることにより、性暴力や性的

搾取など、性的な被害により遭遇しやすい状況

にあることや、予期せぬ妊娠という女性特有の

問題が存在すること、不安定な就労状況や経済

的な困窮、孤立などの困難に陥るおそれがある

ことを前提として、年齢や障がいの有無、国籍

を問わず、性的搾取により従前から婦人保護事

業の対象になってきたものも含めて、女性支援
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の必要性を明らかにしています。

そして、地方公共団体は、つながり続ける支

援、民間との協働、人材の育成、国民への教育

・啓発、広域連携体制の構築に努めること、こ

のようにうたっております。

こうした法の理念や基本方針に沿った県の具

体的な計画が求められますが、これまでの課題

等を総括して、県の基本計画にどう生かされ取

り組まれるのかを伺いたいと思います。福祉保

健部長、お願いします。

困難な問題○福祉保健部長（渡久山武志君）

を抱える女性への支援基本計画、いわゆる困難

女性支援計画は、困難女性支援法に基づきまし

て、今年３月に策定した計画であります。

本計画では、困難な問題を抱える女性等への

支援窓口等の周知、人材育成や研修による相談

体制の充実、様々なニーズに対応した一時保護

などに重点的に取り組むことにしております。

これらの支援を適切かつ円滑に行うために

は、関係団体等との連携強化が大切であるため

に、民間８団体を含む関係24団体から成る既存

のＤＶ被害者保護支援ネットワーク会議を困難

女性支援法上の支援調整会議へ移行させること

としておりまして、緊密な連携体制も構築する

こととしております。

今、県の主な計画を伺いま○前屋敷恵美議員

した。支援調整会議やネットワーク会議など、

行政と民間団体が対等な立場で協働して女性支

援を進めることなどが盛り込まれたと思いま

す。長年、地域の支援現場で活動している民間

団体との連携を大いに充実させていくことが極

めて重要だと思います。

また、事例検討会というのもあると聞いてお

りますが、それらには民間シェルターで直接支

援してきた経験豊富な相談員の方にも入っても

らう、こうした工夫もぜひ必要かというふうに

思っているところです。

相談センターの一時保護所、引き続く保護施

設での対応についてもうたっているところです

けれども、入所利用のハードルが高くて、一時

保護所や保護施設を希望せず、シェルターを持

つ民間団体への問合せが多いと伺っています。

それが今の結果に表れていると思いますが、市

町村自治体からも、きりしま寮の利用について

の要望は上がっております。

自治体では相談を受けても、一時保護所やき

りしま寮で保護ができないとなると、結局は民

間団体に委託することにならざるを得ない。基

本は公的施設での対応ではないかと言われます

が、活用がされていないきりしま寮について改

善は図られるのか、対策について伺いたいと思

います。福祉保健部長、お願いします。

女性をめぐ○福祉保健部長（渡久山武志君）

る問題が複雑化・多様化する中で、女性を保護

して自立を支援する県立きりしま寮の役割は、

重要なものがあると考えております。

施設の活用を進めるためには、支援が必要な

方に施設に関する情報が正しく伝わることが必

要ですので、これまで以上に施設の目的や機

能、支援内容などの普及啓発に取り組みますと

ともに、行政機関とか民間団体の女性相談窓口

などに対し周知を徹底しまして、施設の活用促

進に努めてまいりたいと考えております。

私は、利用されない原因を○前屋敷恵美議員

もう少し深くつかまなくてはならないのではな

いかと思います。

一時保護所やきりしま寮の利用が敬遠される

理由に、携帯電話が使用できないこと、外出制

限などがあって、こうした規則を守るハードル

が大変高いということが挙げられます。今や携
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帯電話は生活にとってはなくてはならないもの

です。携帯の貸出しをするとか、必要な外出に

は付添いをつけるとか、工夫を検討することが

必要ではないかと思います。

貸与携帯の使用を含めたガイドラインなども

出されておりますから、安心して利用できるよ

うな環境を整えることが必要だと思います。検

討の余地はありませんか。どうでしょうか。福

祉保健部長、お願いします。

今お話にあ○福祉保健部長（渡久山武志君）

りましたように、きりしま寮では基本、現在は

携帯電話を使用しないようにお願いしておりま

す。

その理由は、令和５年で16名おります一時保

護利用者のうち、13名、大半の方がＤＶの被害

者でありまして、外からどこに今いらっしゃる

かということの情報が漏れないようにする、非

常に気を使わなければならない方々でございま

す。その方々が利用される施設ですので、情報

が漏れないように最大限の配慮をしたい。そう

いう観点から、現在、携帯電話の使用について

は控えていただくようお願いしているところで

ございます。

ただし、いろんな連絡を取りたいという必要

がある場合には、職員が例えば警察署などの安

全な場所にて御本人の電話で連絡を取ったり、

あるいは固定電話で非通知通話をして連絡する

などの支援は行っているところでございます。

お答えありがとうございま○前屋敷恵美議員

す。全国的に携帯の使用などが制限されている

というのはあるようです。しかし、私が今言い

ましたように、貸与携帯、貸出しをしたりと

か、御自分が持っている携帯じゃない携帯を

使っていただくとか、そういった様々な工夫は

必要じゃないかと思いますので、ぜひ今後の検

討課題にのせていただきたい、このように思い

ます。

女性相談支援センターの職員体制についても

伺いたいと思います。

直接相談を受けたり支援に当たられる職員に

ついて、相談支援員の育成や専門職員の配置な

どが必要との要望もあります。職員体制を充実

させた支援体制が必要と思いますが、対応はい

かがでしょうか。福祉保健部長、お願いしま

す。

女性相談支○福祉保健部長（渡久山武志君）

援センターには、現在、女性相談支援員、ＤＶ

被害者自立支援員、電話相談員の方々が７名、

そして職員が兼務を含めまして８名、合計15名

を配置しております。

女性の様々な困難に対処するには、社会福祉

に関する知識ですとか、それから相談に関する

専門的な技術・経験が求められますので、全国

女性相談支援員・心理支援員研究協議会へ参加

して情報交換をしたり、あるいは外部の専門家

を交えた事例検討会を実施することなどにより

まして、職員の資質向上に取り組んでいるとこ

ろでございます。

ありがとうございます。○前屋敷恵美議員

ＤＶ被害者支援を行う民間団体への財政支援

について伺いたいと思います。

現状はどうなっているのか。また、民間団体

との連絡・協働という点では、民間団体への継

続的な財政支援が必要だと思います。民間団体

では、シェルターの維持費や、また人件費であ

る同行支援費などが必要不可欠なものだと言わ

れています。支援に係る予算の拡充についても

お伺いしたいと思います。福祉保健部長、お願

いします。

県では、昨○福祉保健部長（渡久山武志君）
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年度からＤＶ被害者等セーフティネット強化支

援事業を開始しておりまして、民間支援団体が

行うＳＮＳ等を通じた相談窓口の拡充ですと

か、シェルターの環境整備等を支援する取組を

進めております。

昨年度は３つの団体に対して補助を行いまし

て、団体からは「新たなシェルターが整備さ

れ、より多くの被害者の受入れが安全かつ迅速

にできるようになった」などの声をいただいた

ところです。

今後も、ＤＶ被害者支援のために、民間支援

団体と連携して取り組んでまいります。

ぜひ今後の連携も密にして○前屋敷恵美議員

いただき、財政支援も強化していただけるよう

にお願いしたいと思います。

今回の女性支援新法は画期をなすものだと思

います。県の基本計画も、策定に当たっては、

直接支援に携わっておられる民間団体など、多

くの方の意見や要望を聞かれたことと思います

が、全てが生かされたかといえば十分ではない

と思います。もっと現実に向き合ったものでな

ければならないと思います。

売春防止法は新法施行に伴い、第３章、第４

章の補導処分、保護更生は廃止されますが、１

章、２章は売春防止法として残り、性を買う側

が問われることのないまま女性が処罰される第

５条の勧誘罪も残ります。

若年女性に借金をさせ、売春を促すという行

為が、よく全国報道でもなされますが、まさに

性搾取の構造の中で起きていることで、業者や

買春男性は放置されたままで、女性だけが処罰

の対象という理不尽なものです。

こうした被害女性をもしっかり保護するもの

にならなければなりませんし、何より性売買の

ない社会を求めて法はどうあるべきかが問われ

ることと思います。

この４月から施行となった新法、そして県の

支援計画です。様々な困難に直面している女性

や子供たちをしっかり保護し、生活する、生き

る勇気を与えるものにしていかなければなりま

せん。計画はさらに充実させていただくように

求めるものです。よろしくお願いします。

続けてまいります。ひとり親支援に関連して

伺います。

まず、県のひとり親支援はどのような状況に

あるのか、現状をお聞かせください。福祉保健

部長、お願いします。

ひとり親支○福祉保健部長（渡久山武志君）

援につきましては、経済的な支援として、児童

扶養手当の支給や医療費の助成、母子父子寡婦

福祉資金の貸付けを実施しております。

また、就業・自立支援として、看護師等の自

立に有利な資格を取得する者に対する給付金事

業や、自立に向けて、一定要件を満たす者に対

する住宅支援資金の貸付けなどを行っているほ

か、子育てや身の回りの生活支援なども実施し

ているところでございます。

今、ひとり親支援の現状に○前屋敷恵美議員

ついて、また制度について述べていただきまし

たが、児童扶養手当の支給、これには所得制限

があります。医療費助成、これは償還払いで

す。現物支給が必要かと思いますが、子供を養

育しているひとり親には、こうした支援制度が

しっかり届かなくてはならないと思います。

少し具体的に申し上げますが、両親を亡くし

た子供の養育を、婚姻をしていない兄姉が担っ

ているのですが、県が補助対象としているひと

り親の規定に該当しないとして、医療費助成が

受けられないという問題があります。

県が補助の対象としているひとり親は、未婚
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の母親を除き、過去に婚姻関係があった者が、

現在は単身で養育者であることが条件になって

います。両親を亡くし、または両親から養育さ

れなくなった子供・児童を兄姉が養育すると

いった今回のようなケースがあり、また、養育

者が婚姻の経験のない若年者である場合も想定

されます。

しかし、こうした養育者が助成の対象から外

されているのであれば、制度の見直しが必要で

はないかと思いますが、福祉保健部長の見解を

伺います。

お話にござ○福祉保健部長（渡久山武志君）

いました、ひとり親家庭医療費助成制度につき

ましては、現在、対象者を母子父子寡婦福祉法

によります支援の対象者に準じて運用しており

ます。

御質問にございました事例は、同法に定める

対象者に該当しないということで、該当しない

方が児童を養育しているために、結果的に、ひ

とり親家庭医療費助成制度の補助対象には、現

状では含まれない形になっております。

県としましては、様々な境遇のひとり親家庭

に寄り添いながら、適切な支援が届けられるよ

うに取り組んでまいりたいと考えております

が、現状、制度がそうなっているということ

で、その制度の中で、今、精いっぱいの支援を

行ってまいりたいと考えております。

今の制度の中で届かないと○前屋敷恵美議員

いう問題が起きているわけです。実際、親では

ないものの、本来、親が果たすべき子供・児童

の養育の責任を負っている者が養育者であると

いうことは、紛れもない事実だと思います。当

然助成の対象にならなくてはならないと思いま

す。準じるということも言われましたけれど

も、ぜひ実態に即した制度の見直しを図ってい

ただき、実効あるものにしていただきたいと思

います。ぜひ検討の俎上にのせて結果を出して

いただきたいと思います。

様々な事情で本来養育すべき親に代わって養

育される、その御苦労や努力に応えることは当

たり前じゃないかと思います。制度の不備は改

善に値すると思いますので、ぜひ早急な対応を

取っていただいて、子供たちの健やかな成長の

ためには欠かせない医療費助成、しっかりとそ

の制度が生きるように努力していただきたいと

思います。

時間になりましたので、以上をもって今回の

一般質問を終わらせていただきます。ありがと

うございました。（拍手）

次は、安田厚生議員。○濵砂 守議長

〔登壇〕（拍手） こんにち○安田厚生議員

は。自由民主党、安田厚生でございます。こん

な私に叱咤激励をいただき、壇上に立つことが

できましたことに心から感謝を申し上げます。

地球は急激に温暖化が進み、この150年で年間

平均気温は1.09度上昇しております。そのくら

い大したことはないと思う人がいるかもしれま

せんが、海外では山火事や洪水が頻繁に起こる

など、大きな被害が出ています。日本でもここ

数年、集中豪雨や河川の氾濫、第１次産業への

影響など、温暖化の影響だと思われる被害が出

ています。

近年、地球全体で急激な気候変動が起きてい

ます。化石燃料の大量使用や森林伐採等が主な

原因である可能性が高いとされています。私た

ち一人一人が温暖化を自分のこととして考え、

行動していくことが必要であります。

レジ袋の有料化、エコ包装の推進、温暖化を

防ぐため、様々な取組がされてきました。ＬＥ

Ｄ照明への切替えも、温暖化対策の取組の一つ
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であります。

そこで、蛍光灯の2027年問題についてお伺い

いたします。

国際会議において、施設等のＬＥＤ化を終え

ていない自治体や企業、また一般家庭もある中

で、2027年末までに蛍光灯の製造と輸出入が廃

止されることが決まりました。

ＬＥＤ化することは、蛍光灯に比べて消費電

力が大幅に削減され、電気代の節約だけでなく

ＣＯ の排出量の削減にもつながります。さら２

に、ＬＥＤ寿命は蛍光灯の４倍もあると言わ

れ、メリットは多く、導入を考える人も多いの

ではないでしょうか。

しかし、あまりＬＥＤ化が進んでいないよう

であります。理由は様々ですが、「まだ使える

から取替えの必要性を感じない」「ＬＥＤの工

事等の値段が高いから」という理由が多いよう

です。

カーボンニュートラルの計画の一環で

は、2030年までに政府の施設を100％ＬＥＤ化す

るとしていましたが、今回合意された水俣条約

を受け、３年前倒しでＬＥＤ化をすることにな

りました。

この条約を受け、民間に加えて、多くの自治

体がＬＥＤ化を進めることが予想されます。

メーカーの生産が間に合わなくなることや、国

際条約に基づく決定であれば、世界的な発光ダ

イオードの不足や資材不足が起きる可能性も指

摘されております。

一般照明用の蛍光ランプ製造・輸出入が2027

年までに廃止されることについて、知事の考え

をお伺いいたします。

以上、壇上からの質問とし、あとは質問席か

ら行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

近年、平均気温の上昇や災害の激甚化など、

温暖化に伴う環境問題は地球規模で深刻化して

おり、脱炭素化に向けて、社会全体で取り組む

ことが重要と考えております。

このような中、昨年11月の水銀に関する水俣

条約第５回締約国会議において、一般照明用蛍

光ランプの製造・輸出入を2027年までに段階的

に廃止することが決定されました。このこと

は、脱炭素の観点から、省エネ効果の高いＬＥ

Ｄ照明への切替えを進める大きなきっかけにな

るものと考えております。

県では、県有施設の照明のＬＥＤ化を順次進

めるとともに、事業者への導入支援等を行って

おりますが、一方で、照明の切替えに当たって

は、水銀を含む蛍光ランプの適切な廃棄・リサ

イクルへの対応も必要となることから、ＬＥＤ

照明への計画的な更新と蛍光ランプの適切な処

分について、市町村や関係団体と連携して、県

民等への周知を図ってまいります。以上であり

ます。〔降壇〕

緊急性がある問題であります○安田厚生議員

が、財政的な問題もありますので、適切に努め

ていただきたいと思います。

また、蛍光灯は、微量ではありますけれど

も、水銀が使われておりますので、ガラスの破

損に注意し、自治体の回収ルールに従って正し

く分別・排出していただくよう、県民の皆様に

も周知をお願いしたいと思います。

本庁舎及び総合庁舎ＬＥＤ化の現状と今後の

取組について、総務部長にお伺いいたします。

本庁舎及び総合庁○総務部長（吉村達也君）

舎については、平成25年度から順次ＬＥＤ化に

着手しており、昨年度までに、全22棟のうち、

各総合庁舎など12棟のＬＥＤ化が完了してお
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り、本庁舎など残り10棟についても、来年度ま

でに順次完了する予定であります。

なお、防災庁舎は、建設当初よりＬＥＤを採

用しております。

令和７年度に完了するという○安田厚生議員

ことで、初期費用が多額になるということも考

えられますので、予算の確保もお願いしたいと

思います。

県営住宅共用部分など県が設置・管理する部

分について、県として積極的にＬＥＤ化を推進

すべきと考えますが、そこで、県営住宅の共用

部分の照明器具のＬＥＤ化の現状と今後の取組

について、県土整備部長にお伺いいたします。

県営住宅の共○県土整備部長（桑畑正仁君）

用部分の照明器具につきましては、平成24年度

以降に建て替えを行った７か所の団地でＬＥＤ

照明を導入しております。

また、その他の団地におきましても、既存の

照明器具を有効に活用しながら、修繕の際にＬ

ＥＤ化を進めてきております。

今後、計画的な県営住宅の改修工事を行い、

早期のＬＥＤ化を目指してまいります。

入居世帯の高齢化が進む中、○安田厚生議員

電気代を負担に感じる高齢者は少なくないと思

います。

防犯や省エネ、環境対策の観点からも、県と

して積極的にＬＥＤ化を推進すべきだと考えま

すので、よろしくお願いいたします。

次に、県立学校のＬＥＤ化の現状と今後の取

組について、教育長にお伺いいたします。

県立学校につきま○教育長（黒木淳一郎君）

しては、リース契約による大規模な入替えや修

繕が必要となった場合の取替えなどにより、順

次ＬＥＤ化を図ってきております。

さらに、本年度から、運動場や体育館など消

費電力の大きい照明について、令和９年度を目

標にＬＥＤ化の取組を開始いたしました。

教育委員会といたしましては、今後とも、積

極的に改修等を進め、全県立学校の早期のＬＥ

Ｄ化を目指してまいります。

リース方式によって公共施設○安田厚生議員

のＬＥＤ照明導入を進める自治体も増えてきて

いるようです。また、体育館は避難所等にも使

用されますので、積極的に改修を進めていただ

きたいと思います。

次に、県内の信号機のＬＥＤ化の現状と今後

の取組について、警察本部長にお伺いいたしま

す。

県内の信号機の○警察本部長（平居秀一君）

ＬＥＤ化率につきましては、令和５年度末

で71.1％となっております。

信号機のＬＥＤ化につきましては、今後も計

画的に整備を推進してまいります。

信号機は70％を超える整備率○安田厚生議員

でありますけれども、信号機のＬＥＤ化を推進

するとともに、保守点検を定期的に実施し、今

後も信号機の適切な運用に努めていただきます

ようお願いいたします。

次に、Ｊ－クレジットについてお伺いいたし

ます。

Ｊ－クレジットには、大きく削減系と吸収系

があります。吸収系においては、森林管理分野

を中心に、農業・林業・漁業分野におけるＪ－

クレジット創出の取組が進んでいるようです。

本県でも、関係機関、市町村への情報発信を強

化するなど、スピード感を持って進めていくこ

とが必要であります。

この制度がまだまだ本県に浸透していない印

象ですが、森林吸収量を認証し、売買を促す森

林由来のＪ－クレジットの活用における県の取
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組について、環境森林部長にお伺いいたしま

す。

本県におけ○環境森林部長（長倉佐知子君）

る森林由来Ｊ－クレジットの取組は、今年３つ

のプロジェクトの登録が新たに承認されるな

ど、徐々に広がりつつあります。

一方で、プロジェクトの登録やクレジットの

認証などの手続が煩雑で費用負担が大きいこと

に加え、販売先の確保が課題であることから、

認証や取引の拡大に向けて、制度周知や支援が

必要と考えております。

このため県では、森林由来Ｊ－クレジット認

証促進事業により、昨年度から、制度周知のた

めの説明会の開催や相談対応、登録や認証に係

る費用の支援を行っており、今年度は新たに、

登録に必要な計画書の作成支援や販売者と購入

者のマッチングを行い、Ｊ－クレジットのさら

なる普及を図ってまいります。

他県では、適切に管理された○安田厚生議員

森林による二酸化炭素吸収量をクレジットとし

て県が認証し、県独自の森林由来のカーボンク

レジット制度を導入しています。森林吸収量を

認証し、ＣＯ 吸収量を売買する企業とマッチン２

グすることも大事でありますので、検討のほど

よろしくお願いいたします。

本県は、３つのプロジェクトで日本一を目指

して挑戦しています。その中の１つ、グリーン

成長プロジェクトの再造林率日本一への挑戦に

ついて、入郷地区の方から、杉のほかに、シイ

タケ栽培用の原木（クヌギ）、備長炭の材料

（アラカシ）などは対象にならないのかと相談

を受けました。

再造林率向上強化対策事業の補助対象樹種に

クヌギやアラカシが含まれているのか、環境森

林部長にお伺いいたします。

再造林率向○環境森林部長（長倉佐知子君）

上強化対策事業は、林業採算性の高い森林にお

いて、市町村と連携して造林や下刈り等に対す

る補助金のかさ上げを行うものであり、具体的

な実施内容については、市町村や森林組合等と

意見交換を重ね、その結果を踏まえて、現在、

補助金の交付に係る要綱・要領の制定作業を進

めているところであります。

かさ上げ補助の対象となる樹種につきまして

は、当初、木材生産を目的として杉とヒノキを

想定しておりましたが、循環型林業をより推進

するため、成長が早く家具材として利用される

センダンや、山村地域における特用林産物の生

産振興に向け、シイタケ原木用のクヌギやナ

ラ、木炭の原料となるアラカシを追加する予定

としております。

ありがとうございます。クヌ○安田厚生議員

ギ、アラカシなど栽培した木の株から、新しい

芽は再びＣＯ を活発に吸収しながら元気よく成２

長し、それを繰り返すことで健康的な森が常に

維持されています。美郷町、諸塚村、椎葉村の

代表する産業でありますので、よろしくお願い

申し上げます。

農林水産省によると、水稲栽培、いわゆる米

づくりでありますけれども、米づくりの過程で

行われる中干し期間を１週間延長することで、

メタンガスの排出量を３割削減できるそうで

す。農家が削減したメタンガスの排出量をＪ－

クレジット化して販売することで収益が得ら

れ、脱炭素だけでなく、農家の新たな収入源と

して確保するというクレジット創出について、

昨年でありますけれども、質問させていただき

ました。

新潟県では、既にＪ－クレジットとして認証

され、10アール当たり最大4,000円ほどの増収が

- 108 -



令和６年６月13日(木)

見込まれているとのことでした。

稲作の水を抜く中干しの期間を延長すること

によるＪ－クレジット制度の活用に向けた県の

取組について、農政水産部長にお伺いいたしま

す。

水稲の中干し○農政水産部長（殿所大明君）

期間延長によるＪ－クレジット制度の活用につ

いては、既に北海道や東北地方の一部産地でク

レジットの売買が始まっております。

中干し期間の延長は、土壌の乾燥やひび割れ

により、収量に影響する可能性があることか

ら、総合農業試験場では、品種や作型ごとに栽

培試験を実施するとともに、南那珂や北諸県地

域では、30アール程度の水田を使った現地実証

に取り組んでおります。

なお、本県は、東北地方等と比べて、クレ

ジットの対象となる水田からのメタンガスの発

生量が少ないことから、試験結果や現地実証を

通じた収量への影響、生産者へのメリットを見

極めながら、引き続き、制度の活用に向け、検

討を進めてまいります。

ありがとうございます。中干○安田厚生議員

し延長によるメタンガスの削減効果は、地域ご

との気候や土壌、水稲品種等の条件によって異

なることが分かりました。引き続き、Ｊ－クレ

ジット制度の検討を進めていただきますようお

願いいたします。

河川では、水産生物の生息場所をつくる手法

として、網に石を詰めた石倉カゴというものが

あります。石倉カゴは、ウナギのすみかを人工

的につくり出すことを目的とした人工構造物で

あります。また、ウナギ保護だけでなく、エ

ビ、カニ、ハゼなどの生き物のすみかをつくり

出す活用もされています。

県内河川における石倉カゴの設置実績と効果

について、農政水産部長にお伺いいたします。

豊かな内水面○農政水産部長（殿所大明君）

資源を育むためには、水生生物の生息環境と生

態系を保全することが重要であります。しかし

ながら、生息環境の変化などにより、近年、特

にウナギの資源が大きく減少しております。

このため、県内４つの内水面漁協では、国の

ウナギ生息環境改善支援事業を活用して、合わ

せて20か所の石倉カゴを設置しており、その後

の調査では、ウナギのほか、モクズガニなど多

くの種類が確認されるなど、一定の効果がある

ものと考えております。

県といたしましては、今後、石倉カゴを含

め、内水面資源の生息環境の整備について、漁

協等の意向を踏まえながら、その取組を支援し

てまいります。

近年の台風で山林崩壊が相次○安田厚生議員

ぎ、大量の土砂が河川に流れ込みました。現在

も断続的に濁りが発生し、魚などが減少してい

るといいます。石倉カゴの設置を増やしていた

だき、生物が生息しやすい環境保全につなげて

いただくよう要望いたします。

温室効果ガス排出・吸収量の報告において、

日本が世界で初めて藻場による吸収量の調査結

果を盛り込みました。ブルーカーボンに該当す

る吸収量は約35万トンであったと国連に報告さ

れました。沿岸の藻場の面積を増やし、吸収量

を拡大させることが大事であります。

そこで、藻場を維持拡大するための県の取組

について、農政水産部長にお伺いいたします。

藻場は、水産○農政水産部長（殿所大明君）

資源の育成の場として、また二酸化炭素の吸収

源として重要な役割を担っておりますが、近

年、面積が減少していることから、その維持拡

大を図る必要があります。
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このため県では、漁業者グループによる藻場

保全活動を支援し、一定の成果を上げているほ

か、漁港周辺の藻場を拡大するため、今年度か

ら新たに、水産試験場が開発した藻場礁を漁港

内に設置し、海藻の「たね」の供給源となる藻

場を造成する実証事業に取り組んでおります。

県といたしましては、今後とも漁業者グルー

プの活動を後押しするとともに、実証事業の成

果をガイドラインにまとめ、県内の漁港への展

開につなげるなど、藻場の維持拡大に取り組ん

でまいります。

海藻など光合成で温室効果ガ○安田厚生議員

スの二酸化炭素（ＣＯ ）を吸収することに着目２

し、港湾に藻場を形成するブルーインフラの取

組が全国で本格化し、各地でブルーインフラの

整備が進められています。引き続き、藻場の再

生に努めていただきますようお願い申し上げま

す。

また、日向市細島や平岩では、ウニによる藻

場の食害が深刻であります。藻場を荒らすウニ

を駆除するだけでなく、食用にしようという取

組が始まっています。「天然物よりあっさりと

して食べやすい」と好評のようでありますの

で、一度食べてみたいと思います。

「ウニ」「このわた」と併せて、日本三大珍

味と言われる「からすみ」が県内で生産されて

いるようです。ボラの卵を塩漬けにして乾燥さ

せたもので、およそ30日間天日干しで乾燥さ

せ、ようやく完成です。

魚の町、門川町には、からすみをつくる会社

が、ＳＡ・Ｔｅ黒潮、丸正水産と２社あり、２

社とも商工会の会員であります。一応報告で

す。丸正水産では、社長が30代と若く、亡き父

の念願であった「宮崎県をからすみの町にした

い」との思いを継ぎ、からすみブランドを開発

いたしました。知事には、私の手作りのからす

みを、一切れではありましたが、試食していた

だきました。いかがだったでしょうか。

水産加工企業の企業力を高め、ものづくり産

業としてチャレンジすることが大事でありま

す。

そこで、本県における水産加工業の現状と振

興策について、知事にお伺いいたします。

本県の令和５年の漁業○知事（河野俊嗣君）

生産量は全国第８位でありまして、多種多様な

水産物が水揚げされております。その豊富な海

の幸を加工品としてさらに利活用することが課

題となっております。

議員手作りのからすみは大変おいしいもので

ありまして、フードビジネスのさらなる可能性

というものに手応えを感じたところでございま

す。

県では、県産水産物の価値を見える化するた

めの機能性成分の分析や、消費者ニーズに沿っ

た商品開発の指導を行うとともに、輸出も含め

た販売力の強化を図るため、国の事業を活用し

た施設整備等の支援を行っております。

また、地域資源の価値や魅力を生かして所得

を向上させる海業の推進にも取り組んでおり、

地域の特色ある水産加工品等のプロモーション

活動やブランド化を支援することとしておりま

す。

これらの取組により、漁業と水産加工業を車

の両輪として新たな価値を創造し、本県水産業

の成長産業化と漁村の活性化につなげてまいり

ます。

ありがとうございます。もう○安田厚生議員

少しからすみが残っていますので、またいつか

機会を設けたいと思います。

門川町は古くから海産物の町として有名な地
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域であります。そこで水揚げされる新鮮な魚を

使い、ちりめんや開き干し、丸干し等の加工品

を生産する水産加工の技術は昔から受け継がれ

ています。からすみのような新たな商品を加え

ていただき、特産品として県内外にＰＲしてい

ただきますよう、よろしくお願いいたします。

全国的にお米の値段が上がっているようで

す。昨年の猛暑により、全国的に米の収穫量が

低下したことと、インバウンドの増加などによ

り、外食向けの米の需要が高まっているという

ことが値上げの要因となっているようです。

農林水産省によると、昨年の主食用の米の収

穫量は全国で約661万トンと、前の年から約９万

トン減少しております。今年の早期水稲米の高

額取引に期待したいと思います。肥料価格が上

昇し、生産コストが増加しています。それを反

映し、価格転嫁してほしいと思います。

そこで、宮崎県産米の売れる米づくりに向け

た県の取組について、農政水産部長にお伺いい

たします。

消費者に選ば○農政水産部長（殿所大明君）

れる品質の高い米を生産することは、農家所得

の確保の観点から、非常に重要と考えておりま

す。

このため県では、総合農業試験場における食

味のよい品種の育成や、農業改良普及センター

における気象予報に基づいた細やかな栽培管理

指導を通じて、品質の高い米づくりを推進して

おります。

また、こうした県産米が消費者に選んでもら

えるよう、青島太平洋マラソンの入賞者や実業

団チームへの新米提供によるＰＲ活動、学校給

食における利用促進に取り組んでおります。

こうした活動を通じて、持続可能な売れる米

づくりの取組をさらに進めてまいります。

気候の影響を受けやすい米づ○安田厚生議員

くりにおいて、猛暑の日が多い宮崎で品質の高

い特Ａを獲得することは容易ではありません。

このような状況でも安定的に特Ａを獲得するた

めには、地域一丸となって取り組むことが重要

であります。今年の価格動向に注目が集まって

います。生産コストの上昇分を価格転嫁できる

ことを期待いたします。

原材料費をはじめ人件費など、コスト上昇分

を価格転嫁できなければ、収益の悪化が避けら

れない企業も出てきます。賃上げが続く今、賃

上げは継続して行っていく必要があります。そ

のためにも、価格転嫁の問題はこれから大きな

課題となります。中小企業が適切に価格転嫁し

やすい環境をつくることが大事であります。

価格転嫁等により賃上げに取り組む中小企

業、小規模事業者への支援について、県の取組

を商工観光労働部長にお伺いいたします。

物価高や○商工観光労働部長（川北正文君）

人手不足等により厳しい経営環境にある事業者

が持続的な賃上げを行うためには、適正な価格

転嫁や生産性向上等による稼ぐ力の向上が大変

重要であります。

このため県では、国や経済団体等と締結した

「価格転嫁の円滑化に関する協定」に基づき、

県内企業への支援情報の周知等を行うととも

に、価格交渉力向上のためのセミナーの開催等

により、取引の適正化を図っていくこととして

おります。

また、小規模事業者による新事業展開をはじ

め、ものづくり企業の生産性向上等の取組を支

援しているところです。

今後とも、国や関係団体等と連携し、県民の

皆様にも御理解いただきながら、事業者の価格

転嫁等の取組を促進してまいります。
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今年の１月から５月までの企○安田厚生議員

業倒産件数は合わせて21件で、前の年の同じ時

期を11件上回ってます。今後の見通しについて

は、円安による資材の高騰に加え、人件費など

も上昇していて、倒産件数は増加していくと予

想されています。また、消費者も無駄なお金を

使わない、若者の節約志向が広がる状況です。

社会情勢に注視しながら、さらなる支援をお願

いしたいと思います。

先月、門川町、入郷地域の建設業の皆様と意

見交換をさせていただきました。その中で、資

材高騰や働き方改革、賃上げなど、苦しい現状

を聞かせていただきました。

設計労務単価や積算単価の引上げ、また週休

２日制を確保するための適正な工期の設定等を

お願いしたいとのことでした。建設業での価格

転嫁も必要だと感じました。

そこで、建設資材や人件費の高騰、週休２日

制に伴う経費の増加に対して、公共事業ではど

のように対応しているのか、県土整備部長にお

伺いいたします。

公共工事に使○県土整備部長（桑畑正仁君）

用する資材や人件費が上昇傾向にある中、受注

者が適正な利潤を確保するためには、最新の取

引価格を予定価格へ適切に反映することが重要

であります。

このため、生コンクリート等の主要材料につ

いて毎月実態調査を行い、最新取引価格を反映

させるとともに、設計労務単価については、国

に準じて12年連続で引き上げたところです。

また、週休２日工事に伴う経費の増加に対し

ましては、労務費や機械経費などの割増しを

行っております。

さらに、契約後に賃金や資材等が著しく上昇

した場合には、受注者の請求により請負額を増

額するスライド制度を適用しております。

今後とも、建設業者の安定経営のためにも、

資材単価等の動向を注視しながら、公共工事の

適正な執行に努めてまいります。

建設業は、年間を通して安定○安田厚生議員

した工事を受注できることにより、計画的な施

工体制が確保され、週休２日制も安心して取り

組めるため、発注時期と施工期間の平準化をお

願いしたいと思います。

また、最低制限価格を引き上げてほしいとい

う声もいただきましたので、前向きに検討して

いただきたいと思います。

次に、教育についてお伺いいたします。

学校には様々な電話があります。お褒めの言

葉、お叱りの言葉、プラスの内容であればよい

のですが、生徒指導や様々な教育活動に対し、

苦情や要望、クレームの電話がかかってくるこ

とも珍しくありません。中には理不尽なものま

であるようです。

勤務時間外における教職員の多忙化、長時間

労働が問題となっております。他県では、各学

校の電話に録音機能つき電話を設置すること

で、教職員の授業や事務に専念できる環境をつ

くるため、時間外電話対応ゼロを目指している

ところもあります。

学校に対する理不尽な苦情・要望に対して、

録音機能つき電話の導入は教職員の負担軽減に

つながると思いますが、現在の整備状況や今後

の対応について、教育長にお伺いいたします。

現在、県立学校に○教育長（黒木淳一郎君）

おける録音機能つき電話の整備状況につきまし

ては、50校中24校に設置されております。

保護者や地域住民からの電話による相談に

は、我が子への深い思いや悩み、学校への期待

などが背景にあると考えておりますが、時に
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は、議員の御質問にもありましたような理不尽

な苦情・要望など、教職員の職務に影響を及ぼ

すような電話もあり、このことへの対応には録

音機能が有効な場合もございます。

県教育委員会といたしましては、学校現場の

ニーズや実態等を踏まえながら、例えば電話機

器の更新の機会を生かすなど、導入の助言をし

てまいります。

ありがとうございます。熊本○安田厚生議員

市教育委員会では、学校にかかってくる電話は

相談や要望など内容が多様化し、対応に長時間

を費やすケースもあり、教員の長時間労働の一

因になっていました。このため、導入を求める

声が上がっていたとのことでありました。

また、宮崎県では県立学校24校で整備されて

いますが、録音機能つき電話が県内の小中学校

にも普及されるように、ぜひお願いしたいと思

います。

教職員と児童生徒の保護者との私的なやり取

りに、メール、ＳＮＳ等を利用して問題も発生

しております。夜中に教職員の個人携帯に連絡

が来て、対応に追われるという話も聞きます。

教職員に対し、保護者や生徒からメールやＳ

ＮＳ等で相談などは行われているのでしょう

か。県内の学校において、保護者から学校への

連絡手段についての現状を教育長にお伺いいた

します。

保護者から学校へ○教育長（黒木淳一郎君）

連絡する場合は、かつては職員の自宅の電話や

携帯電話にかけることもありましたが、現在

は、どの校種におきましても、おおむね学校の

固定電話を活用しております。

また、欠席等の連絡につきましては、連絡用

のアプリ等を使って、保護者はスマートフォン

の簡単な操作で送信し、その内容は学校の端末

から確認できるという連絡方法も使われており

ます。

その他、緊急連絡の手段として、管理職に学

校用携帯電話を貸与している市町村もございま

す。

「教職員のＳＮＳ利用に関す○安田厚生議員

るガイドライン」や「児童生徒・保護者との個

人的なやり取りは原則禁止」などと規定し、少

しでも教職員の負担を増やさないようにしてい

ただきたいと思います。

学校現場では、不登校やいじめ、保護者との

トラブルなど様々な問題が生じており、適切な

判断が難しい状況が増えているようです。

学校現場に理解のある弁護士が学校側の相談

相手となる、スクールロイヤーの制度がありま

す。問題解決に弁護士による直接助言を受ける

体制を構築することは大事であります。学校に

おける弁護士の活用について、教育長にお伺い

いたします。

現在、学校では、○教育長（黒木淳一郎君）

学校だけでは解決困難な事案に対して、臨床心

理士や社会福祉士など専門家による支援が求め

られており、加えて、法を根拠とした判断や解

決への対応も欠かせなくなってまいりました。

このため県教育委員会では、弁護士から専門

的な助言を受けることができる法律相談を実施

し、令和３年度からは、全公立学校の管理職等

を対象とした研修会を行っているところであり

ます。

さらに、今年度からは、児童生徒や教職員、

保護者を対象とした、いじめやネットトラブル

予防等のための弁護士による出前授業を実施し

てまいります。

今後も、弁護士会と連携して、学校の課題解

決に取り組んでまいります。
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研修会、講習会などを受ける○安田厚生議員

など、改めて教職員の大変さが分かりました。

弁護士等の活用を働き方改革の一つとして、授

業や生徒に向き合える時間も大事だと思います

ので、よろしくお願いいたします。

次に、介護行政についてお伺いいたします。

介護施設で働いている方から、近年、人手不

足によって、労働力の確保に困っていると相談

を受けました。介護の現場では、利用者が増え

る一方で、介護職を募集しても集まらず、人手

不足は深刻で、外国人労働者に頼ることも考え

ているということでありました。

外国人介護人材の現状と、外国人確保に係る

県の取組について、福祉保健部長にお伺いいた

します。

本県の介護○福祉保健部長（渡久山武志君）

に従事する外国人の数は年々増加し、令和５年

６月時点で285人となっております。

その中でも近年は、一定の専門性と技能を有

する在留資格「特定技能」の人材へのニーズが

顕著であり、半数を超える168名を占めている状

況です。

これまで県では、受入れセミナーの開催や留

学生への奨学金支給などに取り組んでおります

が、今年度は、特定技能外国人材の受入れを希

望する事業者に対しまして、相談対応からマッ

チング、雇用契約、入国までの一貫した支援に

新たに取り組んでおります。

介護需要が増加し、介護人材不足が見込まれ

る中、県としましては、重要な担い手となる外

国人材の確保・定着に引き続き取り組んでまい

ります。

県内の介護施設等と県内で就○安田厚生議員

労を希望する外国人介護人材とのマッチング支

援を行う事業説明会が本日行われていると聞い

ております。また後日、報告をお願いしたいと

思います。

先週６日に行われました事業説明会では、オ

ンラインを含め20名が参加され、積極的に受入

れをしたいなどの前向きな意見もあるようでし

た。

外国人労働者の育成就労制度を新たに設ける

ための法律の改正案が国会で審議されておりま

す。育成就労で外国人の就労が増えると思いま

す。介護現場での人手不足の解消につなげてい

ただきたいと思います。

今後、外国人介護人材が増えてくると、生活

拠点が必要となります。公営住宅の活用も含

め、外国人介護人材の居住支援に係る県の取組

について、福祉保健部長にお伺いいたします。

介護に従事○福祉保健部長（渡久山武志君）

する外国人が増加する中で、さらなる確保・定

着のためには、居住支援も含めた受入れ支援が

重要であります。

これまでにも県におきましては、外国人材の

円滑な職場定着を促進するため、介護福祉士資

格取得や通勤のための自転車購入費用の補助な

どの支援をしておりますが、今年度からは、外

国人材受入れ初年度に限り、家賃や住居修繕費

に対しても補助を実施することとしておりま

す。

今後、外国人材の受入れを進めるに当たって

は、居住支援員へのニーズがさらに高まると思

われますので、公営住宅の空き住戸の活用も含

め、様々な方策を検討してまいります。

外国人介護人材を受け入れ、○安田厚生議員

実際に働いてもらうためには、生活の拠点とな

る住居の確保が必要であります。しかし、社宅

や寮がないとの相談も受けています。

先週の説明会では、地元の企業でありますけ

- 114 -



令和６年６月13日(木)

れども、外国人材を８名ほど雇用したいという

ような経過を聞いております。そのためにまた

相談に乗ってほしいということでありますの

で、多分住居のことなのかなと思っているとこ

ろであります。

外国人材の住居確保の対策として、県が先行

して県営住宅の活用によるモデル実証に向けた

取組をお願いしたいと思います。

次に、市町村の連携についてであります。

東臼杵郡では、美郷町、諸塚村、椎葉村が消

滅可能性自治体に該当しました。今回脱却した

自治体もありますが、各自治体も危機感を強

め、今まで以上に対策の強化をしていると思い

ます。

消滅可能性自治体の公表結果の受け止めと、

今後の人口減少対策の取組について、知事に思

いをお伺いいたします。

今回、人口戦略会議が○知事（河野俊嗣君）

公表しました、いわゆる消滅可能性自治体

は、10年前に公表された分析を、直近の国勢調

査における将来推計をベースに更新したもので

あります。

前回と比較すると、該当する自治体数は減少

したものの、とりわけ山間地の自治体を中心

に、依然として、人口減少が加速する厳しい状

況にあると受け止めております。

本県ではこれまでも、人口減少への対応を県

政の最重要課題に位置づけ、対策を講じてきた

ところであります。市町村におきましても、例

えば、椎葉村の交流拠点施設カテリエによる地

域活性化への取組や、諸塚村の特定地域づくり

事業協同組合の設立など、様々な工夫を凝ら

し、特色ある地域づくりに奮闘されておりま

す。その広がりというものも感じられます。

消滅可能性という言葉は、大変深刻な印象を

与えるものでありますが、過度に悲観すること

もなく、かといって、消滅可能性自治体の該当

から外れたとして、それを楽観視してしまうと

いうことも誤りであろうかと考えております。

今後とも、市町村との緊密な連携の下、地域

の実情に応じた取組をサポートしてまいります

とともに、産業界や労働界等とも改めて危機感

を共有しながら、オール宮崎で人口減少対策を

進めてまいります。

ありがとうございます。先ほ○安田厚生議員

どの美郷町、諸塚村、椎葉村は、決してそのよ

うなことはなく、私から見れば、人口減少対策

のために本当に頑張っているような地域であり

ますので、よろしくお願いいたします。

人口減少問題は、効果が出るまでには長い時

間を要します。しかし、早く取り組めば取り組

むほど効果があると思いますので、よろしくお

願いいたします。

出会い、結婚、子供を産み、育てることがで

きるような社会づくりをすること、それが人口

減少の流れをストップさせる基本であります。

岸田内閣が昨年掲げた異次元の少子化対策の

「こども誰でも通園制度」が日本中で注目され

ています。保護者の就労の有無にかかわらず、

保育園などを定期的に利用できる制度です。全

ての親子がニーズに合わせて保育園を利用でき

る仕組みがつくられることになります。

岸田内閣の次元の異なる少子化対策の目玉政

策である「こども誰でも通園制度（仮称）」の

概要について、福祉保健部長にお伺いいたしま

す。

いわゆる○福祉保健部長（渡久山武志君）

「こども誰でも通園制度」は、全ての子育て家

庭を支援していくことなどを目的としておりま

して、生後６か月から２歳までの未就園児を対
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象に、保護者の就労状況を問わず、月当たり一

定の時間数まで柔軟に利用できる新たな制度で

ございます。

現在、全国115の自治体で試行的に取り組まれ

ており、国において、令和８年度の本格実施に

向けて、課題の整理や詳細な制度設計が行われ

ているところです。

県といたしましては、今後も国の動向を注視

し、円滑な制度開始に向けて、市町村や関係機

関と連携を図ってまいります。

この制度をめぐっては、保護○安田厚生議員

者を中心に賛成する声がある一方で、保育現場

からは「負担が増える」といった声も相次いで

います。保育現場を知ってもらい、その上で、

モデル事業を通して、十分な検証と現場への説

明が必要だと思います。

この保育園事業でありますけれども、０歳か

ら５歳児までは子育てが大変だと聞きます。３

～４子が育つまで、安心して子育てしやすい環

境の整備も必要だと思いますので、よろしくお

願いいたします。

本県が掲げる３つの日本一挑戦の１つ、子ど

も・若者プロジェクト、日本一生み育てやすい

県への挑戦に向けて、宮崎県ならではの「こど

も誰でも通園制度」になれるよう期待いたしま

す。

中山間地域の高齢化が進む地域では、燃料費

の高騰は、住民の生活を支える移動販売の運営

にも影響しています。高齢者の暮らしを支える

移動販売に、商工会がガソリン代の補助金を出

すところもあるようです。定期的に地域を訪れ

る移動販売に、高齢者を見守る役割も担っても

らおうという狙いもあります。

原油価格や物資の高騰など、経済情勢が大き

く変わる中、地域の暮らしをいかに支援してい

くのか、自治体の創意工夫が求められていると

ころであります。

中山間地域において、移動スーパーなど買物

支援は欠かせないものです。県の支援策につい

て、総合政策部長にお伺いいたします。

急速な人口○総合政策部長（重黒木 清君）

減少が進む中、住み慣れた地域で安心して暮ら

し続けるためには、日常生活に必要な機能や

サービスを維持・確保していくことが大変重要

であります。

このため県では、地域住民やＮＰＯなど、多

様な主体が連携・協働しながら地域全体の生活

を守る「宮崎ひなた生活圏づくり」を推進して

おります。

この取組により、各地域におきまして、医

療、交通、買物など、日常生活の維持に必要な

支援やサービスの提供が行われており、移動

スーパーにつきましては、県としては、新規開

業や事業拡大に必要な車両や備品の購入費用な

どに対して補助を行っております。

引き続き、市町村と連携して、中山間地域に

お住まいの方々が安心して暮らせるよう取り組

んでまいります。

ありがとうございます。地域○安田厚生議員

を守るということで、大変必要な事業だと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

日之影町では、人口減少や高齢化が急速に進

む中、社会福祉協議会が「ランちゃんが行

く！」という買物代行支援を行っています。町

内の買物難民にとって必要不可欠な事業になっ

ています。

また、小林市須木では、買物困難者を取り巻

く環境は厳しさを増す一方で、すき商工会が買

物支援策として買物代行と配達を行っているそ

うです。生活のための移動手段がない山間部の

- 116 -



令和６年６月13日(木)

高齢者にとって、なくてはならないサービスと

なっています。

椎葉村商工会では、移動スーパーにガソリン

代の助成を行うそうです。椎葉村は中心部から

次の集落まで50分かかるところがあります。

このような中山間地域の実情を踏まえた支援

策が必要と思われます。総合政策部、商工観光

労働部など各部局が連携し、中山間地域の課題

にも支援してほしいと思います。支援策に地域

の格差があってはならないと思いますので、支

援のほどよろしくお願い申し上げます。

次に、警察の行政についてお伺いいたしま

す。

人間の約4,000倍以上とも言われる鋭い嗅覚を

持ち、優れた特性を発揮して活躍する警察犬

は、犯人の追跡や証拠品の収集、時には犯人に

立ち向かうなど、指導士と一体となって活躍し

ています。

行方不明者捜索や犯罪捜査で協力を依頼する

嘱託警察犬と指導士に嘱託書を交付した記事を

拝見いたしました。

そこで、令和６年度の嘱託警察犬及び指導士

の嘱託数、令和５年の出動状況及び出動に係る

費用について、警察本部長にお伺いいたしま

す。

令和６年度は、○警察本部長（平居秀一君）

警察犬45頭、指導士30名を嘱託しています。

令和５年中の出動状況でありますが、合計108

件で、内訳は、行方不明者等捜索が100件、犯罪

捜査が８件となっています。

また、出動時間は約221時間で、１回の出動で

平均２時間活動していることになります。

出動に係る費用は、嘱託警察犬が出動した場

合、指導士に対し、出動謝金として、１時間当

たり昼間であれば3,500円、深夜であれば5,000

円を支払っております。また、警察犬の所有者

に対しても、借り上げ謝金として、１時間当た

り1,500円を支払っております。

なお、餌代や医療費等の飼育・管理費は、全

て飼い主負担となっております。

嘱託警察犬の指導士や所有者の方々の社会貢

献に対する崇高な精神に敬意を払うとともに、

今後とも連携を強化し、安全で安心な宮崎の実

現に努めてまいります。

ありがとうございます。出動○安田厚生議員

件数108件、出動時間が221時間、総額80万8,500

円支払われております。餌代や管理費は全て指

導士、所有者が負担しているということは、嘱

託警察犬はボランティアだということがよく分

かります。どうにか援助したいなという気持ち

にもなりました。

嘱託警察犬、指導士は、持ち前の能力を生か

して社会貢献をしています。新聞の記事では、

指導士の方は、「現場に出動した際、行方不明

者には生存してほしいと思いながら調査に当た

る。凶悪事件についても、犯人がこれ以上、罪

を重ねないよう早期に見つけていきたい」と抱

負を語っておりました。

嘱託警察犬は指導士たちのボランティア精神

に支えられてきた現状があります。人のお役に

立ちたいという社会貢献の思いに感謝いたしま

す。

次に、終活についてお伺いいたします。

近所の方から、「私が亡くなればお墓はどう

しよう。無縁墓になってしまうので墓じまいを

考えている」などの相談を受けています。ま

た、今年初めに亡くなられた親族から、「納骨

堂を希望しているが、空きがないため順番待ち

をしている」との話を聞きました。

人口減少がさらに進めば墓が荒れていくこと
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が予想され、対策が必要と思われます。一般墓

地に代わり、管理しやすい納骨堂の需要が高

まっているように感じます。

お墓の代わりに納骨堂を建てる場合、どのよ

うな課題があるのか、福祉保健部長にお伺いい

たします。

納骨堂の管○福祉保健部長（渡久山武志君）

理は、「国民の宗教的感情に適合し、且つ公衆

衛生その他公共の福祉の見地から、支障なく行

われること」とされておりまして、納骨堂の経

営には、その設置場所により、市の場合は市長

の、町村の場合は知事の許可が必要となりま

す。

原則として地方公共団体が経営者となります

が、地方公共団体の経営する墓地、納骨堂で

は、地域の需要を満たせない相当の事由があ

り、経営の非営利性及び永続性があると認めら

れる場合には、公益法人、宗教法人及び地縁団

体に対して営業の許可をいたしております。

ありがとうございます。お墓○安田厚生議員

がないことでまず直面するのが、納骨場所がな

いという問題であります。

手元供養や樹木葬などがありますが、墓じま

いなど行政に求められる政策や課題は大きく変

化してくると思います。早期の対策が必要と思

われますので、どうぞよろしくお願い申し上げ

ます。

以上で私からの質問を終わります。ありがと

うございました。（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○濵砂 守議長

した。

明日の本会議は、午前10時から、本日に引き

続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時43分散会
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午前10時０分開議 

 

出 席 議 員（37名） 

２番 永 山 敏 郎 （県民連合立憲） 

３番 今 村 光 雄 （公明党宮崎県議団） 

４番 工 藤 隆 久 （  同  ） 

５番 川 添   博 （宮崎県議会自由民主党） 

６番 荒 神   稔 （  同  ） 

７番 福 田 新 一 （  同  ） 

８番 本 田 利 弘 （  同  ） 

９番 山 内 いっとく （  同  ） 

10番 山 口 俊 樹 （  同  ） 

11番 下 沖 篤 史 （  同  ） 

12番 齊 藤 了 介 （  同  ） 

13番 濵 砂   守 （  同  ） 

14番 黒 岩 保 雄 （緑 風 会） 

15番 脇 谷 のりこ （親 和 会） 

16番 松 本 哲 也 （県民連合立憲） 

17番 山 内 佳菜子 （  同  ） 

18番 坂 本 康 郎 （公明党宮崎県議団） 

19番 二 見 康 之 （宮崎県議会自由民主党） 

20番 日 高 博 之 （  同  ） 

21番 後 藤 哲 朗 （  同  ） 

22番 佐 藤 雅 洋 （  同  ） 

23番 日 髙 陽 一 （  同  ） 

24番 安 田 厚 生 （  同  ） 

25番 日 髙 利 夫 （  同  ） 

26番 内 田 理 佐 （  同  ） 

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか） 

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団） 

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会） 

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲） 

32番 坂 口 博 美 （宮崎県議会自由民主党） 

33番 山 下   寿 （  同  ） 

34番 外 山   衛 （  同  ） 

35番 武 田 浩 一 （  同  ） 

36番 丸 山 裕次郎 （  同  ） 

37番 中 野 一 則 （  同  ） 

38番 山 下 博 三 （  同  ） 

39番 野 﨑 幸 士 （  同  ） 

欠 席 議 員（１名） 

31番 重 松 幸次郎 （公明党宮崎県議団） 

 

 

 

 

地方自治法第121条による出席者 

知 事  河 野 俊 嗣 

副 知 事  日 隈 俊 郎 

副 知 事  佐 藤 弘 之 

総 合 政 策 部 長  重黒木   清 

政 策 調 整 監  田 中 克 尚 

総 務 部 長  吉 村 達 也 

危 機 管 理 統 括 監  児 玉 憲 明 

福 祉 保 健 部 長  渡久山 武 志 

環 境 森 林 部 長  長 倉 佐知子 

商工観光労働部長  川 北 正 文 

農 政 水 産 部 長  殿 所 大 明 

県 土 整 備 部 長  桑 畑 正 仁 

宮崎国スポ・障スポ局長  山 下 栄 次 

会 計 管 理 者  米 良 勝 也 

企 業 局 長  松 浦 直 康 

病 院 局 長   村 久 人 

財 政 課 長  池 田 幸 優 

教 育 長  黒 木 淳一郎 

警 察 本 部 長  平 居 秀 一 

監 査 事 務 局 長  坂 元 修 一 

人事委員会事務局長  田 村 伸 夫 

 

事務局職員出席者 

事 務 局 長  小 牧 直 裕 

事 務 局 次 長  海 野 由 憲 

議 事 課 長  菊 池   博 

政 策 調 査 課 長  西久保 耕 史 

議 事 課 長 補 佐  松 本 英 治 

議 事 担 当 主 幹  弓 削 知 宏 

議 事 課 主 任 主 事  上 園 祐 也 

議 事 課 主 任 主 事  青 野 奈 月 

 

 

 令 和 ６ 年 ６ 月 1 4 日 （ 金 曜 日 ） 
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一般質問◎

これより本日の会議を開きま○濵砂 守議長

す。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、下

沖篤史議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○下沖篤史議員

ざいます。宮崎県議会自由民主党、小林・西諸

県郡選出の下沖篤史です。

傍聴に来ていただいた皆様、ネットで御視聴

の皆様、ありがとうございます。

先月、25道府県が加盟する「日本創生のため

の将来世代応援知事同盟」による将来世代応援

知事同盟サミットが本県で開催され、人口減少

に向き合い、若者や女性が地方で活躍できる地

方分散型社会を実現していくことなどが議論さ

れたと聞きました。日本の人口減少に歯止めを

かけるため、人・物・金が東京へ一極集中する

流れを一刻も早く変える必要があります。

地方の負担で子育てや教育のサービスを受け

て育った子供は、これから税金を納めようとす

る段階で大学進学や就職で上京し、東京都に税

金を納めます。すると、財源の少ない地方はま

すます衰退していきます。このような状況を改

善し、豊かな東京から日本全体に財源がきちん

と行き渡るようにすべきと考えます。

知事は現在、全国知事会の地方税財政常任委

員長という立場にありますので、この点につい

て、強く声を上げていってほしいと思います。

そこで、東京都に税収が集中していることに

ついて、知事は、全国知事会の地方税財政常任

委員長として、どのように考え、今後どのよう

に取り組んでいくのか伺います。

ほかの項目につきましては質問者席より行い

ます。

以上、壇上からの質問を終わります。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

企業などが集積する東京都に税収が集中する

ことで、子育てや教育などの行政サービスの格

差が拡大し、東京一極集中の流れがさらに加速

し、地方の衰退につながっていくのではないか

と強い危機感を持っております。

これまで、地方法人二税 法人住民税と法―

人事業税において、累次の偏在是正の措置が講

じられてきたものの、依然として、人口１人当

たりの税収額を見ると格差が存在します。最高

の東京と最低の奈良では5.9倍の格差があるとい

うことであります。令和４年度の地方税収が過

去最高を記録するなど増加傾向にある中、税収

の格差がさらに広がることも懸念されます。

このため、全国知事会ではかねてから、地方

税の充実とともに、税源の偏在性が小さく、税

収が安定的な地方税体系の構築を国に求めてき

ております。国の骨太方針においても、昨年は

踏み込んだ記述がなされ、意を強くしたところ

であります。

また、最近では、東京都に隣接する３県の知

事が、子育てなど行政サービスの格差につなが

る税源偏在是正を国に要望したという大変印象

深い出来事もございました。

今後も、税収の偏在状況を注視しつつ、行政

サービスの地域間格差が過度に生じないよう、

地方税財政常任委員長として、各都道府県の意

見を調整しながら、地方が安定的に行政サービ

スを提供していくための税財源の確保に全力で

取り組んでまいります。以上であります。〔降壇〕

令和６年６月14日(金)
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ぜひとも地方税財政常任委員○下沖篤史議員

長として、人口減少対策のリミットが2025年と

も言われていますので、待ったなしの状況であ

ります。少子化対策に挑むためにも、全国の知

事とともに、早期の税収の偏在是正をよろしく

お願いいたします。

現在、東京や大阪への人口流出は、コロナ禍

で減少傾向にあったんですけれども、コロナが

明けて、流出がまた拡大していると聞いており

ます。コロナ禍での業務継続とリスクヘッジの

観点からも、リモートワークが加速し、東京で

の人材の奪い合いを避けて、人口流出先の地方

へと、企業が地方に目を向けている状況もある

と聞いております。

そのような企業の動きを後押しするのが、2015

年の税制改正でできた地方拠点強化税制制度で

す。令和６年の税制改正で、この制度が令和８

年３月31日まで延長されることになりまして、

内容も大分拡充されております。このような税

制優遇策も活用し、東京一極集中の是正を進め

ていただきたいと思います。よろしくお願いし

ます。

続きまして、県道１号線の交通規制に関して

なんですけれども、えびの高原－硫黄山周辺の

県道１号線については、火山活動により交通規

制が始まって７年がたとうとしております。噴

気孔を避けるバイパスを整備して、2022年11月

から土日限定で開放されておりますが、度々交

通規制がかかっております。

県道１号線の火山ガスの影響による立入規制

基準について、県土整備部長にお伺いいたしま

す。

県道１号小林○県土整備部長（桑畑正仁君）

えびの高原牧園線の火山ガスの影響による立入

規制基準につきましては、火山の専門家や関係

自治体などで構成する検討会で議論を重ね、活

動火山対策特別措置法の規定により設置された

霧島山火山防災協議会において決定しておりま

す。

具体的な基準につきましては、県道沿いに設

置した自動観測器で火山ガス濃度を測定し、道

路利用者の健康に影響を及ぼすおそれのある二

酸化硫黄５ｐｐｍ、硫化水素20ｐｐｍを、瞬間

値で１時間に10回以上、または10分以上継続し

て超過した場合に立入規制を行っております。

県道１号線は、えびの高原と○下沖篤史議員

小林市の生駒高原を結ぶ観光ルートで、宮崎・

鹿児島両県にある霧島連山の主要な観光ルート

でもあります。現在でも、７年たつ中で、観光

・交通両面で多大な影響が長年続いておりま

す。今後の交通開放の拡大に向けて、どのよう

に考えているのか、県土整備部長にお伺いいた

します。

県道１号小林○県土整備部長（桑畑正仁君）

えびの高原牧園線につきましては、硫黄山噴火

による通行止め以降、通行再開を望む地域の声

もある中、専門家や関係機関の意見を踏まえ、

必要な安全対策や基準を設けた上で、令和４

年11月から土日の昼間のみの暫定的な交通開放

を行っております。

しかしながら、昨年６月から約６か月間、ま

た今月にも、暫定開放を中止するほどの基準を

超える火山ガスが観測されており、現在も硫黄

山は活発に活動している状況にあります。

観光面をはじめ、地域経済への影響は十分認

識しておりますが、道路利用者の安全確保が最

優先でありますことから、交通開放の拡大につ

きましては、引き続き火山活動の状況を注視す

るとともに、専門家の意見も踏まえながら、慎

重に検討してまいります。
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私たちの地元のすぐ近くなの○下沖篤史議員

で、昔からよく行っていたんですけれども、昔

は火山ガスを含めて煙もすごかったように感じ

ておりました。昔は噴気孔の近くまですぐに行

けたんですけれども、あの御嶽山の一件以来、

何かしら火山というものに対して厳しく動き始

めている。責任を取りたくないのか分からない

ですけれども、国もそうですが、厳しくすれば

いいというものではないと思うんですよね。

現在も通行時は車両停止禁止でありますが、

その中でも、車という密閉空間を生かして、ウ

インドーを閉めてエアコンを内気循環に変えれ

ば、ガスを含めた影響は大分減ると思います

し、さらに最低速度を決めることによって、30

キロなら30キロで移動してもらうことを決めて

通過できるようなとか、いろいろアイデアを出

し合ってほしいなと思います。それに関しまし

て、霧島山火山防災協議会でも、交通開放拡大

の検討をぜひとも進めていただきたいと思いま

す。よろしくお願いします。

続きまして、鹿児島空港への高速バスについ

てですけれども、九州地方知事会と経済界でつ

くる九州地域戦略会議は、６月４日に、九州内

の鉄道やバス、フェリーなど、様々な交通機関

の検索・予約・決済を専用アプリにより一括決

済で提供できるサービス、九州ＭａａＳを８月

１日に始めると発表いたしました。

これからの九州の周遊観光拡大に多大な期待

をされておりますけれども、宮崎から鹿児島空

港への高速バスがコロナ禍の中で運行中止にな

り、コロナ禍が明けて再開されると思っていま

したが、いまだに再開されておりません。

今後の周遊観光のためにも、高速バスの運行

再開が必要と考えるが、総合政策部長にお伺い

いたします。

宮崎と鹿児○総合政策部長（重黒木 清君）

島空港をつなぐ高速バスの運休によりまして、

現在、両区間を直接つなぐ公共交通機関がない

状況です。同路線の再開により、鹿児島空港か

らのインバウンドの取り込みなども期待されま

すが、近年のバス業界は深刻な運転手不足など

の問題があり、現時点では同路線の運行再開は

困難であると伺っております。

しかしながら、鹿児島空港を起点とする周遊

観光の促進は、本県の観光誘客にとって重要な

課題であると認識しておりますので、今年８月

にサービスが開始されます九州ＭａａＳを活用

するなど、地域周遊に資する公共交通ネット

ワークについて研究してまいります。

この前、グーグルで検索をか○下沖篤史議員

けたら、南部のほうから高速バスに乗ると、鹿

児島市内に行って、それから鹿児島空港に行く

ルートしか出てこないんですね。車で行くと２

時間なのが、バスで行くと５時間、６時間とか

いう表示が出ましたので、宮崎の観光のために

も、ぜひ生かしていただきたいと思います。

今、高速道路のほうが、民間も公共交通もな

い交通空白地帯となっておりますので、民間と

の競争もありません。あと、限定されている区

間でもありますので、宮崎－鹿児島空港までの

間を、全国で実証実験が始まっているライド

シェア等の活用等も検討していただけたらと思

います。

続きまして、国スポ・障スポを生かした宮崎

の活性化等ですけれども、令和９年、第81回国

民スポーツ大会と第26回全国障害者スポーツ大

会が本県で開催されますが、スポーツ振興のみ

ならず、大会を通して全国へＰＲする重要な機

会と考えます。

中でも、天皇皇后両陛下の御来県は、県民の
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皆様が心待ちにしておられるところでもありま

す。大会の御臨席のみならず、県内の御視察も

期待されておりますが、過去に行われた国体で

の御視察の状況について、国スポ・障スポ局長

にお伺いいたします。

国○宮崎国スポ・障スポ局長（山下栄次君）

民スポーツ大会は、地方行幸啓の一つであり、

これまで天皇皇后両陛下が、総合開会式への御

臨席と併せて、地方事情を御視察されることが

恒例となっております。

過去の国体における状況といたしましては、

令和元年の茨城国体では、卓球競技を御覧にな

られ、森林総合研究所の林業用樹木の研究開発

施設を御視察されました。

令和２年及び３年につきましては、新型コロ

ナの影響で国体が開催されておらず、令和４年

の栃木国体は、日帰りの御臨席であり、御視察

は行われておりません。

また、昨年の鹿児島国体では、フェンシング

競技を御覧になられ、農産物の生産加工会社を

御視察されております。

天皇皇后両陛下の御来県は、○下沖篤史議員

第55回全国植樹祭の御臨場以来23年ぶりの御来

県になります。「神話のふるさと宮崎」に両陛

下が御来県される際は、ぜひとも、天孫降臨伝

説の故郷として知られ、初代天皇の神武天皇が

誕生されたと伝わる高原の地へ里帰りという感

じで御訪問していただきたいと考えますけれど

も、知事のお考えをお聞かせください。

昭和54年に本県で開催○知事（河野俊嗣君）

されました「日本のふるさと宮崎国体」では、

昭和天皇が、西都原古墳群や宮崎神宮、平和台

公園などを御視察になられました。

県としましては、天皇皇后両陛下が御来県い

ただける場合には、大会に伴う行幸啓の御日程

等も踏まえながら、地方事情の御視察先につい

て、宮内庁に提案してまいりたいと考えており

ます。

神武天皇が高原で御誕生にな○下沖篤史議員

られたと伝えられている皇子原神社や、小林に

は日本最古の歴史的神社であるとされる霧島岑

神社もあります。ぜひとも陛下の御巡幸の中に

入れていただけたらと思っております。

続きまして、東九州新幹線等調査事業につい

てお伺いいたします。

宮崎市から九州新幹線の新八代駅をつなぐ新

八代ルートと、東九州新幹線の北九州－宮崎、

宮崎－鹿児島の計３ルートの案の需要予測など

に関する調査を県として現在進めております

が、調査事業のスケジュールについて、総合政

策部長にお伺いいたします。

東九州新幹○総合政策部長（重黒木 清君）

線等調査事業は、所要時間、整備費用、整備効

果などを調査するルート調査事業と、調査結果

の説明や検証等を行う県民向けのシンポジウム

を開催する機運醸成事業で構成しており、現在

は、ルート調査について、事業者を選定し、調

査に取り組んでいるところであります。

今後のスケジュールにつきましては、秋頃に

ルート調査が完了する見込みとなっております

ので、その結果につきまして、11月議会をめど

に報告させていただき、来年の１月頃にシンポ

ジウムを開催する予定としております。

県としても、調査結果の発表○下沖篤史議員

後、シンポジウムで議論を行っていくというこ

とで、どういう結果が出るか分からないですけ

れども、県民が一体となって、早期着工に向け

た運動の展開をよろしくお願いいたします。

続きまして、県職員の異動等についてですけ

れども、特に農畜産業の農家さんからよくお聞
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きするのが、技術指導員等の異動が３～４年で

は早過ぎるという御意見をお伺いします。

農業技術指導員は、農家さんと一緒に取り組

んで成果が出るまで長期間かかります。せっか

く指導員と農家さんが取り組んでいても、人事

異動で次の指導員が来て、経験や専門外の方た

ちだと、信頼関係づくりからやらないといけな

い部分で、ゼロからの出発になってしまうとい

う声もあります。

職員の専門性を高めるためにも、人事サイク

ルについては、柔軟に考える必要があると思い

ますが、総務部長にお伺いいたします。

人事異動につきま○総務部長（吉村達也君）

しては、業務の必要性はもとより、職員の希望

や能力、幅広い経験を積むことによる人材育成

等にも配慮しながら行っております。特に、人

事ローテーションにつきましては、従来から農

業普及や研究部門など、より専門的で知識や経

験を要する職務については、在課期間を通常よ

りも長くするとともに、担当する業務の進捗状

況等を十分把握し、異動による支障が生じない

よう、柔軟に対応しております。

人材の確保が厳しくなる中、効率的な体制の

下、課題に的確に対応するため、人事異動を行

う際には、職員の人材育成の観点はもちろんの

こと、業務の専門性や継続性も踏まえた、柔軟

で多様な人事ローテーションに取り組んでまい

ります。

職員の方たちからも聞きます○下沖篤史議員

と、新しい品種が宮崎に合うかどうか実証実験

している中で、そろそろ結果が出てくるという

ところで異動になったりとか、そういう意見も

多々お聞きしますので、ぜひともお願いしたい

と思います。

あと、私が小さいとき、家の農作業の手伝い

をしていると、指導員をされている方が毎週の

ように来て、イチゴを始めて間もない両親を支

えてくれて、長年寄り添ってくれて、退職後も

度々「大丈夫ですか」と訪ねてきてくれたり、

本当に感謝の言葉しかない指導員の皆さんたち

がおりました。

あと、今、温暖化によって今まで見なかった

病害虫が発生して、作付ができなくなった品種

も多々あります。農業の発展には、普及所や指

導員・研究員が欠かせません。柔軟な対応も含

めて、農家さんの声も聞いて、人事を含めた部

分に生かしていただきたいと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。

続きまして、医療事故の現状についてです。

ある新聞記事にて、患者の死亡事故の原因を

究明する国の医療事故調査制度で、都道府県の

報告件数に５倍の差があり、医療機関に報告の

判断を委ねた結果、対応がばらついているとの

ことでした。遺族らは「必要な調査が行われて

いない」として、遺族の依頼で国指定の第三者

機関が調査できる改革を求めているとの報道が

ありました。

2023年末までの８年３か月で報告件数は

計2,909件、人口100万人当たり年2.8件、都道府

県別では、本県が5.2件で最も多い状況でした。

しかし、全国で５倍の差が出るのは疑問が残

ります。本県も含めて報告が多い県では、医師

会が事故調査の専門医の派遣から報告書作成ま

で支援を行っており、積極的な医療安全に取り

組んでいる結果ではないかと考えております

が、福祉保健部長にお伺いいたします。

医療事故調○福祉保健部長（渡久山武志君）

査制度は、事故の再発防止を目的としまして、

医療機関が自主的に原因を究明し、国が指定す

る医療事故調査・支援センターに報告する制度

- 126 -



であります。

本県の医師会では、平成27年10月の制度開始

当初から、医療従事者を対象としました研修会

の開催や、院内調査を行う医療機関に専門医を

派遣するなど、本制度の定着に取り組んでおり

まして、医療機関の管理者が制度の趣旨を適切

に理解しておりますことが、報告件数の多さに

つながっているものと受け止めております。

県としましては、本制度に基づき、適切に報

告されることで、医療事故の再発防止が図ら

れ、県民への安全な医療の提供につながってい

くものと考えております。

医療事故遺族の再発防止への○下沖篤史議員

願い、患者安全と医療の質の向上を目指す医療

関係者の努力でようやくできた制度でありま

す。今後も県民への安全な医療提供をよろしく

お願いいたします。

続きまして、母乳保管バンクについてですけ

れども、ここ数年、オーストラリア、ニュージ

ーランド、ポーランド、トルコ、中国、インド

など、多くの国で母乳バンクができました。そ

の理由は、母乳が赤ちゃんの病気を防ぐだけで

はなく、赤ちゃんの将来にわたってよい効果を

もたらすことが分かってきたためです。

中でも、1,500グラム未満で生まれた赤ちゃん

は腸が未熟で、腸に負担がかかってはいけない

のですが、お休みする期間が長いと、腸が萎縮

してしまうので、できるだけ早くから負担の少

ない母乳を少しずつ入れて、腸を成熟させる必

要があります。このようなことから、母乳保管

バンクの取組が進められております。

そこで、本県における1,500グラム未満で生ま

れた赤ちゃんの現状を、福祉保健部長にお伺い

いたします。

県内の1,500○福祉保健部長（渡久山武志君）

グラム未満の低出生体重児の数は、令和２

年、63人、令和３年、63人、令和４年、57人と

なっており、出生数の１割弱を占めておりま
※

す。

超未熟児と言われる1,500グラ○下沖篤史議員

ム未満の赤ちゃんなんですけれども、医療の進

歩をもってしても、毎年60名近くいらっしゃる

ということで、かなり深刻な状況と捉えており

ます。

母乳を中心とした栄養方法は、早産で生まれ

た赤ちゃんや病気を持った赤ちゃんにとって、

様々なよい効果をもたらすことが知られていま

す。しかし、中には、十分な量の母乳が出ない

場合や、お母さんの状態により、母乳を使用で

きない場合もあります。そんなときに赤ちゃん

に不利益が生じないようにするための母乳バン

クが必要とされております。

そこで、県内での母乳バンクの状況につい

て、福祉保健部長にお伺いいたします。

母乳バンク○福祉保健部長（渡久山武志君）

は、提供いただいた母乳を検査等を行った上で

保管し、一定の基準を満たしている医療機関に

提供する仕組みです。

現在、母乳バンクの整備に向けて、国による

調査研究が進められているところであり、国内

では、東京で２つの団体がこの取組を行ってお

ります。

県内では唯一、宮崎大学医学部附属病院が母

乳バンクから提供を受けることができる施設と

なっております。

先ほどの御質問の中で、私「出生数の１割弱

を占めております」と申し上げました。正しく

は、「出生数の１％弱」でございました。訂正

いたします。

医療の進歩をもってしても致○下沖篤史議員

※ このページに訂正発言あり

令和６年６月14日(金)
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命的な疾患である壊死性腸炎など、ドナーミル

クの活用で予防が高く期待される疾病も存在

し、欧米で実績のある母乳バンク活動の日本に

おける普及は、大変意味があることと考えてお

ります。本県では始まったばかりの母乳バンク

ですので、県内での周知を推進し、県内でのド

ナー確保等の研究を今後ともよろしくお願いい

たします。

続きまして、精神障がい者支援についてで

す。昨年度の議会でも複数の議員から質問がな

されておりますが、再度質問させていただきま

す。

現在、県が助成している重度障がい者・児医

療費公費負担事業においては、精神障がい者は

対象に入っておりません。

現在、県内では、日向市、木城町、新富町が

独自に助成を行っております。九州では、鹿児

島県が、今年の７月から新たに精神障害者保健

福祉手帳１級の所持者を対象に加え、本県以外

の県は、精神障がい者も助成対象となっており

ます。

障がい者の支援に関して、地域間で格差が

あってはならないと考えますが、重度障がい者

・児医療費公費負担事業について、精神障がい

者の方たちを助成対象に加えることに対する県

の考えを、福祉保健部長にお伺いいたします。

重度障がい○福祉保健部長（渡久山武志君）

者・児医療費公費負担事業は、障がいのある方

の健康と福祉の向上を図る上で大変重要な事業

であります。

当該事業では、精神障がいのある方への助成

は対象外としておりますが、現在、実施主体で

ある市町村に対しましてアンケート調査を行う

など、対象範囲の拡大について検討を進めてい

るところでございます。

今回の一般質問に至ったの○下沖篤史議員

は、精神障がいのお子さんを持たれている高齢

の親御さんたちから切実な訴えがあったからで

す。ぜひとも、障がいのある方が県内どこに住

んでいても同じ助成が受けられるよう、早期対

応をよろしくお願いいたします。

続きまして、就労継続支援Ａ型・Ｂ型につい

てです。

通常の事業所に雇用されることが困難な障が

い者につき、就労の機会を提供するとともに、

生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、

その知識及び能力の向上のために必要な訓練を

行う事業で、雇用契約を結び利用するＡ型と、

雇用契約を結ばないで利用するＢ型の２種類が

あります。

障がい者の自立や社会進出に欠かせない事業

ですが、今年度から就労継続支援Ａ型・Ｂ型の

選考方法が変更されたということでありますけ

れども、その概要を福祉保健部長にお伺いいた

します。

就労継続支○福祉保健部長（渡久山武志君）

援事業所の指定は、昨年度までは、開設を希望

する事業者から随時個別に申請を受け付けまし

て、県において内容を審査し、指定を行ってお

りました。

今年度からは、期限を定めて公募し、応募の

あった事業者について、県及び市町村障がい福

祉関係課の職員を委員とした障がい保健福祉圏

域ごとの審査会で選考を行った上で指定するこ

とといたしました。

これは、生産活動の内容や経営の安定性など

を比較検討いたしまして、より地域の実情に即

した質の高いサービスの提供につなげるために

変更したものでございます。

今回の制度改正により、利用○下沖篤史議員
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者の需要を超えて就労継続支援事業所が乱立

し、競争が激化すると、廃業する事業所が多数

発生し、利用者の不利益になるという懸念の声

もお聞きするが、地域の状況を踏まえて、乱立

を防ぐためにも、指定する事業所数には制限が

あるのか、福祉保健部長にお伺いいたします。

就労継続支○福祉保健部長（渡久山武志君）

援は、障害者総合支援法において、その総量を

規制できるサービスとなっております。

本県では、事業所の乱立によるサービスの質

の低下を防ぐ観点からも、宮崎県障がい福祉計

画に定める必要なサービスの見込量に提供でき

るサービスの量が既に達している場合、または

指定することによりこれを超えることになる場

合には、新たな指定は行っておりません。

利用者の皆様への質の高い○下沖篤史議員

サービスと、支援事業所の育成と継続的なサー

ビスの提供が両立できるように、今後とも調整

して動いていただきたいと思います。

続きまして、工業用地についてです。

半導体需要の高まりにより、関連企業をはじ

め、九州進出が続いております。全国で誘致合

戦が激化する中、工業団地の確保が問題となっ

ております。中でも、大規模な企業になります

と、20ヘクタール近くの工業用地を求めるお話

も聞いております。このような広大な工業用地

は、農地を転用しないとなかなか確保が難し

く、転用には時間がかかり、スピード感が重要

な企業誘致の弊害となっております。

そのような中で、６月補正事業の半導体関連

企業誘致加速化事業の目的と事業内容を含め

て、県の工業団地確保の考え方について、商工

観光労働部長にお伺いいたします。

九州全体○商工観光労働部長（川北正文君）

で半導体関連企業の集積が進む中、本県におい

ても企業からの問合せが増加しており、その受

皿となる工業団地の確保が急務であると認識し

ております。

このため、今議会の補正予算で計上しており

ます事業により、半導体関連企業の誘致を目的

とした工業団地整備に係る調査を行う市町村に

対し、補助率のかさ上げ等を行うことで、市町

村の団地整備を促進することとしております。

引き続き、市町村が取り組む地域特性を生か

した工業団地の確保を支援することで、九州全

体の流れを県内に呼び込んでまいります。

工業団地の造成は、あくまで○下沖篤史議員

市町村が主体となりますけれども、来るか来な

いか分からない企業誘致では、なかなか踏み出

せない状況にあります。県と市町村間での情報

共有、協働が重要と考えますけれども、県と市

町村が連携した企業誘致の取組について、商工

観光労働部長にお伺いいたします。

県は、市○商工観光労働部長（川北正文君）

町村との企業情報の共有はもとより、県外企業

への訪問や県内への視察受入れの対応を行うほ

か、研修会において、市町村職員とともに、企

業立地に係る知識の習得や資質の向上に努めて

おります。

また、県と市町村で構成する企業立地促進協

議会において、誘致活動の一環として、自治体

が立地環境をＰＲする展示会等への出展や、新

聞掲載による情報発信等に取り組むとともに、

立地企業の人材確保を目的として、企業紹介パ

ンフレットを作成し、県内高校等に配布してお

ります。

今後とも、市町村の方針を踏まえ、連携を図

りながら、積極的な企業立地に取り組んでまい

ります。

東京一極集中の是正やＵＩＪ○下沖篤史議員
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ターンの増加を図るためにも、企業誘致は欠か

せません。今まで市町村で独自に営業を行って

いた部分もあります。企業からの問合せが増え

ているこのタイミングを逃すと、今後このよう

な企業誘致のチャンスはなかなか出てこないと

考えております。市町村と連携して企業ニーズ

をいち早く把握し、迅速な企業誘致につながる

ように、県が積極的な役割を果たすよう、よろ

しくお願いいたします。

続きまして、漬物製造事業者への支援等につ

いてです。

地域の食文化、地域の味とも言える漬物です

が、今回の食品衛生法の改正に当たって、漬物

製造業は令和３年６月から許可制の対象に。３

年間の経過措置が今年５月31日で期限を迎えた

ため、その時点までに許可を得ていない業者は

漬物の販売ができなくなる。

今回の改正では、設置基準についても全国統

一化が図られたと聞くが、厚生労働省などによ

ると、具体的に、手洗い設備はレバー式、洗浄

後の手指の再汚染が防げる構造などを求めてい

るほか、製造場所として家の台所との兼用はで

きないといった規定があり、設備面での投資に

対応できない業者が廃業する懸念があります。

また、ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生

管理が制度化され、事業者は自ら施設ごとの衛

生管理計画をつくり、記録の実施や検証を行う

ことになりました。

食品衛生法の改正により、漬物製造業者が

減っているのではないかという懸念があります

けれども、本県への影響について、福祉保健部

長にお伺いいたします。

漬物製造業○福祉保健部長（渡久山武志君）

の一部事業者では、高齢であり、後継者がいな

いことなどから、今回の改正を契機として、事

業を継続されない事例もあると伺ってはおりま

す。

本県では、製造設備の整備について、法改正

以前より、条例で公衆衛生上必要な基準を定め

ておりましたことから、多くの事業者は、法改

正によって大きな設備投資が求められることは

なく、規制のなかったほかの県に比べますと、

影響は少ないものと考えております。

本県は他県と違い、法改正以○下沖篤史議員

前から条例で厳しく定めていたことにより、影

響が少ないということで、安堵したところであ

ります。

しかしながら、様々な物産販売所を見ていま

すと、高齢者の方々が様々な加工品を出品され

ており、漬物を含めた加工品を通じて、地域の

伝統文化を守っておられます。食品衛生法の改

正により、手間も増えておるということも聞い

ております。新たな許可業種となった事業者に

対して、今後どのような支援を行っていくの

か、福祉保健部長にお伺いいたします。

漬物製造業○福祉保健部長（渡久山武志君）

者をはじめ、新たに許可業種となった食品関連

事業者に対しましては、本年５月31日までの３

年間の経過措置期間におきまして、保健所ごと

に、講習会や個別相談、現地確認等を実施し

て、許可取得に必要な手続やＨＡＣＣＰに沿っ

た衛生管理の方法について、事業者の実態に応

じた指導や助言を行ってきたところでありま

す。

地域の伝統や文化を守りつつ、食の安全を確

保するため、今後も引き続き、事業者それぞれ

の業態に合った衛生管理ができるよう、許可取

得及び事業継続について、寄り添った継続的支

援、技術的支援を行ってまいります。

このような様々な法改正、制○下沖篤史議員
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度改正のときに、高齢者の方がなかなかついて

いけないというお声も聞いております。地域の

伝統文化、食文化を絶やさないためにも、事業

継続できるように、切れ目ない支援をよろしく

お願いいたします。

続きまして、動物愛護事業についてです。

現在、地域猫活動申請者は、自治会長や公民

館長と定められておりますが、ある地域では、

自治会長や公民館長の意思により、申請不可と

なっている地域が存在し、繁殖を食い止めるこ

とができていません。

しかし、環境省が自治体に向けて定めている

基本指針では、これまでの動物愛護管理法の改

正に合わせて「普及啓発の強化や、地域猫活動

に対する理解の促進等を通じ、所有者等のいな

い子犬及び子猫の発生を防止するための取組を

推進すること」と改正されております。

熊本市では、2022年から、２名以上の市民グ

ループの申請により、動物愛護センター内での

手術を実施しております。熊本県も今年６月よ

り同様に実施することとなっております。

そこで、本県においても地域猫申請者を、自

治会長、公民館長ではなく、個人申請に変更で

きないか、福祉保健部長にお伺いします。

地域猫活動○福祉保健部長（渡久山武志君）

は、飼い主のいない猫が無秩序に繁殖すること

によりまして、不幸な猫が増えてしまうこと

や、ふん尿などによる周辺環境への被害を防止

するため、周辺住民の理解の下、不妊去勢手術

を行った上で、地域で飼育する取組でございま

す。この取組には、個人の御意見だけではな

く、地域としての理解と協力が欠かせないもの

であると考えております。

その地域としての理解が、自○下沖篤史議員

治会長一人で判断されていいのか。対策が必要

な地区で、自治会長からの申請がどうしてもで

きずに、１か月で10匹から20匹の子猫が生ま

れ、数が増え過ぎてしまったことでトラブルが

さらに悪化したというケース等もあると聞いて

おります。自治会長等の地域猫事業への理解促

進を含め、個人申請の検討もぜひともよろしく

お願いしたいと思います。

続きまして、宮崎県は南北に長い形状で、動

物愛護センターまでの移動時間が片道３時間か

かる地域も存在し、捕獲した犬猫の運搬がネッ

クとなっております。特にその時間がかかる県

北地域での地域猫出張手術等を検討できない

か、福祉保健部長にお聞きします。

動物愛護セ○福祉保健部長（渡久山武志君）

ンターにおきまして、年間1,000頭を超える地域

猫の不妊去勢手術を実施しております。猫の不

妊去勢手術は、原則として申請者によります搬

送をお願いしており、県北などの地域によりま

しては、宮崎市までの搬送が負担となっており

ます。

そこで、昨年度より、県内の動物病院に協力

していただき、各地域で手術を実施していると

ころであります。この取組により、昨年度は10

病院で274頭の手術を実施しております。しかし

ながら、県北地域では協力いただく動物病院が

少なく、十分に対応し切れていない状況であり

ます。

設備等の問題によりまして、県北地区での出

張手術は困難でありますことから、引き続き協

力いただける病院の掘り起こしに努めてまいり

ます。

これまでにも何度か、ボラン○下沖篤史議員

ティアの皆様、団体からも、この県北の件に関

しては要望が上がっておると思います。

地域猫の不妊手術ですが、執刀する職員、獣
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医師の不足等が理由であるならば、野良猫等の

不妊手術を専門とした移動手術車両を所有する

獣医師の方もいらっしゃいます。そういう方へ

依頼して、時間がかかる山間部の県北の方たち

にも、地域猫活動の負担を減らせるような取組

を検討していただきたいと思います。

続きまして、地域猫活動の第一歩が捕獲であ

ります。民間団体の寄附により、以前より各保

健所の捕獲器の台数は増えたんですけれども、

まだまだ不足しているのが現状であります。

さらに、引き取られた負傷猫や幼齢猫等のケ

ア及び動物愛護センターで対応できない手術を

行う宮崎市の無料不妊手術事業協力病院があっ

たんですけれども、今年度で閉院されることが

分かりました。年間2,000匹以上の手術をそこが

行ってきたんですけれども、そこがなくなった

後、一般の病院に対応していただくと。なくな

る前に対応しないといけないんですけれども、

今後、一般の病院に対応していただくために

も、予算確保を目的としたガバメントクラウド

ファンディングを検討できないか、福祉保健部

長にお伺いいたします。

ガバメント○福祉保健部長（渡久山武志君）

クラウドファンディングとは、自治体が抱える

問題解決のために、ふるさと納税等の寄附金の

使い道をより具体的にプロジェクト化し、共感

した方々から寄附を募る仕組みであります。

今回、動物愛護団体の皆様方からは、十分な

数の捕獲器の購入などの予算確保の手段の一つ

として御提案いただいております。

どのように地域猫の管理を行うべきかとの全

体的な課題とも関連する御提案でありますの

で、今後、必要な施策とその予算を検討する際

の参考としていきたいと存じます。

全国の自治体でも、結構いろ○下沖篤史議員

んなネットで調べますと、動物愛護を目的とし

て、使途を特定したふるさと納税の動きが広が

りつつあります。ぜひとも宮崎県としても、こ

ういう不幸な猫、犬を発生させない、ふるさと

納税を含めた取組を検討していただきたいと思

います。

次に、飼い猫の引取り、地域猫トラブル、捨

て猫の相談が、愛護団体と個人ボランティアに

多く寄せられております。地域猫事業の継続的

な実施と並行して、これらの問題を解決へと導

くことができる対策を講じなければ、クレーム

対応に追われ、保健所職員の負担が増すばかり

であります。県民から寄せられる相談への対応

が難しくなると思っております。

そこで、飼い主の事情により居場所を失う猫

たち、餌をもらえなくなった地域猫たち、この

ような捨て猫トラブルに包括的に対応するた

め、動物愛護団体や個人ボランティア、関係団

体、行政機関による検討会の設置を検討できな

いか、知事にお伺いします。

現在、動物愛護団体や○知事（河野俊嗣君）

個人ボランティアの方々には、地域猫活動にお

ける地域住民へのサポート、動物愛護センター

での譲渡会の開催に当たっての連携、保護され

た離乳前の子猫を預かり保育するミルクボラン

ティアなど、多くの動物愛護業務に協力いただ

いております。

さらに、愛護団体には、飼い猫の引取りや捨

てられた猫の相談などが直接寄せられ、御対応

いただいていると聞いております。私も、猫好

き、動物好きの一人として、不幸な動物を少し

でも減らしていきたい、そういう強い思いを抱

いております。

動物愛護行政の推進には、これら団体や個人

の方々の協力が必要不可欠でありますので、関
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係者との意見交換会については早期に開催して

まいります。

早期に開催との言葉、誠にあ○下沖篤史議員

りがとうございます。動物愛護団体やボラン

ティアの皆様の支えなしには、動物愛護活動は

成り立ちません。

２月22日は、にゃん・にゃん・にゃんで「猫

の日」です。河野知事のＳＮＳ投稿で、知事の

実家の飼い猫、クロベエちゃんの訃報を知った

ときは、落ち込んだところでありました。そし

て、実家で飼われているすずちゃんのかわいい

写真も投稿されておりました。先ほど知事から

もありましたように、そのような猫好きの河野

知事が、動物愛護団体やボランティアの応援団

長になっていただき、宮崎日本一プロジェクト

の中に動物愛護日本一を目指していただけるこ

とをお願いしまして、私の一般質問を終わらせ

ていただきます。ありがとうございました。

（拍手）

次は、工藤隆久議員。○濵砂 守議長

〔登壇〕（拍手） 延岡市選○工藤隆久議員

出、公明党の工藤隆久です。今回も県民からの

御意見、また自身の政治課題について質問させ

ていただきます。知事、関係部長、教育長の皆

様には、通告に従いまして質問いたしますの

で、明快な答弁をお願いいたします。

ここ数年、資材・飼料の高騰、円安の影響

等、様々な要因で物価が高騰し、家計を圧迫し

ている状況が続いております。ニュース等で

は、「実質賃金アップを持続的に確保してい

く」などの政府の言葉をよく耳にします。

実質賃金とは、名目賃金から消費者物価指数

に基づく物価変動の影響を差し引いて算出した

指数であり、労働者が給与で購入できる物品

サービスの量を示すものです。

日経新聞によりますと、実質賃金をプラスに

するには、2024年には3.6％の賃上げが必要にな

るとの報道もあります。

また、政府は、2030年代半ばまでに最低賃金

を1,500円にする目標を示しています。大企業で

は労使交渉などで賃金アップがされますが、中

小企業が多くを占める宮崎県において、実質賃

金アップを確保できるのか、時給1,500円に中小

企業が耐えられるのか心配です。

今後続くと予想される物価高騰に対し、本県

における賃上げの実情を踏まえ、今後の持続的

な賃上げに向けた県の取組を知事にお伺いしま

す。

以上を壇上からの質問とし、以下は質問者席

から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

本県における今年の賃上げ率は、全国と同

様、昨年に引き続き一定の伸び率を示している

と承知しておりますが、中小企業・小規模事業

者が多くを占める本県では、人材確保の必要性

や物価上昇への対応などを背景に、業績が厳し

い中で賃上げを検討せざるを得ない企業もあ

り、その原資の確保が喫緊の課題となっており

ます。

このため県では、県内企業の稼ぐ力の強化を

目的として、生産性向上のための設備投資をは

じめ、販路開拓、新事業展開などに重点的な支

援を行うとともに、県が中心となって、国や県

内の主要経済団体等と締結した「価格転嫁の円

滑化に関する協定」に基づき、労務費などのコ

スト上昇分を適切に価格転嫁できるよう、機運

醸成の取組を行っているところであります。

現在も、燃油・原材料価格の高騰や人手不足

など、県内企業にとりまして大変厳しい環境下
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にありますが、引き続き関係団体等とも連携

し、事業者の持続的な賃上げにつながるよう、

しっかりと取り組んでまいります。以上であり

ます。〔降壇〕

ありがとうございます。大企○工藤隆久議員

業と中小企業との賃金格差が３倍になっている

との報道もあります。労働者不足がどの業界で

も進む中、人材確保の点からも、賃金は就職・

転職の際の大きな目安となります。まして、今

の就職世代はその辺をシビアに見ています。

「地元に残りたいけど、これでは暮らせない」

などと言われることがこれ以上ないように、経

営改善の手助け、デジタル化、機械化などを県

主導で進めていただきたいと思います。よろし

くお願いいたします。

次に、地元の方から、「県有施設での自動販

売機の県内企業優先発注はどうなっているの

か」と聞かれました。確かに、県内施設を気に

して見て回っていますと、有名企業ばかりの自

販機が目につきます。

そこで、県は「県内企業優先発注及び県産品

の優先使用等に係る実施方針」に基づき、公共

調達における地産地消を推進していると思いま

すが、県有施設における自動販売機の県内企業

の優遇措置があるのか、総務部長にお伺いいた

します。

県有施設におきま○総務部長（吉村達也君）

しては、各施設管理者が自動販売機１台ごとに

設置者を公募しております。公募に当たって

は、県内に本店を有する県内事業者の育成を図

る観点から、各施設の設置台数の半数までを限

度として、応募資格を県内事業者に限定する優

遇措置を講じております。

また、優遇措置以外の公募枠においても、県

内事業者の入札参加が可能であることから、現

在、県有施設に設置されている自動販売機282台

のうち、半数以上の152台が県内事業者により設

置されているところです。

ありがとうございます。今後○工藤隆久議員

とも県内企業の優遇継続をお願いいたします。

県内で経済が回ることが大事だと思います。今

後とも県主導で進めていただきたいと思いま

す。また、福祉、農福の観点も入れていただけ

ればありがたいと存じます。

先日、ＯＴＡ大手の方と懇談しました。イン

バウンドにおけるインターネットの戦略が大事

だと痛感いたしました。また、地域の勉強会

で、「どのようにインバウンドを進めていくの

か」の話合いに参加いたしました。いかに宮崎

がインターネット上で弱いのかを痛感しまし

た。ＳＮＳやインターネットで宮崎宿泊、宮崎

観光と調べても、なかなかヒットしてこない。

宮崎駿監督に大負けしている状況です。そもそ

も宮崎とのワードを外国人が検索するのか、他

県との関連づけ、また周遊コース戦略など、多

くの課題があると思います。

そこで、外国人観光客をどう呼び込むのか、

県のインターネットを活用したインバウンド誘

客の取組を商工観光労働部長にお伺いいたしま

す。

訪日外国○商工観光労働部長（川北正文君）

人の旅行形態が個人旅行にシフトする中、イン

ターネットでの情報発信を通じて、認知度向上

を図り、誘客につなげる取組の重要性が増して

おります。

このため、今年度、県では、公式観光サイト

の多言語化に取り組むとともに、ＳＮＳによる

情報発信や、ＯＴＡと呼ばれるオンライン旅行

代理店と連携したプロモーションを強化するこ

ととしております。
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これらの取組では、熊本や鹿児島等からイン

バウンドを取り込んでいくため、他県空港経由

で本県を周遊するモデルコースの設定や、九州

ＭａａＳを活用したデジタルチケットの造成を

行うとともに、ＯＴＡサイトへの宿泊施設等の

登録促進など、受入れ環境の充実も図りながら

誘客を促進してまいります。

ありがとうございます。東○工藤隆久議員

京、福岡などに行きますと、多くの外国人観光

客を見かけます。統計でも分かりますが、本県

は少し出遅れているようです。外国人観光客

は、来る前に宿泊地、観光名所を検索し、また

そのときに、順路はもちろん、レンタカーなど

の予約をしてくることが多いと聞きます。専門

家を交えながら戦略を練っていただけたらと思

います。

次に、人口減少が進む中、人口減少対策が本

県でも問題となっています。人口減少を解決す

る方向性としては、他国を見ますと、２つの方

向性があります。１つは、少子化対策として、

子育て支援であります。フランス、北欧などが

そのケースだと思います。また一方で、移住で

受け入れていくという対策もあります。

日本では、一部の専門職と技能実習生として

外国人労働者を受け入れております。はた目に

は増えているようには思えませんが、統計で見

ますと、令和５年10月末時点で200万人を超えて

おります。そして、毎年5,000人以上の技能実習

生の方が行方不明となっております。制度が変

わりまして、実習先を変えることができるよう

になり、変化はあると思いますが、5,000人以上

の方が行方不明となり、そこから犯罪に巻き込

まれる方も出てきていると予測ができます。

そこでまず、県内の外国人労働者数と技能実

習生の失踪者数を商工観光労働部長にお伺いい

たします。

県内の外○商工観光労働部長（川北正文君）

国人労働者数は、宮崎労働局によりますと、令

和５年10月末現在で7,021人となっております。

また、県内の技能実習生の失踪者数は、出入

国在留管理庁によりますと、令和４年の１年間

で117人となっております。

ありがとうございます。思っ○工藤隆久議員

たより多くの方が行方不明になっていることが

分かり、大変驚いております。この議場にいる

全員以上の方が１年間で行方不明になっている

と。

仕事環境の改善はもちろん、暮らしやすい住

環境を進めていくことが大事だと考えます。都

市圏とは違い、宮崎県においては地域コミュニ

ティーがまだ生きている地域が多くあります。

そこで、宮崎県における外国人住民が地域に

溶け込んで生活するために、どのような取組を

行っているのか、商工観光労働部長にお伺いい

たします。

本県にお○商工観光労働部長（川北正文君）

いて、外国人住民が増加する中、外国人が地域

社会の一員として生活するためには、受入れ環

境の整備が重要であります。

このため県では、ワンストップの相談窓口と

して外国人サポートセンターを設置し、就職、

医療、教育、運転免許等の様々な生活面での悩

みに対して、多言語対応を行っております。ま

た、県民と外国人が交流する伝統文化体験イベ

ントや日本語教室の開催に加え、県民向け多文

化共生講座を実施するなど、相互理解の促進に

も取り組んでおります。

今後とも、市町村や関係団体等と連携しなが

ら、外国人が地域において安全・安心に生活で

きる環境づくりを推進してまいります。
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コミュニティーにいかに外国人の方を巻き込ん

で日頃より交流を図るのか、何かあったときに

相談できる方、身近な人が地域にいるのかが重

要だと思います。

多くの外国人の方が単身で来ております。周

りは外国人ばかりです。外国人の方から見た

ら、日本人も外国人なので。彼らにとって当た

り前のことが当たり前ではありません。ヨー

ロッパにおきましては、「我々は労働力を呼ん

だが、やってきたのは人間だった」との有名な

言葉があります。人権を第一に、宮崎で働きた

いと思える地域づくりを、県として今後とも取

り組んでいただけたらと思います。

最近ニュースでは、空き家問題が多く報道さ

れています。先日、長野県から引っ越しを予定

されていた方が、実家の周りは空き家ばかりな

のに、不動産屋でも空き家バンクでもほとんど

情報が得られず、市の担当者に聞きますと、急

傾斜地、津波警戒区域は、空き家バンクでは紹

介できないと言われました。

宮崎県は、海に面し、山に面しており、漁港

近くの住宅地が密集した地区では、建て替えが

難しい地域が多く、また急傾斜地沿いの家も多

いと思います。空き家対策は、基本は市町村が

取り組むべきものではありますが、空き家の県

内の実情と空き家対策における県の取組を県土

整備部長にお伺いいたします。

国が今年４月○県土整備部長（桑畑正仁君）

に公表しました住宅・土地統計調査の速報値に

よりますと、県内の住宅総数は５万7,000戸で、
※

そのうち賃貸住宅等を除いた空き家は５万5,000

戸と推計され、住宅総数に占める割合は9.9％と

増加傾向にあります。

このような中、昨年の法改正により、管理が

不十分な空き家についても、所有者等に対し指

導や勧告ができるなど、対策が強化されました

が、一方で、実務を担う市町村からは、空き家

の管理状況を判断する基準等に苦慮していると

の声も伺っております。

このため県では、市町村空き家連絡調整会議

等を活用し、課題解決に向け、市町村への技術

的な助言や連絡調整などの支援を行い、空き家

対策の推進に取り組んでまいります。

ありがとうございます。移住○工藤隆久議員

対策として空き家を活用して進めていただきた

いし、また、空き家が多いのに新築物件がどん

どん建っている矛盾点、林業活性化の意味から

も、県内木材を使った新築・改築が重要だと思

います。今後とも、多様な観点から、県として

空き家をどう活用していくのか考えていただけ

ればと思います。私も研究してまいります。

製材業者の方、大工職人の方と意見交換会を

行いました。そこで課題となったのが、大工職

人、建築関係の技能者が減少・高齢化している

との問題です。県北で家を建てようとすると、

隣県から大工を呼ぶことがある。そうすると、

建築費用も増加し、ツーバイフォーの建築物件

ではなく、設計士が造る家、大工が建てる家が

建てづらくなっているのが現状であります。

そこで、県内の大工就業者数の現状とその育

成の取組について、商工観光労働部長にお伺い

いたします。

若者の技○商工観光労働部長（川北正文君）

能離れ、熟練技能者の高齢化が進む中、ものづ

くり分野においても人材不足は深刻な状況であ

ると認識しております。

議員御質問の県内の大工の就業者数は、令和

２年の国勢調査で3,960人と、５年前から約18％

減少しております。

※ 146ページに訂正発言あり

令和６年６月14日(金)
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このため県では、大工を含めた木造建築の担

い手について、産業技術専門校の木造建築科で

養成しており、昨年度の修了生18名のうち14名

が県内に就職しております。

また、事業主が実施する木造建築などの職業

訓練に対する補助を行っているほか、建築大工

を含む技能検定について、実技試験の受検手数

料の助成を実施しています。

引き続き、将来のものづくり分野を担う若者

の確保・育成を図ってまいります。

ありがとうございます。今後○工藤隆久議員

とも若手育成を続けていただくとともに、県内

就職を進めていただければと思います。宮崎の

家は宮崎の職人で造れるようお願いいたしま

す。

次に、有機農業についてお伺いいたします。

農林水産省は、「みどりの食料システム戦

略」の2050年までの目標として、農林水産業の

ＣＯ ゼロエミッション化、低リスク農薬への転２

換、耕地面積に占める有機農業の取組面積の割

合を25％に拡大するなど掲げています。

新規就農者の中には、有機農業をやりたいと

思う方が多い。その方たちへの指導ができる人

材がなかなかいないというのが現状だと思いま

す。また、新規就農者で有機農業者の一番の課

題は販路だと思います。有機農業をしている方

たちと連携して、有機農業の人材育成、販路指

導まで行っていくことが大事だと考えます。

そこで、有機農業を拡大するために、県はど

のように取り組んでいるのか、農政水産部長に

お伺いいたします。

有機農業を拡○農政水産部長（殿所大明君）

大するためには、新たに有機農業に取り組む農

業者の育成や、安定的に販売できる販路の確保

が重要であります。

このため県では、今年度から、県立農業大学

校において新たに有機農業のカリキュラムを設

けるとともに、地域の先進的有機農業者による

栽培技術の現地指導を進めていくこととしてお

ります。また、昨年度、有機農業者と量販店等

の実需者とのマッチング商談会を開始したとこ

ろであり、今後さらに拡充を図り、新たな取引

先の開拓を行ってまいります。

これらの人づくりや販路確保の取組を強化

し、国の目標も踏まえ、有機農業の拡大に積極

的に取り組んでまいります。

ありがとうございます。有機○工藤隆久議員

農業をしている方に会いますと、後進の育成に

はぜひ協力したいと言われる方が多いです。ぜ

ひ有機農業をしている方たちの横の連携を県で

やっていただけると助かります。

また、有機農業は、平場では広い面積をまと

めてする必要がありますが、中山間地域など比

較的面積が狭い地域では、隣接する耕地がない

ので、有機農業をやりやすいというメリットも

あると思います。有機農業を観光につなげる取

組もあります。県として、有機農業の拡大をい

ろいろな観点から研究し、進めていただけたら

と思います。

次に、農福連携についてお伺いします。

前回、農福について質問したときに、農業の

労働者としての視点が非常に強いと感じまし

た。確かに、１次産業で人手不足の中、農福は

人手不足解消の手法として非常に大事であると

思います。しかし、あくまでも福祉との視点を

忘れてはならないと思います。どのように障が

い者の方に働いてもらうのかが大事でありま

す。

また、農福は、就労支援として農業を使うこ

とで、工賃が上がり、自立できるよう促す効果
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も期待できると考えます。

そこで、障がい者の就労促進、工賃等の向上

を図る上で、農福連携が有効と考えるが、県の

取組を福祉保健部長にお伺いします。

農福連携○福祉保健部長（渡久山武志君）

は、障がい者の就労機会の拡大と工賃の向上、

さらには農業の担い手不足対策にもつながる大

変意義深い取組であります。

このため県では、農福連携推進センターを設

置しまして、就労継続支援事業所と農業者との

マッチングを進めており、令和５年度は10件の

請負契約に結びつけているほか、セミナーの開

催による支援人材の育成等を行っております。

また、自主事業として農業に取り組む就労継

続支援事業所に、農業の専門家を派遣する事業

も実施しております。

今後も、農政水産部等と連携し、障がい者の

農業分野における活躍の場を広める取組をさら

に推進してまいります。

ありがとうございます。外で○工藤隆久議員

太陽を浴び、土をいじり、耕し、自分で野菜を

作ることは、健康的であり、かつ達成感が味わ

えるよい職場です。高齢者施設などにも広げて

いただきたいと思います。施設に閉じ籠もって

いるよりかは、太陽を浴びたほうがいいのは当

たり前です。ぜひ今後とも農福連携の推進をお

願いいたします。

次に、ひきこもり問題についてお伺いいたし

ます。

県のひきこもり支援を使い、ひきこもりサ

ポーターをされている方たちと懇談会を持ちま

した。私もサポーターとして登録させていただ

いております。

ひきこもり支援については、宮崎県はすばら

しい取組をしていると考えますが、市町村単位

で見ると、地域格差があるように感じておりま

す。専門の窓口があるところ、広報を出してい

るところ、県のチラシを置いているだけのとこ

ろ、やはりひきこもり問題は身近な問題である

との周知が足りていないように感じておりま

す。そもそもひきこもりを相談していいのかと

いう県民の方も多いと思います。

そこで、ひきこもり支援の取組や相談窓口に

ついて、一層の周知が必要と考えるが、県の対

応を福祉保健部長にお伺いいたします。

県では、ひ○福祉保健部長（渡久山武志君）

きこもり問題の理解促進や相談窓口の周知を図

るために、当事者に接する可能性がある民生委

員や児童委員、社会福祉協議会、看護師などの

医療従事者や、ひきこもり支援に関心のある県

民を対象とした研修を実施しております。

また、社会で取り組むべき問題であることを

県民に広く知ってもらうために、テレビやラジ

オ、ＳＮＳ、リーフレットなど、様々な媒体で

の情報発信や、ひきこもりの長期化・高齢化が

もたらす8050問題の啓発セミナーを開催してお

ります。

今年度は、回覧板や広報紙など、市町村の広

報媒体も組み合わせまして、周知に取り組んで

まいります。

ありがとうございます。ひき○工藤隆久議員

こもり支援は総合支援であり、役所での横の連

携が必要であり、長期的な支援でもあります。

実態を把握する上でも、県民への周知が大前提

だと思います。悩んでいる方に声が届くよう、

どうぞよろしくお願いいたします。

次に、重症心身障がい者、医療的ケア児者に

ついてお伺いいたします。

地域で障がい者の方に過ごしていただくとい

う観点から、訪問医療の重要性を考え、医療的
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ケア児者を訪問診療する医療法人を視察、レス

パイト施設の見学にも行かせていただきまし

た。往診に同行させていただき、同行中、医師

より様々な助言をいただきました。

重症心身障がい者、特に医療的ケア児者は、

呼吸器、たん吸引器、胃瘻器などをつけている

ことがあり、通院が負担になっていることが多

い中、訪問医などは非常に有意義な制度である

と考えます。

また、視察先の医療法人では、電子カルテな

どデジタル化を進め、患者情報の医師同士の共

有化はもちろん、地域の基幹病院との連携を

行っており、緊急入院などの際、スムーズな移

管を可能にしておりました。医学的見地からも

重要だと思います。

重症心身障がい者、医療的ケア児者の親は、

子供の看病が大変であり、一人で悩みがちで

す。訪問してくれ、日頃より医師に相談できる

体制は、障がい者本人だけではなく、保護者視

点からも重要であると感じております。ぜひ宮

崎県でも訪問医などを進めていただく必要があ

ると思います。

脳の発達という観点から、小学校に上がるま

での年齢に、いかに親を含めた他人と接し、交

流するかが、子供のコミュニケーション能力の

発展、また性の自己認識につながります。重症

心身障がい者であろうが、医療的ケア児者であ

ろうが、この点においては、健常者と異なるこ

とはありません。自分ならではのコミュニケー

ション方法を模索しております。ここで重要に

なってくるのが、訪問医はもちろん、訪問看

護、訪問保育を保護者が利用でき、いかに保護

者以外の他人と交流を図るかです。

では、宮崎県において、このような支援が広

がっているのか、保護者の理解が広がっている

のか心配です。管轄においては、基礎自治体で

ある市町村に責任はあると思いますが、重症心

身障がい者、医療的ケア児者の福祉において、

市町村格差が激しい。この点は、日中一時支援

の支援金額からも明らかです。宮崎市において

は6,000円、西都児湯郡は3,000円、延岡市にお

いては1,770円です。お金があるなしの自治体差

はあってしかるべきだと思いますが、あまりに

格差が激しい。最低賃金にすら届かない自治体

が平然と存在しています。

県が主体となって、重症心身障がい者、医療

的ケア児者支援におけるプラットフォームなど

を作成し、市町村に体制構築、支援をするよう

促していくこと、人数が多くはないので、アウ

トリーチで進めていくことができるのではない

かと考えます。

そこで、重症心身障がい者等への支援につい

て、地域格差が問題であると考えるが、県とし

てどのように底上げを図っていくのか、福祉保

健部長にお伺いいたします。

地域におけ○福祉保健部長（渡久山武志君）

る重症心身障がい者等への支援の底上げを図る

ためには、それぞれの地域で医療・保健・福祉

・教育など各分野が連携し、地域の人材や施設

を有効に活用して、必要な支援に結びつけてい

くことが重要であると考えております。

このため県では、各地域における支援の協議

の場の設置促進を図るとともに、市町村や相談

支援事業所において、地域の関係機関との情報

共有や個別のケースに応じた支援計画の調整な

どを行うコーディネーターの養成を行っており

ます。

現在、18市町村においてコーディネーターが

活動しておりますが、令和８年度までには全て

の市町村への配置を行うことによりまして、地

- 139 -



令和６年６月14日(金)

域間格差の是正につなげてまいります。

ありがとうございます。よろ○工藤隆久議員

しくお願いいたします。

この点、重症心身障がい者等に対し、どのよ

うに支援していくのか、知事にも意気込みを聞

きたいと思います。

重症心身障がい者の○知事（河野俊嗣君）

方々、そしてその御家族におかれましては、日

常生活の中で様々な不安を感じながら過ごされ

ており、そのような皆様が社会から取り残され

ることなく、安心して健やかに過ごせる支援体

制づくりの重要性を強く感じております。

そのため、本県ではこれまで、在宅医療に関

する講習会や、重症心身障がい者を受け入れる

事業所への施設・設備の補助などの取組を行っ

てきております。また、今年度からは、医療型

・福祉型両方の短期入所施設に対し、受入れ実

績に応じた助成を行う事業を九州で初めて開始

したところであります。

今後とも、市町村や関係する皆様と意見交換

を行いながら、よりきめ細かなサポート体制の

構築に取り組み、重症心身障がい者とその御家

族が身近な地域で安心して生活できる環境づく

りをしっかりと進めてまいります。

ありがとうございます。今後○工藤隆久議員

とも進めていただければと思います。重症心身

障がい者の方にも、医療的ケア児者の方にも、

安心して生活できる宮崎にしていただきたいと

思います。

公明党は、病気の重症化を防ぎ、社会保障費

の削減の観点からも、予防医療の重要性を訴え

ております。予防医療として、各種ワクチン接

種の推進、日頃の運動推進などがありますが、

今回は健康診断についてお伺いいたします。

健康診断は、会社勤務の方は会社が責任を

持って毎年受けることが義務づけされています

が、個人事業主、バイトの方、専業主婦の方な

どは自己責任で受けるものです。健康診断は１

年に１回ですが、自己の健康を見直すよい機会

であり、病気の早期発見につながります。ま

た、生活習慣の改善の指導にもつながる大事な

ものです。

しかし、宮崎で胃カメラを受けようと思って

も、空いている病院がほとんどない。大腸がん

検査も同じです。

先ほど述べましたが、自己責任で健康診断を

受ける方たちへ健康診断の受診を促す取組を含

めて、医療費抑制には生活習慣病の早期発見が

大事であり、健康診断やがん検診の体制づくり

が重要であると考えるが、県の取組を福祉保健

部長にお伺いいたします。

診療を受け○福祉保健部長（渡久山武志君）

た人数に着目いたしますと、本県では、生活習

慣病が占める割合は、入院で約２割、外来で約

３割となっており、特定健康診査やがん検診に

よりまして、生活習慣病の早期発見、重症化予

防につなげることが重要でございます。

そのため県では、特定健康診査とがん検診と

の同時受診や、大学や商業施設での実施など、

医療保険者や市町村の取組事例を共有する機会

を設けることによりまして、受診しやすい環境

づくりを行っております。

また、科学的根拠に基づいたがん検診の推進

のために、医師や放射線技師等の従事者に対す

る研修を実施いたしますとともに、定められた

手順の遵守など、適切な検診実施体制づくりに

向けて必要な技術的支援を行っております。

ありがとうございます。先○工藤隆久議員

日、医師の方と話したときに、触診以外はオン

ライン化できると伺いました。医師が不足して
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いる現状を踏まえて、どう対策していくのかが

重要であると思います。先ほど述べた訪問医療

をしている施設では、デジタル化が進んでいま

した。効率化も進んでおりました。受診を促す

取組については、市町村と連携し、全員受診を

目指して取り組んでいただければと思います。

次に、５歳児健診について伺います。

５歳児健診は、精神発達の状況、言語障がい

の有無、社会性の発達などを早期に発見するた

めの健診です。３歳児健診までに多くの重篤な

先天性の身体的疾患は発見されます。一方で、

５歳児健診では、集団生活を営む上で必要な社

会性の発達や自己統制などの行動面の発達を評

価することが目的です。発達障がい、自閉症、

場面緘黙症などを早期に発見することで、その

子の特性に合った指導あるいは治療をすること

につながる、小学校に上がる前の重要な健診だ

と考えます。

本県における５歳児健診実施状況と体制整備

における今後の取組について、福祉保健部長に

お伺いいたします。

５歳児健康○福祉保健部長（渡久山武志君）

診査は、発達障がいや知的障がい等の子供の

個々の発達の特性を早期に把握し、必要な支援

につなげるためにも重要な取組であります。国

も昨年度から市町村を実施主体とした支援に乗

り出したところであり、県内では、令和６年５

月末時点で５市町が実施、９市町が今後実施を

予定しております。

県といたしましては、実施体制の整備に向け

て、市町村に対して国庫補助事業の活用を働き

かけ、健診従事者向け研修を開催するととも

に、担当する医師等の確保が難しい場合には、

医師会など関係機関と連携しながら、広域的な

調整を進めてまいります。

ありがとうございます。実際○工藤隆久議員

に小学校に登校してからの発見では、担任の先

生の知識いかんで判断が遅れ、教育が不十分に

なってしまいます。

現在、障がいは、特性あるいはギフテッドと

呼ばれていますが、その子に合った指導、教育

があってこそ、児童は伸びるものだと思いま

す。また、保護者の負担が減り、理解が進むも

のだと思います。ぜひ、子育て日本一の県とし

て進めていただく重要な政策だと思いますの

で、よろしくお願いいたします。

関連になりますが、我が家の子供について少

し心配になり、発達障がい等の診断を受けたい

と発達障がい者支援センターや病院に問合せを

したところ、初診までに半年待たなければいけ

ないだとか、さらに診断されるまでに１年以上

かかるといったケースをよく耳にします。

全国平均では2.6か月。早期発見をし、また特

性に合った指導、治療、改善が必要なところ、

宮崎県では行えていないのが現状です。発達障

がいの児童が増えている中、喫緊の課題であ

り、子育て支援の一環として非常に重要な課題

であると思います。

そこで、発達障がい等の診察を行う医療体制

をどう整備するのか、知事にお伺いいたしま

す。

発達障がいについて○知事（河野俊嗣君）

は、これを早期に発見し、必要な療育支援へつ

なげることが重要でありますが、医療機関の受

診待ちが数か月に及ぶなどの状況があり、対応

すべき課題であると受け止めております。

このため県では、診療を行っている医療機関

を県ホームページで公表するとともに、小児科

や内科などの地域のかかりつけ医が発達障がい

の診察や相談にも対応できるよう、県医師会や
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宮崎大学と連携した研修などに取り組んでお

り、診療を行う医療機関も徐々に増えてきてお

ります。

今後とも、関係機関と意見交換をしながら、

専門人材の育成など医療体制の整備に取り組ん

でまいります。

ありがとうございます。多動○工藤隆久議員

症、自閉症の診断は、オンライン診療で遠隔診

療が実施可能とする慶應大学の研究成果も出て

おります。全国的に見ても児童精神科医が少な

い中、どう制度設計していくのか、子育てしや

すい宮崎県にしていくのか、検討をお願いした

いと思います。

次に、不登校問題について質問いたします。

スクールカウンセラー、スクールソーシャル

ワーカーを本年度から増員していただき、小学

校でも相談できる体制をつくっていただいたこ

とは承知しておりますが、実際に不登校児童生

徒の親御さんから話を聞くところ、学校にカウ

ンセリングを受けたいと言っても、教頭、校長

の裁量なのでしょうか、受けさせていただけな

いとの話を聞きます。

また、カウンセリングを受ける児童について

も、授業時間を利用して受けることになるの

で、周りの理解が進んでいない中、非難の目

で、奇異な目で見られてしまうので、児童が受

けづらいといった意見もあります。

そこで、学校におけるスクールカウンセラー

による相談体制や、児童生徒や保護者が直接利

用できる相談窓口について、教育長にお伺いい

たします。

県教育委員会で○教育長（黒木淳一郎君）

は、今年度から実施している不登校等対策強化

事業におきまして、校内の組織的な対応を目指

して、スクールカウンセラーの人員の拡充を図

り、県内の全公立学校に配置・派遣すること

で、児童生徒及び保護者にとって、より相談し

やすい体制を構築しているところであります。

また、学校に相談しづらい児童生徒、保護者

のために、対面による来訪相談や、電話やＳＮ

Ｓ等を通じた24時間子供ＳＯＳダイヤル、宮崎

県子どもＳＮＳ相談等、県教育委員会の担当者

や専門の相談員に直接相談できる体制を整えて

おります。

今後も相談体制の充実を図るとともに、児童

生徒と保護者が学校内外で相談しやすい環境づ

くりに取り組んでまいります。

ありがとうございます。今後○工藤隆久議員

ともよろしくお願いいたします。

同じく不登校問題についてお伺いいたしま

す。

今回、宮崎県教育支援センター「コネクト」

を立ち上げていただき、県として、不登校児童

生徒への支援を拡充していただきました。大変

にありがとうございます。

そこで、コネクトの運用と市町村不登校支援

との立て分けが大事になってくるとともに、や

はり各教育委員会、教師への研修が根本である

と思います。この点、他県に視察に行ってまい

りました。教師用の冊子をつくり、配布してい

るところ、事例データベースをつくり、また、

対面での研修なども行っておりました。

不登校問題は昔から存在しますが、不登校に

なる生徒の増加、態様も変化しており、都度の

教員の学び直しが重要であると考えます。県に

おける不登校児童生徒への対応に関する学校へ

の支援について、教育長にお伺いいたします。

不登校児童生徒へ○教育長（黒木淳一郎君）

の対応につきましては、令和４年度に改訂され

た国の生徒指導提要において、「個に応じた具

- 142 -



令和６年６月14日(金)

体的な支援を行うこと」とされており、改めて

一人一人に寄り添った支援の重要性が確認でき

たところであります。

県教育委員会では、昨年度実施した担当者会

で、この国が示した支援の方向性を共有すると

ともに、各学校の研修を通して、全ての教職員

に共通理解を図るよう指導したところでありま

す。さらに、今年度のスクールカウンセラー等

の配置拡充に伴い、専門スタッフとの連携が重

要となり、学校には、より組織的な対応に取り

組むよう助言しております。

今後も、不登校児童生徒に対して、個に応じ

た適切な対応が行えるよう、学校を支援してま

いります。

ありがとうございます。今後○工藤隆久議員

ともよろしくお願いいたします。

次に、普通科高校における朝課外授業につい

て質問いたします。

私が在校していたときも朝課外授業がありま

した。半ば強制的に行われていたと思います。

朝課外は九州各県で行われている九州独自の取

組であり、熊本においては全面廃止、福岡県に

おいては任意性の担保を徹底するなど、変化が

見えてきているところです。昔と違い、私塾が

少ないということもなく、勉強のツールもオン

ラインで学べるなど教材も増え、全国的に宮崎

県だけ学ぶ環境が少ないといった点はないよう

に思います。

そこで、普通科高校における朝課外が、生

徒、また教員に負担を強いることになっていな

いか、教育長にお伺いいたします。

朝課外は保護者か○教育長（黒木淳一郎君）

らの要請であることを踏まえ、ＰＴＡ会長が毎

年、年度の初めにＰＴＡ総会等で実施について

の承認を得ることとしております。あわせまし

て、その実施に当たりましては、受講者である

生徒に対しても参加希望を取り、担当する教職

員に対しても、必ず諾否を確認しております。

朝課外の実施に当たりましては、様々な議論

があることは承知しておりますが、生徒、職員

にとって過度の負担とならないように、生徒の

主体的な学びや働き方改革の観点からも、その

在り方について検討を重ねるよう、今後も丁寧

に働きかけてまいります。

ありがとうございます。○工藤隆久議員

関連して、朝課外授業が学力向上や資格取得

に対して効果があるのか、教育長にお伺いいた

します。

学校では、生徒の○教育長（黒木淳一郎君）

進路希望や目標等に応じて、教科や難易度を選

ぶことができる選択制の講座の実施をはじめ、

その内容や時期、期間等も工夫しながら朝課外

を実施しております。

朝課外は、保護者の経済的負担軽減も図りな

がら、学力向上や進路実現、資格取得を目指し

て取り組む生徒を支援し、その学習にさらに厚

みを持たせる機会となっていると認識しており

ます。

ありがとうございます。ＰＴ○工藤隆久議員

Ａ、保護者からの要請であるという点について

は、課外授業ありきの慣例になっていないかを

検討していただきたいと思いますし、私塾では

ありますが、教えない塾、あくまでも個別計画

を策定して自主的に学ぶことを教える塾なども

あります。ライザップ版勉強塾みたいな感じで

すね。教育長が答弁された生徒の主体的な学び

に朝課外が価値的なのか、真摯に検討していた

だけたらと思います。

また、睡眠は、学習面、精神面、健康面でも

非常に重要です。睡眠時間が確保できているの
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か等の客観的、科学的な検証もお願いしたいと

ころです。

生徒、教員の負担なく実行され、学力向上に

つながっているのであれば、ぜひ続けていただ

きたいと思います。反対に、今までやっている

からといった慣例で行い、学力向上の成果もな

かなか出ず、健康上に負担があるというのであ

れば、廃止を検討すべきだと思います。今後と

も検証をお願いいたします。

最近読んだ本に「ルポ 誰が国語力を殺すの

か」という本があります。いかに子供の自己表

現力、想像力、語彙力が下がってきているのか

が、事例を通して書いてありました。

人間はコミュニケーションの生き物です。虚

構、物語により、共感力、想像力で発展してき

た生物であります。これは「サピエンス全史」

に書かれていたと思います。

今、その点が日本の若者から失われようとし

ている。それに付随して、不登校問題、ＳＮＳ

依存のＳＮＳ言語でしかコミュニケーションが

取れない子供、短文でしか話せない子供、他人

の気持ちが想像できない子、自己の感情を抑

制、整理できず、犯罪に走る子等が書かれてお

りました。様々な学校で国語力をつけようなど

の工夫も書かれており、一つには哲学対話など

が紹介されておりました。

そこで、国語力を培うための教育が必要であ

ると考えますが、本県での取組を教育長にお伺

いいたします。

国語力につきまし○教育長（黒木淳一郎君）

ては、文部科学省の文化審議会において、「考

える力」「表す力」などを中核とすることが定

義されており、議員御指摘のとおり、自分の考

えを持つことや、その考えを表現することが、

国語力の育成につながると考えております。

現在、各学校では、その思考力、表現力の育

成のために、授業や様々な体験活動の中で、子

供たちが自ら考え、対話しながら自分の思いを

表現し、さらに考えを深める「主体的・対話的

で深い学び」による授業を実践しております。

県教育委員会といたしましては、この学びの

プロセスを宮崎県らしい分かりやすい言葉で

「ひなたの学び」と名づけ、幼児期から高校ま

での全ての学びの場において推進しているとこ

ろであります。

ありがとうございます。本当○工藤隆久議員

にすばらしい取組であると思いますし、これが

しっかり波及していけば、表現力豊かな、国語

力豊かな子供が育つと思います。教育の目的

は、教育基本法第１条に書かれているとおり、

人格形成にあります。その根底は、自分で考

え、答えなき答えを考える育成が重要だと考え

ます。目標を掲げるだけではなく、現場教員へ

の研修の徹底をお願いいたします。

次に、教員確保について、本県で教師として

働きたいと思う人材を確保するため、大学とど

のような連携を図っているのか、教育長にお伺

いいたします。

大学との連携とし○教育長（黒木淳一郎君）

ましては、採用試験における県内外の大学から

の推薦者に対して、１次試験を免除する特別選

考試験を実施しております。また、大学生に学

校の職場体験をさせるスクールトライアルや、

授業実践力の向上を目指す「ひなた教師塾」を

実施しておりまして、これらの履修を単位とし

て認定している大学もございます。

中でも、全国に先駆けて、宮崎大学と連携し

創設した宮崎県教員希望枠では、高校へのガイ

ダンスから大学での育成まで、長期的視点に

立った人材育成を行っており、本年度より、そ
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の定員を15名から30名に拡大いただいたところ

であります。

今後も大学との連携を深めながら、人材の確

保に取り組んでまいります。

ありがとうございます。この○工藤隆久議員

点についても、研修に行ってまいりました。大

学の授業において共同研究の場を設けたり、教

育実習とは別に、学校体験プログラム、イン

ターンシップを盛んに取り入れている地域がご

ざいました。また、キャリア採用を設けたり

これは幹部候補としてですね 様々な取― ―

組が行われておりました。

また、教員採用決定後に教員採用者同士の座

談会を設けたり、ＯＢ・ＯＧとの交流を図った

り、様々取り組まれておりました。また、今の

世代に合わせた年収の提示や、福利厚生がどう

なのかの表示を工夫しておりました。

教員としてのやりがい、魅力を訴え、本県は

大学は少ないですが、少ないからこそ大学と密

に連携ができると思います。ぜひ様々な工夫を

していただけたらと思います。

次に、ＩＣＴ活用についてお伺いいたしま

す。

ＩＣＴ活用が政策として進められる中、様々

な面で工夫がなされていると思います。生徒と

のノート共有で、個別の理解度に応じた対応が

できるようになった。また、体育などで自分の

動いている動画を撮影することで技能習得に役

立つなど、様々な利点がある一方、教員から

は、ＩＣＴになったから仕事が増えた、毎日大

量に、30通、40通メールが来るなどの声が聞か

れます。

そこで、学校におけるＩＣＴ活用に関する効

果と課題について、教育長にお伺いいたしま

す。

ＩＣＴ活用につき○教育長（黒木淳一郎君）

ましては、令和３年度より「教育の情報化」推

進プランを策定し、重点的に取り組んでまいり

ました。これにより、児童生徒は容易に必要な

情報を調べたり、自らの理解度や学習ペースに

応じた学びを進めることができております。ま

た、自動採点システム等の導入など、校務にお

ける省力化・効率化も進んでおります。

一方で、教員は、セキュリティーや情報モラ

ルに配慮したり、新しいスキルを習得したりす

る必要が生じております。

県教育委員会といたしましては、研修等を通

して、負担軽減につながる校務デジタル化の好

事例の共有を図ったり、情報モラル教材「ギガ

ワークブックみやざき」を作成し、その活用を

推進したりすることで、引き続き課題解決に取

り組んでまいります。

ありがとうございます。教員○工藤隆久議員

の方から、30通、40通メールが来て、それを自

分の授業というか、講座が終わった後に見なけ

ればいけないので、２時間、３時間、ずっと

メールを続けないといけないですし、そのうち

の10通は回答を書かないといけなかったり、そ

れだけで残業時間が増えるというふうに伺って

います。

ＩＣＴ活用については、あくまでもツールで

あり、いい面と悪い面が見えてくると思いま

す。便利なツールではありますが、常にオンタ

イムであるという精神上不衛生な状態でありま

す。モラルを持った使い方を教育面でしていた

だければと思います。

以上で私の質問を終わらせていただきます

が、質問しましたことについては、私自身も責

任を持って勉強・研修し、さらに促進していき

たいと存じますので、今後ともよろしくお願い
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いたします。ありがとうございました。（拍手）

先ほどの空き○県土整備部長（桑畑正仁君）

家対策の質問に対します答弁の中で、県内の住

宅総数を誤って５万7,000戸と申し上げました

が、正しくは55万7,000戸です。訂正いたしま

す。

以上で午前の質問は終わりま○濵砂 守議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時37分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開○野﨑幸士副議長

きます。

次は、永山敏郎議員。

〔登壇〕（拍手） 都城市選○永山敏郎議員

出、県民連合立憲の永山敏郎です。傍聴の皆さ

ん、ありがとうございます。

それでは、通告に従い、質問させていただき

ます。

初めに、知事の政治姿勢についてお伺いいた

します。

今６月定例会の冒頭、知事による提案理由説

明において、５月15日に開催された「日本創生

のための将来世代応援知事同盟サミットｉｎみ

やざき」の件について報告がありました。サ

ミットの翌日には、宮崎日日新聞の一面で、

「東京一極集中是正を」との見出しで大きく取

り上げられ、県内外に広くアピールできたので

はないか、そのように思います。

全国の都道府県の連携については、九州地方

知事会や全国知事会の枠組みがあり、地方の声

を国に届ける重要な役割を担っています。

一方、今回の日本創生のための将来世代応援

知事同盟については、九州の宮崎県、長崎県、

熊本県、鹿児島県をはじめ、全国25人の知事で

構成し、活動しているとのことです。知事会の

枠組みとは別に、個別の問題意識を持つ知事が

加盟していると考えます。東京都知事や都市部

の知事も参加している全国知事会等ではなかな

か声を上げにくい人口流出等の問題を深く議論

できる、よい機会とも捉えます。

それでは初めに、日本創生のための将来世代

応援知事同盟の活動内容と河野知事が同盟にど

のような思いで参加されているのかお伺いいた

します。

以上、壇上からの質問とし、以降の質問は質

問者席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

この日本創生のための将来世代応援知事同盟

でありますが、もともと平成25年に「子育て同

盟」という名前で、私を含む10人の若手知事グ

ループで立ち上げたものでありまして、自ら子

育ても実践しながら、少子化対策にしっかり取

り組んでいこうと、そのような思いで進めてき

たところであります。

そして、国が地方創生を掲げて取組を進める

中で、子育ての問題にとどまらず、この対象を

地方創生全般に広げようということで、若い世

代が地方で暮らし、結婚し、子供を生み育てら

れる社会を実現していこうという思いを共有し

た12県の知事により、平成27年４月に今の名前

の同盟を立ち上げ、現在では25人までに拡大し

ております。毎年持ち回りでサミットを開催

し、少子化対策、地方創生などの議論を行い、

国への提言を取りまとめ、国に対する提言活動

などを行っているところであります。

もともと若手知事が、全国知事会の中でも発

言力を増していこうという思いもあったところ
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でありますが、今や過半数を占め、また、この

同盟の中から３代続けて全国知事会長も出して

いるというような状況もございます。また、知

事ならではの悩みや課題等をお互い話し合う貴

重な意見交換の場にもなっております。

私としましては、人口減少が急激に進み、東

京への一極集中の流れが止まらない中、このま

までは国全体の活力が失われかねないという危

機感の下で、人口減少に歯止めをかけ、地方へ

の人の流れをつくるとともに、行政、企業、そ

して地域全体で将来世代を支える社会を実現す

るために行動しなければならないとの思いか

ら、本同盟に参画し、活動しているところであ

ります。以上であります。〔降壇〕

ありがとうございます。子育○永山敏郎議員

て世代の若手知事グループによる子育て支援充

実のための活動から、人口減少や東京一極集中

など、さらに大きな課題解決のための新たな同

盟として立ち上がったとのことです。設立時

の12名の知事によるイクボス宣言などが話題に

なったことも記憶に新しいところです。

設立以降、各県持ち回りで開催するサミット

などを通じ、社会問題や地域の課題について広

く発信していると認識します。

一方で、同盟については各県の負担金で運営

され、持ち回りのサミットでは、開催県の持ち

出し等も発生すると聞き及んでいます。毎年の

イベントをこなすことが目的とならないよう、

本来の設立の趣旨を踏まえ、国への要望活動や

地方創生、人口減少対策の好事例の情報共有

等、さらなる活動の充実が期待されます。

そこで、本県で開催されました宮崎サミット

の概要と知事同盟の今後の展開について、知事

にお伺いします。

先月、本県で初めて開○知事（河野俊嗣君）

催されたサミットでは、人口減少問題をテーマ

に掲げて意見交換を行いました。「地方自治体

「持続可能性」分析レポート」を発表した人口

戦略会議の三村議長と山崎実務幹事に講演いた

だいた後、参加した知事などによりまして、

様々な角度から人口減少問題の議論を交わした

ところであります。

そして、人口減少問題に不退転の決意で取り

組むべく、東京一極集中を是正し、若者、特に

女性が地方で活躍できる地方分散型社会の実現

や、国、地方自治体、経済界等が連携して国民

運動を巻き起こし、官民一丸となった推進体制

を構築していく必要性などを「みやざき声明」

及び「人口戦略緊急アピール」として取りまと

め、宣言したところであります。

特に人口減少問題につきまして、国にその政

策を真正面から国政の重要課題として取り上

げ、その司令塔も設置をしていただきたい、そ

ういう思いから、骨太方針も含め、今後、国の

政策に反映させるため、先月、私が同盟を代表

して、政府・与党関係者に対して積極的に要望

活動を行い、実現に向けて強く訴えてきたとこ

ろであります。

今後とも、こうしたサミットの成果を生か

し、若い世代が地方で暮らし、結婚し、安心し

て子供を生み育てることができる社会の実現に

向けて取り組んでまいります。

ありがとうございます。全国○永山敏郎議員

知事会、日本創生のための将来世代応援知事同

盟、それぞれの枠組みを活用し、今議会でも多

くの議員が質問等で取り上げられております東

京一極集中問題、地方創生等、国に対して積極

的に要望されることを期待いたします。

次に、障がい者施策についてお伺いします。

障がいのある人も障がいのない人も、互いに
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人格と個性を尊重し合い、共生する社会の実現

を目指し、平成28年４月に障害者差別解消法が

施行されました。同法は令和３年５月に改正さ

れ、今年４月、改正障害者差別解消法が施行さ

れました。

共生社会の実現に向けては、昨日、福田議員

も質問されましたが、教育現場におけるインク

ルーシブ教育など、社会全体で様々なアプロー

チがなされています。

それでは初めに、改正障害者差別解消法の概

要について、福祉保健部長にお伺いします。

障害者差別○福祉保健部長（渡久山武志君）

解消法では、行政機関等及び事業者に対し、障

がいを理由とする不当な差別的取扱いの禁止や

障がいのある方への合理的配慮の提供を求める

ことなどを通じまして、障がいのある人もない

人も、互いに認め合いながら共に生きる社会の

実現を目指しております。

本年４月１日に施行されました改正障害者差

別解消法では、障壁を取り除いてほしい旨の申

出を受けた際に、合理的配慮を提供する義務化

の対象が行政機関等から個人事業主やボラン

ティアグループなどを含む事業者に拡大されま

した。

今回の改正により、合理的配○永山敏郎議員

慮の提供は、これまで努力義務だったものが義

務に変更になったというふうな改正もありま

す。また、対象となる事業者の定義が個人事業

主やボランティアグループまで拡大されたとの

ことです。

実際の運用については、どのような対応が不

当な差別的取扱いに当たるのか、また合理的配

慮がどの程度のものなのかについては、個々の

ケースにより判断が異なるなど、対応に苦慮す

ることが考えられます。

研修の開催やホームページ等での周知、ある

いは相談窓口での対応等が必要になると考えら

れますが、事業者による合理的配慮の提供義務

化に伴う県の取組について、福祉保健部長にお

伺いします。

県では、事○福祉保健部長（渡久山武志君）

業者による合理的配慮の提供義務化に向けて、

昨年度、地域の福祉関係職員や公共交通事業者

等を対象に研修会を開催し、今年度も市町村職

員や旅館、飲食業等の事業者を対象とした研修

の開催を検討しております。

この研修の中で、合理的配慮の提供に当たり

まして、障がいのある方と事業者が対話を重

ね、相互に理解を深めながら、共に対応を検討

する建設的対話を行うことなどについて、理解

を深めていただいております。

また、出前講座の開催やリーフレットの配布

のほか、新聞広告、県ホームページなどによる

広報に取り組んでおりますとともに、合理的配

慮の提供等の相談に対応する窓口の充実を図っ

ております。

改正から施行まで期間があっ○永山敏郎議員

たこともあり、研修等を通じ、周知については

しっかりと取り組んでいるものと認識いたしま

す。引き続き事業所への支援をお願いします。

また、県庁や市役所など行政機関についても

合理的配慮提供の義務化の対象となっておりま

すが、県庁における合理的配慮の提供につい

て、県の対応を福祉保健部長にお伺いします。

行政機関に○福祉保健部長（渡久山武志君）

おける合理的配慮の提供は、平成28年の障害者

差別解消法の施行時より義務づけられておりま

す。これを踏まえ、県におきましては、「障が

いを理由とする差別の解消の推進に関する宮崎

県職員対応要領」及び「職員対応マニュアル」
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を策定し、職員に対し、周知を図ってまいりま

した。

県庁における合理的配慮の提供を含む障がい

を理由とする差別の解消を一層推進するため、

職場研修等を通じまして、要領やマニュアルを

活用しながら、職員に対するさらなる意識の啓

発に取り組んでまいります。

県庁への来庁者への合理的配○永山敏郎議員

慮の提供については、これまでの研修等も経

て、各職場で対応いただいていると認識いたし

ます。また、障がい者雇用の県庁職員の方もい

らっしゃいます。県庁の職場環境を見ますと、

庁舎に近い位置での職員駐車場などの確保もさ

れており、合理的配慮の提供の一つであるかと

考えます。引き続き、環境整備あるいは働き方

なども含め、建設的対話を重ね、対応をお願い

します。

改正障害者差別解消法は４月の施行からまだ

２か月半の状況であり、今後様々な場面で、合

理的配慮の提供に関して相談等も発生すると考

えられます。「障がいのある人もない人も共に

暮らしやすい宮崎県づくり条例」においても、

合理的配慮の提供義務違反の可能性がある事案

が発生した場合の助言やあっせんの仕組みも定

められているとのことですので、併せて周知さ

れることを要望いたします。

次に、高次脳機能障がい者支援についてお伺

いします。

今年の４月18日に、県庁において、県と高次

脳機能障がい者家族会との意見交換会が開催さ

れ、私も齊藤県議と共に同席させていただきま

した。

高次脳機能障がいについては、先日、宮崎日

日新聞で県内の推計等も報道されるなど、マス

コミに取り上げられる頻度も増えてきたと思い

ますが、まだまだ世間一般的に認知が不十分な

状況かと考えます。

まず初めに、高次脳機能障がいの定義につい

て、福祉保健部長にお伺いします。

高次脳機能○福祉保健部長（渡久山武志君）

障がいとは、交通事故や病気などによる脳への

損傷に基づく後遺症によりまして、記憶障が

い、注意障がい、段取りよく作業が進められな

くなるなどの遂行機能障がい、周りとのコミュ

ニケーションがうまくいかなくなるなどの社会

的行動障がいなど、認知機能に障がいが起こ

り、日常生活や社会生活に支障が生じている状

態のことをいいます。

御本人や家族等でさえも認識や把握が困難で

あり、外見からは分かりにくいことから、「見

えない障がい」とも言われております。

それでは、昨年度、県が実施○永山敏郎議員

しました高次脳機能障がい実態把握調査におけ

る県内の高次脳機能障がい者数の推計につい

て、福祉保健部長にお伺いします。

昨年度実施○福祉保健部長（渡久山武志君）

した調査の中で、県内140の医療機関に対し、令

和５年４月から６月の間の脳血管疾患等による

新規入院患者について調査を行いましたとこ

ろ、106の医療機関から回答があり、高次脳機能

障がいの「診断あり」及び「疑いあり」の方

が248人となりました。

この数字を基に、年間の新規発生数を992人と

推計し、さらに性別・年代別の脳卒中患者の平

均余命を掛け合わせ、県内の高次脳機能障がい

者数を「疑いあり」を含めて7,054人と推計して

おります。

昨年度、私は厚生常任委員会○永山敏郎議員

に所属していました。委員会の中で、県障がい

者計画、県障がい福祉計画の改定に関連し、県
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内の高次脳機能障がい者の人数について質問し

たことがありましたが、そのときの回答では、

推計4,000人程度とのことでした。今回の実態調

査での推計が7,054人と、さらに多くの当事者が

いる実態が判明いたしました。

一方で、今回の実態調査については、対象と

なる医療機関からの回答が75％程度にとどまる

ことや、１年間のうち、４月から６月の調査期

間での推計となっており、実際には数字に上が

らない当事者も数多く存在するのではないかと

考えます。

ですが、県内で高次脳機能障がいの診断また

は疑いのある方が少なくとも7,054人存在してい

るとのことです。

調査結果によりますと、その中で０歳から14

歳までの年少者、15歳から64歳までの生産年齢

層を合わせた数は4,213人と推計され、多くの方

が生活や就学、就労に困難が生じていると考え

られ、支援が必要です。

また、今定例会において、高次脳機能障がい

相談・支援拠点機関事業に関する補正予算も提

案されております。

そこで、高次脳機能障がい者に対する支援の

現状及び今後の対応について、福祉保健部長に

お伺いします。

県ではこれ○福祉保健部長（渡久山武志君）

まで、身体障害者相談センターや宮崎大学医学

部における相談対応や研修会、出前講座等によ

る普及啓発のほか、社会生活に適応するための

集団訓練を行う通所教室の運営等に取り組んで

まいりました。

今後とも、補正予算案で計上しております支

援者養成研修などを通じまして、関係機関の地

域支援ネットワークの充実や支援者のスキル

アップを図るとともに、各種媒体を活用した効

果的な普及啓発を進めてまいります。

相談体制、普及啓発、通所教○永山敏郎議員

室に加え、今回新たに支援者養成研修を実施す

るとのことです。通所教室も大変ありがたく思

いますが、県内１か所で定員も５名と、対象者

数を考えると、まだまだ支援が不十分と考えま

す。

今回の研修は、障害福祉サービス事業所等の

加算取得に必要な研修で、対象は障がい者相談

支援事業所等の職員となりますが、多くの事業

者から参加いただき、高次脳機能障がい者の支

援体制構築につながるよう呼びかけをお願いい

たします。

先ほど、年少・生産年齢層の当事者が4,000人

を超えると触れましたが、学校や会社において

も、高次脳機能障がいに関する正しい理解が必

要です。講演会の開催やリーフレット作成等の

普及啓発についても事業が予算化されています

が、さらなる普及啓発が必要と考えます。

障がい福祉の現場においては、障がい者当事

者による相談体制、いわゆるピアサポートの取

組も進められております。高次脳機能障がいに

おいても、ピアサポートは重要な取組と考えま

す。特に、当事者の家族は、日常の生活での対

応方法が分からず、悩んでいるケース等も想定

されます。情報共有や家族同士の相談ができる

体制構築に向け、家族会等とも連携した取組に

ついても検討いただければと思います。

相談体制については、身体障害者相談セン

ターや宮崎大学医学部における相談対応に取り

組んでいるとのことでしたが、高次脳機能障が

い者支援に対する県の人員体制及び予算の状況

について、福祉保健部長にお伺いします。

高次脳機能○福祉保健部長（渡久山武志君）

障がい者支援に係る業務につきましては、障が
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い福祉課において主に担当する職員１名、支援

拠点機関である身体障害者相談センターにおい

て、専任の高次脳機能障がい支援コーディネー

ター１名を配置しております。

また、予算につきましては、相談支援事業や

普及啓発事業、通所教室の実施等に係る費用と

して、令和６年度当初予算で682万3,000円を計

上しておりますほか、高次脳機能障がい支援者

養成研修実施に係る費用として、今議会に361

万7,000円の補正予算案を計上しております。

診断、疑いまで含めますと、○永山敏郎議員

対象者が7,000人程度、その中には介護保険サー

ビスの適用となっている方もいらっしゃると思

いますが、多くの方が支援を必要としている状

況で、人員体制、予算ともに非常に不十分であ

ると考えます。

県では、支援拠点機関となる身体障害者相談

センターに支援コーディネーターを配置してい

るとのことですが、会計年度任用職員１名で県

内の多くの当事者に対応できるとはとても考え

られません。高い専門性が必要とされ、支援セ

ンターと専門医との連携、あるいは精神保健セ

ンターとの連携、先ほど触れました相談支援事

業所との連携等、業務は多岐にわたるものと考

えます。

また、県内全域での相談体制を強化するなら

ば、保健所への専門職配置も有効と考えます。

県庁の本課におきましても、兼務ではなく、

専任の専門職を配置して、身体障害者相談セン

ターや保健所、相談支援事業所と連携したチー

ムでの支援体制の構築が必要ではないでしょう

か。新年度に向け、あるいは年度途中での体制

や予算の強化を強く要望いたします。

さて、県においては、障がい者施策に関し、

具体的な目標数値を掲げて、障がい者計画、障

がい福祉計画を策定しており、今年３月にそれ

ぞれ改定されました。

そこで、県の障がい者計画や障がい福祉計画

における高次脳機能障がいの位置づけについ

て、福祉保健部長にお伺いします。

高次脳機能○福祉保健部長（渡久山武志君）

障がいにつきましては、第５次宮崎県障がい者

計画におきまして、福祉・労働・教育・医療分

野の取組を総合的に進めることが重要であると

位置づけております。

また、その実施計画である宮崎県障がい福祉

計画におきましては、支援拠点機関における相

談支援の実施や普及啓発・研修等の充実、関係

機関との連携による支援体制の確立を図ること

が必要であると位置づけております。

県障がい者計画の総論の中○永山敏郎議員

で、例えば身体障がい者は、身体障害者手帳交

付者数が令和４年度末現在５万6,837人、知的障

がい者は、療育手帳交付者数が令和４年度末現

在で１万2,530人など、障がいの種類ごとの人数

の推移等が記載されています。その中で、高次

脳機能障がい者に関しては、「本県における高

次脳機能障がい者数は明らかになっていませ

ん」との記載があります。

また、現状と課題の項目において、「発達障

がい、高次脳機能障がい、難病等の障がいにつ

いては、ほかの障がいと比べて各種支援が進ん

でいない」と分析されています。

さらに、県障がい福祉計画において、県民の

理解度の数値目標が記載されています。それに

よりますと、高次脳機能障がいに関する県民の

理解度の数値目標が令和６年度で32％、令和７

年度で34％、令和８年度で36％と、非常に低い

目標となっています。

高次脳機能障がいと同じく、「見えない障が
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い」と言われる発達障がいの理解度の数値目標

につきましては、個別に作成されております宮

崎県発達障がい者支援計画において、令和10年

度に80％と目標が設定されております。

今現在において、高次脳機能障がいと発達障

がいの理解度が違っているという点やそれぞれ

の最終目標年度が違っているなど、様々な要因

も考えられますが、それを差し引いたとしても

理解度の目標に大きな開きがあります。高次脳

機能障がいに対する県の本気度が問われる数値

目標と言われても仕方のない数値と考えます。

先ほど質問しましたとおり、高次脳機能障が

い実態把握調査において、県内に多くの当事者

が存在することが判明いたしました。実態把握

調査結果を受け、計画に反映する必要があると

考えます。昨年度の厚生常任委員会において、

計画の改定について尋ねたところ、「必要に応

じて記載の変更もあり得る」といった回答をい

ただいております。

そこで、県障がい者計画、県障がい福祉計

画、各計画の改定や、先ほど触れました宮崎県

発達障がい者支援計画のように、高次脳機能障

がいに関する支援計画を策定する考えはない

か、福祉保健部長にお伺いします。

現行の障が○福祉保健部長（渡久山武志君）

い者計画及び障がい福祉計画において示してい

る課題や対応の方向性が、今回の実態把握調査

を通じて、より明らかになったものと考えてお

ります。

また、高次脳機能障がいは、精神障害者保健

福祉手帳の交付対象となるなど、精神障がいと

一体的に取り組むべき施策も含まれますことか

ら、総合的な計画の中で課題解決に取り組むこ

とが重要であると考えております。

県では、現行の計画に基づきまして、高次脳

機能障がい者に対する必要な支援を着実に進め

てまいります。

現行の計画に基づき、支援を○永山敏郎議員

着実に進めるとの回答で、現時点で各計画の改

定をする考えはないと、そのように受け止めま

す。大変残念な答弁であると言わざるを得ませ

ん。

これまでも、県と家族会との意見交換会や宮

崎県高次脳機能障がい支援連絡会議等におい

て、当事者と関係者の置かれている現状は再三

訴えてこられました。県障がい者計画、県障が

い福祉計画ともに障がい者施策の基本となる計

画です。今年３月の改定を経て、県障がい者計

画が令和11年３月までの５年間、県障がい福祉

計画が令和８年３月までの３年間の計画となっ

ています。高次脳機能障がい実態把握調査の実

施に伴い、結果を反映させるべきと考えます。

県障がい福祉計画については、計画の見直し

について「必要に応じて計画期間中に計画を見

直すこととします」と明記されています。計画

改定に関し、再考を強く要望いたします。

これまで、高次脳機能障がいについて、支援

の現状や今後の考えについて質問してまいりま

した。まだまだ不十分であると言わざるを得ま

せん。

最後に、高次脳機能障がいの今後の支援の充

実に向けて、高次脳機能障がい者当事者及びそ

の御家族に対し、知事からメッセージをいただ

きたいと思います。

県では４月18日に、高○知事（河野俊嗣君）

次脳機能障がい家族会の皆様より、支援に関す

る14項目を記載した要望書をいただいておりま

す。その内容を拝見しまして、障がいを抱える

御本人及びその御家族が、日頃から感じておら

れる御苦労や生きづらさに改めて思いをいたし
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ますとともに、地域で安心して心豊かに生活を

送ることができるよう、相談支援体制の充実や

さらなる普及啓発など、関係機関と連携した取

組、そして社会全体として理解を広げていくこ

との重要性を強く感じたところであります。

県としましては、今議会に支援者養成研修の

実施に係る補正予算を計上しており、これから

も様々な御意見も踏まえながら、高次脳機能障

がい者支援の充実に向けて、取組を着実に積み

重ね、障がいの有無によって分け隔てられるこ

となく、地域で共に生きる社会の実現を目指し

てまいります。

ありがとうございます。知事○永山敏郎議員

としても、要望書等に目を通され、当事者や御

家族の置かれている現状については理解いただ

いたという回答でありました。

実態把握調査の結果が示され、ようやく高次

脳機能障がいの実効性のある支援体制がスター

トすると思いましたが、今回の答弁で、まだま

だスタートラインにも立っていない現状ではな

いか、そのように認識いたしました。引き続

き、支援の充実については注視し、問題提起を

行ってまいります。

次に参ります。昨日、前屋敷議員も質問され

た宮崎空港の特定利用空港指定についてお伺い

します。

政府は、有事に備え、各地の空港や港を「特

定利用空港・港湾」に指定し、自衛隊と海上保

安庁の航空機や艦船などが訓練などで円滑に使

えるように整備・拡充する方針で、自治体と協

議しながら指定先の検討を進め、本県の宮崎空

港が特定利用空港として指定されました。

昨日の前屋敷議員の質問では、指定に際し県

は同意する立場になく、説明を受けたのみ、そ

のような趣旨の答弁だったと認識しておりま

す。

空港の管理が国だとしても、県内に存在する

空港で、多くの県民が利用する空港でもありま

す。県としても指定に際してはしっかり関わっ

ていくべきだったと考えますが、宮崎空港の特

定利用空港指定に至る経緯及び今後の県の対応

について、改めて危機管理統括監にお伺いしま

す。

宮崎空港は○危機管理統括監（児玉憲明君）

国管理の空港であるため、今回の枠組みについ

ては、防衛省、海上保安庁と空港管理者である

国土交通省の間で設けられたものであり、県は

枠組みに入っておりませんが、これらの省庁か

ら、昨年、指定に当たっての説明を受けたとこ

ろであります。その中では、国から指定の趣旨

等について説明があり、県としては、地元自治

体への丁寧な説明をお願いしたところです。

県ではこれまでも、宮崎空港において自衛隊

が訓練を実施する際には、関係自治体等に事前

に丁寧な情報提供や安全対策の徹底、地域住民

への配慮等を求めてきたところでありますが、

この指定後も同様に、適切に対応するよう国に

求めてまいります。

今後、訓練に使用する際に心○永山敏郎議員

配されるのが空港利用の制限等の影響です。ま

た、有事の際に攻撃されるリスクが上がるので

はないか、そのような心配の声も上がっており

ます。不安を払拭できる説明が求められます。

繰り返しになりますが、宮崎空港の特定利用

空港指定による県民の宮崎空港利用に係る影響

を危機管理統括監へお伺いします。

特定利用空○危機管理統括監（児玉憲明君）

港に係る取組は、民生利用を主としつつ、平素

から必要に応じて自衛隊・海上保安庁が民間の

空港を円滑に利用できるよう、必要な整備や既
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存事業の促進を図るというものです。

これまでも宮崎空港において自衛隊の訓練が

行われたことがありますが、指定されたそれぞ

れの空港において、訓練の回数は「多くとも年

数回程度」と国は説明しており、県民の宮崎空

港利用に影響を及ぼすものではないと考えてお

ります。

先日、坂口議員の質問におき○永山敏郎議員

まして、沖縄県先島諸島の有事の際の宮崎県へ

の避難計画に関し、国に対し見直しを求めるよ

う発言がありました。防衛の問題に関しては、

これまでも国主導の対応で、県の意見や要望が

反映されているのかと疑問を抱いております。

昨年度、私も一般質問で、地方自治法改正や

国と地方の関係について質問いたしました。

地方自治法改正については今国会で審議され

ていますが、国と地方の関係が対等な関係から

主従関係に逆行しているのではないか、そのよ

うに心配しております。国に対し県民の様々な

声をしっかり届けることは、県の責務と考えま

す。

次の質問項目に移ります。学校給食費の無償

化についてお伺いします。

こちらも先日、脇谷議員も質問されておりま

す。重複するところもありますけれども、質問

させていただきます。

給食費無償化につきましては国が調査研究中

であること、無償化については各自治体の判断

によること、財政力で差が出ないよう国の責任

と制度設計が必要といった趣旨の答弁でありま

した。

折しも昨日、文部科学省が実施した学校給食

費無償化に関する調査結果が報道されました。

それによりますと、学校給食費無償化の自治体

が30.5％とされています。一方で、継続性や地

域間格差の問題も浮き彫りになったとされてい

ます。

では初めに、県内の小中学校における学校給

食費無償化の状況について、改めて教育長にお

伺いします。

今年度４月に市町○教育長（黒木淳一郎君）

村を対象に実施した給食費無償化に関する調査

では、26市町村中、19の市町村が給食費の補助

を行っております。

そのうち、小中学校に対して全額補助を行っ

ているのは10の市町村であり、半額補助などの

一部補助を行っている自治体は９市町村であり

ます。

昨年９月に荒神議員が質問さ○永山敏郎議員

れた際には、全額補助が７自治体との回答でし

たが、今年度は10市町村に増加しております。

自治体の首長が子育て支援策の一環として取り

組んでいるものと認識いたします。多くの自治

体が補助に取り組んでいると感じました。しか

し、県内市町村間で補助に関し、ばらつきがあ

るのも望ましくないと考えます。

一方、昨日、黒岩議員も質問で触れられまし

たが、青森県において、今年10月から小中学校

の学校給食費無償化を実施する予定です。青森

県でも現状としては、無償化の実施について自

治体間でばらつきがありますが、県が自治体に

対し給食費相当額を分配することで、県全体と

して給食費無償化を進める方針です。

学校給食の無償化実施の判断は市町村が行う

ものですが、そのための後押しを県が行うもの

です。

昨日の報道では、条件付きを含めると全国４

割の自治体が取り組んでいる学校給食費無償化

の実態を受けても、文部科学省は「地方の財政

状況や少子化対策への成果を分析し、問題点を
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整理する」と慎重な態度です。国が煮え切らな

い中、青森県の判断は大変評価できますし、全

国に広がることを期待します。また、青森県で

できることは宮崎県でもできると考えます。

そこで、青森県の動向等を踏まえての、本県

の学校給食費無償化の対応についての考えを教

育長にお伺いします。

青森県の学校給食○教育長（黒木淳一郎君）

費無償化に向けた取組につきましては、議員の

御質問にもありましたように、今年10月から開

始されると伺っております。

なお、本県の学校給食費無償化につきまして

は、学校や地域の実情、社会状況等を踏まえた

上で、補助も含めて、市町村において現在は判

断がなされております。

そのため、県教育委員会におきましては、保

護者の負担軽減が効果的に行われるよう、市町

村担当者会において、給食費補助の情報提供や

各市町村の取組について情報交換を行ってきて

いるところであります。

今年度の九州地方教育長協議会における学校

給食費の支援についての協議を受けまして、理

事県として、本県から国への要望を行うととも

に、今後、国の動向を注視してまいりたいと考

えております。

先日の脇谷議員の質問以上の○永山敏郎議員

回答を引き出すことはできませんでした。子供

はあっという間に大きくなり、学校を卒業して

しまいます。子育て世代は今、支援を求めてい

ます。国の動きを待つことなく、県としての判

断を強く要望いたします。

次に、カスタマーハラスメントについてお伺

いします。

昨今、カスタマーハラスメント、いわゆるカ

スハラが社会問題化しています。

今月５日、繊維や流通などの労働組合でつく

るＵＡゼンセンがカスタマーハラスメントに関

するアンケート調査結果を公表しました。約３

万3,000人から回答を得て、半数の46.8％が２年

以内にカスタマーハラスメントの被害に遭った

と回答しています。

カスタマーハラスメントは従業員の精神面に

大きな影響を与えるとともに、企業としても営

業に支障を来すなどの問題があります。

また、東京都では、全国初のカスタマーハラ

スメント防止条例の制定に向けた動きも見られ

ます。セクハラやパワハラと同様に、社会全体

で取り組んでいかなければならない問題です。

では初めに、カスタマーハラスメントについ

て、企業に対する県の取組について、商工観光

労働部長にお伺いします。

顧客等か○商工観光労働部長（川北正文君）

らの著しい迷惑行為、いわゆるカスタマーハラ

スメントは、就業者へ精神的な苦痛を与えると

ともに、企業の健全な経営を妨げるなど、社会

問題化しており、カスタマーハラスメントから

労働者を守るための対応は重要であると認識し

ております。

このため県では、国が作成したカスタマーハ

ラスメント対策に係るポスター掲示や企業向け

の対策マニュアル等の周知により啓発を行うと

ともに、労働問題に関する相談窓口を設置して

おります。

また、国においては、事業主に対策を義務づ

ける法整備の動きもあることから、関係機関と

連携しながら、今後の動向を注視してまいりま

す。

行政機関においても、住民や○永山敏郎議員

事業者あるいは議員等と日々電話や窓口等で対

応しております。私の前職場においても、住民
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とのやり取りでメンタル不調に陥る職員がいま

した。カスタマーハラスメントは、特定の職員

に負担のないよう、職場全体で取り組んでいか

なければなりません。

それでは、県庁において、職員に対するカス

タマーハラスメントにどのように対応している

のか、総務部長にお伺いします。

庁内におけるハラ○総務部長（吉村達也君）

スメントについては、「ハラスメントの防止等

に関する要綱」を定め、相談体制を構築し、そ

の防止に取り組んでおり、今年４月にカスタ

マーハラスメントに関する項目を新たに追加し

ています。

本要綱では、行き過ぎた要求や行動に対し

て、組織として毅然と対応するとともに、職員

の安全と健康を守る措置を講じることとしてお

ります。

具体的には、所属において適切に事案を把握

した上で、複数の職員で対応するとともに、特

に悪質なものは、特定の窓口での対応のほか、

状況に応じて警察等への応援要請を行うなど、

職員の安全面に配慮した対応を行っておりま

す。また、被害を受けた職員には、カウンセ

ラーへの相談を促すなどの配慮も行っておりま

す。

引き続き、職員団体等とも連○永山敏郎議員

携し、職員を守る体制の構築に努めていただく

ようお願いいたします。

最後に、マイナ保険証について改めてお伺い

します。

12月のマイナ保険証への移行まで半年を切り

ました。保険者や医療機関等も対応に追われて

いることと思います。

一方で、マイナ保険証の利用率は全国で6.5

％、宮崎県でも９％にとどまるとの答弁もあり

ました。このまま本当に移行できるのか、移行

時に大きな混乱が生じるのではないかと危惧し

ています。

では初めに、県内のマイナンバーカード保有

状況について、改めて総合政策部長にお伺いし

ます。

マイナン○総合政策部長（重黒木 清君）

バーカードの保有状況につきましては、４月末

現在、県全体で87万1,120人の方がカードを保有

しており、保有率は81.5％と全国で最も高く

なっております。

市町村別の保有率につきましては、最も高い

都城市で88.9％、最も低い自治体でも74.3％と

なっており、県内全ての市町村で全国平均

の73.7％を上回っております。

次に、医療機関におけるカー○永山敏郎議員

ドリーダーの設置状況について、福祉保健部長

にお伺いします。

マイナ保険○福祉保健部長（渡久山武志君）

証を利用する際に必要となるカードリーダー

は、４月末時点で県内医療機関の95.1％に設置

されており、全国で最も高くなっております。

医療機関のカードリーダー○永山敏郎議員

は、大分設置が進んでいるものと感じます。

一方、マイナンバーカードの登録につきまし

ては、100％保有というのはなかなか困難な状況

かというふうに考えます。

それでは、12月のマイナ保険証移行に関し、

登録が済んでいない場合の対応について、福祉

保健部長にお伺いします。

マイナ保険○福祉保健部長（渡久山武志君）

証の登録が済んでいない方につきましては、資

格情報などが記載された資格確認書が各保険者

から交付されることになっております。この資

格確認書を医療機関等の窓口で御提示いただく
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ことで、これまでと同様に受診することができ

ます。

資格確認書での対応というふ○永山敏郎議員

うなことで回答がありました。また、別の経過

措置として、現行の保険証も最長１年間の使用

猶予期間が設けられるとされております。

マイナ保険証移行に関しては様々なパターン

が考えられます。マイナ保険証を登録し利用す

る、登録しているが登録を外し資格確認書で対

応する、登録はしているけれども資格確認書に

ついても交付を求める、登録はせずに資格確認

書で受診する、このように様々です。

移行まで半年を切り、不安に思う県民も多い

と思います。考え得る様々なパターンへの対応

について、不安を払拭するよう県民に周知が必

要と考えます。

マイナ保険証移行に向けた県の対応につい

て、福祉保健部長にお伺いします。

マイナ保険○福祉保健部長（渡久山武志君）

証につきましては、利用を促進するために、現

在、国が積極的に普及啓発を行っております

が、県といたしましても、ホームページ等で県

民に向けた広報を行っております。また、県内

の各保険者や医療関係団体が構成員となります

保険者協議会におきまして、マイナ保険証の利

用促進に向けた積極的な取組を行っていただく

よう、協力を依頼したところです。

今後もテレビＣＭなどの様々な広報媒体を使

いまして、引き続き広く県民の皆様に広報を行

い、今までどおり安心して医療を受けることが

できるよう、関係機関と連携して取り組んでま

いります。

引き続き連携した取組をお願○永山敏郎議員

いします。

マイナンバーカードについては、今後、運転

免許証との一体化も計画されています。マイナ

ンバー制度を通じたデジタル社会の実現につい

て、知事の考えをお伺いします。

マイナンバー制度は、○知事（河野俊嗣君）

オンラインでの本人確認や行政機関同士の情報

連携を可能とするデジタル社会の基盤でありま

して、御指摘のように、現在、国による制度設

計の下、マイナ保険証をはじめ、運転免許証と

マイナンバーカードの一体化など、本格的な運

用に向けた取組が始まっております。

今後、マイナンバー制度を一つのきっかけと

しまして、私たちの暮らしや経済活動のあらゆ

る場面で、デジタル技術を活用した取組が行政

・民間で広がっていくことが想定されておりま

す。さらに、こうした取組が地域や分野を超え

てつながることで、新たなサービスや価値が生

み出され、私たちの暮らしがより便利で豊かな

ものになるものと考えております。

県としましては、国や市町村、民間とも連携

しながら、厳重なセキュリティー対策やデジタ

ルに不慣れな方への支援などにも取り組み、県

民誰もが安全・安心にデジタル化の恩恵を受け

られ、豊かさを実感できるデジタル社会の実現

を目指してまいります。

ありがとうございます。運用○永山敏郎議員

に不安の声もあります。丁寧な運用を望みま

す。

以上で質問を終わります。ありがとうござい

ました。（拍手）

以上で本日の質問は終わり○野﨑幸士副議長

ました。

次の本会議は、17日午前10時から、本日に引

き続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後１時52分散会
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24番 安 田 厚 生 （  同  ） 
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35番 武 田 浩 一 （  同  ） 

36番 丸 山 裕次郎 （  同  ） 

37番 中 野 一 則 （  同  ） 

38番 山 下 博 三 （  同  ） 
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一般質問◎

これより本日の会議を開き○野﨑幸士副議長

ます。

本日の日程は一般質問であります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、山

内いっとく議員。

〔登壇〕（拍手） 魂を込○山内いっとく議員

めて、おはようございます。自由民主党、都城

市選出の山内いっとくです。宮崎の未来を創る

ため、地域・福祉・教育の視点で県民から届く

声を県政へと届けていきたいと思います。

本日は傍聴に来てくださり、誠にありがとう

ございます。本日の目的は、テーマを「探究す

る子供を育む教育」として、宮崎の教育「ひな

たの学び」を進めるためにも、教育、スポーツ

・文化振興の課題に関する質問を通して問題提

起をしてまいりたいと思います。

それでは、通告に従いまして順次質問してま

いりたいと思います。

我が国は現在、急激な少子高齢化の状況で、

グローバル化、情報化、都市化や過疎化の進

行、家族形態の変容、価値観やライフスタイル

の多様化など大きく変化しております。

学校を取り巻く環境は複雑化・困難化し、働

き方改革とともに、子供が自ら課題を発見し、

解決に向けて主体的・協働的に学ぶ学習の充実

など、授業革新を図っていくことが求められて

おります。

教育は、子供たち一人一人の潜在能力を最大

限に引き出し、全ての子供たちが幸福に、より

よく生きられるようにすることが大切です。そ

して、地域の未来を担う子供たちの成長は、そ

の地域に住む人々の希望です。

「社会に開かれた教育課程」の実現が求めら

れている今、まず教職員が、そして行政も地域

の人々も、これまでの学校観を転換する必要が

あります。進学、就職による人口流出が多く、

課題となっております。教育による効果や宮崎

での生活環境の整備が大切です。

行政においても、地域づくりは首長部局が、

学校づくりは教育委員会が取り組んでまいりま

したが、どちらか一方だけで地域の未来、子供

たちの未来を考えていくのではなく、両者が協

働して取り組んでいくことで、より大きな効果

を発揮いたします。

学校は、学力や社会性を身につける場、子供

たちの居場所の一つです。本県では、学びに向

かう力を育むとして「ひなたの学び」に取り組

んでおられます。

そこで質問いたします。

知事の教育に対する思いを伺います。

また、「ひなたの学び」を推進するための学

校や教員の役割を教育長に伺います。

以上で壇上での質問とし、以下の質問は質問

者席から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。教育に対する思いにつ

いてであります。

国という単位であろうと、地域という単位で

あろうと、教育というものは、長年にわたり蓄

積され、培われてきた大切な知識や経験、そし

て英知というものを、少々大げさな表現になり

ますが、その組織の存亡をかけて、また未来を

かけて、次の世代へとつないでいく営みであろ

うと考えております。

人口減少・少子高齢化が急速に進む中、本県

の未来を考えたとき、県民一人一人の豊かで幸

せな人生の実現と、地域社会の活力を持続的に

維持していくために、教育こそが極めて重要な

令和６年６月17日(月)
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役割を有していると考えております。

昨年11月、福祉系学科に通う６名の高校生と

意見交換をする機会がありました。私は、それ

ぞれの生徒が介護という仕事に情熱や使命感、

将来の展望を持っていることに大いに感心し、

心強く感じました。

ある生徒は、小学生時代から地域のお年寄り

と交流したことが今の高校の選択につながった

と話しておりまして、まさに幼少期からの地域

での学びや体験が将来の夢を育んだものと、大

変すばらしい取組、そして志だと感じました。

これからの宮崎には、郷土に誇りと愛着を持

ちながら、地域の課題解決に向け、主体的・協

働的に取り組めるような人材が必要でありま

す。そのため、学校だけでなく、家庭や地域、

企業など多様な主体と力を合わせ、若い世代の

育成に取り組んでまいります。以上でありま

す。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えし○教育長（黒木淳一郎君）

ます。学校と教員の役割についてであります。

予測困難な時代の中で、子供たちに必要とさ

れるのは、様々な課題に主体的に向き合い、多

様な他者と協働しながら解決する力であり、そ

の育成に「ひなたの学び」は重要であります。

教員は、子供の学びの伴走者として、子供が

自ら問いを見つけるための指導法を工夫した

り、他者とのつながりを広げ、学び合う機会を

つくったり、知識を相互に関連づけ、より深く

理解させる場面を設定するなど、様々な支援を

行う役割を担っております。これらを通して、

学校において子供一人一人の学びが最大限に引

き出されるものと考えております。

今後とも、学校と家庭、地域が一体となっ

て、学びに向かう力を育む「ひなたの学び」の

推進に取り組んでまいります。以上でありま

す。〔降壇〕

教育に対する思い、学○山内いっとく議員

校、教員について確認させていただきました。

教員は、全体の奉仕者として自ら常に学び、

子供が分かる、できるということに喜びを感

じ、そのためには可能な限り時間を使いまし

た。授業を通して人生を教える、そのように先

輩方から学んできました。

教職員の働き方改革だけが先行してしまう

と、これまでの教育者としての活動を否定され

たと思う教員もおります。子供のために頑張れ

ない教員、デジタル化についていけない教員が

増えているのであれば、それは採用に問題があ

るようにも感じます。教員は、子供の学びの伴

走者として、これを忘れず、第一に置いていた

だくよう提言いたします。

それでは、働き方改革と子供に向き合う時間

について伺います。

県教育委員会では、「学校における働き方改

革推進プラン」を平成31年３月に策定し、教職

員が授業を中心とした質の高い教育活動に専念

できるよう働き方改革を進めています。これら

の働き方改革は、教職員の負担を減らすととも

に、本来重視されるべき授業の充実や、児童生

徒と向き合う時間の確保が目的となっておりま

す。

しかしながら、不登校の理由の１位が先生と

の関係というデータもあり、家庭訪問や部活動

の時間など、子供と向き合う時間が削減されて

いるのではないか、そのために不登校が多く

なっているのではないかという声もあります。

そこで質問いたします。学校における働き方

改革において業務改善を進めながら、どのよう

に子供たちと向き合う時間を確保しているの

か、教育長に伺います。
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働き方改革におけ○教育長（黒木淳一郎君）

る業務改善の例としましては、スクール・サ

ポート・スタッフの配置による業務軽減、職員

会議の内容の精選、午前中を５時間授業にする

などの時間割の工夫、ＩＣＴを有効活用した業

務の効率化などの取組がございます。

このことにより、放課後の時間等に余裕が生

じ、教職員が心身ともにゆとりを持って個別指

導や教育相談等ができるようになるなど、これ

まで以上に子供たちと向き合う時間の充実が図

られた事例も見られます。

今後も質の高い教育活動に専念できる環境を

実現できるよう、学校における働き方改革を推

進してまいります。

質の高い教育に期待して○山内いっとく議員

おります。

先生方には、授業やその準備以外に様々な事

務作業があります。学校事務連絡、アンケート

の作成や集計、成績評価、時間割作成などがあ

ります。高校入試事務は、願書の入力、採点な

ど、かなりの業務負担があります。現在は、一

般入試に推薦入試や２次募集も加わり、負担が

大きくなっております。願書提出のオンライン

化も必要と考えます。

また昨年、テストのデジタル採点システムが

導入されましたが、高校入試事務において活用

が可能と考えます。

そこで質問いたします。高校入試におけるデ

ジタル採点システムの導入を行う考えを教育長

に伺います。

デジタル採点シス○教育長（黒木淳一郎君）

テムにつきましては、令和５年度に実施した調

査におきまして、採点に要する時間を約30％削

減することができるなど、業務時間の削減に効

果があることを確認いたしました。

そこで県教育委員会では、今年度より「ひな

た教育ＤＸ整備事業」にて、県内全ての県立高

等学校並びに中等教育学校、県立中学校にデジ

タル採点システムを導入し、定期考査等の採点

業務において活用を進めております。

今後は、全ての県立高校の教職員がデジタル

採点システムを適切に操作することができるよ

う、定期的に研修会を実施するなど、入学者選

抜検査における活用を見据えた準備を進めてま

いります。

デジタル採点システムの○山内いっとく議員

活用を見据えているということで、期待してま

いりたいと思います。

では次に、生徒による授業評価の効果とし

て、「生徒の実態に応じた授業改善が可能」

「生徒に学習の主体者としての自覚と学習意欲

の喚起を促す」などが挙げられます。

しかしながら、昔の一斉授業と現在の「主体

的で対話的な深い学び」とでは求められる授業

の形が違うため、昔ながらの評価制度では先進

的な授業は評価されない仕組みで、教職員の精

神的な負担となっておりました。

そこで質問します。生徒による授業評価制度

の現状と今後の授業評価の在り方について、教

育長に伺います。

生徒による教員の○教育長（黒木淳一郎君）

授業評価につきましては、従来、一斉授業にお

ける指導方法の改善や、生徒の授業に対する参

加意識の向上を目的としておりましたが、今年

度の実施は37校中６校にとどまっております。

一方、主体的・対話的で深い学びの実現に向

かう近年では、ＩＣＴを活用した生徒と教員の

コミュニケーションや、生徒が自らの学習状況

を評価する振り返りシートなどの取組が進み、

それらを教員の授業改善につなげております。
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県教育委員会といたしましては、令和４年度

からの「新時代に対応した高校授業改革推進事

業」におきまして、「指導と評価の一体化」の

研究に取り組んでおります。今後とも、授業の

評価から改善まで、生徒の学びにつながる取組

を進めてまいります。

指導と評価の一体化とい○山内いっとく議員

うことで、昔のような負担がないことに安心し

ました。今後も生徒の学びにつながる振り返り

シートに期待していきたいと思います。

小学校では作成した教材を一度しか活用でき

ないことも多く、負担となっております。高校

の専門教科では人があふれる一方、小学校の採

用試験では低倍率になっております。教科担任

制を導入することで、教材作成の時間短縮にな

るとともに、授業力向上にもつながると思いま

す。

文部科学省の中央教育審議会が、教科ごとに

専門の教員が教える教科担任制を、現在導入し

ている小学校の高学年５～６年生から中学年３

～４年生に拡大する案を出されました。

そこで質問いたします。本県全ての小学校の

全ての学年に教科担任制を導入することについ

ての県の考えを教育長に伺います。

小学校における教○教育長（黒木淳一郎君）

科担任制につきましては、学習の高度化への対

応や中学校との円滑な接続などの教育的効果が

あるため、国としても高学年から推進している

ところであります。

県教育委員会といたしましても、国の方針を

受け、好事例を発信するなど、積極的な導入を

推進しており、各学校の実情に応じて、教師間

の交換授業も含めて、その取組が着実に広がっ

ております。

一方、今の学級担任制を前提とした教員数で

は、全ての小学校の全ての学年で、全教科、教

科担任制を実施するには十分ではないことや、

発達の段階に応じた配慮が必要であることか

ら、全学年の導入につきましては、国の動向を

注視してまいります。

積極的な導入を推進と、○山内いっとく議員

しかしながら、現在の教職員定数では難しいと

いうことを理解いたしました。

今、講師不足が全国で起こっております。本

県でも、呼びかけても集まらず、未配置となっ

ている状況があります。

また、非常勤である会計年度職員についても

募集がありますが、会計年度職員は、若い教員

志望者にとって、未来に希望が持てないという

声があります。

そこで質問します。今年度の小中学校におけ

る講師不足の状況と、それに対する県教育委員

会の対応策について、教育長に伺います。

臨時的任用講師の○教育長（黒木淳一郎君）

不足数につきましては、令和６年５月１日時点

で、県内の小中学校合わせて66名であります。

不足の理由としては、定年前の希望退職者や

特別支援学校の学級数が見込みよりも増加した
※

ことによるものと考えております。

県教育委員会といたしましては、臨時的任用

講師の確保のために、現在、学校に勤務してい

ない教員免許所有者やＵＩＪターンを検討して

いる方々に対して講師登録への働きかけを行う

とともに、教職員互助会や県内大学等を通し

て、退職された方や教職を目指している方にも

同様の働きかけを行っております。

現在66名が不足というこ○山内いっとく議員

とで、講師登録の働きかけを行っている。しか

しながら、不足している状況であれば、解決で

きない現状があるということを理解いたしまし

※ 170ページに訂正発言あり

令和６年６月17日(月)
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た。

それでは、講師に対する考えについて伺いた

いと思います。

本県の昨日行われた教員採用試験は、倍率

は2.7倍と、競争倍率は、記録が残る2004年以

降、2011年の14.2倍をピークに低下傾向が続

き、最も低くなりました。細かく見ると、小学

校では1.4倍と低い反面、中学校では3.0倍、高

校では5.0倍と高く、特に高校体育では34.5倍と

かなり高い状況となっております。これだけ大

きな差があります。

これは、優秀な人材であってもなかなか採用

されない現状も表しております。不安定な講師

ではなく、ほかの道へ進んだ者も多くおられま

す。しかしながら、10年以上講師として現場で

頑張っておられる方もいらっしゃいます。臨時

的任用講師は学校運営に欠かせないものと思い

ます。

そこで質問いたします。講師に対する県の認

識を教育長に伺います。

休職者や育児休業○教育長（黒木淳一郎君）

者に代わって職務を担う臨時的任用講師につき

ましては、かつて部活動指導における生徒引率

を可能にするなど、その職務を拡大してきた経

緯もあり、このことからも、議員御指摘のとお

り、講師は学校運営に大きく関わっておりまし

た。

現在におきましても、特別支援学校で障がい

種に応じた専門的な知識・技能を持って指導し

ている方々、教諭を退職されてもなお、臨時的

任用講師として求められて教壇に立っている

方々など、講師の存在は学校運営上、欠かせな

い存在となっております。今年度、給与を見直

すなどの処遇改善を行ったところであります。

今年度、処遇改善がなさ○山内いっとく議員

れたということで、処遇改善とともに、周囲の

意識改善も進めていただきたいと思います。

それでは、教員採用試験の倍率低下に伴い、

教員の質が問題となることが度々あります。一

般的には、倍率が３倍を切ると教職員の質の低

下が言われます。また、先生というのは、少な

くとも普通以上の学力や努力を有する人がふさ

わしいと考えますが、保護者の中には教職員の

質を不安視する声もあります。

そこで質問します。採用する人材の質を確保

するために、教員採用試験においてどのような

取組を行っているのか、教育長に伺います。

令和５年度実施の○教育長（黒木淳一郎君）

教員採用試験では、一次試験において、教員と

して必要な関係法令等の基本的知識や、受験科

目等の専門性を問う筆答試験を実施し、幅広い

識見を評価しております。

同じく二次試験におきましては、模擬授業や

実技試験を通して、教員としての適性、専門的

知識や技能、実践的指導力等について評価して

おります。

加えて、面接や数名のグループで協力して課

題に取り組むグループワークを通して、教育者

としてのコミュニケーション能力をはじめ、幅

広い社会性や人間性を多面的に評価しておりま

す。

今後も引き続き、より多くの受験者と優秀な

人材を確保できるよう取り組んでまいります。

現在、若くして辞めてし○山内いっとく議員

まう教員がいる反面、長年講師で活躍されてい

る方もいる現状があります。一次試験で評価す

る専門性が高過ぎて、教員としての適性や実践

的指導力のある人材が二次試験まで残れず、損

失につながっているのではと考えております。

現在、教員採用試験については、県としても
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採用試験日を早め、ＩＣＴに関する資格所有者

に対して若干優遇される取組がされておりま

す。国においても、奨学金返済優遇の措置も議

論されております。就職氷河期の時代は、宮崎

で採用されないが、他県では採用されるケース

も多くありました。

そこで質問します。教員採用試験の実施状況

から、どのような課題があるのか、また、その

課題解決のためにどのように改善したのか、教

育長に伺います。

採用試験の実施状○教育長（黒木淳一郎君）

況上の大きな課題は、受験者数の減少でありま

す。このことを受け、例えば採用試験の早期化

や県外会場での採用試験の実施、県内外の大学

との連携など、様々な取組を行っております。

また、中学校や高等学校の受験区分におい

て、受験者がいない、または数名しかいない、

そのような教科・科目があるなどの課題も見ら

れます。これに対しましては、追加試験や社会

人枠の特別選考試験、２つの受験区分での併願

受験を可能にするなどの取組を行い、受験者確

保に努めているところであります。

今後も採用試験や学校現場の課題を踏まえ、

改善を図ってまいります。

今の新卒就職の仕組みで○山内いっとく議員

は、民間の求人倍率が高いため、公務員を選ば

なくなっている状況があります。採用試験に不

合格であっても、教員を目指しながら働ける環

境が必要かと考えます。

例えば、体育教員の志望者が多いですが、時

短勤務などで部活動指導員を行える仕組みや、

正社員で働きながら会計年度職員で働ける仕組

みを企業と連携してつくったり、倍率の高い高

校教員志望者に対して、臨時免許制度を活用し

て、免許のない小学校で採用する仕組みをつ

くったりする必要があるのではないでしょう

か。宮崎の未来を担う子供たちに必要な教育を

行える、情熱を持った教員を採用できる仕組み

づくりを提言いたします。

続きまして、部活動とスポーツ振興について

伺ってまいりたいと思います。

学校の運動部活動は、スポーツに興味・関心

のある同好の生徒が参加し、学校教育の一環と

して行われ、スポーツ振興を大きく支えており

ます。

また、体力や技能の向上を図る目的以外に

も、異年齢との交流の中で、生徒同士や生徒と

教師等との好ましい人間関係の構築を図った

り、学習意欲の向上や自己肯定感、責任感、連

帯感の涵養に資するなど、生徒の多様な学びの

場として教育的意義が大きくあります。

しかしながら、少子化が進展する中、運動部

活動においては、特定の学校に生徒が集中する

など、従前と同様の運営体制では維持できなく

なってきております。

また、学校や地域によっては存続の危機にあ

ります。働き方改革の観点から、地域移行や全

中大会の縮小の話もあります。部活動は、児童

生徒にとっても楽しみであり、学校を選ぶ際の

重要な要素の一つです。

そこで質問いたします。学校における部活動

の教育的意義について、教育長に伺います。

議員御指摘のとお○教育長（黒木淳一郎君）

り、運動部活動は、好ましい人間関係づくりや

責任感の育成、学習意欲の向上など、多様な学

びの場であると認識しております。

私自身もかつて学校の部活動に携わる中で、

最初はうまくいかず、生徒が失敗したり悩んだ

りする姿を見てきました。しかしながら、苦し

みながらも活動を続けることで、やがて記録が
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伸びたり技術の進歩があるなど、成長した自分

に出会える、ここに価値があると実感してきま

した。

また、仲間と切磋琢磨し、喜びや苦しみ、感

動を共に味わうことで、社会人になるための人

としての土台づくりが部活動にはあると感じて

きたところでもあります。

県教育委員会といたしましては、学校におけ

る部活動の意義を踏まえ、時代の変遷に合わせ

ながら活動の機会を確保することにより、生徒

たちの健全育成に取り組んでまいります。

部活動の意義をしっかり○山内いっとく議員

と、社会を含めて共有していただきたいと思い

ます。

スポーツ競技人口は年々減少しており、少子

化の影響と言われております。しかし、子供の

減少以上に、小学校から中学校段階での競技人

口が大きく減少しております。これは、中学生

の県外流出が多いのか、小学校で燃え尽きてし

まうのか、幾つか理由が考えられます。

そこで質問します。中学校の競技人口の減少

の原因、理由について、教育長に伺います。

中学生の競技人口○教育長（黒木淳一郎君）

につきましては、少子化やコロナ禍における活

動制限の影響もあり、減少傾向にあると認識し

ております。

このような状況の中、県教育委員会といたし

ましては、活動人数が不足する学校が集まって

一つのチームをつくる合同部活動の導入や、学

校に部活動がない生徒が中学校体育連盟の大会

に地域スポーツクラブから出場できるルールづ

くり、専門的な指導者が転勤になったときに、

その指導ができる部活動指導員の確保の支援な

ど、市町村と連携しながら、生徒のよりよい活

動の場が保障できるような環境づくりに取り組

んでいるところであります。

少子化やコロナ禍で片づ○山内いっとく議員

けてしまうと危険なような気もします。スポー

ツを通して、たくましい体をつくることの意味

を考える必要もあるのかもしれません。

それでは、部活動拠点校と校区外進学の現状

について伺います。

公立中学校は、基本的に市町村で校区を定

め、住民票のある学校に進学します。しかしな

がら、よい指導者がいるということで、部活動

のために住民票のない隣の校区や市町村へ入学

する現状があります。そのため、地元の子が試

合に出られなかったり、隣の学校に入学してい

る現状もあります。

部活動の地域移行やクラブチーム化が進む

中、例えば競技力向上拠点校においては、市町

村の枠を超えて入学を許可するなど、柔軟な対

応も必要ではないかと考えます。

そこで質問します。市町村をまたいで部活動

をすることに対して県はどのように対応してい

くのか、教育長に伺います。

中学校では、生徒○教育長（黒木淳一郎君）

の活動の多様なニーズに応えるため、市町村同

士の申合せにより、隣接する自治体の学校の部

活動へ参加している状況もあります。

県教育委員会といたしましては、少子化が進

展する中で、生徒にとって望ましい部活動の場

の確保は様々な形があり、自治体を越えて部活

動に参加する場合のモデルとなる事例について

は共有していきたいと考えております。

今後も引き続き、各市町村の成果や課題を把

握するとともに、他県における先進事例の調査

を行うなど、生徒たちが自分に合った活動を選

択し、自己実現を図ることができるような仕組

みづくりについて、部活動改革検討委員会等に
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おいて研究を進めてまいります。

今後研究を進めていくと○山内いっとく議員

いうことで、子供たちにとっても、いい環境に

なるのではないかと思います。生徒たちが自分

に合った活動を選択し、自己実現を図ることが

できる仕組みづくりに期待しております。

今回、部活動に着目しましたが、小規模特認

校でも隣の自治体の学校を希望しているという

声もあります。小中学校においても、特色ある

学校に堂々と入学できる仕組みを提言したいと

思います。

続いて、新陸上競技場の活用について伺いま

す。

「スポーツランドみやざき」の新たな拠点と

して、山之口で新宮崎県陸上競技場の整備が進

められ、今年度完成予定となっております。国

スポ・障スポを契機に全国大会の誘致が期待さ

れております。

2017年には、宮崎で日本ＡＳＥＡＮ Ｕ－16

サッカー交流大会が行われました。しかし、昨

年のサッカー交流は沖縄で行われております。

また、昨年から女子サッカーのヴィアマテラ

ス宮崎が１部に上がるなど、かなりの勢いがあ

り、その勢いにあやかり、全国女子サッカー大

会など全国規模の大会誘致を新陸上競技場に

行っていただきたいという声もあります。

そこで質問します。スポーツ環境日本一の達

成に向けて整備を進めている新陸上競技場を活

用して、スポーツキャンプ・大会の誘致にどの

ように取り組んでいくのか、知事に伺います。

国スポ・障スポに向け○知事（河野俊嗣君）

まして建設中の陸上競技場は、トップアスリー

トも利用できる高水準の仕様を備えておりまし

て、陸上競技をはじめ、ラグビーやサッカーな

どの国際試合、また、国内外代表クラスのキャ

ンプ・合宿や全国規模の大会を誘致するための

重要な拠点になるものと考えております。

こういった機能を備えた施設単体であれば、

ほかの県にもいろいろあるかと思いますが、本

県は長年にわたり「スポーツランドみやざき」

を掲げて取り組んできた合宿や大会の受入れノ

ウハウが蓄積されていること、また、キャンプ

シーズンはトレーニングマッチの相手にも恵ま

れていること、さらには、大会を開催する上

で、県総合運動公園など他の競技施設との併用

などの選択肢が多いこと、これは本県の強みで

あろうと考えております。

このため、スポーツ観光プロジェクトにおけ

る今年度からの取組としまして、国内外のキャ

ンプ・大会の誘致を進める上でのかじ取り役と

なるスポーツキャンプ・大会誘致委員会を設立

したところでありまして、今後、陸上競技場に

おいても、地元都城市や競技団体等と緊密に連

携を図りながら、戦略的に誘致してまいりま

す。

県としましては、陸上競技場をはじめ、同じ

く建設中の体育館、プールなどを最大限に活用

し、新たなスポーツキャンプ・大会の受入れを

増加させることで、プロジェクトの目的であり

ます地域経済の活性化や観光振興にもつなげて

いけるよう、スポーツ環境日本一にしっかりと

取り組んでまいります。

スポーツ環境日本一に期○山内いっとく議員

待しております。

それでは、かごしま国体では、大会の開催機

運の醸成等を目的として文化プログラムがあ

り、「燃ゆる感動かごしま国体・かごしま大

会」の機会を捉え、鹿児島県の誇る文化や伝統

など多彩な魅力を全国に発信しておりました。

そこで質問します。文化プログラムを今後ど
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のように進めていくのか、宮崎国スポ・障スポ

局長に伺います。

文○宮崎国スポ・障スポ局長（山下栄次君）

化プログラムにつきましては、国スポ・障スポ

開催に向けた機運醸成等を目的としており、昨

年、鹿児島県では、スポーツに関する写真展や

前回大会に関する企画展などが実施されまし

た。

本県でも、文化プログラムを通じて、スポー

ツへの関心が低い方々にも大会を認知していた

だき、観戦やボランティアなど様々な形での参

加を促進するとともに、本県の芸術や伝統文化

等の多彩な魅力を全国に発信したいと考えてお

ります。

実施期間は、基本方針の中で大会開催年の１

月から12月までと定めており、今年度は関係団

体や市町村の御意見を伺いながら実施要項を策

定し、来年度以降、プログラムの内容等につい

て具体的に検討を進めてまいります。

国スポ・障スポを契機○山内いっとく議員

に、ふるさと宮崎が子供たちの心に残るプログ

ラムを期待しております。

それでは、教育基本法には、教育の目的の一

つに、「伝統と文化を尊重し、それらをはぐく

んできた我が国と郷土を愛するとともに、他国

を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態

度を養うこと」とあります。

シンク・グローバル、アクト・ローカル、体

験学習ということが重要視され、世界が近くな

る中、小学校ではふるさと宮崎を学び、中学校

では日本、高校では世界を知るような教育が大

切ではないかと考えます。

そこで質問します。ふるさと宮崎に愛着を育

む教育に対する考えを教育長に伺います。

県教育委員会で○教育長（黒木淳一郎君）

は、教育振興基本計画やキャリア教育ガイドラ

インにおいて、学校における「ふるさと学習」

の充実や、ふるさと宮崎への誇りと愛着を育む

教育を推進しております。

例えば、小学校では、地域の伝統芸能を実際

に体験することで、これまで受け継がれてきた

先人の思いや願いを知り、地域文化に対する関

心を高める学習を行っております。

また、中学校では、地域のイベントにおいて

企画から参画することで、地域の一員としての

役割や、地域へ貢献する喜びを実感できる学習

を行っております。

今後とも、このように地域に根差した特色あ

る教育活動を推進し、郷土を愛し、地域や宮崎

の発展に主体的に参画する人材の育成に取り組

んでまいります。

ここで発言の訂正をお願いいたします。

先ほどの臨時的任用講師の御質問の答弁の中

で、私のほうが「特別支援学校の学級数」とお

答えしたところですが、小中学校におけること

でございましたので、「特別支援学級数」でご

ざいます。訂正させていただきます。申し訳ご

ざいません。

コロナ禍を経て、体育○山内いっとく議員

祭、文化祭などの行事が縮小される中、修学旅

行は貴重な体験をする学びの場です。コロナ禍

では、多くの学校で県外の修学旅行から県内へ

と変更されました。子供たちにとっても、故郷

の魅力を再発見する機会となる修学旅行とな

り、本来の教育の目的に即したものとなったと

聞きます。それはどこに行ってしまったので

しょうか。いま一度、修学旅行の意義を検討

し、その機会を捉えて、ふるさと宮崎を愛する

心も育めるような修学旅行を行うよう提言した

いと思います。
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次に、高校生海外留学支援事業について伺い

ます。

海外留学の促進、国際理解教育の推進を通し

て、地域や県内企業を支え、宮崎から世界へ挑

戦するグローバル人材の育成を目指すことを目

的とした高校生海外留学支援事業があります。

円安の状況、経済的に厳しい宮崎において、非

常によい取組だと考えております。

先日、都城でモンゴル交流事業の抽せん会が

ありました。定員10人の枠に対して82名の応募

があったということです。

そこで質問します。高校生の海外留学支援事

業の昨年度の実績と今年度の取組を教育長に伺

います。

昨年度、本事業を○教育長（黒木淳一郎君）

通じて、109名の高校生が海外12か国での留学の

機会を得ました。加えて、夏季休業中に実施し

ました留学に近い体験ができる宿泊研修に

は、42名の中高生の参加が、また、３月に開催

しました海外留学への参加意識を高めるための

留学支援フェアには、想定を上回る137名の生徒

・保護者の参加がありました。

今年度は、昨年度の取組に加えまして、Ｇ７

宮崎農業大臣会合のレガシーとして、新たに海

外ファームステイを実施いたします。

引き続き、より多くの高校生が海外での経験

や国際交流を通して、グローバルな視点を身に

つけることができるよう、しっかり支援してま

いります。

今後もこの留学支援事業○山内いっとく議員

に期待しております。現在、別事業ではありま

すが、韓国や香港との交流事業の募集が始まっ

ております。今後の留学支援の取組にかなり期

待していきたいと思います。また、いずれは、

高校卒業時には全ての卒業生がパスポートを

持っている時代が来るのかもしれません。

次に、デジタル書籍の絵本導入と読み聞かせ

への活用について伺います。

読書による教育効果は高く、幼児教育や初等

教育における読み聞かせは大切であり、県内各

地の小学校やこども園で読み聞かせが行われて

おります。

宮崎県立図書館に、ネット上で閲覧できる電

子書籍が2024年度から導入されます。絵本の読

み聞かせでは、大型絵本で行うと子供たちが大

喜びであり、絵本の電子書籍が入れば、県内ど

こでも大きなディスプレーで読み聞かせができ

ると考えます。

一方、紙芝居活動に取り組んでいる団体もあ

ります。県内には日本一の紙芝居図書館をつく

ろうと活動されている団体があります。

また、県内を調べてみますと、石井十次や安

井息軒の絵本や紙芝居など、宮崎ゆかりの偉人

の作品もあります。

そこで質問します。電子書籍の中に、読み聞

かせで活用できる絵本や、宮崎の歴史や偉人の

紙芝居を導入する考えを、教育長に伺います。

読み聞かせは、読○教育長（黒木淳一郎君）

書に親しむ入り口として、子供たちにとって大

切な活動と考えておりまして、そのため、県で

は読み聞かせ活動を推進しております。

今年度、県立図書館で導入する電子書籍サー

ビスにおいて、議員がおっしゃるような絵本や

紙芝居等の郷土にまつわる資料を読み聞かせで

活用することは、子供たちが言葉を獲得し、本

への関心を高めるとともに、ふるさとへの愛着

や誇りを持つ上で大変有効であると考えており

ます。

県教育委員会といたしましても、絵本や郷土

資料を含めた県民ニーズを把握し、電子書籍の
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よさを最大限生かせるよう研究を深め、県民に

親しまれる宮崎ならではの電子書籍サービスを

目指してまいります。

宮崎ならではの電子書籍○山内いっとく議員

サービスに期待しております。児童生徒の夏休

みの課題に、郷土の偉人の絵本を募集しても面

白いかもしれません。「読書県みやざき」の取

組に期待しております。

それでは、学習支援について伺ってまいりた

いと思います。

まず、課外についてです。

九州内で多く行われていた朝課外は、教員や

生徒の負担軽減などを背景に廃止する学校が増

えています。一方、学習時間の確保などのた

め、独自の取組を行う学校も出ています。

例えば、福島高校では公営塾が行われ、今年

は京都大学に合格しております。宮崎県には大

学進学向けの塾や予備校が少ないため、必要性

を感じる反面、働き方改革での疑問の声もあ

り、検証が必要かと考えます。

そこで質問します。課外の学習に対する評価

と今後の在り方について、教育長に伺います。

課外は、保護者か○教育長（黒木淳一郎君）

らの要請を受けて、希望制で実施しておりま

す。それぞれの学校における生徒の進路実現や

資格取得を支援するための取組として、また経

済的負担の軽減を図る取組として、一定の役割

を果たしていると認識しております。

今後とも、生徒の学習環境の多様化や教員の

働き方改革の観点を踏まえ、生徒の学習習慣の

確立につながる取組や、ＩＣＴ活用等を含めた

学習支援の方法について、議論を深めてまいり

ます。

進路実現や経済的負担軽○山内いっとく議員

減の役割を果たしているということです。希望

する児童生徒がいれば、学べる環境の提供と共

通理解を促すよう提言いたします。

次に、高校の学校選択制は、教育の自由化の

考えの下に広がりました。通学区域の撤廃の当

時から指摘されていた課題として、高校の序列

化、受験競争の過熱、人気校・不人気校の倍率

の格差、学校を選択できる家庭と選択できない

家庭の格差と不平等、伝統校・進学拠点校への

集中、地元の高校に通えない、遠距離通学や不

本意入学、子供の負担増加、親の経済格差が教

育格差につながる、地方高校の定員割れによる

活力低下、郡部の高校の統廃合、高校と地域の

つながりの希薄化など、多くの課題が指摘され

ておりました。

そこで質問します。普通科における通学区域

撤廃による効果についてどのように捉えている

のか、教育長に伺います。

通学区域撤廃の目○教育長（黒木淳一郎君）

的は、生徒が自らの意思で高校を選択できるよ

うにすることでありました。同時に各高校で

は、それまで以上に選ばれる高校となるよう、

特色づくりが積極的に行われてきました。

県教育委員会といたしましては、探究科学科

やフロンティア科など普通科に専門学科を設置

し、その取組を後押ししてきたところでありま

す。現在、それぞれの高校で独自のカリキュラ

ムによる多様な人材の育成や、その学科でしか

学べない教育活動の充実に努めているところで

あります。

今後とも、各高校が魅力づくりを進めること

ができるよう、しっかり支援してまいります。

プラスの効果が高いと認○山内いっとく議員

識していると理解しました。

学区制が撤廃される前には、各高校から東

大、京大へ進学する生徒がおりましたが、現在
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は厳しい状況が続いております。

全日制卒業者数に対する国公立大学合格者数

の割合を教えてもらいました。平成10年度卒

は15.8％、平成15年度卒18.3％、平成20年度

卒21.7％と増加しておりましたが、平成25年度

卒20.1％、平成30年度卒18.7％で減少しており

ます。近年は20％前後で推移しているようで

す。

平成に着目すると、国公立大学の定員はほぼ

変わりません。少子化の影響による受験生の減

少で増えていた合格者数の割合が、合同選抜や

通学区域撤廃により、合格者の人数が減ってい

ると推定されます。

そこで質問します。県立高校において、どの

ように学力向上に取り組んでいるのか、教育長

に伺います。

学力向上のために○教育長（黒木淳一郎君）

は、生徒が主体的に学習に取り組むことが最も

重要であると考えております。

そのため、現在、高校では、身につけた知識

・技能を活用して、生徒自ら課題を見つけて思

考を深める、探究的な教育活動を各授業で実践

しております。

また、昨年度より、問いを持つこと、仲間と

学び合うこと、深く考えることを目指す子供の

学びの姿を「ひなたの学び」として整理し、知

的好奇心や問題解決能力を高める取組を行って

おります。

今後はさらに、ＩＣＴの活用を進めることに

より、生徒が自らの学びを効果的かつ客観的に

振り返りながら、確かな学力を身につけること

のできる、そのような教育活動の充実に取り組

んでまいります。

本県で学区制が撤廃され○山内いっとく議員

てから20年以上が経過しました。今まさに、先

ほど私が指摘した課題はますます大きなものと

なっております。課題から目を背けず対応する

よう提言いたします。

新型コロナの蔓延により、様々なところで大

きなダメージがあった一方で、ＧＩＧＡスクー

ル構想により１人１台端末が進み、教育ＤＸが

全国的に進みました。

本県では、教員のＩＣＴ活用能力が低いとい

う結果があります。宮崎県「教育の情報化」推

進プランには、基本指標が４つ示してありま

す。例えば、授業にＩＣＴを活用して指導する

能力を持つ教員の割合は、令和４年度76.4％か

ら令和９年度に87.0％にすることを目標として

います。

そこで質問です。数値目標を達成するために

どのような取組をしていくのか、教育長に伺い

ます。

議員御指摘のとお○教育長（黒木淳一郎君）

り、県教育委員会では、「教育の情報化」推進

プランの進捗状況を確認するため、教員のＩＣ

Ｔ活用指導力に関する４つの基本指標と数値目

標を定めております。

この数値目標の達成に向けた取組として、Ｉ

ＣＴ教育エリアミーティングを開催し、学校種

を超えて、教員が互いの教育実践から指導法を

学び合っております。

また、国の実施する調査に加え、県独自に中

間調査を行い、先生方自身のＩＣＴ活用状況に

ついて振り返る機会を設けたり、個々の課題に

応じた研修を充実させたりするなど、指導力向

上につながる取組を行っております。

このような取組により、教員のＩＣＴ活用指

導力は向上しておりますが、引き続き、全体の

底上げを図りながら、「ひなたの学び」を推進

するため、ＩＣＴを積極的に活用してまいりま
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す。

今までよりも教員のＩＣ○山内いっとく議員

Ｔ活用指導力が向上しているのは理解しており

ます。本県でも西米良村立村所小学校でリー

ディングＤＸスクール事業が行われましたが、

他県では、オンラインでの英語学習を取り入れ

たり、生成ＡＩパイロット校など、さらに一歩

進んだ取組がされております。就職や進学で困

るのは子供たちです。スピード感を持った教育

ＤＸの取組を提言したいと思います。

次に、特色ある学校として取り組んでおりま

すが、普通科においては特色ある学校で生徒募

集は難しく、学区制が撤廃され、市街地の伝統

校や交通の便のいいところに生徒が集まった

り、部活動で学校を選んだりしている状況があ

ります。伝統という歴史や学校所在地を変える

ことはできません。限られた予算の中で特色を

出すことは、普通科にとって難しいものとなっ

ております。

現場の先生の声として、「現場は一生懸命

やっているんだ。特色を出すのは行政の仕事で

はないか」という悲痛な声を伺いました。

飯野高校と高鍋農業高校は全国区の募集を

行っており、新たに高千穂高校、海洋高校も始

まります。

そこで質問します。普通科高校における特色

ある学校づくりに対する教育長の考えを伺いま

す。

本県ではこれま○教育長（黒木淳一郎君）

で、グローバルに活躍するリーダーの育成を目

指すフロンティア科や、科学技術分野でのイノ

ベーターとしての素養の育成を目指すサイエン

ス科の設置など、全国に先駆けて普通科の学び

を充実させてきたところであります。

本年度からは新たに「ひなたＤＸハイスクー

ル事業」に取り組み、本県普通科で採択された

６校では、教科「情報」において、高度なプロ

グラミングやコンテンツ制作など、データサイ

エンスを取り入れた教育活動を通して、デジタ

ル等成長分野を支える人材育成を目指しており

ます。

県教育委員会といたしましては、国の事業を

活用するなど、引き続き普通科における特色あ

る学校づくりを推進してまいります。

教育振興基本計画では、○山内いっとく議員

まず「未来を切り拓く 心豊かでたくましい

宮崎の人づくり」とあります。長期的な視野に

立って、計画的に人づくりの取組を行うこと

で、地域には、成り行きの未来ではなく、意志

ある未来が開けてきます。

そこで質問いたします。宮崎の人づくりとは

どういうことか、教育長に伺います。

県教育委員会とい○教育長（黒木淳一郎君）

たしましては、これまでも継承すべきものは大

切にし、同時に新たな時代の要請も取り入れな

がら、宮崎の人づくりに取り組んでまいりまし

た。

本県では、高齢化や人口減少が進行し、就業

人口の減少や地域活力の低下が懸念されており

ます。

こうした中、令和５年度に策定した宮崎県教

育振興基本計画では、宮崎の人づくりの柱の一

つとして、「ふるさとへの誇りと愛着を持ち、

世界を視野に活躍する人材の育成」を掲げ、ふ

るさと宮崎に学び、郷土を愛する心を育む教育

や、社会の変化に対応した多様な人材を育む教

育を推進しております。

今後とも、世界や日本、そして何より宮崎の

未来を創る人材の育成を目指してまいります。

教育長の答弁を受けて、○山内いっとく議員
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本県を離れた若者が戻り、活躍できる宮崎県づ

くりに向けた知事の思いを伺います。

昨年度実施された若者○知事（河野俊嗣君）

の意識調査によりますと、県外で暮らす本県出

身の大学生のうち約４割は、将来、本県に戻る

意向がないと回答しておりまして、Ｕターンを

ためらう学生にとっては、魅力的な雇用の場を

はじめ、安心して暮らしていくことのできる生

活環境や給与水準を課題として捉えている傾向

がうかがえます。

この結果は結果としてしっかり受け止めて、

今後分析し、対策していくとしても、実際に社

会に出て働き始めたときの通勤や生活費の負担

というものをどう考えるか、さらには、結婚、

出産、子育てといったライフイベントに直面し

たときにどう考えるかというのは、また別であ

ろうかと考えております。

私としましては、若者に本県の生活費の安さ

や地元企業の情報など、見かけの給与や企業の

知名度だけではない、本県で働き、暮らすこと

の魅力を知ってもらう取組というものを一層進

めますとともに、子育てや教育、医療・福祉な

どの充実はもとより、収益力の高い産業・企業

の育成、所得水準の改善に加え、柔軟で多様な

働き方ができる環境整備、キャリアアップや創

業への支援等を強化することが重要であると考

えております。

今後とも、県内市町村や産業界との連携の

下、これらの取組を強力に推進することで、本

県を離れた若者がＵターンを選択し、ふるさと

宮崎の地で、個性や能力を生かし、夢や希望を

持って人生を送ることができる環境づくりに努

めてまいります。

夢や希望を持って人生を○山内いっとく議員

送ることができる環境づくりをぜひ実現してい

ただきたいと思います。宮崎に戻る教育、戻っ

てくることができる環境整備を提言したいと思

います。

以上で全ての質問を終わりたいと思います。

（拍手）

次は、佐藤雅洋議員。○野﨑幸士副議長

〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ○佐藤雅洋議員

んにちは。先人に感謝、守れ西臼杵、佐藤雅洋

です。いよいよ梅雨らしくなってまいりまし

た。そこで一句読ませていただきます。

「紫陽花は雨に打たれて凛と咲く」

雨にも負けず、質問を進めます。本日も地元

の西臼杵郡、そして市内からも傍聴においでい

ただき、大変感謝申し上げます。

まず、本年初め、能登半島地震によりお亡く

なりになった方々に哀悼の意をささげ、被災さ

れた全ての方々にお見舞いを申し上げます。

そして、地震後の困難な環境の下、地方自治

体や陸・海・空自衛隊隊員、地元はもとより全

国からの警察、消防、自治体の応援職員、医療

福祉や道路、電力などの民間事業者をはじめと

する多くの方々が復旧に尽力されていることに

心から感謝を申し上げます。

これからは、今回の能登半島地震の教訓を生

かし、今後想定されるあらゆる自然災害から国

民の命と暮らしを守るため、防災・減災、国土

強靱化のさらなる推進に向けた議論が必要であ

ります。

世界に目を向けますと、ロシアによるウクラ

イナ侵攻やイスラエル・ガザ問題をはじめ、大

変緊張した情勢が続いています。さらに、米国

大統領選をはじめ、各国での重要な選挙が予定

され、世界情勢の先行きは不透明であります。

我が日本国周辺では、台湾有事が現実の課題

となりつつあります。また、北朝鮮は、国連安
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保理決議違反のミサイル発射など、挑発行為を

繰り返しています。戦後最も厳しく複雑な安全

保障環境に直面している我が国として、防衛力

を抜本的に強化し、国民、県民をしっかりと守

り抜くことが大事であります。

本年は自衛隊の創設から70年となります。こ

の間、日本国と国民の平和、安全を守り、国際

平和にも大きな貢献を果たしてきた我が国自衛

隊並びに隊員に対して、敬意と感謝の気持ちを

改めて表するものであります。

日本国憲法は、あるべき国の形を示す国家の

基本法であり、施行から76年間、一度も改正さ

れていない現行憲法について、自衛隊の明記を

はじめ、緊急事態対応、合区解消・地域の一体

性並びに教育の充実の４項目を上げた憲法改正

の決意を、我が自民党は党員・党友で幅広く共

有しております。

今、自民党は強い向かい風でありますが、空

に揚がるたこは向かい風のほうがよく揚がりま

す。その風をまずしっかりと受け止め、しっか

りと感じ、その風に感謝し、前に進むことが大

切だと考えます。

このたび、私たち宮崎県防衛議員連盟連絡協

議会においては、山下会長の下、全県下26市町

村全てで防衛議員連盟への加入が達成されまし

た。これは全国でも先駆けであり、宮崎県内の

民意が、自衛隊への信頼と敬意の高まりの表れ

であろうと考えます。知事も宮崎県防衛協会の

会長として、同じ思いであろうと考えます。

一方で、憲法学者の63％が自衛隊は違憲であ

るということは大変残念であります。

そこで、日本国憲法に自衛隊を明記すること

について、知事の目の覚めるような見解を願い

ます。

さて、東京一極集中の解消、地方分散型社会

の実現、そして地方創生の推進には、私は覚悟

を持って都を移す遷都しかないと考えます。皆

さんでしたら、どこに移しますか。

もともと奈良から京都、京都から東の京都、

東京であります。今度は西です。それも天皇家

にゆかりのある、古墳もある、平地も多い西の

都、本県西都市が最適ではないかと私は考えま

す。濵砂議長には話は通してあります。まずは

その前に、県庁所在地を西都市に移してはいか

がでしょうか。歴史は動き始めます。

先般、有識者グループ「人口戦略会議」が、

将来において消滅可能性がある自治体をまた公

表しましたが、私はこの消滅可能性という言葉

に違和感を覚えます。

消滅可能性があるとされた本県の中山間地域

では、人々が山や木を守り、谷を守り、水を守

り、そして互いに人を守るなど、貴重な役割を

果たしています。そこに暮らす人々が、消滅可

能性というマイナスイメージを抱くことなく、

自分たちが住む地域に誇りを持ち、生活の質を

維持していくためには、持続可能な地域の在り

方について知恵を出し合いながら、例えば二地

域居住や関係・交流人口づくりなど、多様な取

組をさらに推進していくことが有効ではないか

と考えています。

東京一極集中が進む一方で、特に中山間地域

の人口減少が起きている今、中山間地域が有す

る様々な機能や役割の重要性を知事はどのよう

に捉え、今後、中山間地域の維持・活性化に対

してどのように取り組んでいくのか伺います。

次に、国のため、県のために身を粉にして働

いた方々、働いている方々、国民にとって大事

な介護保険制度について伺います。

本県の65歳以上の高齢者が支払う介護保険料

は、平均月額で6,038円となり、介護保険制度が
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発足した平成12年（2000年）度と比較すると、

約２倍となっております。今後もさらなる高齢

化の進展により介護保険費用は増加し、それに

伴い介護保険料も増加する見込みであり、西臼

杵３町を見てみても、令和22年（2040年）度に

は、高千穂町で月額7,539円、日之影町で8,058

円、五ヶ瀬町で6,891円と、それぞれ大きく増加

すると推計されています。

今後、介護保険制度自体の維持も危惧される

ところですが、県としてどのように取り組んで

いくのか、また国はどのような検討を行ってい

るのか、福祉保健部長に伺います。

高千穂町押方から日之影町大人までの林道高

千穂日之影線の整備を行っていただいておりま

すが、森林資源の豊富なこの地域の伐採時期を

迎えた木材の搬出にとって、なくてはならない

道路でありますし、２つの町のこの地域に暮ら

す住民は、昔から町境を越え、祭りの神楽や付

き合いなど、相互交流を行っておられます。そ

のために、なくてはならない生活の道、命の道

であります。また、その地域に住む人々の神楽

などの文化振興による観光客誘致のためにも必

要な道路であります。

この道路にある乙女大橋は、さきの台風第14

号後に崩落した道路を迂回し、日之影町の畜産

農家がその橋を渡り、高千穂町経由で牛を運び

出すことができた生活の道でもありました。

そこで、林道高千穂日之影線の整備状況につ

いて、環境森林部長に伺います。

県道８号線は、大分県竹田市国道57号から高

千穂、五ヶ瀬につながる国道218号を結ぶ主要地

方道であります。高千穂町325号のループ橋を横

切り、五ヶ瀬町の夕日の里、桑野内から壮大な

阿蘇の眺めなど、すばらしい観光道路でありま

す。また、熊本県菊陽町に稼働予定の世界一の

半導体メーカー、ＴＳＭＣにもつながる重要な

道路です。先々週は２つの建設促進期成会の総

会に出席し、早期完成への住民の熱い思いを受

け止めてきたところであります。

そこで、県道竹田五ヶ瀬線の波帰之瀬工区、

土生工区、県道土生高千穂線の鳥越工区の整備

状況について、県土整備部長に伺います。

次に、本県にとって貴重な観光資源であり、

地域経済にも大きく貢献している五ヶ瀬ハイラ

ンドスキー場の、台風被害を受けた道路の早期

の再開が必要であると考えております。

日隈副知事は教育長時代、関係・交流人口の

拡大など支援を検討するということでございま

した。県庁から一番遠い五ヶ瀬町であります。

支援漏れがないようしっかりと状況把握をお願

いいたします。

ちなみに、頂上付近にあります国有林道波帰

線の災害復旧状況は、宮崎北部森林管理署に確

認したところ、５月末時点の進捗率は30％、令

和６年10月末の完成予定を目指しているとのこ

とで、予定より前倒しであり、非常にありがた

いことです。

本年度の再開に向けた五ヶ瀬ハイランドス

キー場に通じる町道の災害復旧状況について伺

います。

最初に述べましたように、地震後の困難な環

境の下、地方自治体、自衛隊、警察、消防な

ど、多くの方々が復旧に尽力されております。

今回の能登半島地震の教訓を生かし、今後想定

されるあらゆる自然災害から国民の命と暮らし

を守ることは大事であり、しっかりと訓練を重

ね、関係機関との連携を取っていくことは、大

変重要であると考えます。

そこで、能登半島地震での県職員及び県警職

員派遣の状況と、派遣を通して見えてきた課題
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等について、危機管理統括監と警察本部長にそ

れぞれお伺いします。

以上の質問を壇上とし、以下の質問を質問者

席から行います。明快な答弁をよろしくお願い

いたします。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

まず、憲法への自衛隊明記についてでありま

す。

自衛隊は、昭和29年の発足から70年、我が国

の平和と独立を守るという重要な使命を担いま

すとともに、大規模災害での救援活動におきま

しても大きな役割を担っており、長年にわたる

地域に密着した活動も含め、多くの国民の支持

や信頼を得ているものと認識しております。

本県においても、口蹄疫や鳥インフルエン

ザ、一昨年の台風第14号などの災害時の支援

や、南海トラフ地震、巨大地震への備えなど、

地域に対して多大な貢献をいただいておりま

す。私もその感謝の思いで、防衛協会の会長も

務めているところであります。

自衛隊に関する政府の見解は合憲であります

し、憲法改正についても、９条も含めて様々な

議論がなされるべきものと、私自身、考えてお

ります。

憲法９条につきましては、自衛隊の位置づけ

など様々な議論がなされており、多岐にわたる

論点があろうと認識しております。

私としましては、平和主義の根幹たる憲法９

条の理念を踏まえつつ、切迫する国際情勢や、

我が国を取り巻く安全保障環境の変化なども考

慮しながら、国会や主権者たる国民の間で幅広

い視点からの十分な議論が尽くされるべきであ

ると考えております。

次に、中山間地域の維持・活性化についてで

あります。

中山間地域は、豊かな自然や伝統文化など貴

重な地域資源を有するとともに、食料の供給や

県土の保全、水源の涵養といった多面的な役割

を果たしております。

西臼杵であれば神楽、大人神楽などの伝統文

化、さらには世界農業遺産のような、すばらし

い資産があります。

一方で、東京一極集中などを背景に、特に中

山間地域においては、人口減少や高齢化が急速

に進行しており、買物、交通など日常生活に必

要なサービスや、集落機能の維持・確保が大き

な課題となっております。

このため県では、複数の集落が相互に連携・

補完して、その機能を確保する宮崎ひなた生活

圏づくりを推進するとともに、移住の促進等に

よる地域の担い手確保、農林水産業の高付加価

値化による所得向上や雇用の創出などに取り組

んでいるところであります。

一言で中山間地域といいましても、様々な地

域によって置かれた状況が異なろうかと思いま

す。西臼杵であれば、一昨日、高千穂で中央道

の整備促進に向けた総決起大会が開催されたわ

けでありまして、九州の東西軸が通ったとき

に、西臼杵の地域の魅力の高まり、さらなる可

能性の大きな期待が寄せられているところでご

ざいます。

引き続き、私自身も県内各地に足を運び、市

町村と連携しながら、中山間地域の維持・活性

化に全力で取り組むとともに、全国的な課題で

あります東京一極集中の是正につきましても、

国に対して強く求めてまいります。以上であり

ます。〔降壇〕

〔登壇〕 お○危機管理統括監（児玉憲明君）

答えします。能登半島地震での県職員の派遣状
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況についてであります。

県では、国や全国知事会等の要請に基づき、

石川県庁や輪島市、珠洲市などに、これまで175

名の県職員を派遣しております。

被災地では、災害派遣医療チームとして参加

した県立病院職員をはじめ、避難所で健康

チェック等を行う保健師や応急仮設住宅の整備

等に当たる技術職員、被災家屋の認定調査を行

う事務職員等が業務に従事し、現在でも土木、

建築、農業等の技術職員を派遣しています。

課題として、被災地支援に必要な携帯品が不

足し、業務に支障が出たことや、被災家屋認定

調査では、業務の習熟に時間を要したことなど

が挙げられました。

今後は、携行品の整備や派遣職員の能力向上

のための研修充実も行いながら、被災地支援の

対応力の強化を図ってまいります。以上であり

ます。〔降壇〕

〔登壇〕 お○福祉保健部長（渡久山武志君）

答えいたします。介護保険制度についてでござ

います。

介護保険制度の持続可能性を高めるために

は、高齢者の社会参加の促進や生きがいづくり

に加えまして、重度化防止や自立支援の取組な

どによる健康寿命の延伸が必要であると考えて

おります。

このため県では、老人クラブ活動への助成

や、市町村が実施する「通いの場」などの介護

予防事業、地域の様々な関係者が集まって、よ

り自立につながるケアプランを検討する会議の

支援等を行っております。

また国では、昨年12月の全世代型社会保障構

築会議において、能力に応じた全世代の支え合

いという観点から、介護保険の利用者負担の在

り方について検討を行い、2027年度までに結論

を得るとされており、引き続き国の動向を注視

してまいります。以上でございます。〔降壇〕

〔登壇〕 お○環境森林部長（長倉佐知子君）

答えします。林道高千穂日之影線の整備状況に

ついてであります。

高千穂日之影線は、計画延長41.1キロメート

ルの県内最長の林道であり、その整備状況につ

きましては、令和５年度末時点で完成延長は

約5.0キロメートル、進捗率は12.2％となってお

ります。このうち、地元の皆さんが待ち望んで

いた乙女大橋は、今年８月末までに舗装工事を

終えて完成する予定であります。

この林道の整備が進むことで、森林整備や木

材搬出の効率化はもとより、点在する集落がつ

ながり、生活道や災害時の迂回路、また神話ス

ポットへのアクセス道としての利用など、西臼

杵地域の振興に大きく寄与するものと考えてお

ります。

このため、今後とも必要な予算を確保し、早

期の全線開通に向けて、しっかりと整備を進め

てまいります。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答○県土整備部長（桑畑正仁君）

えします。

まず、県道の整備状況についてであります。

県道竹田五ヶ瀬線の波帰之瀬工区は、平成26

年度からバイパス整備に着手し、現在、五ヶ瀬

川を渡る412メートルの橋梁工事を進めており、

今年度は新たに五ヶ瀬町側の橋台工事に着手し

たところです。

次に、平成29年度から整備に着手した土生工

区は、バイパス整備等を行い、今年度の舗装工

事をもって全体延長約800メートルの整備が完了

する予定です。

また、県道土生高千穂線の鳥越工区は、昨年

度から延長約240メートルの部分的な拡幅などの
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整備に着手し、現在、測量や設計を進めており

ます。

これらの路線は、沿線住民の暮らしや交流を

支える重要な路線でありますので、引き続き、

必要な予算の確保に努め、早期の整備に取り組

んでまいります。

次に、町道の災害復旧状況についてでありま

す。

五ヶ瀬ハイランドスキー場に通じる町道本屋

敷波帰線は、令和４年の台風第14号の豪雨によ

り、５か所で被災し、全面通行止めとなってお

ります。

現在、五ヶ瀬町において復旧工事が進められ

ており、今年１月までに２か所が完成し、さら

に２か所が10月末までに完成予定と伺っており

ます。

残る１か所につきましては、大規模な地滑り

が確認されており、復旧には相当の期間を要し

ますことから、スキー場への通行が可能となる

よう、10月末までに仮設道路による仮復旧を行

うとのことであります。

県としましては、早期復旧に向けて、引き続

き五ヶ瀬町への技術的な助言や支援に努めてま

いります。以上であります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答え○警察本部長（平居秀一君）

します。能登半島地震での県警職員の派遣の状

況と、派遣を通して見えてきた課題についてで

あります。

本県警察の被災地における活動状況につきま

しては、発災直後の１月９日から救出救助活動

や治安の維持確保のため、警察災害派遣隊を特

別派遣しています。

これまでの活動日数と派遣人数は、延べ日

数226日間、延べ人数1,462人で、現在も特別自

動車警ら部隊６人が交代で宮崎県警察のパト

カーに乗車し、安全・安心を守るべく活動を継

続しています。

派遣した職員からは、「トイレカーが役に

立った」「十分な防寒対策が必要である」「関

係機関との任務分担の重要性を感じた」などの

声が上がっており、これらの教訓を生かして、

装備の充実、部隊の対処能力向上、関係機関と

の連携強化を図り、南海トラフ地震等に備えて

まいります。以上であります。〔降壇〕

それぞれ丁寧にありがとうご○佐藤雅洋議員

ざいました。

県のホームページを見ると、南海トラフ地震

から身を守ろうと、津波から避難する４つのポ

イント、または家庭や地域での備えといったこ

とが記載されておりますが、まだ身近ではない

ように感じます。

調べによると、県民の半数は備えなし、一旦

地震が起こると宮崎での死者は１万5,000人、避

難者は１週間後に37万人といったデータもあり

ます。強い危機感、地域に応じた正しい理解な

ど、多くの県民の防災意識をもっと高める必要

があると考えます。これまでの大きな災害時

に、未来ある小さな子供たちも多く犠牲になっ

てきました。

そこで、学校での防災教育の強化を含め、県

民の防災意識を高める必要があると考えます

が、知事の考えを伺います。

自然災害が激甚化・頻○知事（河野俊嗣君）

発化するとともに、南海トラフ地震の発生が危

惧されます本県にとりまして、県民一人一人の

防災意識の向上が重要でありまして、中でも若

年層については、内閣府の「災害への備えの重

要度」についての調査で、若い世代ほど認識が

低い傾向にあるなど、その意識を高める必要が

あると考えております。
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このため県では、今年度、防災小説コンテス

トの最優秀作品のアニメやＳＮＳを活用した普

及啓発、高校生の防災士養成研修をスタートす

るとともに、学校におけるこれまでの防災教育

に加え、新たに防災士派遣による防災訓練の支

援などを実施し、若年層に向けた取組を強化し

てまいります。

私自身も防災士の資格取得を目指しておりま

して、昨日、国富町で開催されました基礎研修

を受けてまいりました。朝９時半から夕方５時

までみっちりでありましたが、地元消防団や保

育園など若い受講者も多く、大変心強く思いま

したし、防災士が地域や職場の防災リーダーに

なるんだという自覚を促す言葉を繰り返し言わ

れており、防災士を中核としながら防災の意識

を高めていくこと、自助・共助・公助の必要性

を改めて感じたところであります。

今後とも、県民の生命や財産を守るため、常

在危機の意識の下、市町村や関係機関と連携し

ながら、県民の防災意識の向上を図ってまいり

ます。

ありがとうございました。○佐藤雅洋議員

物価高騰が続いています。特に電気料金につ

いては、国の補助金も終了し、家庭をはじめ

様々な分野で値上げされ、県民の生活にも影響

を及ぼすことが懸念されます。

国民の声として、「電力会社は自然エネル

ギーや再生エネルギーの導入に努力してきたと

は思えず、火力発電への依存を続けてきた結

果、また企業努力をしっかりとしてこなかった

結果、燃料高騰に対処し切れなくなり、値上げ

をするのではないか」「価格転嫁が早過ぎ、庶

民、中小企業は価格転嫁できないまま耐え忍ん

でいるのに、もっと電力会社は耐えるべきでは

ないのか」「今、電気料金のさらなる値上げな

のか」といった声が聞こえてきます。

その影響について県は分析しているのか。九

電の電気料金値上げが県民の生活に与える影響

についてどう捉えているのか、総合政策部長に

伺います。

九州電力で○総合政策部長（重黒木 清君）

は、今年４月の使用分から増額された再生可能

エネルギー発電促進賦課金に加え、国の激変緩

和対策補助金の終了により、６月使用分の電気

料金は平均的な家庭で7,551円となり、前月比

で450円、前年同月比で2,300円上昇するとして

おります。

今回の値上げにより、直接的な家計の負担が

増加するほか、各分野における生産コストの上

昇による消費者物価の押し上げなどの影響が生

じるものと考えております。

県では、これまで必要な物価高騰対策に取り

組んできており、本議会におきましても、私立

学校寮の食材費への補助などをお願いしている

ところであり、引き続き、電気料金をはじめと

する物価高騰の影響について注視してまいりま

す。

電気料金の値上げが与える農○佐藤雅洋議員

業への影響は深刻です。ポンプなど電気を使用

する生産者の負担は上がる一方で、作物である

米の値段などは変わらず、価格転嫁などは全く

できていないのではないでしょうか。

次のような訴えが私のところに届いておりま

す。「今年も田植が始まりました。我が高千穂

町下野地区の農家も電気料金の値上げに肩を落

としています。去年までは国から補助があり、

助かったのですが、今年は補助がないので農家

の意欲はないですよ。僅かでもよいのですが、

県の補助はないでしょうか。えびの方面には補

助を出すなどあるようですが、高千穂の下野揚
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水組合にも僅かでよいのでお願いをいたしま

す。このままいけば、下野揚水組合もお手上げ

になります。どうぞよろしくお願いします」と

いったメールが来ました。

私の地元、高千穂町上野地区の下野揚水組合

では、令和３年の電気料金が160万円であったも

のが、令和４年度には280万円まで倍近く料金が

上がり、次の令和５年度は、今まで４か月使っ

ていたポンプを３か月の使用に短縮したにもか

かわらず75万円アップ、1.5倍の240万円超えと

なりました。このような状況の中でも、田に水

を揚げ、水を張り、稲作を続け、農家は頑張っ

ています。しかし、もう限界が来ているのでは

ないでしょうか。

電力会社ばかりが価格転嫁してよいのか。中

山間地域の農業水利施設における電気料金高騰

への対応について、農政水産部長に伺います。

中山間地域に○農政水産部長（殿所大明君）

おける農業水利施設では、ポンプによる農業用

水の取水が行われるなど、多くの電力を使用す

ることから、農家の負担が増加していると認識

しております。

このため県では、昨年度、省エネ効果の高い

ポンプ等への更新を支援するとともに、電気料

金の高騰分について、国の制度と併せて補助を

行ったところであります。

なお、国による電気料金の高騰分への補助に

ついては、本年９月まで延長されております。

県としましては、引き続き国へ要望するとと

もに、地元の声をしっかりと伺いながら、維持

管理の負担を軽減するための施設整備の支援に

ついて検討するなど、農家が安心して営農を続

けられるよう努めてまいります。

原油・物価高騰等の影響を受○佐藤雅洋議員

けている中小企業等への支援について伺いま

す。

県は、コロナの影響を受けた中小企業等の経

済的復旧を支援していますが、原油・物価高騰

の対策においても、引き続き商工会や金融機関

等との連携や情報交換等による企業支援をしっ

かりと進めていくことが大事だと考えます。

現在、関係する33機関による中小企業支援

ネットワークを構築して支援を行っておられま

すが、原油・物価高騰等の影響を受けている中

小企業等に対するネットワークでの支援の状況

について、商工観光労働部長に伺います。

中小企業○商工観光労働部長（川北正文君）

等への支援では、地域の商工団体や金融機関な

どの関係機関が一体となって取り組むことが重

要であります。

このため、中小企業支援ネットワークでは、

構成機関による合同相談会を開催するなど情報

共有を図るとともに、個々の事業者の実情や課

題に応じた外部専門家の派遣をはじめとする、

きめ細かな支援に取り組んでおります。

また、支援に当たるネットワーク構成員のス

キルアップを図るため、伴走支援の手法に関す

る研修会などを開催しております。

今後とも、関係機関と一丸となって、物価高

騰等の影響を受けている事業者の実情に寄り添

いながら、丁寧な支援を行ってまいります。

ありがとうございます。特に○佐藤雅洋議員

中小企業への支援をしっかりとお願いいたしま

す。

宮崎県にとって重要な物流の要でありますト

ラック業界への影響について伺います。

消費地から遠い本県において、トラックなど

物流業界では、荷主による買いたたきがあると

聞いています。

今回の政府の標準的な運賃の改定、公正取引
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委員会の下請法改正を受けて、今後の方向性は

どうなるのでしょうか。燃料高騰の中、全国の

トラック業者の６割が赤字とされています。本

県はそれを上回るとも見られています。

そこで、本県のトラック運送事業者は適正運

賃を収受できているのか、総合政策部長に伺い

ます。

公正取引委○総合政策部長（重黒木 清君）

員会が昨年９月に実施したコスト増に対する価

格転嫁率調査によりますと、トラック運送事業

者の転嫁率は24.8％と、全業種平均の47.6％と

比べ低い結果となっております。

また、県トラック協会が１月に実施したアン

ケート調査によりますと、適正な運賃を収受で

きていると回答したトラック運送事業者は全体

の37.4％で、多くの事業者が希望する運賃を収

受できていない状況にあると認識しておりま

す。

県では昨年、トラック協会と共同で「持続可

能なみやざきの物流構築のための総決起大会」

を開催し、運送事業者と荷主企業の代表などに

よる適正なコスト負担に関する共同宣言を採択

したところでありますが、引き続き、国やト

ラック協会と連携しながら、荷主企業などの理

解を深めるための啓発活動や意見交換会などを

実施し、価格転嫁の円滑化に向けた環境整備を

進めてまいります。

よろしくお願いします。○佐藤雅洋議員

トラック等の物流業界では、職業上、紫外線

の影響で緑内障や白内障などの視力低下を起こ

しているドライバーが多いと聞きます。宮崎に

おいて、トラック物流は重要な経済の要であり

ます。2024年問題を抱え、人材不足が懸念され

る中で、このような問題があることを把握して

おられますか。

そこで、トラックドライバーの視野障害に対

してどのように対応するのか、総合政策部長に

伺います。

高齢者にお○総合政策部長（重黒木 清君）

ける発症率が高い緑内障等では、見える範囲が

狭くなる視野障害があり、徐々に進行するため

症状を自覚しにくく、悪化に気づかず運転を続

けることで、重大事故につながるおそれがあり

ます。

このため国では、運転者の視野障害が原因と

なる事故を防ぐために、トラック運送事業者向

けに視野障害対策マニュアルを策定し、定期的

な眼科健診の必要性や注意すべき症状などにつ

いての理解促進を図っております。

視野障害の原因となる疾患には、早期に発見

することで進行を抑制できるものもあるとされ

ており、ドライバー不足や高齢化が進む中、事

故の防止はもとより、運転寿命の延伸につなが

ることが期待できますので、県におきまして

も、トラック協会と連携しながら、眼科健診の

受診などについて推奨してまいります。

よろしくお願いします。○佐藤雅洋議員

さきに宮崎市であった、日隈副知事が会長を

務めます「みやざき「食と農」海外輸出促進協

議会」においては、本県農畜水産物の輸出が前

年度比1.03倍の114億円強であり、12年連続で過

去最高を更新したことが分かりました。輸出は

本県農林水産業の活路であるとも考えます。

そこで、日隈副知事に、農畜水産物輸出の状

況と今後の取組について伺います。

お話にありましたよ○副知事（日隈俊郎君）

うに、本県農畜水産物の輸出は、アメリカ、台

湾、香港を中心に、牛肉や茶などの品目が伸び

ておりまして、令和５年度の輸出額は約115億円

と、12年連続で過去最高を更新しました。
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先般改正されました食料・農業・農村基本法

におきましても、基本理念の一つである「食料

安全保障の確保」の基本的施策として、輸出の

促進が位置づけられております。

県としましては、国の政策とも協調しなが

ら、イスラム圏への牛肉輸出や欧米への有機茶

の輸出など、品目ごとに新たな市場に対応した

産地づくりにも積極的に取り組んでまいりま

す。

さらに、宮崎県人会世界大会で築いたネット

ワークをはじめ、ジェトロ等との連携や県の海

外事務所の活用などによりまして、一層の農畜

水産物の輸出拡大に努めてまいります。

期待しております。○佐藤雅洋議員

次に、農業協同組合の県域合併についてお伺

いします。

協同組合は、同じ目的や同じ思いを持つ人た

ちが助け合い、力を合わせ協同することで、１

人のときよりも大きな力を生み、自らの経済的

・社会的地位を高めていこうとする、相互扶助

の精神に基づく人を中心とした組織であるとあ

ります。

今回の合併は、地域の環境の違いを超え、リ

スクを超えて、メリットを求めて行われたと考

えます。しかし、組織が生き残るためではな

く、農家が生き残るための組織でなければ本末

転倒であります。

そこで、県域ＪＡについて、設立までの経

緯、合併により地域の隅々まで目が届かなくな

るといった懸念への対策、今後のスケジュール

について、農政水産部長にお伺いします。

県域ＪＡにつ○農政水産部長（殿所大明君）

いては、平成29年からＪＡグループが主体的に

検討を進め、各ＪＡにおいて３分の２を超す正

組合員の賛同を得て、今年４月に設立されまし

た。ＪＡグループでは、この合併により、物流

の効率化や販売力の強化等による組合員の所得

向上などを図ることとしております。

一方で、議員御指摘の懸念については、当面

は旧13ＪＡを地区本部とし、独立採算による地

域に寄り添った運営を行うとともに、必要な地

域ごとの取組を継続していくと伺っておりま

す。

来年３月には、３つの連合会及び３つの畜連

を包括承継し、全国初の中央会を含む県域ＪＡ

となる予定であり、県としては、引き続きＪＡ

グループと連携を図り、本県農業のさらなる発

展を目指してまいります。

ＪＡは地域になくてはならな○佐藤雅洋議員

い組織です。中山間地域が衰退しないよう、県

とＪＡとの連携をしっかりとお願いいたしま

す。

釜炒り茶は九州の一部の地域でしか製造され

ていない、とても貴重なお茶です。高千穂町を

はじめ、西臼杵地域が日本一の生産量でありま

す。西臼杵郡には茶畑が広がっている地域があ

ります。茶畑は比較的山間部に多く、中心部か

ら少し離れたところにあります。朝霧と澄んだ

冷気に育まれた新鮮な茶葉を、釜炒りという伝

統製法で加工する釜炒り茶、すっきりとした豊

かな香りが広がる逸品です。

第69回全国茶品評会では、農林水産大臣賞日

本茶ＡＷＡＲＤ日本茶大賞特別賞（香りのお茶

部門）も受賞した甲斐製茶園をはじめ、若手経

営者が懸命にお茶生産に取り組んでおられま

す。今年の価格は、経済連によると、１キロ当

たりの最高価格は、昨年度比2,000円高の２

万5,000円であったとありました。

このような優れた産品を伸ばしていくため

に、認知度向上や消費拡大をもっと図っていく
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べきと考えますが、今後の振興をどのように

図っていかれるのか、西臼杵地域の釜炒り茶の

現状と産地振興について、農政水産部長に伺い

ます。

西臼杵地域で○農政水産部長（殿所大明君）

は、寒暖差の大きい気候を利用して釜炒り茶の

生産が行われていますが、近年の資材高騰や労

働力不足などの影響により、生産量は減少傾向

にあります。

このような中、大手茶専門店との直接取引

や、ＥＵやアメリカへの輸出などの販路を拡大

する取組が積極的に行われるとともに、担い手

による地域茶園の承継といった産地を維持する

取組も進められています。

また、県では、茶葉の収穫や加工作業の共同

化、外部の農業法人を核とした受託作業の推進

など、生産者を支える仕組みづくりを行ってお

ります。

今後とも、西臼杵地域が魅力的な釜炒り茶産

地であり続けるよう、関係機関と連携し、産地

づくりの取組を支援してまいります。

宮崎県は全国和牛能力共進会○佐藤雅洋議員

において、４大会連続内閣総理大臣賞を受賞と

いう名誉ある県でありますが、残念ながら子牛

価格は低水準にあります。それは、種牛、いわ

ゆる種雄牛の宣伝アピールが足りないのではな

いかという声があります。宮崎に牛を買いに来

る人しか知らない状況であると、もっともっと

種雄牛をアピールして、多くの購買者に牛を買

い求めに来ていただく必要があるのではないか

ということであります。

そして、今までのクラスター事業で規模拡大

をしておられる方々は、生きるか死ぬかの瀬戸

際に立っていると言われます。「もう限界にき

ている。それを関係者、県当局は分かっている

のか」という声も聞こえてまいります。

なぜこれまで日本一高価格のレベルであった

宮崎県が最低レベル価格まで下がったのか。全

共のトップと価格のトップは全く別物という状

態であります。

そこで、子牛価格の低迷が続く中、肉用牛繁

殖農家に対してどのような支援を今後行ってい

くのか、また行っているのか、農政水産部長に

伺います。

議員御指摘の○農政水産部長（殿所大明君）

とおり、子牛価格は、枝肉価格の伸び悩みや配

合飼料価格の高止まりなどにより、長期にわた

り低迷しておりますことから、繁殖農家の経営

は大変厳しい状況であると認識しております。

このため県では、子牛価格や配合飼料価格な

どに対するセーフティーネット対策を行うとと

もに、畜産クラスター事業を活用して規模拡大

に取り組んだ農家に対して、生産性向上や経営

改善に向けたコンサルティングや巡回指導な

ど、重点的な支援を行っております。

これらに加え、種雄牛造成等の肉用牛改良や

生産基盤の強化、飼料自給率の向上、消費拡大

など、総合的な取組を進めております。

今後とも、国や市町村、関係団体と連携しな

がら、農家に寄り添った支援にしっかり取り組

んでまいります。

手後れになる前に、よろしく○佐藤雅洋議員

お願いいたします。

先日、五ヶ瀬川安全祈願祭に参加してまいり

ました。五ヶ瀬川とその支流、日之影川、見立

川などの安全を祈って、毎年アユの解禁日前に

行われます。アユ釣りや川遊びの観光客、ボル

ダリングなどアウトドアスポーツを楽しまれる

方々の安全祈願と、日之影大人神楽の奉納も行

われました。その五ヶ瀬川でのアユの放流につ
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いて伺います。

５月29日、延岡市熊野江町の水産振興協会へ

環境農林水産常任委員会の調査に行きました。

施設の老朽化はかなり進んでいましたが、宮崎

県における栽培漁業推進の中核組織として、県

及び実践漁業者協議会と連携して、種苗の生

産、配布、栽培漁業に係る技術の開発・研究・

指導等を行っていることを確認し、水産資源の

大切さを痛感しました。

そこで、現在の状況、五ヶ瀬川におけるアユ

の放流、採捕量、大きさ、遊漁者数の状況につ

いて、農政水産部長に伺います。

五ヶ瀬川にお○農政水産部長（殿所大明君）

けるアユの放流につきましては、県や地元漁協

を中心に行われており、令和５年度の放流量及

びその経費は、約35万尾、約1,700万円と、５年

前に比べ、放流量は１割程度、経費は２割程度

増加しております。

一方、近年の採捕量は年による変動が大き

く、令和５年は約８トンでありました。また、

アユの大きさにつきましては、漁業者等から近

年小さくなったとの話も聞いております。

なお、漁協の組合員以外の遊漁者数につきま

しては、遊漁券の発行状況から300名程度と推計

しております。

県としましては、今後とも、関係団体と連携

して放流や採捕調査に取り組み、アユ資源の適

切な保全に努めてまいります。

熊本県菊陽町にて本年中に本○佐藤雅洋議員

格稼働予定となっています台湾のＴＳＭＣは、

世界一の半導体メーカーです。当該地域では相

当な経済効果が期待されています。西臼杵地域

からすると50キロ圏内です。この状況を指をく

わえて見ているだけでは、大きなチャンスを逃

すことになります。

ＴＳＭＣ関連取引が九州では153社である中、

宮崎県では４社にとどまっています。半導体産

業の基盤ができておらず、現状ではそういう会

社は参入しづらい状況ではないのか。県として

半導体関連産業に関わる新たな下請など、企業

誘致についての方針はあるのでしょうか。

ＴＳＭＣから50キロ圏内に位置する西臼杵地

域の地の利を生かし、半導体関連企業を含めた

企業誘致にどのように取り組むのか、商工観光

労働部長に伺います。

ＴＳＭＣ○商工観光労働部長（川北正文君）

に代表される半導体関連企業の集積が九州で急

速に進んでおり、こうした流れを本県にも呼び

込む取組が急務であると認識しております。

このため、本議会の補正予算案で計上してお

ります半導体関連企業誘致加速化事業により、

半導体関連企業に特化した産業用地の確保を図

るとともに、展示会への出展やトップセールス

の実施などに取り組むことで、半導体関連企業

の誘致をさらに加速化してまいります。

引き続き、西臼杵地域の地理的優位性など、

本県の地域特性を生かせるよう、市町村としっ

かり連携しながら企業誘致に取り組んでまいり

ます。

先週土曜日、地元高千穂で行○佐藤雅洋議員

われました総決起大会では、決議文を読ませて

いただきました。

熊本県、宮崎県にまたがり、九州を東西に連

絡する九州中央自動車道は、地域の活性化をは

じめ、九州全体の産業・観光振興や国際競争力

の向上など、九州の東西格差の解消とその一体

的浮揚に寄与する大変重要な路線であります。

昨年度は一般国道218号蘇陽五ヶ瀬道路におい

て工事が着手され、さらには山都中島西－山都

通潤橋間が開通し、今年度、平底－蔵田間が計
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画段階評価を進めるための調査の対象区間に選

定されるなど、着実に整備が進められておりま

す。しかし、本路線の供用率は約43％であり、

また、計画延長の約95キロに対して、約23キロ

は未事業化区間となっております。

近年、九州各地で大規模災害が相次ぎ、熊本

県南部を中心に甚大な被害をもたらした令和２

年７月豪雨においては、通行不能となった国

道219号や国道３号の代替路として、九州縦貫自

動車道や南九州西回り自動車道が大きな役割を

果たし、改めてダブルネットワークの確保の必

要性を認識したところです。

今後、南海トラフ地震の発生も懸念される

中、九州の東西軸を担う本路線は、平常時・災

害時を問わず、安定的な輸送を確保する道路

ネットワークとして、国土強靱化の観点からも

早期完成は喫緊の課題であります。

ＴＳＭＣの進出により、今後ますます九州中

央自動車道の整備が重要となりますが、整備状

況と今後の取組について、国交省出身の佐藤副

知事に伺います。

熊本県と本県の県北○副知事（佐藤弘之君）

地域を結ぶ九州中央自動車道の早期整備は、私

にとって最重要課題の一つであります。

九州中央自動車道は、今年に入り、先ほど議

員が御指摘いただいたように、山都中島西－山

都通潤橋間が開通して、さらには、４月には平

底－蔵田間が計画段階評価を進めるための調査

区間に選定されるなど、全線開通に向けて大き

く前進いたしました。

また、全ての事業中区間で調査・設計、用地

買収が行われているほか、五ヶ瀬東－高千穂間

で童里トンネル等の工事が、蘇陽－五ヶ瀬東間

で改良工事が進められています。

さらに、今月15日には、西臼杵地域の行政や

民間などが主催する1,000人規模の総決起大会が

開催され、早期整備への地元の機運がより一層

高まったと感じております。

私としましては、事業中区間の整備促進とと

もに、平底－蔵田間の早期事業化に向け、これ

までの経験や人脈を生かし、関係者の皆様と一

体となって全力で取り組んでまいります。

最重要課題との名言、頼もし○佐藤雅洋議員

いところであります。

次に、高千穂鉄道の沿線地域振興についてお

伺いします。

これに関する質問は、これまでも何度か行っ

てきました。平成20年に設置し、10年間にわた

り積み立てた高千穂鉄道施設整理基金は５

億2,000万円、既に清算されておりますが、旧高

千穂鉄道の跡地等の活用について、当時の渡邊

総合政策部長より、「地域振興に活用できる資

源として様々な可能性があり、広域的な地域振

興の在り方について検討する」とお答えをいた

だいております。

また、当時の日隈教育長からは、「各種国庫

補助事業の活用など、支援に努めていきたい」

と回答いただくなど、関係部局で連携しながら

沿線の３市町の思いを県としてしっかりと共有

し、必要な支援について検討していくとのお話

でありました。

それぞれ回答いただいたとおり、高千穂鉄道

沿線市町の地域振興の取組について、県ももっ

と支援するべきだと考えますが、これまでと今

後の県の支援について、総合政策部長にお伺い

します。

旧高千穂鉄○総合政策部長（重黒木 清君）

道沿線の市町や関係団体では、鉄道跡地や施設

を活用して、観光用カートの運行や森林セラ

ピーロードの整備などにより、観光誘客等に取
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り組んでおられます。

これまで県では、沿線市町が参加する広域

ワーキンググループを設置し、跡地等の利活用

について意見交換を行うとともに、県の補助制

度の紹介等を行ってまいりました。加えて、橋

梁の国重要文化財への指定や観光ＰＲについて

も支援してまいりました。

このような中、昨年、高千穂町では鉄道跡地

等を活用した地域活性化策についての意見交換

等を行う全国未成線・廃線サミットが開催され

たところであります。

県としましては、今後とも、沿線市町の意見

を伺いながら、必要な取組を支援してまいりま

す。

よろしくお願いします。○佐藤雅洋議員

再造林率向上強化対策事業について伺いま

す。

もともと自分の山は自分で植え、下刈りを

し、山を育ててきた歴史があります。それで昔

は採算が取れていました。そこに戻す必要があ

るのではないでしょうか。

今日も雨の中、多くの造林作業員の皆さんは

頑張っておられます。若者でも魅力を感じるよ

うな事業の構築が必要であります。

そこで、再造林率向上強化対策事業の目的と

内容について、環境森林部長に伺います。

再造林率向○環境森林部長（長倉佐知子君）

上強化対策事業は、市町村と連携して造林補助

金のかさ上げを行い、森林所有者の負担軽減と

造林作業員の所得向上につなげることを目的と

しております。

事業内容は、植栽や下刈り、獣害防護柵の設

置に対し、県と市町村でそれぞれ11％の補助金

のかさ上げを行い、補助率を現状の68％から90

％に引き上げるものであり、主な補助要件は、

造林等の場所が道から近いなど林業採算性の高

い区域であることや、植栽本数を１ヘクタール

当たり2,000本以下とすることなど、省力・低コ

スト化を求めることとしております。

なお、補助対象の樹種は、杉、ヒノキに加

え、センダン、クヌギ、ナラ、アラカシを予定

しております。

次に、バイオマス発電事業に○佐藤雅洋議員

ついて聞きます。

円安・輸出の増加により、木材燃料が不足し

ています。さらには、日向市細島港において、

大規模なバイオマス発電所が稼働予定です。

燃料の多くを外国産材で認可を受けているよ

うですが、大半を国産材に変更しようとしてい

るとの情報もあり、供給が今でも逼迫している

状況でありながら、この動きに多くの関係者が

大変心配しています。

そこで、木質バイオマス発電における燃料用

木材の逼迫状況とその対策について伺います。

県内で木質○環境森林部長（長倉佐知子君）

バイオマス発電所の稼働が相次ぐ中、輸出等と

の競合により、燃料用木材の価格が上昇し、調

達が容易ではない状況が生じております。

また、ＦＩＴ認定に当たり、国は既存事業者

に配慮し、燃料調達計画の策定と遵守を義務づ

けておりますが、計画が非公表とされ、国の指

導も十分でないことや、今後稼働予定の施設も

あることから、既存事業者は燃料の安定調達に

強い懸念を示しております。

このため県では、計画遵守の指導強化や計画

の公表義務化等を国に要望したところでありま

す。

また、林地残材を搬出し、燃料として活用す

る事業や、先般事業者が設立した宮崎県木質バ

イオマス発電協議会への参加・助言等も行って
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おり、引き続き、燃料用木材の安定供給に向け

て取り組んでまいります。

全国が先進県宮崎の取組を注○佐藤雅洋議員

視しておりますので、しっかりとお願いいたし

ます。

今の時期は普通作田植の真っ最中です。我が

家の田植も先週終わりました。植えた田の水回

りをすると、例年になく鹿やイノシシの足跡が

多く残っています。地域全体には柵を施し、道

路に入る進入路にも金網を張り回しております

が、どこからか内部に入ってきております。集

落の皆さんも、今年は秋まで稲がちゃんと育つ

かどうか不安であると嘆いております。

相当な数の有害鳥獣を捕獲しているわけであ

りますが、田畑に限らず、農作物や林業の被害

というのは一向に減りません。

そこで、農林作物被害の減少のためには、迅

速かつ的確な有害鳥獣捕獲が必要と考えます

が、その取組について、環境森林部長に伺いま

す。

有害鳥獣捕○環境森林部長（長倉佐知子君）

獲は、市町村ごとに編成される有害鳥獣捕獲班

が、被害を受けた農林家からの依頼を受けて実

施しておりますが、班員が専業ではない等の理

由により、対応が遅れる場合があります。

このため県では、有害鳥獣被害対策パトロー

ル支援事業により、市町村が配置した地元の実

情に詳しい有害鳥獣捕獲対策指導員が実施す

る、被害者の要望に応じた緊急捕獲、追い払い

等の迅速な対応や、地域住民と連携した集落周

辺の点検等の活動に対して支援を行っていると

ころであります。

今後とも、地域の実情や要望に寄り添った迅

速で効果的な有害鳥獣捕獲にしっかりと取り組

み、農林作物被害の減少に努めてまいります。

ジビエ料理などの普及も大変○佐藤雅洋議員

重要であります。

次に、今、全国各地で太陽光施設などの銅線

ケーブル、工事現場の鉄板、道路のグレーチン

グ、マンホールの蓋など、金属類が盗まれる事

件が相次いでいます。海外もしくは都会での出

来事と思われていたことが、地方でも発生する

ようになりました。地元日之影町でも、県道の

工事現場で、鉄板11枚、１枚が１トン、相場が

１枚20万円ですから、重さが約11トン、220万円

の品物が一晩で持ち去られています。

今後さらに治安が悪化し、中山間地域など

は、大事な備品、農機具がなくなることによる

さらなる出費、営農意欲の低下と、影響が大き

くあると想像いたします。

被害の抑止には、盗んだ品の売却ルートを断

つことが必要だと考えます。茨城県や千葉県で

は、金属の買取り業者に盗品を持ち込ませない

よう、県議会へ条例改正の改正案が提出されよ

うとしています。早めに手を打つことがとても

大事だと考えます。

そこで、これら窃盗事件の県内における発生

状況と対策について、県警本部長に伺います。

宮崎県内におき○警察本部長（平居秀一君）

ましては、金属を対象とした屋外の窃盗事件と

して、工事現場の敷き鉄板や銅線、道路の側溝

に設置されたグレーチング、空き家の室外機や

農機具などを盗まれる事案が散発的に発生して

います。

金属を対象とした屋外の窃盗事件は、全国的

には増加傾向にあり、警察といたしましては、

検挙対策に力を入れるとともに、道路や工事現

場、空き家等の管理者対策など被害防止にも努

め、安全で安心な宮崎を目指した警察活動を推

進してまいります。
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よろしくお願いいたします。○佐藤雅洋議員

他の県警では、本部長と県警幹部との信頼関

係がうまくいっていなかったと思われる事件が

起きていますが、本県は非常に良好な関係だと

お聞きしておりますので、大変安心しておりま

す。本部長におかれましては、引き続き、宮崎

県民の安心・安全のためにも、宮崎県警察をよ

ろしくお願いいたします。

まだまだ中山間地域の課題は山積みでありま

す。特に中山間地域にある県立高校魅力化推進

について、とても重要と考えます。教育委員会

だけに背負わせるのではなく、中山間地域振興

の策として、総合政策部など他の部局にも責任

を持たせ、連携して取り組む必要があると考え

ています。

これからの宮崎県をつくり上げていくのは子

供たちです。未来は子供たちのものです。子供

は宝であります。終わります。（拍手）

以上で午前の質問は終わり○野﨑幸士副議長

ます。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時58分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○濵砂 守議長

ます。

次は、荒神稔議員。

〔登壇〕（拍手） 県政へつな○荒神 稔議員

ぐ自由民主党、都城市選挙区の荒神稔です。よ

ろしくお願いいたします。本日は傍聴ありがと

うございます。

６月は田植時期であることから、日本という

国は別名で「豊葦原の瑞穂の国」とも呼ばれて

います。瑞穂はみずみずしい稲穂、つまり稲が

多く実る国が語源となっているそうです。ちな

みに私の娘を美寿穂と命名いたしました。

今、どの業界でも人手不足を耳にしますが、

非常に忙しく、人手不足で、どんな手伝いでも

欲しい様子は、一昔前から「猫の手も借りた

い」と例えられて、私が小学生の頃は田植休み

があり、稲苗運びや子守など、子供にできる手

伝いを担任の先生から奨励されていました。本

日は先生もいらっしゃいます。

内容は違いますけれども、今思えば、子供が

保護者とともに体験等を行い、登校しなくても

欠席とはならないという内容は、現在のラー

ケーションの先駆けではないかと、私には意味

深く思い映ります。

昨年開催されたＧ７宮崎農業大臣会合では、

農業のさらなる発展につなぐ議論がなされ、宮

崎アクションとして、Ｇ７各国が取り組むべき

行動が発表されています。

一方、先月５月29日には、改正食料・農業・

農村基本法が成立いたしました。改正の背景に

は、将来にわたって食料を安定的に確保できる

か懸念される中、ロシアによるウクライナ侵攻

などの影響により、世界的に大きな問題で、食

料安全保障に国内外で不安が高まったことや、

農業の担い手不足による農地の減少に歯止めが

かかっていないことも、改正を後押ししたと語

られています。

このことから、食料の安定的な供給が確保さ

れることが重要であることを鑑み、今回の改正

食料・農業・農村基本法の大きなテーマである

食料安全保障に対する知事のお考えを壇上から

お伺いいたします。

以降の項目は質問者席からお尋ねいたしま

す。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。
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世界的には人口が爆発的に増加し、また一方

で、気候変動や様々な紛争の影響など食料不安

が懸念される中で、国民の生命と健康の維持に

不可欠な食料の安定的な確保は重要な課題であ

ります。

今般改正されました食料・農業・農村基本法

では、食料安全保障を「良質な食料が合理的な

価格で安定的に供給され、かつ、国民一人一人

がこれを入手できる状態」と定義し、その確保

を第一の基本理念として掲げております。

このような中、全国第６位の農業産出額を誇

る本県には、国民に安定的に食料を供給してい

く役割が求められており、その責務がますます

高まっているものと認識しております。

このため県では、農地の集約による大規模化

や、スマート技術等を活用した生産性の向上を

図るとともに、燃油や化学肥料など、海外資源

に過度に依存しない農業への転換に向けた取組

の推進により、持続可能な農業の実現に努め、

我が国の食料安全保障の確保に貢献してまいり

ます。以上であります。〔降壇〕

答弁ありがとうございまし○荒神 稔議員

た。今後の希望ある農業に対する知事の思いを

聞かせていただきました。答弁にもありました

ように、我が国の食料安全保障の確保に向けて

は、農業県である本県の役割は大きいものと考

えます。

それでは次に、食料・農業・農村基本法改正

における、本県の農業の新たな取組について伺

います。

中山間地域の農業担い手不足や農地の減少に

歯止めがかかっていないことも改正の後押しで

すが、農業従事者減少等や担い手不足にあって

も、持続的な供給に要する農業経営が考慮され

るようでなければなりません。

知事の答弁にありましたように、我が国の食

料安全保障の確保に向けては、農業県である本

県の役割が大きいものと思います。しかしなが

ら、現在、農業の生産現場では、農業者の減少

や高齢化が止まらないことに加え、近年の物価

高騰による生産コストの上昇などにより、大変

厳しい状況が続いております。

基本法は「農政の憲法」とも呼ばれており、

農業の進むべき未来を示し、農業者に希望を与

えるものでなければならないと考えています。

このような中、今回の改正では、農業の生産

コストなどを考慮した食料の合理的な価格形成

について、初めて法律に規定されたと伺ってお

ります。

農産物は生産コストの上昇を価格に転嫁しに

くいことが大きな課題であるため、この新しい

規定により、生産者の所得向上につながるので

はないかと期待する声も聞かれています。

そこで、改正食料・農業・農村基本法に規定

された合理的な価格形成について、農業県であ

る本県として期待していることを農政水産部長

にお伺いいたします。

今般改正され○農政水産部長（殿所大明君）

ました食料・農業・農村基本法では、食料の合

理的な価格の形成について新たに規定されたと

ころであり、今後は、価格形成の仕組みづくり

に向け、法制化も視野に検討されるものと承知

しております。

市場の需給動向により価格が左右される農産

物について、生産コストを価格に転嫁できる仕

組みが構築されれば、先行きを見通した農業経

営が可能となり、農業の持続的な発展に寄与す

るものと期待しております。

県としましては、農業者が未来に希望を持て

る農業となるよう、実効性のある価格形成の仕
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組みづくりを国に強く要望するとともに、生産

性と持続性の両立した本県農業の実現にしっか

り取り組んでまいります。

次に、担い手確保に向けた若○荒神 稔議員

い世代への農業教育について伺います。

政府は第４次食育推進基本計画において、25

年度までに農林漁業体験を経験した国民の割合

を70％以上とする目標を掲げているようです。

冒頭に申し上げましたＧ７宮崎農業大臣会合

では、小中学生による参加国の代表に対する取

材や、高校生が未来の食や農業について提言す

る取組など、若い世代の活躍が光るとともに、

本県の農業について考える機会になったのでは

と思っております。

私は、将来の農業の担い手確保には、学生の

頃から農業に親しみ、触れることが重要である

と思いますが、県の取組について、農政水産部

長にお伺いいたします。

県では、食や○農政水産部長（殿所大明君）

農の理解を深めるため、小学生を対象とした

「味覚の授業」に加え、子供を含む幅広い世代

を対象としたカンショ収穫などの農業体験を開

催しております。

また、若手の就農意欲の喚起を図るため、県

立農業大学校では、高校生を対象に、スマート

農業の体験学習や若手農業者との交流などを実

施しております。

このような取組を積み重ねてきた中で、農業

大学校の本年の入学者数が６年ぶりに定員を上

回るなど、若い世代の農業への関心が高まって

いると感じております。

今年度からは、農業大学校において、Ｇ７宮

崎農業大臣会合を契機に、有機農業の授業を開

始するなど、引き続き農業教育の充実を図って

まいります。

ありがとうございます。食農○荒神 稔議員

教育として、今答弁されたのが絵に描いた餅に

ならないように最善を尽くされることを願っ

て、次に、中山間地域が抱える農林業の課題に

ついて伺います。

県土の９割を占める中山間地域では、人口減

少とともに農家の高齢化による担い手不足が課

題となり、現在の農業経営者は高齢で、農業を

継ぐ後継者もおらず、中山間地域の農地は条件

が悪いため、地域外の法人等も借りたがらない

のが現状です。

このままこの現状が続けば、中山間地域の農

業は衰退していくことに大きな危機感を持って

います。全ての農地を守ることは無理でも、せ

めて農業振興地域における畑地かんがい整備エ

リアの農地は、将来にわたって守らなければな

りません。

そこで、中山間地域における農地を守るため

に、県はどのように支援していくのか、農政水

産部長にお伺いいたします。

担い手不足や○農政水産部長（殿所大明君）

高齢化が加速する中、地域の農地を守ることは

喫緊の課題であり、条件不利地域の多い中山間

地域では、今や待ったなしの状況であります。

このため県では、担い手が不足する中山間地

域において、農地バンクを介して農地を集約

し、その農地を利用する担い手に対して、農作

物の技術指導や各種事業を活用した支援を行っ

ております。

さらに、市町村において地域計画の策定が進

む中、農業委員会や農地バンク、ＪＡ等ととも

に地域の話合いに参加し、将来の農地利用を見

据えて、今できることを含め、地域と一緒に考

えているところです。

県では、地域計画を踏まえ、基盤整備や農地
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の集約等により、担い手が参入しやすい条件を

整えるなど、中山間地域の農地を守る取組を支

援してまいります。

全ての農地に農地バンクが関○荒神 稔議員

与するということでございますが、来年３月ま

でに策定される地域計画にも期待したいと思い

ます。

次に、農地を守る必要性について、今部長か

ら答弁いただきました。平たんな畑地では、大

規模法人による多様な作物の生産が振興されて

いますが、中山間地域の農地では産地化が図ら

れていないのが現状です。

水田では、補助金が活用できることに加え、

水稲以外の品目も栽培できますが、畑地でも水

田同様の所得があるようにすることが重要だと

思っております。そのことにより、担い手の確

保にもつながり、持続的な農業となり、中山間

地域の農地を遊休化させないためにも、魅力あ

る畑作農業をすることが必要だと思います。

そこで、中山間地域の畑作農業に県はどのよ

うに取り組んでいくのか、農政水産部長にお伺

いします。

中山間地域の○農政水産部長（殿所大明君）

畑作農業を振興していくためには、地域の特徴

に応じた品目の作付や多様な営農方式に取り組

んでいくことが重要であります。

このため県では、ニガウリや枝豆などの地域

の特産品目の技術指導や、畑かんを利用した里

芋、ラッキョウなどについて、生産性向上に向

けた試験に取り組んでおります。

さらに、カンショ、ホウレンソウなどの加工

・業務用野菜について、加工業者との契約に基

づいた収穫作業等の分業化の取組を支援し、取

引価格の安定化やコストの低減を図ることとし

ております。

これらの取組を進め、中山間地域の畑地の有

効活用や農業所得の向上に努めてまいります。

取引価格の安定化と県の取組○荒神 稔議員

内容に期待しておきたいと思います。

ただいま答弁にありました中でも、中山間地

域における水田の振興についてお伺いするわけ

ですが、2023年産の米は例年にない好調ぶりで

あるとの報道もあります。

一等農地の水田は、米も作れるし、芋や野菜

も作れます。言わば二刀流の生産基盤であり、

中山間地域の水田では、平場のようにいろいろ

な作付はできない。このような条件が悪い場所

から水田の遊休化が進むと考えられます。

条件不利地にある水田の有効活用を含め、遊

休化しないことを願っておりますが、そこで、

中山間地域における水田の有効活用に向けた県

の取組を農政水産部長に伺います。

中山間地域の○農政水産部長（殿所大明君）

水田を有効活用し、高収益作物の導入等を進め

ることは大変重要であると考えております。

このため県では、西都市等における高菜やオ

クラなどの生産や、日之影町等における国の畑

地化促進事業を活用した栗の生産など、収益性

の高い品目の導入に向けた支援を行っておりま

す。

これらに加えて、水田に作付する品目とし

て、例えばユズやヘベス等の特産果樹、飼料作

物、リンドウといった花など、地域の実情に応

じた選択肢を地域計画の策定の中で示し、米と

これらの品目とを組み合わせた生産を推進する

など、水田が有効活用されるよう取り組んでま

いります。

まずは、所得の安定保障が実○荒神 稔議員

証されない限り、就農につながる担い手確保に

はつながらないと思います。今後の県の政策に
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期待して、次に移ります。

次に、狩猟者の現状と確保対策について伺い

ます。

九州初の野生イノシシの豚熱（ＣＳＦ）感染

が佐賀県で確認されました。本県は豚の飼養頭

数は全国２位を誇る県であり、養豚場の豚と野

生のイノシシの接点を断つ取組が求められてい

るようです。

鳥獣被害対策として、狩猟者の現状とその確

保対策について、県の取組を環境森林部長にお

伺いいたします。

令和４年度○環境森林部長（長倉佐知子君）

末の狩猟免許の所持者数は延べ5,230人で、10年

前と比べ約１割減少し、また、60歳以上の割合

は約７割となっております。

県では、狩猟者確保に向けて、猟友会や市町

村と連携し、免許取得希望者向けの講習会の開

催や免許取得経費の一部助成を行うほか、昨年

度から県民の狩猟への関心を高めるためのイベ

ントを開催しております。

また、今年度から新たに、免許取得後３年未

満の方については、狩猟による鹿捕獲助成金を

１頭当たり4,000円から7,000円に増額し、狩猟

を継続していただけるよう支援することとして

おります。

県としましては、今後とも、猟友会や市町村

と連携しながら、狩猟者の確保に取り組んでま

いります。

中山間地域の農地において、○荒神 稔議員

遊休地や荒廃地が進むと鳥獣被害も増えること

になります。狩猟免許所持者のピーク時は、昭

和56年に約１万6,000人の方がいらっしゃったみ

たいです。先ほどの答弁で、イベントも必要で

すが、県によっては、猟銃購入補助や様々な手

当があるようです。本県のみやざき林業大学

校、また農林系の高校での研修等の対応策を今

後考えるべきじゃないかなということを提案し

て、次に行きます。

政府は、改正食料・農業・農村基本法でも

第48条「鳥獣被害の対策」を新たに設け、捕獲

した鳥獣の食品等としての利用促進を掲げられ

ております。私は、鳥獣害の低減とジビエの消

費拡大への取組を加速するべきだと思います。

ジビエ料理等の普及について担当部署に尋ね

たところ、ジビエは、栄養価が高く、たんぱく

質や鉄分、ビタミン群が豊富に含まれ、優れた

食材であることから、県では、この栄養価に着

目し、令和９年度の「日本のひなた宮崎国スポ

・障スポ」の開催を見据え、スポーツ選手への

県産ジビエ贈呈やスポーツ合宿プラン参加者へ

のジビエメニューの提供など、販路拡大に向け

てＰＲを行っていると伺いました。

一方、ジビエ学校給食が５年で2.5倍に増え、

学校の活用校の８割が西日本に集中しているそ

うです。また、食料・農業・農村基本法の改正

では、捕獲した鳥獣の食品等としての利用促進

が明記され、学校給食法も「命や自然の尊重」

「優れた伝統的な食文化への理解」を目標に掲

げられております。

このことを踏まえ、今後、学校給食における

ジビエ給食について、お考えを教育長にお尋ね

いたします。

ジビエの給食への○教育長（黒木淳一郎君）

活用につきましては、地域の食文化の理解を高

める機会になるものと考えております。

また、ジビエ給食については、文部科学省に

おいて、様々な食材を使った給食の取組例とし

て紹介されており、県内においても実施されて

いる自治体があることを認識しております。

県教育委員会といたしましては、ジビエを給
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食に食材として使用する際の安定供給等の課題

について、農政水産部や関係機関と連携し、そ

の活用について、実際に取り組んでいる他県の

情報を収集しながら研究してまいります。

学校での命の尊重と自然の恵○荒神 稔議員

みに感謝するジビエ給食の推進を申し述べて、

次に行きます。

16都道府県各地で検出された「永遠の化学物

質」とも呼ばれる、国際条約で180余りの国と地

域が批准しているＰＦＡＳ存在状況の緊急調査

事項についてお伺いいたします。

県は昨年11月補正事業において、県内全域、

河川・地下水の158地点の調査を実施し、国の指

針値を上回る35地点の周辺の現地調査では、Ｐ

ＦＡＳ指針値超過の原因特定に至らなかったと

報道されております。県として今後どのように

対応していくのか、環境森林部長にお伺いいた

します。

県としまし○環境森林部長（長倉佐知子君）

ては、今回、原因特定には至らなかったもの

の、暫定指針値を超過した地域をおおむね特定

できたことから、緊急調査事業は終了いたしま

すが、当該地域の住民の安心が図られるよう、

引き続き、水質調査や飲用指導など、適切に

フォローすることとしております。

具体的には、当該地域において、今後、定期

的に地下水の調査を継続し、水質を監視してま

いります。

また、引き続き、地元自治体と連携しなが

ら、当該地域の住民に対して、井戸水の飲用を

控え、水道の利用を促す指導を行うとともに、

相談対応を行ってまいります。

原因を特定することがまず最○荒神 稔議員

優先だと思います。地域住民の皆さんが一日も

早く安心した日々の暮らしになるよう、最大の

努力を願いまして、次に移ります。

次も水質に関してであります。

硫黄山水質改善施設の適切な管理・運用に向

けて、今後の国の関与も含め、どう対処してい

くのか伺います。

この質問をするに当たっての経緯として、都

城市を含む７市町村構成の環霧島会議・霧島ジ

オパークの自治体であること、そして、私の常

任委員会視察や、えびの市選出の中野議員の御

熱心な施設現場への案内等により質問します。

平成30年に250年ぶりに硫黄山が噴火し、河川

の水質が悪化したことで、えびの市をはじめ、

下流域の多くの農家で稲作ができなくなりまし

た。その後、水質が改善し、順次稲作が再開さ

れたものの、昨年12月以降、硫黄山の火山活動

に伴う火山噴出物が増加し、現在、河川の水質

が悪化した状態が続いており、一部の地域で再

び今年の稲作を断念しておられます。

県では、火山活動に伴う水質悪化に対応する

ため、令和４年11月に水質改善施設を整備され

ましたが、今回の水質悪化には対応できており

ません。

私も先日、地元の中野議員と県職員の説明で

この施設を視察しましたが、施設に火山噴出物

が流入し、中和処理機能が十分に発揮できてい

ない状況を確認しました。４月に応急対策を実

施したにもかかわらず、このような状態になっ

たことは残念でなりません。

私は昨年、常任委員会の視察で、国が管理し

ている群馬県吾妻川の品木ダムの中和施設を視

察しました。規模も大きく、国の管理により、

適切な管理運転が行われていました。

私は、日本は火山の国であり、このような火

山は全国にあり、国が責任を持つべきだと思い

ます。したがって、硫黄山の中和事業は、住民
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が安心して農業を営むためにも、国が管理する

べきだと思います。

知事は「今後、水質悪化の影響が長期化する

ことも考えられる。国に対して強く支援を求め

ながら、えびの市や関係団体と協力し、適切に

対応していく」と述べられております。

県は今後、硫黄山水質改善施設の適切な管理

・運用に向けて、地元の要望や国の関与も含

め、どのように対応していくのか、環境森林部

長にお伺いいたします。

硫黄山水質○環境森林部長（長倉佐知子君）

改善施設は、専門家の助言を受け、えびの市と

も協議しながら、環境負荷が小さく、低コスト

で設置・運用が可能で、限界はあるものの一定

の中和機能が期待できる施設として県が整備

し、運用しております。

このような中、昨年12月以降、火山噴出物が

断続的に施設内に流入・堆積し、施設の機能が

十分に発揮できない状況が続いております。

このため県では、今議会でお願いしておりま

す補正予算にて、機能回復を図るための火山噴

出物のしゅんせつ等や、管理・運用手法の改善

に取り組むこととしております。

今後とも、えびの市と連携して対策を進める

とともに、しゅんせつした火山噴出物の処理等

を含め、必要な支援を国に要望してまいりま

す。

先ほども申しましたが、日本○荒神 稔議員

は火山の国です。噴火があるたび、県、またえ

びの市、地元は不安でならないと思います。群

馬県の例のように、やはりそういう管理運営を

国のほうに要望していただきたいと思います。

えびの高原国立公園は、瀬戸内海、雲仙天草

とともに、第１号指定の国立公園です。昭和９

年３月16日、今年90周年のイベントもありまし

た。

先ほど答弁されましたが、４月に応急工事を

したものの、その後の雨により再び流入し、施

設の機能が十分に発揮されていない状況であり

ます。

水質改善施設について、機能回復を図るため

に火山の噴出物のしゅんせつを行うということ

でございますが、本県は、2021年度における降

水量では日本一の雨量であります。今後の台風

等の雨量が心配です。

硫黄山の活動と自然変化は予測できない状況

と思います。今回、河川の水質が悪化したよう

に、火山噴出物が増加して、水質改善施設の機

能が十分に発揮できない状態になることも想定

されます。このような状況が続くと、農家は、

河川の水質悪化の状況の変化のたびに、不安を

抱きながら営農しなければなりません。

質問します。硫黄山の河川水質悪化に伴う営

農対策について、県はどのように支援していく

のか、農政水産部長にお伺いいたします。

今回の河川水○農政水産部長（殿所大明君）

質悪化に伴い影響を受けた地域においては、安

心して営農を続けていただくための対策が必要

であると認識しています。

このため、県としましては、えびの市など関

係機関と一体となり、今後の営農の在り方に関

する地域での話合いを支援し、地元農家の意向

を踏まえた対策を行っていくことが重要である

と考えます。

対策の方向としては、水稲作付の継続に向け

た赤子川以外からの用水確保の検討、水田にお

いても高収益作物の作付が可能となる基盤整備

や、水田の畑地化などに取り組むことが考えら

れます。

このような取組の実施に当たっては、えびの
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市など関係機関と連携するとともに、必要な対

策について国に強く要望してまいります。

地元からの要望をかなえる県○荒神 稔議員

政に期待して、次に、全国37府県独自の森林環

境税と森林環境譲与税の使途についてお尋ねし

ます。

林野庁は、国民の理解を得るため、使途や繰

り越す際の目的を公表するように自治体に求め

ている内容から、森づくりの財源となる税とし

ては、県の森林環境税と国の森林環境譲与税が

ありますが、それぞれの目的と使途について、

環境森林部長にお伺いいたします。

県の森林環○環境森林部長（長倉佐知子君）

境税は、森林を県民共有の財産として捉え、県

と県民等が協働して取り組む森林環境保全に関

する施策の財源として、平成18年度に創設した

ものです。

その使途は、県民参加による森林（もり）づ

くり活動の支援や、公益上重要な水源林への広

葉樹植栽、台風等に伴い発生する流木の撤去な

どであります。

一方、国の森林環境税を財源とする森林環境

譲与税は、温室効果ガス削減や国土保全等を図

るための森林整備等に必要な地方財源を確保す

るため、令和元年度に創設されたものです。

その使途は、市町村では、森林整備経費の支

援や森林境界の明確化、公的施設の木質化な

ど、県では、人材の育成・確保など、市町村が

行う森林整備の取組の支援とされております。

今月から国の森林環境税の徴○荒神 稔議員

収が始まり、国と県とで同じ名称で課税される

わけですが、県民にどのように周知していくの

か、環境森林部長に伺います。

県の森林環○環境森林部長（長倉佐知子君）

境税と国の森林環境税は、先ほど答弁しました

とおり、同じ名称であっても、それぞれの目的

や使途は異なっており、そのことについて県民

に周知し、必要性を理解していただくことが重

要であります。

このため、これまでも、新聞広告や県広報紙

によるＰＲ、県ホームページへの掲載、市町村

と連携した広報などに取り組んでおり、また今

年度は、県内７か所で開催予定の地域意見交換

会も周知の場として活用することとしておりま

す。

県としましては、今後とも、あらゆる機会を

捉えて、県と国の森林環境税の必要性ととも

に、目的や使途の違い、また活用実績につい

て、より分かりやすく丁寧に周知を行ってまい

ります。

次に、今月から定額減税開始○荒神 稔議員

でも、614品目の食品が値上がる見込みであるそ

うです。電気・ガス料金を抑制してきた政府の

補助金も６月分から廃止されることで、家計に

は厳しい状況となります。

この状況の中で、森林環境税の課税は、国と

県の二重課税ではないかという声もあります。

県民の声をしっかり聞くことが重要であります

が、県としてどのように取り組んでいくのか、

環境森林部長に伺います。

県の森林環○環境森林部長（長倉佐知子君）

境税については、税を負担していただいている

県民等の代表として、林業後継者や企業、公募

委員などで構成される宮崎県森林環境税活用検

討委員会において、毎年度、活用の実績や計画

について意見を伺っており、施策に反映してい

るところであります。

さらに今年度は、県内７か所で開催予定の地

域意見交換会や県民アンケートにより、今後の

税の在り方や活用の方向性等について、県民の
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意向を幅広く把握することとしております。

県としましては、県民の皆様の声にしっかり

と耳を傾けながら税の有効活用を図り、その意

義を理解していただけるよう努めてまいりま

す。

森林に対する税収というのは○荒神 稔議員

大変歓迎でございますが、一方、そうでない県

民もいらっしゃいますので、説明が十分必要だ

と思います。

次に、自殺防止についてお尋ねいたします。

まず、令和７年度、国の施策・予算に対する

「みやざきの提案・要望」によると、本県の自

殺率は常に全国ワースト上位を推移していま

す。近年では、令和２年２位、令和３年５位、

令和４年３位であります。このことから、令和

４年度決算特別委員会で対策と要望が提出され

ているようです。

一方、本県の2023年の新型コロナウイルス感

染症による死亡率、人口10万人当たりの死亡者

数も本県は58.7人と全国で最も高く、全国平均

の約1.9倍で、行政は検証対策を求められており

ます。

また、年間に６万8,000人の高齢者の孤独死・

孤立死もあり、４月施行の孤独・孤立対策推進

法に基づき、早期策定を目指して、重点計画に

反映させるとありますが、本県の１人の貯蓄高

も東京の半分で、46位とありました。

このような県の社会状況において、本県の自

殺死亡率は全国と比較して毎年高い状況にあり

ますが、県としてどのように取り組んでいくの

か、福祉保健部長にお尋ねいたします。

先日公表さ○福祉保健部長（渡久山武志君）

れました令和５年の本県の自殺死亡率は、21.5

と全国２番目の高さとなっております。

県では、宮崎県自殺対策行動計画に基づきま

して、これまでにも「ひなたのキズナ“声かけ

”運動」やワンストップ相談会の実施、身近な

人の悩みに気づき支援につなげるゲートキー

パーの養成など、総合的な自殺対策に取り組ん

でいるところであります。

さらに、今年４月には電話相談を24時間対応

に拡充いたしますとともに、今後、高齢者の免

許返納に合わせました悩みの相談窓口の案内な

ども行うこととしております。

自ら命を絶つ県民を一人でも減らしていくた

めに、これからも関係機関と一体となって取り

組んでまいります。

人口減少対策として、きめ細○荒神 稔議員

やかに取り組むことをここで要望したいと思い

ます。やはり地域のコミュニティー、いろんな

ものの希薄化が、相談相手、またいろんなもの

に支障があるのかなと思います。

続いて、子育て支援についてお尋ねいたしま

す。

少子化対策の充実・強化については、保育人

材の確保に向けて、さらなる確保が急務とある

ことからお尋ねします。

県内の社会福祉法人等が保育士確保のために

人材派遣会社等を利用している実態を把握して

いるのか、まず福祉保健部長にお尋ねいたしま

す。

保育所等が○福祉保健部長（渡久山武志君）

保育士を求人する際には、ハローワークや県の

保育士支援センターを経由して募集されること

が多いようですが、人材派遣会社等に保育士の

派遣を依頼する場合もあると伺っております。

県といたしましては、人材派遣会社等に派遣

を依頼している保育所等や実際に派遣されてい

る保育士の数などについては把握いたしており

ません。
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現場では把握していないとい○荒神 稔議員

うことでございますが、やはり大変厳しい状況

であるということで、いろいろと政策を考えて

いただければと思います。

先ほど申しました、令和７年度の国に対する

提案・要望の少子化対策の充実の強化の中に、

保育人材の確保に向けて、さらなる処遇改善が

図られるべきだと書いてありますが、今まで

あった従来の施策では確保が不十分であること

により、保育士の県内就労者支援として、奨学

金免除プラス支援策等が欲しいという流れでご

ざいます。

子供を産む世代が減ると、さらなる少子化に

つながるため、若年の人口が急減する2030年ま

でを対策のラストチャンスと位置づけてありま

す。

日本一生み育てやすい県の実現には、保育士

確保が重要であり、県も新たな対策に取り組む

必要があると思いますが、知事のお考えをお伺

いいたします。

子ども・若者プロジェ○知事（河野俊嗣君）

クトが目指しております日本一生み育てやすい

県を実現するためには、子供の健やかな育ちを

支える保育士を安定的に確保し、保育環境を充

実させていくことが大変重要であると考えてお

ります。

現在、県内の保育所等における保育士の配置

状況は、施設の認可等の基準は満たしているも

のの、よりきめ細かな保育の提供や休暇の取り

やすい人員配置が必要であります。

このため県では、修学資金の貸付けや潜在保

育士の復職支援等による保育士確保に取り組ん

でいるところであります。

また、今後さらなる配置基準の改善や新たな

通園制度の実施が予定される中、地域や施設に

よっては人材不足が顕在化するおそれがあるこ

とから、先般、国に対し、保育士の処遇改善の

要望を行ったところであります。

昨日、私が参加した防災士の基礎研修にも、

数人の若い保育士が参加しておられました。職

場の要請で防災士の資格を目指されるというこ

とで、そういう人材育成が図られていることは

大変すばらしいことだなと思ったところであり

ます。

県としましては、保育士の安定確保に向け、

引き続き、市町村との連携の下、地域の実態を

しっかり踏まえながら、保育士が希望を持って

働ける環境づくりに取り組んでまいります。

ありがとうございました。そ○荒神 稔議員

ういうふうに若い女性の方が県内に来ると、大

変後々に不安を持ちますので、県独自でも政策

をよろしくお願いいたします。

次に、学校給食費の無償化について伺いま

す。

これは先週、脇谷議員、永山議員も質問され

ておりますが、少子化対策関連法に基づき、児

童手当や育児休業給付金の拡充などの給付につ

いては、私は現物支給が望ましいと思う一人で

もあります。いずれにしても、スピード感のあ

る支援策を今答弁いただきました知事に期待す

るものでございます。

出生率日本一を目指す本県の昨年度の出生率

では、日本一が遠ざかったような感じでござい

ます。

この質問に至ったのは、順位のことより、前

年度より出生数が減り、職員の努力に逆行した

ことが残念だからです。出生率について知事

は、下方修正せず、分析していくと報じられた

ことから尋ねます。

全国給食費無償化自治体が昨年９月時点で３
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割、本県の26自治体では、今年４月の調査にお

いて、無償化と半額補助を含む一部補助が半分

以上の19自治体で実施されています。

今年の「こどもの日」を迎える、外国人を含

む15歳未満の子供の数は、43年連続減少してお

ります。出生数の落ち込みによる少子化の進行

がさらに鮮明になったと報道されております。

先週の両議員に続き、学校給食費無償化につ

いて、知事のお考えを再度お伺いいたします。

学校給食費無償化につ○知事（河野俊嗣君）

きましては、各市町村において、学校や地域の

実情等に応じて、補助を含めて判断がなされて

きたと認識しております。

県としてはこれまで、学校給食費の保護者負

担軽減が効果的に行われるよう、給食費補助の

情報提供や市町村担当者会における情報交換等

に取り組んでまいりました。

このような中、先日、こども未来戦略方針を

踏まえた、国による学校給食に関する実態調査

の結果が公表され、無償化の実施状況及び成果

や課題の例などが示されたところであり、今

後、この調査結果を基にした国の動きを注視し

てまいります。

子供・子育て支援においては、財政力に応じ

て地域間格差が生じないよう、またコロナ禍対

応や物価高対応といった一時的な措置ではな

く、長期的な視点での切れ目のない支援とし

て、国の責任と財源による制度設計が必要と考

えております。

したがいまして、学校給食費無償化の実現に

向け、全国知事会等あらゆる機会を通して、国

に要望してまいります。

43年も子供が減っていくとい○荒神 稔議員

うことは大きな問題であります。国には少子化

大臣もいらっしゃいますので、その辺は国策で

考えていただきたいと思います。

何しろスピード感が必要だと私は思っていま

す。家庭の子育てに、一人っ子から２人、２人

から３人と、家族がにぎやかで、悩み事が相談

できる兄弟が存在することが、私は理想だと

思っております。

旧山田町の頃は、４人以上の児童生徒の最高

学年の児童生徒の給食費全額を助成する交付規

定がありました。これは昭和46年からです。50

数年前です。

若者分譲地や若者定住住宅など、本県から当

時迎えた助役の様々な町政に対する政策、そし

て職員と研究した結果、人口が増え、合併前に

過疎債が発行できない自治体になった記憶があ

ります。

日本の課題でもある人口減少対策や東京一極

集中の是正を目指す地方創生が本格化して、今

年で10年となるそうです。政府は、国の交付金

を使った自治体の取組を分析して、６月に公表

されています。今や待ったなしと思っていま

す。明るい報告、また対策を練っていただくこ

とを期待いたします。

それでは次に、ＩＣカードエリアの拡大事業

でございます。

この事業は、新富町、そして青島はあるわけ

ですが、令和９年に迎える国スポ・障スポまで

の山之口・都城駅までの整備拡張が入っており

ません。その辺の取組は今後どう考えていくの

かを教えていただきたいと思います。

ＪＲのＩＣカードの利○知事（河野俊嗣君）

用可能エリアの拡大につきまして、県では鉄道

整備促進期成同盟会を通じ、毎年ＪＲ九州に対

し要望しているところでありますが、ＪＲ九州

の考え方としましては、一定の利用者がある駅

では既に導入済みであること、また、新たな導
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入には多額の費用がかかることなどから、同社

として県内での必要な整備は完了しているとい

う考え方であると、そのような説明を受けてお

ります。

今回のエリア拡大は、宮崎市と新富町がＪＲ

九州に対し熱心に働きかけ、自治体が導入費用

を負担することで実現したものであり、県とし

ても必要性を踏まえ、市と町を支援することと

し、６月補正予算案にＩＣカードシステムエリ

ア拡大支援事業を計上したところであります。

ＩＣカードは鉄道の利便性向上に大きく寄与

するものでありますので、県としましては、新

陸上競技場の国スポ・障スポ後の利活用を見据

えながら、駅利用者の見通しや沿線自治体の意

向も踏まえ、県内へのエリア拡大について、引

き続きＪＲ九州に要望してまいります。

先日の答弁で、全国のマイナ○荒神 稔議員

ンバーカード保有率平均が73.7％に対し、本県

は81.5％で日本一と答弁されました。

知事は会見で「取得に向けて都城市が先頭を

走り、他の市町村も積極的に取り組まれた結果

である」と語られております。また、都城市の

池田市長は、全国市長会の行政委員会で連続３

期の委員長と聞いております。国が進めるデジ

タル担当で、都城市はスマートシティ推進条例

も制定されている市でもあります。

今後のＩＣカードシステムエリア拡大の事業

について、今答弁いただきましたが、国スポ・

障スポ開催までには、是が非でもＩＣカード利

用可能エリアを都城駅まで拡大すべきだと考え

ております。国スポ・障スポの開催地のおもて

なしの一つとして、ＩＣカードエリア拡大を強

く提言して、私の全ての質問を終わります。

（拍手）

以上で本日の質問は終わりま○濵砂 守議長

した。

明日の本会議は、午前10時から、一般質問及

び議案・請願の委員会付託であります。

本日はこれで散会いたします。

午後１時51分散会
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午前10時０分開議 

 

出 席 議 員（38名） 

２番 永 山 敏 郎 （県民連合立憲） 

３番 今 村 光 雄 （公明党宮崎県議団） 

４番 工 藤 隆 久 （  同  ） 

５番 川 添   博 （宮崎県議会自由民主党） 

６番 荒 神   稔 （  同  ） 

７番 福 田 新 一 （  同  ） 

８番 本 田 利 弘 （  同  ） 

９番 山 内 いっとく （  同  ） 

10番 山 口 俊 樹 （  同  ） 

11番 下 沖 篤 史 （  同  ） 

12番 齊 藤 了 介 （  同  ） 

13番 濵 砂   守 （  同  ） 

14番 黒 岩 保 雄 （緑 風 会） 

15番 脇 谷 のりこ （親 和 会） 

16番 松 本 哲 也 （県民連合立憲） 

17番 山 内 佳菜子 （  同  ） 

18番 坂 本 康 郎 （公明党宮崎県議団） 

19番 二 見 康 之 （宮崎県議会自由民主党） 

20番 日 高 博 之 （  同  ） 

21番 後 藤 哲 朗 （  同  ） 

22番 佐 藤 雅 洋 （  同  ） 

23番 日 髙 陽 一 （  同  ） 

24番 安 田 厚 生 （  同  ） 

25番 日 髙 利 夫 （  同  ） 

26番 内 田 理 佐 （  同  ） 

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか） 

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団） 

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会） 

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲） 

31番 重 松 幸次郎 （公明党宮崎県議団） 

32番 坂 口 博 美 （宮崎県議会自由民主党） 

33番 山 下   寿 （  同  ） 

34番 外 山   衛 （  同  ） 

35番 武 田 浩 一 （  同  ） 

36番 丸 山 裕次郎 （  同  ） 

37番 中 野 一 則 （  同  ） 

38番 山 下 博 三 （  同  ） 

39番 野 﨑 幸 士 （  同  ） 

 

 

 

 

 

地方自治法第121条による出席者 

知 事  河 野 俊 嗣 

副 知 事  日 隈 俊 郎 

副 知 事  佐 藤 弘 之 

総 合 政 策 部 長  重黒木   清 

政 策 調 整 監  田 中 克 尚 

総 務 部 長  吉 村 達 也 

危 機 管 理 統 括 監  児 玉 憲 明 

福 祉 保 健 部 長  渡久山 武 志 

環 境 森 林 部 長  長 倉 佐知子 

商工観光労働部長  川 北 正 文 

農 政 水 産 部 長  殿 所 大 明 

県 土 整 備 部 長  桑 畑 正 仁 

宮崎国スポ・障スポ局長  山 下 栄 次 

会 計 管 理 者  米 良 勝 也 

企 業 局 長  松 浦 直 康 

病 院 局 長   村 久 人 

財 政 課 長  池 田 幸 優 

教 育 長  黒 木 淳一郎 

警 察 本 部 長  平 居 秀 一 

監 査 事 務 局 長  坂 元 修 一 

人 事 委 員 長  佐 藤 健 司 

 

事務局職員出席者 

事 務 局 長  小 牧 直 裕 

事 務 局 次 長  海 野 由 憲 

議 事 課 長  菊 池   博 

政 策 調 査 課 長  西久保 耕 史 

議 事 課 長 補 佐  松 本 英 治 

議 事 担 当 主 幹  弓 削 知 宏 

議 事 課 主 任 主 事  上 園 祐 也 

議 事 課 主 任 主 事  青 野 奈 月 

 

 

 令 和 ６ 年 ６ 月 1 8 日 （ 火 曜 日 ） 
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一般質問◎

これより本日の会議を開きま○濵砂 守議長

す。

本日の日程は、一般質問及び議案の委員会付

託であります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、二

見康之議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○二見康之議員

ざいます。昨日から自民党会派の議員が続いて

おりますが、午前中までは自民党にどうぞお付

き合いください。

通告に従いまして、一般質問に入らせていた

だきます。

皆さんは30年後の世界というものを想像され

るとき、どのような社会になっていると思われ

るでしょうか。なかなか30年も先というと大変

難しいかもしれません。

しかしながら、４年前、私の母校の小学校

が100周年を迎えるに当たり、私が小学４年生の

ときに埋めたタイムカプセルの開封式というも

のを行いました。「30年後の二見康之君へ」と

いう作文があります。これを読み上げるつもり

はありませんが、原稿用紙で３枚半、大体1,000

文字です。「30年後の二見康之君へ」と、先輩

面されているのかなと思うところもあるんです

けれども、これを読むと大変懐かしいことが書

いてありました。

私、３年生のときにバリカンを買って、中学

２年、３年ぐらいまで、家で頭を丸く刈って自

分で丸坊主にしていたことがございます。３ミ

リ、５ミリとアタッチメントをつけるんですけ

れども、１回だけ間違えて、つけないでやった

ことがありまして、気がついたときには遅かっ

たです。３ミリで切ったんですけれども、ここ

に真っすぐラインが入ってしまって、諦めて全

部５厘刈りにしたことがございました。

ちょうどバスケットボールの試合で負けたと

きだったものですから、翌日、学校に行ったら

「どうしたんだ」と、「いや、僕の責任で負け

たから丸くしてきた」。決してそうじゃなかっ

たんですけれども、そういう時期がありまし

た。大変大事な試合で痛恨のミスをしたスラム

ダンクの桜木花道と自分を重ね合わせるわけで

はないですが、そういうこともありました。

そして、祖母がそろばん塾をやっていました

ので、私は幼稚園の頃からそろばんを習い、ま

た、幼稚園の頃は泣き虫でいじめられっ子だっ

たものですから、親から無理やり空手を習いに

行かされておりました。そして当時の僕は、30

年後の僕は会社をつくって社長になったらいい

なというふうに思っていたみたいです。全然違

いました。

これが200文字あって、そこから次のほぼ700

文字、1,000分の700、当時、湾岸戦争が始まっ

ていたと。多国籍軍とイラクとの戦争につい

て、その状況をつづりながら、国際的なことを

考えていた。それを思うと、決して10歳の子が

書いた作文ではないなと思うんですけれども、

その世界の状況をつづりながら、最後に「21世

紀には地球に緑があるだろうか」というような

ことを書いていました。

あの頃、ペルシャ湾に原油が流れて海鳥が油

まみれになっていた姿とか、こうやって思い返

しますと、大変大事な世界的な歴史の一部を垣

間見せられているんですけれども、最後の最後

の一文が「30年後は健康でいたい」ということ

を書いていました。一番大事なメッセージを僕

にくれたというふうに思います。

30年後を想像するのは大変難しいんですが、
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社会のあるべき姿を想像して、一つ一つ今の努

力を未来につなげていくことはできます。

今の宮崎県はどのような絵を描き進んでいる

のか。昨年より知事は、３つの日本一挑戦プロ

ジェクトを掲げ、本県の未来像を描こうとされ

ております。その中で、子ども・若者プロジェ

クトにおいて、本年度の主な事業として、出逢

い創出事業や男性育児休業取得奨励支援、海外

留学や不登校支援など、本年度当初予算として

提示されておりました。これらの事業の一つ一

つは大変大事なことであるとは思いますが、日

本一生み育てやすい県というイメージにつなが

るかというと、ちょっと首をかしげたくなりま

す。

例えば「生む」というところで考えてみまし

ても、産婦人科の偏在の課題もまだ解決されて

いないでしょうし、「育てる」というところで

も、保育所や学童保育など人手不足で受入れが

できない状況があります。確かに地域によって

課題は異なるかもしれませんが、もっと根本的

なところの対策が必要なのではないかと感じま

す。

そこで知事に伺いますが、日本一生み育てや

すい県を目指すに当たって、その課題は何なの

か。その課題を解決するための取組の方向性に

ついて、知事の考えを伺います。

以上、壇上からの質問といたします。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

子ども・若者プロジェクトは、本県の恵まれ

た子育て環境のさらなる充実により、結婚し、

子供を持ちたいという若者の希望がかなう日本

一生み育てやすい県を目指すものであります。

本プロジェクトを推進する上での課題は多岐

にわたります。御指摘があったとおりでありま

す。特に多くの若者が感じております出産・子

育てに関する不安や負担、経済的なものもあれ

ば、精神的なものもあろうかと思います。こう

したものに対処することが重要だと認識してお

ります。

このため県では、国における次元の異なる少

子化対策の展開等と併せて、引き続き、経済的

な支援や育児と仕事の両立の推進などに取り組

んでまいります。

また、こうした取組には、行政だけでなく、

企業や地域の方々との連携が不可欠であります

ので、「ひなたの出逢い・子育て応援運動」な

どを通じて、全ての子供の育ちを社会全体で支

えていく仕組み、それからの機運の醸成も必要

であろうかと考えております。

30年前に健康のことを気遣われるというのは

相当な視点だな、すばらしいなと思ったところ

でありますが、やはり子供を育てるための環境

が整っていたのではないかと、そういうことを

思いながらお話を伺ったところであります。

今後も、施策の充実はもとより、このプロ

ジェクトの内容の分かりやすい発信に努めるな

ど、県民の皆さんに本県の生み育てやすさを実

感いただけるよう取り組んでまいります。以上

であります。〔降壇〕

本当に健康は大事です。40歳○二見康之議員

が大きな節目かなと実体験で感じております。

何をもって「日本一」と言われるのか。その

青写真をぜひ県民に見せていただきたいと思い

ます。これはすばらしいと思われるような将来

のビジョンを描き、それに必要な事業・施策の

肉づけをぜひお願いしたいと思います。

引き続き知事に伺いますが、先日の議案の提

案理由説明の中で、県政報告ということで、高
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速道路の整備についてありました。南郷－奈留

間の新規事業化や平底－蔵田間のことについて

触れられましたが、今月１日に都城市で開かれ

ました、今年度全線開通予定の都城志布志道

路、この道路と東九州道を結ぶ都城末吉道路、

曽於志布志道路の早期事業化を目指す３道路合

同の整備促進大会には知事もお越しになりまし

て、先日、福田議員の質問にもありましたが、

都城と日南を結ぶ国道222号の整備を進め、この

地域全体に経済効果が波及するとお話になって

おりました。

ぜひここでも御披露いただきたかったと思う

んですけれども、この都城末吉道路について

は、私も13年前、２回目の一般質問のときに所

見をお話ししました。ここが真っすぐつながる

ことの意味はやっぱりあると。県都の宮崎市と

鹿児島市がほぼ一直線でつながることができれ

ば、さらなる経済交流の加速につながるものと

思います。

そこで、都城末吉道路についての知事の考え

を伺います。

今年度全線開通する都○知事（河野俊嗣君）

城志布志道路、さらに南郷－奈留間の新規事業

化が決まって東九州道の整備も進むことで、南

九州の道路の骨格、高速道路のインフラ整備は

極めて強固なものになっていくと期待しており

ますが、さらにそれを補完し強めていくのが都

城末吉道路であろうかと考えております。

東九州道や都城志布志道路と一体となりまし

て、災害発生時の迅速な救命・救急、支援物資

の輸送の効率化といった防災機能の強化のほ

か、産業の集積、広域観光の拡大、交流人口の

増加など、南九州圏域の活性化が期待されてお

ります。

今お話しいただきました３つの道路の合同整

備促進大会に私も参加いたしましたが、宮崎、

鹿児島両県から約2,000人の方が参加し、この地

域の皆さんの熱意というものがひしひしと伝

わってきたものであります。高校生による書道

パフォーマンス、大会決議、とても印象深いも

のがございました。

都城末吉道路は、南九州圏域における道路

ネットワークの大きな骨格を形づくる役割を担

うこととなるため、都城志布志道路の全線開通

による交通の変化を見ながら、インフラのス

トック効果を最大限に発揮するにはどのような

道路の在り方がふさわしいのか、しっかりと議

論を始めてまいります。

曽於志布志道路は鹿児島県内○二見康之議員

だけの道路なんですけれども、串間市の方とか

向こうの方にとっては、大変大事な道路の位置

づけだと思います。宮崎県としても、そのこと

をしっかり心にとどめながら、この道路整備に

ついて、そして広域の経済交流を構築していく

ために努力していただきたいと思います。

都城末吉道路は区間が約10キロメートル、宮

崎県側は約２キロメートルです。ぜひとも事を

スムーズに進めていただきますように、佐藤副

知事にも御尽力いただきますよう、よろしくお

願い申し上げます。

次に、宮崎国スポに関して伺います。

いよいよ３年後に迫りました宮崎国スポ・障

スポ大会ですが、県立陸上競技場、体育館、

プールの主要３施設を含め、各競技開催地にお

いても、先日、日向市が体育館建設を進める方

針を決定されました。

それぞれ開催に向け、準備を進めているとこ

ろでありますが、時折、工事の遅れなどの話も

聞こえてきます。開催スケジュールに支障はな

い範囲のこととは思いますが、競技力向上や本
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県開催のメリットを生かすためにも、早期の完

成に努めることが重要かと思います。

私もバスケットボールをずっとやっていまし

たが、練習のときと大会の会場でやるときとで

は、ちょっと感覚が違うんですよね。会場に慣

れるというところも、本県開催の一番大事なと

ころではないかなと、天皇杯を目指すために重

要なことだと思います。

そこで、宮崎国スポ大会競技施設の整備の進

捗状況及び今後の対応について、宮崎国スポ・

障スポ局長に伺います。

宮○宮崎国スポ・障スポ局長（山下栄次君）

崎国スポの競技施設の整備につきましては、本

大会の前年度から当年度にかけて通常実施され

るリハーサル大会での使用を前提に計画を進め

ており、県有施設につきましては、予期しない

事由による工期の延長等も一部にあったもの

の、現時点では令和７年度末までには完成する

予定です。また、市町の施設につきましても、

県の補助等を活用しながら、計画的に整備が進

められているところです。

議員の御指摘のとおり、本大会で使用する施

設での練習機会が少しでも増えることは、本県

の競技力向上を図る上で重要な要素の一つです

ので、県有施設の早期の完成に努めますととも

に、市町に対しましても、個別の課題等に丁寧

に相談に乗りながら、円滑な整備に協力してま

いります。

次に、学校と地域の在り方に○二見康之議員

ついてお伺いしていきます。

基本的に、義務教育段階では、住んでいる地

域の学校に通い、高校進学においては、希望の

学校を目指し受検に臨みます。普通科の通学区

域撤廃により、専門学科、総合学科と同じく、

県下一円から入学できるようになっておりま

す。

しかし、できることならば、高等教育もそれ

ぞれの地域において受けることができる環境整

備に教育委員会は努めるべきかなとも考えま

す。

そこでまず、現状について伺いますが、高校

進学に当たり、地元ではなく、他の地域の学校

や学科に進学している生徒がどの程度いるの

か、教育長に伺います。

県立高校では特色○教育長（黒木淳一郎君）

ある学校づくりを進めており、入学する生徒

は、多様な学びや魅力ある教育活動の中から、

志望動機に応じて高校を選択しております。

現状といたしましては、令和６年度県立高校

入試における全日制普通科全体での旧通学区域

外からの合格者は239名であり、その割合は例年

と変わらず、普通科合格者全体の約９％を占め

ております。専門学科、総合学科については、

以前から通学区域を設けてはおらず、県下一円

から入学できる状況にあります。

県教育委員会といたしましては、各県立高校

とともに、各校の魅力化をより一層進め、広報

活動の工夫・充実に努めるなど、中学生に選ば

れる学校づくりに積極的に取り組んでまいりま

す。

普通科だけでなく、専門学科○二見康之議員

のほうも１割近くの生徒たちが行き来してい

る。それが都市部のほうに流れているんじゃな

いかというのが一番の課題と思います。流れな

いで、地域で教育を受けられるような環境整備

を考えていきたいと思います。

高校では、専門的な学び、社会人として必要

な職業感とかを学ぶので、地域との関係という

ものはまた違うと思うんですが、小中学校は住

んでいる地域との関係がすごく大事だというふ
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うに思います。

登下校においては、交通安全協会の方々の見

守り隊とか、学校運営では、ＰＴＡをはじめ、

自治会や公民館、地域の様々な方の知恵や技術

を借りながら、よりよい教育環境づくりに努め

られております。

まず、学校と地域がつながることの大切さに

ついて、教育長の考えを伺いたいと思います。

私はこれまで、県○教育長（黒木淳一郎君）

立高校の校長として、地域の青少年育成協議会

をはじめ、中学校区の祭りや成人式などにも出

席してきました。学校と地域のつながりが大切

であることを実感してきたからこそ、このよう

な経験をしてまいりました。

しかしながら、近年はコロナ禍により、学校

行事等における地域の方々とのつながりに様々

な制限がありました。社会が以前の状態に戻り

つつある今、殊に公立の学校や市町村教育委員

会では、コロナ後の新しい地域とのつながりに

ついて検討しながら、子供たちの様子を地域に

発信したり、学校行事等への参加を案内したり

しております。

県教育委員会では、今後も学校と地域がつな

がることを大切にして、地域の宝である子供た

ちの成長を支えてまいります。

コロナ禍の中で制限があった○二見康之議員

時期は仕方がないと思いますけれども、いまだ

に戻っていない状況があるなと。３年間のブラ

ンクで、人間関係の疎遠化といいますか、つな

がりが希薄になった。それぞれの人間関係もま

た薄くなったんじゃないかなということもあり

ますが、地域と良好な関係を築いていかなくて

はならないと思います。

県教育委員会として、学校と地域との関係が

活発になるため、どのように取り組んでいくの

か、教育長に伺います。

本県では、学校運○教育長（黒木淳一郎君）

営協議会を設置した、地域の声を学校に反映す

るいわゆるコミュニティ・スクールと、地域の

方々と共に協働活動を行う地域学校協働活動と

の一体的推進を図っているところであります。

具体的な取組として、子供たちと地域の高齢

者が避難訓練を合同で実施したり、子供たちが

夏休みに公民館へ登館し、地域の方々との農業

体験活動や学習を行ったりするなど、学校と地

域が課題や思いを共有しながら、子供と地域の

方々の学びや活動の場が展開されております。

今後とも、地域コミュニティーの核として学

校があるという認識の下、協働した活動を充実

させることで、子供たちと地域の方々との絆が

より一層深まるよう取り組んでまいります。

子供たちは、学校や地域の人○二見康之議員

たちとの交流の中で、社会性など多くのことを

学んでいきます。地域に子供がいるということ

だけで、地域の活力につながるのではないかと

思います。

さきに高校進学先についての質問をしました

が、できることなら地元に残って地域の活力に

なっていただきたいと思います。そのために、

本人の希望がかなう教育環境をしっかり整える

ことだと思います。

先日、常任委員会で、串間市の福島高校を訪

問させていただきました。串間中学校との連携

や先生方の熱心な取組などを聞いて、生徒たち

の進学先も大変すばらしい結果を残されており

ます。

ただ、一つ気になったのが、市を挙げて取り

組んでいるレスリングが競技力強化指定校から

外れたというふうに伺いました。学校には、よ

い指導者を配置していただいているようです
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が、中学で活躍していた生徒たちは、どうも都

市部の県立学校に進学していったようです。生

徒個人の選択の自由の話ではありますが、串間

市にとっては大変痛手ではないかと思われます

し、受け入れた学校もどのように対応している

のか気になるところです。

宮崎国スポ開催並びにその後も地域の活力に

つながるように、競技力向上にも取り組んでい

ただきたいと思うんですが、県教育委員会とし

て、この地域活性化を見据えた県立学校の部活

動の推進にどのように取り組んでいくのか、教

育長に伺います。

県立学校の運動部○教育長（黒木淳一郎君）

活動につきましては、例えば、小林高校の駅伝

部や高千穂高校の剣道部などは、学校の魅力づ

くりや特色づくりに欠かせない存在であるとと

もに、地域アイデンティティーにまで育ててい

ただいております。

県教育委員会といたしましては、そのような

部活動が増えるよう、専門的な指導ができる教

職員や部活動指導員等を配置し、持続可能な部

活動を目指しているところであります。

また、国スポ・障スポ開催を契機に、多くの

部活動が新たな地域のシンボルスポーツに成長

していくよう、地域スポーツクラブ等との連携

を深めてまいりたいと考えております。

今後ますます県立学校の運動部活動が地域に

とって愛される存在となるよう、その支援に取

り組んでまいります。

であるならば、串間市の取○二見康之議員

組、地域づくりに、県教育委員会としても、

しっかり協力していただきたいと思います。地

域とそこにある学校との連携をしっかり取って

いただくようお願い申し上げます。

あと一つ、話は変わりますが、高校の入学手

続について伺います。

県立高校では、入学時に生徒の住民票を提出

するように定めているそうですが、都城市では

住民票の申請が一気に殺到しまして、窓口が混

乱するというようなことがあったようです。

デジタル化も進んで、コンビニでも取得可能

であることを保護者の方に通知するなどの対応

を取られたそうですが、そもそも住民票の必要

性が何なのか、また代替手段はないのか、ここ

ら辺が分かりません。教育長に伺います。

県教育委員会で○教育長（黒木淳一郎君）

は、県立高等学校管理運営規則において、入学

時に住民票抄本の提出を求めております。各県

立高校においては、住民票抄本を基に、学校教

育法施行規則で義務づけられている指導要録を

作成しております。

指導要録は、進学、就職に必要な調査書や単

位修得証明書などを公的に発行するための原簿

となる重要なものであります。

県教育委員会といたしましては、各県立高校

の諸表簿の正確性を保つために住民票抄本の提

出を求めておりますが、並行して住民票抄本の

提出に代わる手段がないか、他県の対応も注視

してまいります。

私が聞いたところでは、千葉○二見康之議員

県では、入試のときに中学校から提出してもら

う推薦状の内容で住民票の情報は確認し、対応

されているそうです。外国とか県外から入学さ

れる方がいらっしゃった場合は住民票の提出が

必要になるかなと思うんですが、そういうふう

な対応でもいいのかなと思います。後日、検討

結果を伺いたいと思います。

次に、行政と住民自治 公民館について伺―

います。

激甚化する災害に対し、まずは自分自身で身
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を守る自助、次に地域の方々と協力して対応す

る共助、その重要性については知事もよくお話

しされております。

共助というものは、住民自治の力、自治組織

の力に頼るものであります。町内会や自治会、

振興会、通り会、団地会など、様々な自治組織

があります。

県内においても、その自治組織の在り方につ

いては様々なようですが、私の住んでいる都城

市では、市内全域を15の地区に分けまして、そ

こに301の自治公民館で組織しております。それ

ぞれの地区には、地区公民館や市民センター等

がありまして、その地区の範囲内で、それぞれ

の地区の中の自治公民館と連携しながら様々な

活動をしております。

さて、先日、議会前の勉強会において、県の

公民館行政の取組について説明いただきまし

た。県公民館経営セミナーの開催や県公民館大

会の開催、ブロック別のセミナー開催などに取

り組んでおられます。勉強することが多いなと

思ったんですが、それも公民館関係というの

は、県教育委員会の生涯学習課の事務分掌内容

であると伺いまして納得しました。公民館は最

も身近な社会教育施設であり、地域ごとの社会

的課題に対応するため、住民同士のつながりを

促し、人づくり、地域づくりに貢献することと

なっております。

一方、ほかの市町村においては、いわゆる自

治会が世帯単位で組織されまして、これは都城

市の自治公民館も一緒なんですけれども、地域

住民と市町村との相互協力によって、行政連絡

をはじめ、ごみ収集場の管理や自主防災、防犯

などの活動が行われている地域があります。

これら自治組織において、主たる共通課題と

なっているのが加入率の問題です。入っている

メリットがない、活動に参加したくない、そう

いった理由で未加入者や未加入世帯が増加して

いる傾向があり、地域社会との関わりが希薄化

しております。

総務省のほうでも、令和２年ぐらいから自治

会への加入率とかいろいろ調査しているみたい

ですが、地方自治体も条例をつくったり、この

加入促進について取り組んでいるところがござ

います。

地域課題の解決に共助による役割を果たして

いた自治組織の活動がこのままでは停滞してし

まい、ひいては、本県全体の活力の低下にもつ

ながりかねないのではないかと危惧しておりま

す。

そこで、自治組織に対する県の現状認識と取

組について、総務部長に伺います。

自治会や自治公民○総務部長（吉村達也君）

館などの自治組織は、教育や福祉、防犯、子供

の見守り、災害時の活動など、安全・安心で魅

力ある地域づくりに主体的に取り組んでいただ

いており、共助の役割を担う行政の重要なパー

トナーであります。

しかしながら、人口減少や価値観の多様化も

あり、世帯加入率は約６割と年々減少し、高齢

化や活動する人が限られるなどの課題もあり、

組織の活力が低下しております。

このため県では、加入率向上と活動の強化を

図るため、県自治会連合会に対する地域リー

ダー養成の支援や、県公民館連合会に対する社

会教育活動の支援を行っております。

人口減少下にあって、地域コミュニティーを

維持していくためには、自治組織は不可欠であ

りますので、主体となる市町村と連携し、加入

促進や組織の強化に向けて検討を進めてまいり

ます。
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入っている方々はいいんで○二見康之議員

す。そういった方々から要望があって研修会と

かするんでしょうが、入っていない方々に自治

組織、自治会の意義をどう伝えていくか、それ

が一番大事だと思います。

自治会は総務部の所管で、自治公民館は教育

委員会の所管となっていますが、自治活動は、

そこに住む住民、いわゆる地縁団体です。住環

境の向上は、住民としての責務でもあると思い

ます。

都城市では、自治公民館加入者には、いわゆ

るファミサポ、子育て支援の利用を無料化する

というような取組もやっているようです。自治

会応援施策に取り組む市町村もあります。

ごみは環境、健康は福祉保健、そして道路や

インフラは県土整備、消防団や防災訓練は危機

管理、防犯灯、交通安全は警察、子供会やＰＴ

Ａは教育と、それぞれの行政の様々な分野を自

治組織なしでは維持できないというふうに思い

ます。加入を強制はできないにしても、行政と

教育委員会の両方がしっかり連携を取っていた

だきまして、その意義を周知し、加入促進に自

治会長たちと協力して対応していただくことを

強く求めたいと思います。

次に、熱中症対策について伺います。

総務省消防庁の発表では、令和５年５月から

９月の全国における熱中症の救急搬送人員の累

計は９万1,467人であったそうです。また、令和

５年の職場における熱中症による死傷災害の発

生状況では、職場での熱中症による死傷者

は1,106人、前年度比279人、34％の増となって

おり、全体の約４割が建設業と製造業で発生し

ているそうです。

今年も梅雨に入っておりますが、４月から大

変暑い日が続きまして、今後の熱中症の発生が

心配されるところでございます。

まず初めに、熱中症となる要因について、福

祉保健部長に伺います。

熱中症の要○福祉保健部長（渡久山武志君）

因には、環境によるものや個人の体調や行動に

よるものがございます。

環境要因として、気温や湿度が高く、風が吹

かないという気象条件下では、体温が上昇しや

すい上に、汗が蒸発しにくくなります。

体調面での要因としましては、寝不足や持病

などによる体温調節機能の低下のほか、食事を

取らないことや二日酔いなどによる水分の不足

が挙げられます。また、激しい運動や長時間の

屋外作業などの行動も体温の上昇につながりま

して、熱中症が起こりやすい要因とされており

ます。

主に気温や湿度など環境要○二見康之議員

因、そして寝不足とか持病といった体調要因が

あることが分かりました。

では、今、学校現場や県民の日常生活におい

て、県は熱中症対策にどのように取り組んでい

るのか、教育長、福祉保健部長に伺います。

日常生活で○福祉保健部長（渡久山武志君）

の熱中症対策には、温度や湿度を確認いたしま

して、エアコンなどを適切に利用するととも

に、外出時の適度な休息により暑さを避けるこ

と、小まめに水分を補給すること、日頃から体

調管理を行うことなどがあります。

このため県では、熱中症にかかりやすい時期

であります５月から８月にかけて、各種マスメ

ディアやＳＮＳなどを活用いたしまして、県民

に向けた周知を繰り返し行っております。

学校現場では、熱○教育長（黒木淳一郎君）

中症対策としまして、暑さ指数の測定による活

動の判断や運動量の調整、健康観察、適切な水
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分・塩分の補給等、子供の命を守るための取組

を行っております。

また、今年４月に気候変動適応法等の一部を

改正する法律が施行されたことを受け、県教育

委員会では、先月、新たに熱中症特別警戒ア

ラートに関する内容や熱中症事故対策のポイン

トを整理・確認できるチェックリストを盛り込

んだ宮崎県版「学校における熱中症対策ガイド

ライン」の改訂を行い、県立学校及び市町村教

育委員会に周知したところであります。

どちらも主に、体調管理、生○二見康之議員

活環境を整えるという対応をしていることが分

かりますが、昨年、県の消防学校に視察で伺い

ました。そこで初任科の学生の方々との意見交

換もありまして、「消防学校では暑熱訓練とい

うものをしていると聞いたんですが」と伺いま

すと、学生の方からは「やっております」とい

うことでした。

消防の現場では、燃え盛る炎の近くで消火活

動をされるので、大変苛酷な状況下での現場作

業です。暑さに対する強靱な体づくり、消防学

校における暑熱順化訓練とはどのようなものな

のか、危機管理統括監に伺います。

消防学校で○危機管理統括監（児玉憲明君）

は、初任科の学生に対し、夏を迎える前に、暑

さに体を慣れさせることで体温調節機能を高め

るなど、熱中症になるリスクを減らすととも

に、苛酷な火災等の現場活動に耐え得る体力や

精神力を養うため、暑熱順化訓練を行っており

ます。

具体的には、４月から６月末頃まで、週１回

から２回程度、約30分間、防火服を着用した状

態で柔軟体操やランニングを行っております。

訓練では、４月は活動服の上に上半身のみ防火

服を着用し、５月中旬からは下半身にも防火服

を着用するなど、段階的に体に負荷をかけ、安

全かつ計画的に暑熱環境に順化できるよう取り

組んでおります。

防火服は大変暑い、いわゆる○二見康之議員

サウナみたいな状況だと思うんですけれども、

汗をかくという訓練なんだなと、しかも、非常

に力の要る作業をやっていらっしゃるんだなと

思います。

聞けば、消防隊員の方も現場で熱中症になら

れることがあるそうなので、隊員の方々はこう

いう日頃の訓練の成果があるにしても、それだ

け苛酷な現場で作業、仕事をされているんだな

と、心から敬意と感謝を表したいと思います。

暑熱順化訓練は、要するに熱中症になるリス

クを軽減するための取組だというふうに思いま

す。熱中症になりにくい体づくり、ふだんから

エアコン等で生活環境を整えるのも大切だと思

いますが、暑さに負けない体づくりも重要であ

ることが分かりました。

熱中症対策には暑熱順化訓練も重要であると

思いますが、県の考えを伺います。

暑さに慣れ○福祉保健部長（渡久山武志君）

ていない状態で急に気温が高くなりますと、熱

中症になる可能性が高くなりますため、暑さに

体を少しずつ慣れさせる、いわゆる暑熱順化は

熱中症対策として有効でございます。

暑熱順化には数日から２週間程度かかります

ため、熱中症の危険が高まる前に、無理のない

範囲で汗をかくことが大切です。このため、日

常生活での取組として、30分程度の運動や入浴

などが推奨されております。

一方、暑熱順化ができても、数日間、気温が

下がるなどによりまして、その効果が失われる

ため、暑さに慣れる行動の継続が重要であると

考えております。
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日頃からのこういう取組が大○二見康之議員

事なんだなと思います。苛酷な環境下での無理

は禁物ですが、体づくり、予防は重要です。要

するに、ふだんから汗をかくことが大事で、鍵

は汗を出す器官、皮膚の汗腺の変化にあるよう

です。熱中症の原因の一つが、加齢による影響

であると。

ある少年野球チームの子供と両親の汗の塩分

濃度を比べてみると、約２倍の差があったそう

です。

年とともに汗をかかない生活を送ることに

よって、汗腺に毛糸の玉みたいなのがあるんで

すけれども、これが潰れたように萎縮してしま

う。それによって、汗の原料となる血液から塩

分等の必要な成分まで汗と一緒に体外に出して

しまう。汗腺には、この必要な成分を体内に戻

す機能があって、いわゆるこし取り機能を担っ

ているそうです。この機能を取り戻すのが暑熱

順化訓練だということみたいですので、今年の

夏を乗り切るためにも、多くの方に取り組んで

いただきたいなと思います。

次に、私学振興について伺います。

昨年５月１日の県内高校の生徒数は２万8,356

人、そのうち私立高校の生徒数は9,232人、全体

の32.6％を占めております。

私立のそれぞれの学校は、建学の精神に基づ

き、多様な教育活動を行っておりますが、公費

支出額は、１人当たり県立が約140万円に対し、

私立が約35万円、公費格差は約４倍あります。

他県に比べ、本県の支援は金額的に下回ってい

る状況ではないかと思います。

財政的に余裕があるとは思いませんが、鳥取

県においては、本県より約10万円多い補助金額

となっております。

また一方で、ＩＣＴ教育の環境整備につい

て、国の補助制度はありますが、補助率が２分

の１で初期の整備費用が巨額になるため、私立

では整備が遅れている状況であります。

本県の私立高校の普通科教室は355あります

が、有線・無線ＬＡＮの整備済み教室の割合

は307教室の86.5％、無線ＬＡＮに限ります

と227教室の63.9％にとどまり、全国平均の92.9

％、87.7％を大きく下回っている状況です。

このことを踏まえまして、県として、私立学

校の経常的経費に対する補助の拡充やＩＣＴ教

育に対する支援について、どのように考えてい

るのか伺います。

県では、令○総合政策部長（重黒木 清君）

和６年度に約44億円の予算を計上し、私立学校

の学校経営の健全性を高めるとともに、魅力あ

る学校づくりを支援するため、人件費や運営費

などの経常的経費への補助を行っております。

また、ＩＣＴ教育につきましては、各学校に

おいて、国の補助制度を活用し、タブレット端

末や通信環境の整備が進められており、県とい

たしましても、各学校への専門的人材の配置

や、関係団体が行う教職員を対象とした研修事

業への補助を実施しているところであります。

今後とも、それぞれの学校の自主性を尊重し

つつ、私立学校教育の振興を図るために、必要

な予算を確保し、効果的な支援に努めてまいり

ます。

令和２年度から始まりました○二見康之議員

高等学校等就学支援金制度によりまして、子供

たちが家庭の経済事情に左右されることなく、

学校を自由に選択できる環境整備が進められて

おります。

しかしながら、世帯収入590万円未満の世帯

と590万円以上910万円未満の世帯とでは、年間

約30万円の給付差が生じる制度となっておりま
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す。制度設計上、生じる問題ではあると思いま

すが、この差が、世帯の負担感が大きいため、

経済的理由で入学を断念する最大の原因となっ

ているようです。

本県の財政状況を考えますと、県単上乗せ補

助制度の創設は容易ではないかもしれません

が、他県においては実施しているところもあり

ます。

この国が行う私立高校生に対する就学支援金

制度について、県独自の上乗せ補助を行うこと

はできないか伺います。

私立高校生○総合政策部長（重黒木 清君）

に対する国の就学支援金につきましては、令和

２年度に大幅に拡充され、保護者等の授業料の

負担が大きく軽減されることとなりました。

一方で、この就学支援金につきましては、世

帯収入に応じて段階的に支援額が定められてお

り、収入区分を境に、教育費の負担に大きな差

が生じているところであります。

この就学支援金制度につきましては、国にお

いて進められてきたものであり、支援額の見直

しにつきましては、まずは国において制度の見

直しが検討されるべきものと考えております。

このため、県といたしましては、全国知事会

等を通じて、所得要件の緩和など、さらなる支

援の充実について、引き続き要望を行ってまい

ります。

国のほうで、もうちょっと○二見康之議員

しっかり制度設計を考えてもらえればなと思い

ますし、現行法の下であれば、県としても対応

を考えていただきたいなと思います。地域に

よって状況が違いますから、宮崎の家庭がどう

いう状況なのかも踏まえて、そこら辺も見てい

ただきたいなと思います。

このように私立学校には県の教育分野の非常

に重要な役割を担っていただいているんです

が、知事は、私立高等学校が本県の学校教育に

果たす役割、その重要性をどのように考えてお

られるのか伺います。

近年、少子化のさらな○知事（河野俊嗣君）

る振興やデジタル化の急速な進展、人々の価値

観の多様化など、社会情勢が大きく変化してお

ります。こういう中で、グローバル人材の育

成、ＩＣＴ教育の充実、いじめや不登校への対

応など、学校教育に求められるニーズはますま

す多様化・複雑化しております。

このような中、本県の私立学校では、各学校

の教育方針に基づき、スポーツや芸術、多様な

職業教育などの特色あるカリキュラム編成によ

り、児童生徒それぞれの特性や興味・関心に応

じた学びの環境を提供いただいておりまして、

今後その役割はより一層重要になってくるもの

と考えております。

県といたしましては、引き続き多様な学びの

場を提供するため、学校教育の一翼を担う私立

学校に対し、今後とも様々な支援を行うことに

よりまして、本県教育の活性化と未来を担う人

材の育成に取り組んでまいります。

県内も、都市部、町なかのほ○二見康之議員

うと周辺の地域とでは状況も違いますから、そ

こら辺もしっかり見ていただきたいと思いま

す。

次に、専門学校支援について伺います。

まず端的に伺いますが、県は、専修学校・各

種学校の役割についてどのように考えているの

か、また、どのような支援を行っているのか伺

います。

専修学校・○総合政策部長（重黒木 清君）

各種学校では、医療や福祉、ＩＣＴなどの様々

な分野のスペシャリストを育成するための専門
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的な技術教育や様々な資格取得に向けた教育な

ど、多様な教育が実施されております。

本県におきましては、専修学校35校、各種学

校１校に約4,200人が在籍しており、卒業生の約

６割が県内の企業に就職するなど、本県の産業

を支える人材の育成に重要な役割を果たしてい

るものと考えております。

このため県では、教育備品の購入等に要する

費用や高等課程に対する人件費等の経常費の補

助、加えて、学校を通じて世帯への授業料減免

の補助を行っております。

今後、より多くの卒業生が県内に就職・定着

し、地域経済の発展のために活躍してくれるこ

とを期待しております。

県内の若者の流出を防ぐ大変○二見康之議員

重要な役割を果たしていただいていることは御

理解いただいていると分かりました。県として

も人口減少対策にしっかり取り組まないといけ

ない。この役割は本当に大きいと思います。

では、職業実践専門課程認定校に対する補助

制度について伺います。

昨年９月に野﨑議員が代表質問にて取り上げ

ておられますが、県は「県内就職率のさらなる

向上等について、学校設置者と意見交換を行

い、他県の状況も参考にしながら、支援の効果

や必要性について検討していく」と答弁されて

おります。その後、どのような検討がなされた

のでしょうか。

九州各県では、令和３年４月時に、福岡、佐

賀、長崎の３県が導入されておりましたが、令

和５年12月の段階では、本県のみ導入されてお

りません。全国でも19都府県から35都道府県で

導入され、令和４年度からは、国も特別交付税

措置を取るようにされております。

職業実践専門課程を経た学生たちは、地域に

おける優れた専門的職業人材として貢献してお

り、大学等の教育機関が少ない本県にとって、

専修学校等は、若者の流出、社会減対策におい

て重要な教育機関であります。

この職業実践専門課程を有する専門学校に対

して、県として補助を行うことができないか伺

います。

本県の専門○総合政策部長（重黒木 清君）

学校におきましては、その約３割に当たる11

校26学科が職業実践専門課程の認定を受けてお

り、企業と連携した実践的かつ専門的な教育が

行われております。

職業実践専門課程は、その卒業生の約７割が

県内に就職するなど、本県の産業人材の育成・

確保に重要な役割を果たしているものと考えて

おります。

職業実践専門課程に対しましては、他県の取

組を参考にしながら、昨年度から認定を受けて

いる学校設置者と支援の内容やその効果などに

ついて意見交換を行っているところであり、必

要な支援について引き続き検討してまいりま

す。

総合政策部長にしてはちょっ○二見康之議員

と仕事が遅いなというふうに感じるんですけれ

ども、担当の職員にいろいろと話を聞きました

が、しっかり時期を見て検討していただきたい

と思います。

また、行政の情報とか検討内容等を学校側と

共有しながら、しっかりと作業を進めていただ

きますようお願い申し上げます。

最後に、物流の2024年問題への対応について

伺います。

今年４月以降、トラックドライバーの時間外

労働上限規制や拘束時間規制強化など従来の働

き方ができなくなり、物流の停滞が懸念されて
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いることは御案内のとおりです。この問題は、

ドライバーの拘束時間が長くなり、長距離輸送

事業者への影響が大きいと言われ、大消費地か

ら遠方にある本県においては、海上輸送や貨物

鉄道へのモーダルシフトによる輸送効率化など

の取組により、その対策が講じられ、その有効

性も業界から聞こえております。

一方で、モーダルシフトといった抜本的な対

策を利用することができない近距離や中距離の

輸送を担う運送事業者などから、物流の2024年

問題に直面して大変困っているとのお話を伺い

ました。

例えば、都城から福岡の往復輸送を行ってい

るところは、片道３時間半を要するため、往復

で７時間、これに荷待ちや荷役時間を含めます

と、労働時間等の上限規制に抵触してしまいま

す。かといって、輸送距離やルートの関係から

モーダルシフトは困難であり、これまで同様に

は輸送できる見込みがないため、事業そのもの

の存続すら難しいといった切実な声がありま

す。

これまであまり注目されていませんでした

が、長距離輸送を担う運送事業者だけでなく、

近距離や中距離の輸送網についてもしっかりと

効率化を進める必要性があることを忘れてはな

らないと思います。

そこで、物流の2024年問題を踏まえ、近距離

や中距離の輸送を担う本県のトラック運送事業

者に向けて、どのような支援を講じていくの

か、県の考えを伺います。

労働時間の○総合政策部長（重黒木 清君）

上限規制等が強化される中、運送事業者におい

ては、従来の働き方からの改善が求められてお

りますが、モーダルシフトが困難な中距離事業

者等では、荷主企業なども含めたサプライ

チェーン全体で物流の適正化・効率化に取り組

む必要性が特に高く、荷主企業の荷待ちや荷役

時間の縮減への対応が重要であります。

このため県では、県トラック協会と連携し

て、持続可能な物流構築のための総決起大会や

啓発活動を実施し、荷主企業に対する理解促進

を図っているほか、運送事業者には、今年度よ

り、貨物用リフトやパレット導入、共同輸送と

いった課題に応じた輸送効率化を支援いたしま

す。

今後とも、近距離や中距離の運送事業者の状

況も注視しながら、持続可能な物流の実現に向

けた環境整備を進めてまいります。

我が国の物流は、長距離、中○二見康之議員

距離、近距離といった様々なトラック運送事業

が補完しながら維持されており、物流はインフ

ラを支える産業の血液とも言われております。

トラック運送事業者が抱える問題は、経営規

模とかだけでなく、運行形態や荷主との関係な

ど、それぞれ事情が異なると思いますが、ト

ラック協会などと連携しながら、きめ細かく支

援いただき、本県の物流網をしっかりと維持し

ていただきたいと思います。

以上で私の一般質問を終わります。（拍手）

次は、山口俊樹議員。○濵砂 守議長

〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ○山口俊樹議員

んにちは。宮崎市選出、自民党の山口俊樹で

す。傍聴に足を運んでいただいた皆様、そして

ネットなどを見ていただいている方々、感謝を

申し上げます。

本日は、農業、教育、そして主に宮崎市との

連携、そして県庁の組織と施設の在り方という

大きく５つの大項目で質問させていただきま

す。通告に従って行っていきますが、皆さんが

お手持ちの資料においては、全ての質問項目が
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記載されているわけではありませんので、分か

りにくい点もあるかもしれませんが、御了承く

ださい。

まず、農業についてです。

５月末に、国会にて食料・農業・農村基本法

の改正法が成立いたしました。この基本法は、

農政の基本理念や政策の方向性を示すもので、

今回の改正は、法施行から約25年たっての本格

的な初の改正ということもあり、大きな注目が

向けられています。

本県においては、県域ＪＡの発足など、農業

を取り巻く環境も変化を始めていますが、食料

・農業・農村基本法が改正されたことによる本

県農業への影響についての見解を知事に伺いま

す。

以上、壇上からの質問とし、以降は質問者席

から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

今般改正された食料・農業・農村基本法は、

食料安全保障の確保や食料の適正な価格形成な

どを基本理念として規定するとともに、農業の

環境負荷の低減の促進やスマート技術等を活用

した生産性の向上などを基本的施策として位置

づけております。

本県では、「持続可能で魅力あるみやざき農

業の実現」を目標とする第八次宮崎県農業・農

村振興長期計画を推進するとともに、今年度か

ら本格展開するグリーン成長プロジェクトにお

いて、生産性と持続性の両立による農水産業の

さらなる発展に取り組むこととしております。

今回の法改正は、こうした本県の取組を後押し

するものと期待しております。

また、国は基本法の改正を踏まえ、令和７年

３月の次期食料・農業・農村基本計画策定に向

けて、施策の具体化を検討していくことから、

県としましては、その動きを注視しつつ、全国

有数の食料供給基地としての自負を持って、基

幹産業である農業の振興に取り組んでまいりま

す。以上であります。〔降壇〕

本県の取組を後押しするもの○山口俊樹議員

と期待しているという答弁でございました。前

向きな答弁をいただいたと思います。

法改正に当たって、本県は具体的にどう対応

するのか。先ほど知事の答弁の中でも教えてい

ただきましたけれども、本県の農政の基本方針

は、農業・農村振興長期計画というもので示さ

れており、中間見直しは想定されております

が、令和３年度から令和12年までの10か年の計

画となっております。まだ、計画期間の途中と

いうことでございます。

そこでお伺いさせていただきます。国の基本

法改正及び次期基本計画の策定の動きを踏まえ

て、本県農政の基本指針である農業・農村振興

長期計画を見直す考えはないか、農政水産部長

に伺います。

令和３年３月○農政水産部長（殿所大明君）

に策定いたしました第八次宮崎県農業・農村振

興長期計画は、令和12年度を目標とする長期ビ

ジョンと令和７年度を目標とする前期計画で構

成されており、今後、令和８年度スタートの後

期計画を策定することとしております。

後期計画の策定に向けては、前期計画の検証

結果や改正基本法及び次期食料・農業・農村基

本計画を踏まえながら、生産現場の実態に沿っ

た検討が必要であると考えております。

このため、有識者等による議論はもとより、

農業者や関係機関等と丁寧な意見交換を重ね、

農業者が夢や希望を持って営農を継続でき、本

県農業のさらなる発展につながる計画となるよ
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う策定を進めてまいります。

令和８年スタートの後期計画○山口俊樹議員

というのが一つのめどになってくるということ

なので、来年度をめどに中間見直しの作業が進

められていくのではないかということでござい

ます。改定をチャンスと捉えて、これまでの既

成概念にとらわれない議論をするとともに、関

係者の方々からも丁寧に意見を聞いていただい

て、実効性の高い計画がつくられることを期待

しています。

続いて、教育、特に今回は学校の運営面の観

点から質問していきます。

宮崎市の小中学校では、昨年度から今年度に

かけて、学校指定品の見直しや教材の共有化、

一緒に使っていくということですけれども、こ

うした学校で使用するものの見直しを学校ごと

で進めていて、一定の効果が見られているよう

です。保護者の負担が軽減されてきているとい

うことでございます。

そこでお伺いさせていただきます。県立高校

においても、保護者の経済的負担軽減を図るた

めに、学校指定品の見直しや教材の共有化を行

うことができないか、教育長に伺います。

県教育委員会で○教育長（黒木淳一郎君）

は、制服や体操服、教材などの学校指定品等に

関する取扱マニュアルを定め、教育活動におけ

る必要性や安全性、経済性等を十分考慮の上、

選定や見直しを行うよう県立学校に通知してお

ります。

このことを受けて、学校によっては、バッグ

や通学用靴の指定を廃止し、保護者や生徒の自

由な選択を可能にするなど、見直しを行ったと

ころもあります。

議員御指摘のとおり、保護者に対してのさら

なる経済的負担軽減は重要ですので、今後、入

学時の購入品や教材の精選、制服のリユース、

教材の共有化など具体例を示しながら、各学校

に必要に応じて見直しを行うよう働きかけてま

いります。

具体例を示しながら、これま○山口俊樹議員

で以上に働きかけていきますということでござ

います。

お話を聞くと、これまで見直しをしてくださ

いという通知は出されていたみたいなんですけ

れども、その結果どうだったのか、どんな取組

をしているんですかということまでは追ってい

らっしゃらなかったというようなことも聞いて

おりますので、これを機に丁寧に対応をお願い

したいと思います。

続いて、業務効率化の観点から質問させてい

ただきます。

県立高校の入試が近づくと、願書の提出とい

うことで、大量の出願書類を先生が提出する様

子を報道で目にすることがあります。こうした

ものもデジタルを活用して効率化できないかと

いうことでお伺いしたいと思います。

県立高校入試におけるＷｅｂ出願システムの

導入について、本県の状況並びに検討状況を教

育長にお伺いします。

県立高校入試にお○教育長（黒木淳一郎君）

けるＷｅｂ出願システムにつきましては、シス

テムの導入並びに運用において、費用面での課

題がある一方で、提出書類のデジタル化や電子

決済サービスの活用など、教職員だけでなく、

出願する受験生や保護者にとっても、手続を簡

素化・効率化できるメリットがございます。

本県におきましても、令和５年度に既にシス

テムを導入している他県の教育委員会の視察を

行うなど、調査研究を実施してまいりました。

全国的に導入や検討が進められている状況を鑑
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み、引き続き研究を続けてまいります。

メリットについては理解して○山口俊樹議員

いて調査もしているんだけれども、導入には

至っておりませんということでございました。

導入、運用のコストというのが一つ、大きな

壁となっているようです。お話を伺うと、数千

万単位のものがかかるということでございます

が、こうした案件こそ、ぜひ宮崎においては、

官民連携でコストを抑えたり、宮崎の企業がほ

かの自治体で稼ぐためのシステム開発に協力し

ていくというような姿勢を持っていただきたい

と思います。

そして、さらにこのＷｅｂ出願システムにつ

いていろいろと調べていくと、出願システム導

入には、システム以外にも壁があることが分か

りました。それは手数料、いわゆる受検料の支

払い方法が、都道府県が発行している収入証紙

に指定されているということでございます。支

払い方法も紙前提ですので、こちらも改善しな

いと、Ｗｅｂ出願システムの導入は進みませ

ん。

この収入証紙においては、他の自治体では、

高校入試に限らず、多様な支払い方法だった

り、支払いのキャッシュレス化を進めるに当

たって、廃止を行っている都道府県も出てきて

います。

そこでお伺いします。公金収納のキャッシュ

レス化を進めるに当たって、収入証紙を廃止し

た都道府県も増えてきているようですけれど

も、本県において収入証紙の取扱いについてど

う考えているのか、会計管理者に伺います。

全国では、○会計管理者（米良勝也君）

キャッシュレス決済の普及などに伴い、７都府

県が収入証紙を廃止しております。

本県では、738項目の使用料及び手数料等を収

入証紙により収納しておりますが、現在、公金

収納の多様化を進めているところであり、例え

ば昨年度からは、県税以外の収入においても、

財務会計システムで作成する納付書にバーコー

ドを印字し、コンビニ収納や一部のスマート

フォン決済による収納も可能としたところであ

ります。

今後も県民の利便性向上の観点から、収入証

紙の在り方の検討も含め、キャッシュレス決済

などの公金収納の多様化に向けて、関係部局と

連携し、さらなる取組を進めてまいります。

これから検討をスタートさせ○山口俊樹議員

ますということでございます。

私も先日、免許の更新に行った際に、収入証

紙を買わせていただきましたけれども、収入証

紙である必然性というのはないのかなと感じた

ところでもございました。

Ｗｅｂ出願システムの導入のように、他の事

業に影響することも今回明らかになりました

し、県民の利便性向上のためにも検討のスピー

ドをぜひ上げていただければと思います。

続いて、学校運営の人材の面から１問伺いた

いと思います。

学校には、教師の方以外にも学校事務職員さ

んがいらっしゃいまして、学校運営に重要な役

割を果たされています。この学校事務職員さん

ですが、かつては枠を設けて採用を行っていた

ようです。今は一般行政職と一括して採用を行

う形式を取っているようですけれども、それで

採用とか業務に支障がなければいいんですが、

統計とかを見ると、宮崎は全国においても学校

事務職員の臨時的任用職員の割合が非常に高く

なっています。本来、正規職員とすべきところ

が採用できなかったとか、人がいないから臨時

的になっているんじゃないかなと心配してしま
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うところです。

そこで伺います。学校事務職員について、臨

時的任用職員の割合が高い状況のようですけれ

ども、今後どのように学校事務職員を確保して

いくのか、教育長に伺います。

本県では、全ての○教育長（黒木淳一郎君）

公立学校に必要な事務職員を配置しております

が、臨時的任用職員の割合は約３割と全国でも

高い状況にございます。

一方で、学校事務職員には、専門性を備えた

優れた人材の確保が求められております。この

ため、平成29年度より、県職員採用試験大卒程

度、一般行政区分の中から、県教育委員会によ

る採用を開始しております。

また、小中学校では、複数校の事務職員で組

織する共同学校事務室において、適正な事務処

理とＯＪＴによる資質向上を図っております。

今後も、教育委員会による採用や資質向上の

取組を進めることで、学校事務の中核となる職

員を確保・育成してまいります。

臨時職員さんの割合が３割で○山口俊樹議員

全国的に高いですよということは同意できると

ころなのかなと思いますが、今後どうやって確

保していくのか、そもそも確保できているのか

という点については、具体的な言及がなかった

かなと私、感じましたので、問題がない、もし

くは必要採用数というのがそもそも確定できて

いないので、回答が難しい状況なのかなという

ふうに推察したいと思います。

学校事務職員に求められている役割が持続可

能性を持って果たされていくよう、今後の対応

をぜひよろしくお願いいたします。

この件は本田議員が問題意識をお持ちのよう

ですので、本田議員の議論にバトンを渡してい

きたいと思います。

この項目の最後の質問でございます。

昨年の11月議会にて、高校入試において、生

理による体調不良は追試対応になるのかという

質問を行いまして、その結果、そもそも宮崎県

は追試・追検査制度がない、他自治体に比べて

受検機会が担保されていないんじゃないかとい

うことが明らかになりました。

当時は、追検査については、宮崎県も他の自

治体の状況を把握していなかったようですけれ

ども、質問の翌週ぐらいでしょうか、文科省が

公立高校の選抜試験の状況調査の結果を公表し

たんですね。

教育長も御覧になったと思いますけれども、

令和６年度における試験当日の体調不良者等へ

の選抜試験対応について、学力検査による追検

査は41都道府県が実施予定、小論文とか面接で

の追検査を入れると、さらに増えて43都道府県

が追検査的なものを実施予定と。さらに、書類

選考などの試験によらない形の追検査を入れる

と、宮崎県以外の46都道府県が何らかの形で受

検機会の確保策を実施予定となっていました。

アンケートの設問に対する答え方の問題もあ

ろうかと思いますが、宮崎県だけ調査表に実施

予定の丸がないという一覧表が出てしまってい

ます。宮崎もぜひ追検査の準備をしてあげま

しょうよ。

そこで、教育長にお伺いしたいと思います。

今後の県立高校入試における追検査の実施につ

いてのお考えを伺いたいと思います。実施され

ますか、されませんか、お願いいたします。

病気やその他やむ○教育長（黒木淳一郎君）

を得ない事情で、検査当日に受検できない受検

者に対し、受検機会を確保することは重要であ

ると考えております。

これまで本県の県立高校入試では、検査当
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日、やむを得ない事情で受検できない場合に

は、当該高等学校長が検査に代えて、受検者の

不利益にならないよう適切な対応を行ってまい

りましたが、現在、県教育委員会といたしまし

ては、令和７年度の県立高校入試での追検査の

実施について検討を進めております。

令和７年度入試、今年度に実○山口俊樹議員

施される入試から追検査を実施する方向で恐ら

く検討されているということだと思います。受

検生の皆さんのために、チャンスをぜひ確保し

ていただきたいと思いますし、実現していただ

きたいと思います。

ただ、私、もともとは生理による体調不良が

追試対応になるのかというところが問題意識の

スタートでございますので、追検査導入される

前提でお話ししますけれども、今後、運用ルー

ルを定める中で、そちらの対応もしっかりやっ

ていただきますよう重ねてお願い申し上げたい

と思います。

続いて、基礎自治体との連携について伺いま

す。

まず、宮崎市の木崎浜についてでございま

す。こちらは、サーフスポットとして非常に注

目、有名になっていまして、宮崎市もポテン

シャルのあるエリアだとして期待しているよう

です。もちろん宮崎県にとっても大事なエリア

だとは思います。

そこで、知事にお伺いいたしますが、木崎浜

サーフスポットを県の観光資源として、どのよ

うに捉えていらっしゃるのか伺います。

木崎浜は、2019年に東○知事（河野俊嗣君）

京オリンピック出場選考を兼ねた国際大会ワー

ルドサーフィンゲームスが開催されたほか、今

年９月に予定されております全日本サーフィン

選手権が大会史上初めて３年連続で開催される

など、国内屈指のサーフスポットとなっており

ます。よい波に恵まれていること、宮崎空港か

らのアクセスのよさ、さらには、広い海岸線に

より複数の競技会場を同時に設営できるなど、

強みを持っております。

こうした大規模大会の開催等によりまして、

サーフスポットとしての知名度が高まること

で、年間を通じて県内外からおよそ21万人の

方々の利用があります。10年前と比べると数万

人程度大きく伸びておりまして、宿泊や飲食を

はじめとした経済効果も大きく、本県の観光振

興を図る上で大変重要な観光資源と考えており

ます。

また、来月には青島地区に大手サーフショッ

プが出店予定と伺っており、新たなにぎわいの

創出が期待できることから、木崎浜の観光資源

としての価値がより一層高まるものと考えてお

ります。ワーケーション、二地域居住、移住、

そういったところへの可能性も大きく広がって

まいります。

県としましては、引き続きサーフィンを活用

した誘客や大会誘致に取り組み、「サーフィン

の聖地みやざき」として、確固たる地位を築い

てまいります。

「サーフィンの聖地みやざ○山口俊樹議員

き」の地位確保のためにも、大変重要な観光資

源だという御答弁をいただいたと思います。

では、そのサーフスポットに行くための道が

どういう状況か皆さん御存じでしょうか。簡単

に言うと、非常に狭い。聞くところによると、

この道はそもそも河川を管理するために設置さ

れている道路で、観光とかスポーツとか、そう

いったものを想定していない道のようです。重

要な観光資源に続く道ですから、例えば道路幅

を拡張するなどの改善が必要だと思います。
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そこで伺います。木崎浜サーフスポットへの

アクセス道路について、さらなるサーフィンで

の誘客を図るために改善が必要だと思います

が、見解を商工観光労働部長に伺います。

木崎浜○商工観光労働部長（川北正文君）

は、大規模大会の開催や県内外から多くのサー

フィン愛好者が訪れる、本県を代表するサーフ

スポットであります。

これまで県では、ビーチ沿いの道路拡幅や

サーフィンセンターの整備など、木崎浜のサー

フィン環境の改善に取り組んできたところです

が、一方で、アクセス道路は狭く、車両の離合

が困難であることなど、議員御指摘のとおり、

その改善が大きな課題と認識しております。

県としましても、今後さらなるサーフィンで

の誘客を図るため、引き続き、地元宮崎市や関

係部局とともに、こうした課題の改善に向けて

協議を進めてまいります。

改善が必要だという問題意識○山口俊樹議員

は一緒なので、宮崎市などと協議していきます

ということでございました。具体的なスケジ

ュールが出なかったのはちょっと残念なんです

けれども、市にも話を聞いたところ、同じよう

に課題意識を持っていましたので、早期に改善

が実現されることを期待したいと思います。

続いて、宮崎市にある県体育館について伺い

ます。

この体育館は国スポ後に体育館としての用途

を廃止の方向性ということでございますが、私

の理解ですと、県体育館をはじめとする県有施

設等の用途廃止後の利活用につきましては、用

途廃止の意思決定の後に県庁内にて利活用の検

討が進められ、県庁での活用がないと判断され

た後に市町村などへの活用意思の確認、そして

その後、民間等への譲渡などといった段階を踏

んで検討がなされるものと承知しております。

そこでお伺いいたします。県体育館の今後の

利活用について、現在の検討状況及び検討スケ

ジュールはどのようになっているのか、教育長

に伺います。

宮崎市にあります○教育長（黒木淳一郎君）

県体育館は、令和９年に本県で開催される国ス

ポ・障スポ大会まで活用した上で、令和10年４

月までに廃止することとしております。

現在、用途廃止までのスケジュールを検討し

ており、そのスケジュールにつきましては、令

和７年度から８年度にかけて、まずは教育委員

会内において活用の有無を検討し、次に県庁内

の他部局への活用の意向照会を行うとともに、

アスベスト調査等を進め、令和９年度には、不

動産鑑定評価等の実施を想定しております。

まだ県庁内での利活用を検討○山口俊樹議員

している段階ですということでございます。

ただ、何年度までに何をする予定ですよとい

う具体的スケジュールについては出していただ

きました。現時点では、県がどうするのかとい

うことをはっきりさせないと、市町村がどうこ

う言えるときではないのかなと。価値も分から

ないという状況でございますので。今の答弁だ

と、そのスケジュールで大丈夫なのかなと心配

しているんですけれども、用途廃止後にスムー

ズに利活用につながっていくように、庁内での

検討を進めていただきますよう、よろしくお願

いいたします。

続いて道路についてでございます。

宮崎市には、建設中の県道宮崎西環状線とい

う道路がございます。かなり出来上がっている

んですけれども、古城工区という場所が、平

成20年の事業開始から10数年経過しても、まだ

完成が見えていない状況でございます。
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そこで伺います。県道宮崎西環状線古城工区

の進捗状況と今年度の取組について、県土整備

部長に伺います。

県道宮崎西環○県土整備部長（桑畑正仁君）

状線は、市街地の渋滞緩和や利便性の向上を図

るための道路で、これまでに平和が丘から北川

内町に至る延長約10.6キロの整備が完了してお

ります。

議員お尋ねの古城工区につきましては、北川

内町から古城町までの全体延長約1.2キロについ

て、平成20年度から整備を進めており、これま

でに国道269号付近の改良工事や古城川を渡る橋

の橋脚工事等に着手し、昨年度までの進捗は、

事業費ベースで約３割となっております。

また、今年度は、事業費約８億円で、用地取

得や県道宮崎田野線をまたぐ橋の橋台工事等に

着手することとしております。

今後とも、地元の皆様の協力をいただきなが

ら、古城工区の整備にしっかりと取り組んでま

いります。

今年度は約８億円の予算をつ○山口俊樹議員

けて事業進捗をしますということでございま

す。地元だったり相手がいることではあります

けれども、事業開始から時間を経過しています

ので、引き続き早期開通に向けて努力をよろし

くお願いいたします。

続いて、二地域居住について伺います。

５月に広域的地域活性化基盤整備法が改正さ

れ、二地域居住の促進策が盛り込まれました。

二地域居住については様々な定義があるようで

すけれども、今回ここでは、都市部と地方の双

方に生活の拠点を持つという広めの定義で議論

したいと思います。イメージしやすく言うと、

半分東京、半分宮崎で生活していますみたいな

ことです。

そこで、総合政策部長に伺います。さきに述

べた法改正によって、県は二地域居住を推進す

るための施設整備計画を作成できることとなり

ましたけれども、宮崎県の考え、対応につい

て、どのようにするのか伺います。

人口減少が○総合政策部長（重黒木 清君）

進む中、二地域居住は、新たな人の流れを創出

し、関係人口を拡大するとともに、将来の移住

にもつながる有効な取組であると考えておりま

す。

議員御質問の県の整備計画につきましては、

二地域居住推進のためのハード整備を行う場合

に必要となりますことから、現時点では作成す

る予定はありません。

県としましては、市町村や関係団体等の意見

を伺いながら、二地域居住推進のための居住環

境や拠点施設の整備が必要となる場合には、整

備計画の作成を行ってまいります。

計画策定はしませんというこ○山口俊樹議員

とでございます。

この計画は、答弁にあったとおり、ハード整

備の補助金を得るためが主と言われますので、

私も補助金利用の予定がなければわざわざつく

る必要はないのかなと思っています。

ただ、私は、二地域居住という概念は、既存

の自治体の形を変える可能性を持っているとい

うふうに感じています。

テレワークで働く場所は柔軟になりまして、

手続などのデジタル化で行政手続は簡素化さ

れ、東京一極集中に対する問題意識も広がって

います。今や地方で仕事をする際に、オフィス

という場所がなくても、人さえいれば、そこは

その企業の支社になると。企業誘致の形という

のも変わってくるでしょう。学校だって、学習

の進捗管理ができるならば、季節とか体験した
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いことで転校することが当たり前になるかもし

れません。

そんな動きが出てくると、税制においても、

法人税やら住民税やら誰に課税してどこに払う

のか、そんな議論が出てくる。住民の定義が変

わってくる。自治体の再定義が始まるというふ

うに思っています。10年、20年先の自治体をど

うやって描いて、宮崎はどんな自治体の形を目

指すのか、二地域居住の概念はそうした問いか

けをしているんじゃないかなと感じています。

目の前の補助金を得ることはもちろん大事な

んですけれども、こうした法改正を庁内におい

て未来を議論する機会としていただきたいと思

います。

続いて、マイナンバーカードについて伺いま

す。

12月にマイナ保険証が本格運用される予定で

す。まず、先日の永山議員の質問でもございま

したけれども、宮崎県内における各医療機関等

のマイナ保険証利用のためのカードリーダーの

稼働状況を福祉保健部長に伺います。

マイナ保険○福祉保健部長（渡久山武志君）

証を利用する際に必要となるカードリーダー

は、４月末時点で、病院の97.7％、医科診療所

の92.6％、歯科診療所の93.8％、薬局の98.6％

で利用可能です。医療機関等の全体では95.1％

であり、全国第１位です。

先日、カードの保有率も日本○山口俊樹議員

一ですという答弁が脇谷議員の質問の際にあり

ましたけれども、マイナ保険証のためのカード

リーダーについても日本一ということで、関係

者の協力が得られているんだなということがよ

く分かります。

私は、このマイナ保険証については、防災の

観点、避難所においてスムーズに病歴や薬の状

況を把握するとか、そういったことに効果を発

揮するのではないかなと期待しています。

そこで伺います。避難所におけるマイナン

バーカード及びマイナ保険証の活用について、

県としてどのように考えているのか、危機管理

統括監に伺います。

避難所での○危機管理統括監（児玉憲明君）

マイナンバーカード活用は、昨年度改正の国土

強靱化基本計画の中で新たに打ち出されたデジ

タル活用の一例として示されており、効果的な

手段の一つと認識しております。

県内では、令和４年度に都城市が、避難者情

報の共有化や職員の負担軽減を目的として、こ

のカードを活用した避難所システムを約３割の

避難所に導入し、そこでは受付時間が大幅に削

減されるなど、高い効果が現れていると伺って

おります。

現在、国においては、このカードによる避難

者情報把握システムの標準仕様書を策定するな

どの動きが見られることから、県としては、先

進自治体や国の動きを注視しながら、避難所で

の活用について、市町村と意見交換してまいり

ます。

国、先進自治体の状況を確認○山口俊樹議員

していくということでございました。

カードの保有率日本一であるんだったら、そ

の活用についてもトップランナーであってほし

いなと思います。今後、マイナンバーカードの

アイフォンへの搭載なども予定されているよう

なので、使いやすく便利な活用の広がりに期待

しています。

続いて、昨年度、質問した内容の進捗を確認

いたします。

まず、地域生活支援補助金についてです。

これは、市町村が行う障がい者支援に関する
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事業に対して、総事業費の国が半分、県が４分

の１を上限に補助ができるというものです。現

状の補助額は、国が総事業費の約３割、そして

県が国の補助額の半分程度にとどまっていて、

市町村の負担が大きくなっているため、これは

十分な補助をすべきだ、上限までしっかり補助

してほしいと、昨年より申し上げています。

ただ、今年度の予算においても、これまでに

準じた国の補助の半分程度の予算計上となりま

した。

そこでお伺いします。地域生活支援事業を実

施する市町村に対する県の補助額について、国

補助額の２分の１としている根拠及び補助事業

に係る予算の在り方を見直す考えはないか、福

祉保健部長に伺います。

市町村が実○福祉保健部長（渡久山武志君）

施いたします地域生活支援事業は、国が市町村

の事業費の２分の１以内を、都道府県が４分の

１以内を補助することができるとされておりま

すけれども、本県では、国の補助額の２分の１

を市町村に補助しております。これは、全国的

にも39の都府県が同様の補助としておりますこ

とや、本県の脆弱な財政基盤を踏まえたもので

ございます。

県単独の予算措置は困難な状況であります

が、地域生活支援事業に係る市町村の事業費は

年々増加傾向にありますことから、県として

は、各県と連携・情報共有しながら、国に対

し、引き続き十分な財政支援措置を要望してま

いります。

多数の都府県が国の２分の１○山口俊樹議員

だし、ない袖は振れないので、県独自の増額は

難しいですよと。これは意見の相違なので、な

かなか落としどころがなさそうだなと話をして

いると思うところです。

ただ、今年度は、昨年よりは増えて、国の補

助額の２分の１以上を確保いただいたみたいで

すので、この最低ラインを守っていただきたい

ということと、国への要望も、これまでのやり

方にとどまらず、国の予算の増額が実現できる

ような形で工夫していただきたいと思います。

続いて、ひとり親家庭医療費助成事業につい

てでございます。

この医療費助成については、現物給付と償還

払いという手法がありますが、どちらを選択す

るかを判断するのは、最終的には市町村、基礎

自治体だと思います。

私は、どちらの手法を選ぼうと、宮崎県とし

てひとり親家庭の医療費をしっかり補助するこ

とが大事だというふうに思っています。今、県

は、現物給付にしている市町村には、その分の

補助をしていませんよね。

そこでお伺いいたします。ひとり親家庭医療

費助成事業における外来受診の現物給付を補助

対象に加えられないか、福祉保健部長に伺いま

す。

本県のひと○福祉保健部長（渡久山武志君）

り親家庭医療費の入院外の部分につきまして

は、償還払いを補助対象としておりまして、宮

崎市、都城市、三股町が現物給付で運用してい

る部分につきましては、補助対象外となってお

ります。

また、この医療費について現物給付を対象と

するよう、市長会や町村会、また宮崎市などか

ら要望を受けておるところでございます。

このようなことから、昨年度は市町村との意

見交換やヒアリングを実施いたしました。その

結果、医療費の審査支払機関への手数料に対す

る経費負担の増加、また、複数の医療機関を対

象者が受診された場合の自己負担額をどのよう
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にするか、取扱い等について課題が出されたと

ころであります。

県といたしましては、現物給付化がひとり親

家庭の負担軽減につながることは十分に承知し

ておりますけれども、整理すべき様々な課題が

なお存在しておりますことから、引き続き市町

村とともに検討を進めてまいります。

非常に厳しい答弁でした。○山口俊樹議員

先日、黒岩議員への答弁で、県の補助額がこ

の10年で3,000万円ほど減っていますと、その理

由は、ひとり親が減っているからだという趣旨

のものがございました。私、これは正確ではな

いと思っていまして、宮崎市などが現物給付に

したので、県が補助対象としているひとり親が

減ったことが、大きく補助額が減った要因では

ないかと思っています。それが実情じゃないか

と思っています。

この医療費助成の件に関しては、私、納得で

きません。ひとり親のためにと現物給付にして

いる宮崎市、都城市、三股町を、県は医療費助

成の一部対象外としている。これは正しい状況

なのかなと疑問を持っています。これについて

は引き続き取り上げていきますし、今回はいた

しませんけれども、次の機会では知事にもしっ

かりとお考えを聞いていきたいと思っておりま

すので、よろしくお願いいたします。

さて、今議会では、外国人人材の確保などが

よく取り上げられておりまして、これから外国

人が増えてくることが想定されます。

ここで私からは、宮崎市などが窓口にもなっ

ている生活保護と外国人の関係について、１問

伺いたいと思います。

外国人の生活保護の取扱いと全国と本県の状

況について、福祉保健部長に伺います。

生活保護法○福祉保健部長（渡久山武志君）

における外国人の取扱いにつきましては、厚生

労働省の通知に基づきまして、国民に対する生

活保護に準じて、必要と認める保護を行うこと

となっております。

申請時には、在留カードまたは特別永住者証

明書を提示する必要がございます。

外国人の生活保護の受給状況は、令和６年２

月時点で、全国では約４万7,000世帯約６万5,000

人、本県では25世帯35人となっております。

一定の前提条件の下で、ルー○山口俊樹議員

ルに基づいて支給していますということでござ

いました。

外国人の生活保護には様々な意見があります

が、私は生活保護という仕組みに当てはめてい

くのは無理があるのかなと感じています。今

後、外国人が増えていく中で、その保障などを

どう担保していくのか。生活保護の窓口のよう

に、最終的に住民の方と触れ合う自治体から、

その必要性や課題について国に伝えていくこと

も必要な時期に来ているんじゃないかなと感じ

ているところです。

次が、基礎自治体との連携という項目での最

後のテーマになります。

昨年、宮崎港にある分譲地の多くが約30年売

れていないということを取り上げました。１年

たちましたが、どうでしょうか。宮崎港分譲地

に関する昨年度の問合せと売却状況について、

県土整備部長に伺います。

宮崎港東地区○県土整備部長（桑畑正仁君）

の分譲地につきましては、これまで総面積16万

平方メートルのうち、約７割に当たる約11万平

方メートルに23の企業が進出しております。残

る約５万平方メートルの売却に向け、県内外の

企業を対象にセールスを行っており、昨年度

は、県内企業５社、県外企業12社から問合せを
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いただき、現在、このうち１社と売却に向けた

協議を行っております。

いろいろと問合せがありまし○山口俊樹議員

たと。ただ、昨年も５万平米残っていて、今年

も同じ状況なので、実際には売れなかったとい

うことなんだろうと思います。

聞くところによると、基本は、情報を出して

いて、問合せを待っているという状況で、自ら

営業をかけていくというような形ではなかった

ようです。営業のノウハウがないということで

あれば、手数料はかかりますけれども、不動産

業者さんなどの力を借りることも検討すべきで

はないでしょうか。実際に、県の不動産の売買

の際には、仲介事業者を活用した例もあると聞

いております。

そこでお伺いします。宮崎港分譲地の売却を

進めるため、今後どのように対応していくの

か、県土整備部長に伺います。

宮崎港分譲地○県土整備部長（桑畑正仁君）

につきましては、早期の売却に向け、物流事業

者などへの企業訪問を行うとともに、県内外で

開催する港湾セミナーでのＰＲやホームページ

による情報提供等に取り組んでいるところで

す。

今後は、これらの取組をさらに強化しますと

ともに、議員御指摘の不動産業者による仲介も

売却を促進する有効な手段となることから、関

係団体と協議を行うなど検討を進めてまいりま

す。

また、企業訪問などの際、複数の企業から問

合せがありました分譲地の貸付けにつきまして

も、早期の利活用を図る観点から、併せて検討

してまいります。

仲介事業者の活用の検討、さ○山口俊樹議員

らには、分譲だけじゃなくて貸付けという形で

の活用も新たに考えていますということでござ

いました。活用に向けての、売却推進に向けて

の前向きな答弁でございますので、結果が出る

までしっかり頑張っていただきたいと思います

し、私も引き続き応援するというか、追ってい

きたいというふうに思っております。

続いて、県庁の組織の在り方について伺いま

す。

まず、採用についてでございます。

常任委員会などで話を伺うと、技術系のみな

らず、事務系職種でも２年連続で採用予定者数

を割ってしまうなど、県庁職員の採用や人員確

保が難しい、厳しい状況になっているようです。

そこで、知事にお伺いいたします。職員採用

は厳しい状況、さらには若手の早期退職という

ことも間々ある中で、県庁の業務体制を維持す

るため、必要な人材確保にどのように取り組む

のか、考えをお願いいたします。

県政を進める上で、人○知事（河野俊嗣君）

材確保は極めて重要な課題であります。

職員採用に当たりましては、私自ら受験者に

向けてプレゼンを行い、県庁で働く魅力、さら

には宮崎県で暮らすことの魅力などの発信を

行っております。

最近、県外出身の方で、その話に接すること

で興味を持って県庁に就職した、そういう職員

からの話も聞いて、手応えも感じたところであ

りますが、近年、職員採用が厳しさを増す中、

必要な人材を確保していくためには、県庁が若

者にとって、やりがいを感じ、自ら成長できる

働きがいのある職場であること、またワーク・

ライフ・バランスを実現できる働きやすい職場

であることが重要であります。

このため、職員が関心のある業務に自ら応募

ができる庁内公募制度やスキルアップのための
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資格取得サポートなど、キャリア形成に対する

支援に加え、ＯＪＴを含めた各種研修の強化な

ど、職員の意欲や資質の向上を図る取組を行っ

ております。

また、テレワーク環境の整備や時差出勤のほ

か、育児や介護との両立を可能とする休暇制度

の充実など、職員のライフステージに応じた柔

軟な働き方も推進しているところであります。

今後とも、魅力ある職場づくりを推進し、積

極的に発信していくことにより、将来の県政を

担う人材の確保に努めてまいります。

人材確保は根幹なので、あら○山口俊樹議員

ゆる策を打っていきますよということでござい

ました。

では、具体的にどうするのか。採用を増やす

ためには、まず受験者数というか、応募者を増

やさないといけません。職員採用試験の受験者

確保に向けた広報活動について、人事委員会委

員長に伺います。

人事委員会で○人事委員長（佐藤健司君）

は、職員採用ホームページやＳＮＳを活用し、

試験情報やＰＲ動画の配信等を積極的に行うと

ともに、民間の就職情報サイトなど様々な広報

媒体を活用して、受験者の確保に取り組んでい

ます。

また、高校生や大学生の早い時期から県の仕

事に関心を持ってもらうため、その魅力などを

紹介する就職ガイダンスの開催をはじめ、九州

内外の大学等が主催する説明会への参加や、若

手職員が県の仕事を紹介する県庁ナビゲータに

取り組むとともに、中高生を対象に出前講座も

実施しております。

今後とも、インターンシップ等を実施する知

事部局などの任命権者との連携を密にしなが

ら、より効果的な広報活動を行うことで、新た

な受験者の掘り起こしに積極的に取り組んでま

いります。

様々な取組をされていること○山口俊樹議員

がよく分かりました。

今は民間企業と同じような形での試験も取り

入れられて、受験しやすくなっているようで

す。人材確保の競争相手が他の自治体から民間

企業へと変わっていっているということをより

意識していただいて、さらに前例にとらわれな

い取組を期待したいと思います。

今朝、清山市長のＸ（旧ツイッター）を拝見

したところ、宮崎市役所では、カムバック採用

というような形で、一度市役所等を辞められた

方に、数年の経験があれば、また戻ってきても

いいですよ、採用しますよというような形での

採用も始めているみたいです。いろんな採用の

在り方があるんだなということを思ったところ

でございます。ぜひそちらのほうも検討してみ

ていただければと思います。

次に、現在の組織の人員確保について伺いま

す。

育休などの推進によって、年度当初の予定と

人員数がずれることが昔より増えるのではない

かと想定しています。

そこでお伺いいたします。育児休業や精神疾

患による休職など、長期に職員が不在となる所

属の負担を軽減するために、どのような対応を

しているのか、総務部長に伺います。

職員が育児休業や○総務部長（吉村達也君）

精神疾患による休職などにより、長期に不在と

なる場合には、まず不在となる期間、業務への

影響及び長期不在となる職員に代わって業務に

当たる職員の負担の程度等について、所属に確

認を行います。

その内容を踏まえ、人事異動による補充職員
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の配置をはじめ、会計年度任用職員の任用や担

当制の活用により、所属内での配置変更を行う

など、業務執行体制を確保しております。

ちゃんと確保していますとい○山口俊樹議員

うことでございます。

ただ、これは非常に難しい課題で、組織の柔

軟性をどう持たせるのか、答えはないんじゃな

いかなと思っています。休む方も周りの方も安

心して仕事ができる環境整備を、様々試しなが

らでいいと思いますので、やっていただきたい

なと思います。

続いて、働き方について２問、私、市議時代

に市役所の出退勤管理について質問したことが

あります。当時の市役所は出勤をどう確認して

いたか、上司の目視だったんですね。さすがに

それはということで、デジタルツールを導入し

てもらいました。県庁はどうなのでしょうか。

出退勤管理にデジタルツールを用いる自治体も

出てきていますけれども、県の出退勤管理の方

法とデジタルツール導入の予定の有無につい

て、総務部長に伺います。

県における出退勤○総務部長（吉村達也君）

管理については、所属長等が現認することを原

則としつつ、必要な場合には、パソコンの使用

時間の記録との照合等により確認を行っており

ます。

現時点では、ＩＣカードや生体認証の活用な

ど、デジタルツールの導入は予定しておりませ

んが、今後のテレワークやフリーアドレスな

ど、多様な働き方の推進に向けて、他の自治体

の取組も含め、情報を収集してまいります。

基本は目視ですということで○山口俊樹議員

ございます。働きやすさとか働きたい環境とい

うのは、地味にこうした小さなことの積み重ね

かなと思っています。出勤したら上司の見える

ところにいなきゃいけないと考えるのもちょっ

となと思うので、ぜひ検討のほどよろしくお願

いいたします。

この項目、最後の質問でございます。テレ

ワークについてです。

コロナが５類に移行されて約１年がたちまし

た。コロナ禍によってテレワークが進んだとい

うのは事実ですし、働き方の一つとして、今後

も可能性を秘めたものだと私は思っています。

そこで、コロナ後における庁内のテレワーク

の現状と取組について、総務部長に伺います。

テレワークのうち○総務部長（吉村達也君）

在宅勤務は、新型コロナ対策として接触機会を

減らすため、知事部局において令和２年度から

開始し、令和３年度は年間１万回を超える実績

がありましたが、５類移行後となる令和５年度

は約2,500回となっております。

昨年度実施した職員アンケートによると、在

宅勤務をさらに進めていくには、書類の電子化

や電子決裁の拡充が必要であるとの意見が多く

寄せられており、来年度から電子決裁機能を有

する文書管理システムの運用を開始することか

ら、今後の在宅勤務の利用拡大につながるもの

と考えております。

テレワークは、時間と場所にとらわれない柔

軟な働き方に有効な手段であり、ワーク・ライ

フ・バランスの推進に寄与することから、引き

続き積極的な活用を促してまいります。

在宅勤務の回数は減っている○山口俊樹議員

んですけれども、積極的な活用を促進していき

ますということでございました。

来年度から電子決裁も運用開始予定というこ

とでございます。私、市議時代に電子決裁の導

入を非常に強く訴えてきたんですけれども、い

ろんなルールの面などで、なかなか難しいとい
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う回答がずっと来ていました。ぜひ導入後は基

礎自治体のほうにも県の取組を展開できるよう

に、情報共有をお願いしたいなと思います。

さて、続いて、県有施設の活用についてでご

ざいます。

まず、県総合運動公園について伺います。

皆さん、野球のキャンプは行かれましたで

しょうか。私も今年はインターンの学生と平日

に行って、そこでちょっと驚いたというか、気

になったのが、駐車場が無料だったんです。う

れしいんですけれども、県外の方も多く来る

キャンプで、これはどうなのかな、外貨を稼げ

るときには取るべきじゃないかなと思います。

そこで伺います。県総合運動公園の駐車料金

について、プロ野球のキャンプだったりとか大

型大会の実施時などは有料とするなど、平日も

含めた、めり張りをつけた料金体系とすること

はできないか、教育長に伺います。

県総合運動公園の○教育長（黒木淳一郎君）

駐車場料金につきましては、公園の利用促進と

運動公園全体の収入増加を目的として、現在

は、平日は無料、土日祝日は有料と、曜日に

よって分けております。

これまで、プロスポーツチームのキャンプ日

やフラワーショーといった大型イベントの開催

日は、平日でも有料とした経緯もありますが、

今後の料金設定につきましては、収入確保の観

点からも、他県の状況等も調査し、関係部局等

と協議を行い、めり張りをつけた料金体系を含

め、検討してまいります。

めり張りをつけた料金体系を○山口俊樹議員

含め、検討してまいりますということでござい

ます。

情報をいただくと、キャンプ時、春と秋にあ

りますけれども、現在、有料にしている土日だ

けで800万円近い収入があるそうです。平日は人

が少ないとはいえ、100万単位の収入増は見込め

るんじゃないかなと思っております。いただく

べきときはきちんともらうという姿勢は大事だ

と思います。

その観点から、もう１問、今回、最後の質問

になります。

物価などが上がって、県有施設全体におい

て、管理費だったり修繕費が上がりつつありま

すけれども、使用料については据置きという状

況が見受けられます。これは果たして平等なの

かと。維持管理に対する利用者の負担割合、利

用料における受益者負担率というのは非常に

減っているんじゃないかなと言えるのではない

でしょうか。

そこで伺います。物価高騰等によって施設の

管理料が増加傾向にある中、受益者負担の観点

から使用料にしっかりと価格転嫁すべきだと考

えますが、県の考えを総務部長に伺います。

芸術劇場や国民宿○総務部長（吉村達也君）

舎、各種スポーツ施設など公共施設の使用料に

ついては、受益者負担の観点から、物価の動向

や九州各県における類似施設の状況等を踏ま

え、毎年度、全庁的に見直しに取り組んでおり

ます。

一方、議員御指摘のとおり、委託料や修繕

費、光熱水費などの施設の管理料は、近年、賃

上げや物価高を背景として急激に増加しており

ますので、これらの動きをしっかりと把握した

上で、適時適切に使用料へ反映し、住民間の負

担の公平性を保つとともに、安定的な施設運営

につながるよう努めてまいります。

適時適切に使用料に反映し○山口俊樹議員

て、公平性を保つ努力をしますと。

私も当然安いほうがいいんですが、維持管理
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に必要な経費はきちんと算出して、適正な利用

料を求める。利用促進とか地縁団体や福祉的配

慮が必要な場合、老人クラブとか、そういう団

体さんとかあるのであれば、料金の減免等で対

応するなどが基本的な形じゃないかなと私は思

います。

また、実務上、使用料などは条例改正が必要

であったりとか、指定管理者の選定と密接に関

わっていて、簡単にできるものではないですよ

ね。だからこそ、庁内でルールや仕組みを整え

て、料金の見直しがしっかりと実務上もできる

ような仕組みをつくっていただきたいと思いま

す。

今回も様々な分野で質問いたしました。動い

ていただけそうなもの、まだまだ意見の相違が

あるものもございますが、丁寧に向き合ってい

ただいたと思います。感謝申し上げます。

最後にちょっとだけ、10日ほど前に、前々職

の先輩、後輩が宮崎に来て、意見交換をする機

会がありました。私の前々職は、東京を世界一

の都市にしようということを本気で思って働い

ている企業です。私も本気で思って働いてきま

した。

最近、東京一極集中に対して問題意識が広

がっていて、私もそれは課題だなというふうに

同じ思いはあるんですが、一方で、我々宮崎、

地方側から見たときに、東京に負けないまちを

つくろうとしてきたのかと。東京に本気で勝と

うとしてきたのかと。国に求めるものは求めな

がら、自分たちをただ褒めたり魅力を述べるだ

けでなくて、足りないものややるべきものは

しっかりとやる姿勢は大事にしなきゃいけない

なと話をしながら感じたところでございまし

た。

この宮崎を本気でどこにも負けない都市にし

ていくために頑張るという決意を改めて申し上

げて、私の質問の全て終わります。ありがとう

ございました。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○濵砂 守議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時45分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開き○濵砂 守議長

ます。

次は、坂本康郎議員。

〔登壇〕（拍手） 公明党宮崎○坂本康郎議員

県議団の坂本康郎でございます。通告に従いま

して質問いたします。

三村明夫日本製鉄株式会社名誉会長を議長に

して、昨年７月、人口戦略会議が発足しまし

た。

日本は本格的な人口減少時代に突入した。

現在の基調が変わらない限り、１億2,400万人

の人口は、2100年には6,300万人に半減すると

推計されている。こうした未曽有の事態を眼

前にして、このままでは日本経済は縮小スパ

イラルに陥り、国富を失い続け、社会保障の

持続性が大きく損なわれていくのではない

か。また、国際的な地位は低下し続け、小国

として生きるしかないのではないか。我が国

の将来に対して、こうした不安を抱く人は多

い。

私たちは、このような歴史的な転換期に

あって、ただ、少子化の流れに身を任せてい

いのだろうか。今ここで行動を起こさなけれ

ば、日本とその国民が人口減少という巨大な

渦の中に沈み続けていくことは明らかであ

る。このような基本認識を共有する有志が個
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人の立場で自主的に集い、人口減少という事

態に対して、いかに立ち向かい、持続可能な

社会をどのようにつくっていくべきかについ

て意見交換を行う場として、人口戦略会議を

設置し、提言するものである。

として、今年１月に「人口ビジョン2100」を発

表。これまで日本社会の対応に欠けていた課題

と、2100年を視野に「安定的で、成長力のある

「8,000万人国家」を目指す」などの目標を示

し、「今まさに国民全体で意識を共有し、官民

挙げて取り組むための国家ビジョンが最も必

要」との提言がなされました。

他方５月には、日本創生のための将来世代応

援知事同盟サミットが本県で開催され、そこに

は河野知事を含む18府県の知事が集い、人口減

少問題に対する議論と、知事同盟の宣言として

「みやざき声明」及び「人口戦略緊急アピール

ｉｎ宮崎」の発表がなされたことは、先日、知

事から御報告があったとおりであります。

こうした日本の人口問題への危機感を背景に

した様々な動きの中で、国の責務として人口減

少と超高齢化への対策を求めていく一方で、地

方におきましては、人口減少の中で自治体機能

を維持していくための対策も急がなくてはなり

ません。

人口問題への具体的な対策において、知事が

国に求めること、県が取り組むべきことをどう

考えていらっしゃるのか、本県の実情を踏まえ

た知事の考えを伺います。

続けて、知事に質問いたします。

県の日本一挑戦プロジェクトの柱の一つであ

る子ども・若者プロジェクトにおきましては、

日本一生み育てやすい県への挑戦として、日本

一の合計特殊出生率を目標に掲げており、人口

問題という観点から言えば、自然減対策に力点

を置いた重点政策になっています。

一方で、人口戦略会議が４月に発表した令和

６年地方自治体「持続可能性」分析レポートで

は、地域別将来推計人口における20歳から39歳

の若年女性人口について、地域外への移動を想

定した2050年時点の移動想定人口と、出生と死

亡だけの要因による人口変化を推計した封鎖人

口の２つの推計データが示されています。

これを見ますと、例えば串間市の2050年時点

の若年女性人口は、移動想定人口で52.8％減に

対し、封鎖人口では2.3％増に、日之影町では、

移動想定で55.9％減の一方で、封鎖人口で

は12.3％の増と、県内26市町村のうち、宮崎市

以外の25の市町村では、自然減の人口減少より

も、移動想定、すなわち地域外への若年女性の

人口流出のほうがより深刻な課題であることが

分かります。

先日発表されました2023年の合計特殊出生率

は、前年より下がったものの、1.49で沖縄に次

いで２番目、全国でも宮崎は健闘しているとい

う見方もすることができ、むしろ本県の課題で

ある人口流出対策にもっと注力すべきではない

かと考えるほうが自然ではないでしょうか。

20代、30代の若年女性など、若者の県内定着

にどう取り組んでいくのか、知事の考えを伺い

ます。

壇上の質問は以上とし、以降は質問者席にて

行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

まず、人口減少対策についてであります。

全国の合計特殊出生率が過去最低となり、本

県でも出生数が大幅に減少するなど、少子化が

加速する中で、人口減少という我が国最大の危

機を克服するためには、この危機意識というも
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のを国民全体として共有をする中で、構造的課

題である東京一極集中の是正と、若者や女性が

地方で活躍できる分散型社会の実現が不可欠で

あると考えております。

このため、国の責任において一極集中の是正

を図ること、さらには、人口減少対策を国政の

中心的な課題として位置づけて、これを統括す

る司令塔を設置し国民運動を展開する、そう

いった内容を、知事同盟、そして九州知事会等

とも連携しながら強く求めているところであり

ます。

一方で、地方においても、若者や女性が地元

で学び、暮らし、働き、結婚や子育ての希望を

かなえることができる持続可能で魅力ある地域

づくりなど、地方創生の取組をさらに加速させ

る必要があると考えております。

県としましては、子ども・若者プロジェクト

とも連動させ、結婚・子育て支援や若者・女性

の県内定着に向けた取組をこれまで以上に強化

するとともに、市町村や関係団体、さらには県

民の皆様とも危機意識を共有しながら、地域の

実情に応じた対策を全力で進めてまいります。

次に、若者の県内定着についてであります。

本県ではこれまで、人口減少に対して、自然

減対策、社会減対策、それぞれ取り組んでまい

りました。社会減としましては、若者の県内定

着の促進に向けて、良質な雇用の創出やキャリ

ア教育の充実など様々な対策を講じており、例

えば高校生の県内就職率は８年連続で上昇して

きております。

このような中で、本県の社会動態はやや改善

してきておりますが、女性の転出は男性の約２

倍となっており、少子化の一層の加速も懸念さ

れますので、改めて若者や女性をターゲットと

した対策を強化する必要性を認識しておりま

す。

御指摘のとおり、人口戦略会議のレポートで

は、本県の全ての市町村が社会減対策が必要と

されておりまして、子ども・若者プロジェクト

で重点的に推進している結婚や子育て支援に加

え、社会減対策の視点も大変重要だと考えてお

ります。

県としましては、女性活躍の促進や育児と仕

事の両立支援など、県内企業や関係団体、市町

村とともに、これまで以上に踏み込んだ取組を

検討し、若者や女性がふるさと宮崎で学び、働

き、子育ての希望をかなえることができる宮崎

の実現に向けて、全庁一丸となって取り組んで

まいります。以上であります。〔降壇〕

次に、県の「未来につなげる○坂本康郎議員

少子化対策調査事業」におきまして、昨年度、

外部有識者による研究会が設置されています。

そこでは、本県の少子化に関する分析、現在の

取組の検証、新たな施策の提言等を行うことと

しており、今年３月にその宮崎県未来につなげ

る少子化対策調査事業研究会から県に対して提

言がなされておりますが、この提言に対する評

価と今後の取組を福祉保健部長に伺います。

研究会から○福祉保健部長（渡久山武志君）

は、知事に対しまして、合計特殊出生率1.8台を

達成するために、結婚・子育て支援の強化、高

い出生率の維持・強化及び社会動態の改善の３

つの施策を組み合わせて取り組んでいく必要が

あるとの提言をいただいております。

この提言では、本県における合計特殊出生率

の特徴など、様々なデータを統計学の手法を用

いて分析されておりまして、今後、少子化対策

を進めていく上で大変参考になるものであると

考えております。

現在、子ども・若者プロジェクトのさらなる
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充実・強化に向けまして、関係部局と協議を進

めているところでありまして、この提言も共有

しながら新たな対策を検討してまいります。

合計特殊出生率1.8という目標○坂本康郎議員

達成には、早急に高度な施策の組合せが必要と

した研究会の提言と、また直近の婚姻数や出生

数の減少傾向を考えたときに、令和８年までに

合計特殊出生率1.8を達成するという目標やその

達成年次について、今後、見直す必要がないの

か、知事の考えを伺います。

本県も含む全国で、コ○知事（河野俊嗣君）

ロナ禍等により婚姻数が大幅に減少し、出生数

も大きく落ち込んでいるところであります。令

和５年の合計特殊出生率が過去２番目の低さと

なる1.49となり、改めて強い危機感を抱いたと

ころであります。

しかしながら、日本一生み育てやすい県を目

指していくという私自身の決意は揺るぎないも

のでありまして、今回の結果を受けて目標値を

変更することは考えておりません。目標の達成

は厳しい状況にありますが、結婚し、子供を持

ちたいと願う若者の希望をかなえるため、今後

も全力で取り組んでまいります。

私も率直に目標達成はなかな○坂本康郎議員

か容易ではないという感想を持ちましたが、そ

ういう感想を持ちつつも、今回の研究会のレ

ポートの中で、宮崎県人口の潜在力として示さ

れております県民の希望子供数、男性2.3人、女

性2.4人という数字には、私も一筋の光明を見た

気がしております。大変高い達成目標ではあり

ますが、知事には県民の希望をかなえるという

崇高な使命感に立って果敢に挑戦していただく

ことを期待しております。

次に、最近、将来の妊娠のための健康管理を

促す取組として、プレコンセプションケアとい

う言葉が用いられるようになりました。さきに

触れました「人口ビジョン2100」では、男女と

もに加齢に伴って妊娠する力、妊孕性が低下す

ることから、プレコンセプションケア、つまり

男女ともに性や妊娠に関する正しい知識を身に

つけ、思春期から生涯にわたって健康管理を行

うよう促す取組の普及が重要としています。

若い世代へのプレコンセプションケアについ

て、県ではどのように取組がなされているの

か、福祉保健部長に伺います。

プレコンセ○福祉保健部長（渡久山武志君）

プションケアとは、妊娠する前からのケアを意

味しておりまして、若い男性・女性が現在の体

の状態を知り、将来のライフプランを考えて

日々の生活と向き合いながら、健康管理を行う

ことでございます。早い段階から正しい知識を

得て、健康的な生活を送ることで、将来の妊娠

や出産につながる可能性を広げるものであると

理解しております。

県では、男女ともに性や妊娠に関する正しい

知識の普及を図り、健康管理を促すために、女

性や不妊の専門相談センターによる相談の対

応、若い世代を対象とした助産師による講話

や、中高生を対象に、年齢の近い大学生による

ピアカウンセリングなど、健康教育を実施して

おります。

今後とも、プレコンセプションケアの考え方

を踏まえた健康支援を実施するため、必要な取

組を進めてまいります。

プレコンセプションケアとい○坂本康郎議員

う言葉自体は、まだなじみのない人が多いのか

もしれませんが、今後、少子化対策や若い人た

ちの結婚、出産などが話題になるとき、メディ

アで使われることも多いと思います。関心を

持った若い人たちが検索したときに、県の施策
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とリンクすることが重要だと思いますので、今

後、事業の構築、再構築をする際には、ぜひこ

のプレコンセプションケアという言葉を使った

ものにしていただくよう提案いたします。

次に、こども家庭庁は先月、自治体こども計

画の策定ガイドラインを公表しました。この自

治体こども計画は、昨年、施行されましたこど

も基本法において、国のこども大綱に沿って、

各自治体で計画を策定することが明記されたも

のであります。

策定は自治体の努力義務となっていますが、

県は宮崎県版こども計画の策定をどのように進

めていくのか、福祉保健部長に伺います。

県では、現○福祉保健部長（渡久山武志君）

在、子供・子育て政策を総合的に推進するため

に、みやざき子ども・子育て応援プランによ

り、各種施策に取り組んでおります。

このような中、昨年４月に施行されたこども

基本法によりまして、自治体は国のこども大綱

を勘案し、こども計画を定めるよう努めるもの

とされました。

現プランが今年度末で終期を迎えますことか

ら、子供の貧困対策に関する計画等を新たに加

えまして、今年度末までに本県のこども計画を

策定することとしております。

次に、県の新規事業「こども○坂本康郎議員

わけもん政策モニター事業」について伺いま

す。

国のこども大綱では、子供が意見を表明する

権利を柱の一つに掲げており、国では、こども

大綱の策定過程においても、子供の声を聴く取

組が行われたようであります。

この県の新規事業もその理念を踏まえた取組

と理解しています。その上で、自治体こども計

画策定のためのガイドラインには、「こども・

若者、子育て当事者への意見聴取」について、

様々な困難な状況に置かれている「声を聴かれ

にくいこども・若者」の意見にも十分配慮する

ことが記されています。

県のモニター事業におきましても、この「声

を聴かれにくいこども・若者」を含む幅広い意

見を聞いていくことが重要と考えますが、今後

どのように事業を進めていくのか、福祉保健部

長に伺います。

こどもまん○福祉保健部長（渡久山武志君）

なか社会の実現に向けましては、その当事者で

ある子供や若者、さらにその保護者の声を伺う

ことが大変重要であります。

意見を聴くに当たりましては、審議会等への

参画やオンラインでの意見交換、ＳＮＳの活用

など様々な手法が考えられますけれども、でき

るだけ多くの子供たちから直接意見や提言を寄

せていただけるように、約400名のこどもモニ

ターを募集いたしまして、今年度策定するこど

も計画や子供・子育てに関する施策について御

意見を伺うことにしております。

議員御指摘の障がいのある子供など声を聴か

れにくい立場の方からの聴き取りについては、

他県の状況等も参考に今後検討してまいりま

す。

県では一昨年、コロナ禍にお○坂本康郎議員

ける子どもの貧困緊急実態調査を実施し、結果

を公表しておりますが、今、県内の子供の貧困

の状況は深刻なのか、そうでないのか、直近の

調査結果などを踏まえた県の認識を福祉保健部

長に伺います。

全国の子供○福祉保健部長（渡久山武志君）

の貧困率は、厚生労働省の国民生活基礎調査に

よりますと、令和３年時点で11.5％でございま

す。
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また、本県の状況を見ますと、生活保護受給

者に占める子供の割合は近年、減少傾向にあり

ますものの、県内の児童生徒に占める就学援助

認定者の割合は微増傾向にありますことから、

子供の貧困問題は依然として厳しい状況にあ

り、引き続き対策に取り組んでいく必要がある

と認識しております。

子供の貧困を生む大きな理由○坂本康郎議員

の一つに、家庭環境、特に保護者の所得など経

済状態が影響していることが考えられます。現

行の第２期宮崎県子どもの貧困対策推進計画に

おきましても、子供の貧困に関する指標を設

け、その改善に向けた取組の１つ目に、保護者

に対する職業生活の安定と向上に資するための

就労の支援に取り組むとしていることは至極妥

当だと思います。

一方で、その指標及び計画の目標に目を向け

ますと、生活保護受給者やひとり親家庭に対象

が絞られてしまっているように見えますが、そ

れでは実態に即した子供の貧困対策にならない

のではないかという疑問があります。

県の子ども貧困緊急実態調査によりますと、

世帯全員のおおよその年間収入について、調査

回答者の世帯収入の中央値の２分の１、金額に

して、世帯全員の年間収入122万9,800円未満の

世帯が12％、それ以上で中央値245万9,700円未

満の世帯が34.8％、合わせて46.8％が年間世帯

収入約246万円未満という結果が示されておりま

す。世帯収入月20万円で子育てをする困難さ

は、当事者の方であればよくお分かりかと思い

ますが、どんなに切り詰めても数万円足りない

状態だと思われます。

今申し上げているのは、46.8％の世帯のう

ち、月20万円とはいえ、まだお金があるほうの

世帯の話で、その金額以下の相当数の家庭で、

生活に困窮する状態に近い可能性があると考え

られます。見方を変えますと、46.8％もの高い

割合の世帯が、生活保護世帯及びひとり親世帯

だけで充当されているとも考えにくく、子供の

貧困に関係する生活困窮者、生活困窮世帯につ

いては、視野を広げて考える必要があるのでは

ないでしょうか。

県の子どもの貧困対策推進計画では、取組の

対象になる生活困窮者、生活困窮世帯をどのよ

うに想定しているのか、福祉保健部長に伺いま

す。

本県の子ど○福祉保健部長（渡久山武志君）

もの貧困対策推進計画は、生活保護受給者や生

活困窮者、ひとり親家庭などを対象といたして

おります。そのうち、生活困窮者、生活困窮世

帯につきましては、生活困窮者自立支援法に準

じまして、現に経済的に困窮し、最低限度の生

活を維持することができなくなるおそれのある

者及びその世帯としております。

具体的には、働きたくても健康上の理由で働

けない、家族の介護のために仕事に就けないな

どの理由で、現在は生活保護を受給しておりま

せんが、生活保護に至るおそれがあるような

方々を想定いたしております。

御答弁から、生活保護受給者○坂本康郎議員

やひとり親家庭に限らず、生活に困窮している

方たち全体を対象に考えられているということ

は理解しました。

一方、現行の県の計画は、生活に困窮し、貧

困状態にある可能性のある家庭、保護者へまず

アプローチし、そこから子供の状況の把握と支

援に結びつけていくという仕組みになっていま

す。もし支援を必要としている子供を的確に把

握することができれば、本人とその保護者に対

して、より早期にかつ効果的に必要な支援を行
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うことができると思うのですが、県では、貧困

状態にある子供をどのように把握しているの

か、福祉保健部長に伺います。

貧困の状態○福祉保健部長（渡久山武志君）

にある子供のうち、生活保護世帯の子供につき

ましては、福祉事務所のケースワーカーが、ま

た、就学援助を受けている児童生徒につきまし

ては、学校や教育委員会において把握いたして

おります。そのほか、子育て家庭等の実情の把

握などを行う市町村のこども家庭センターや、

近年、民間団体で取組が広がっております子ど

も食堂や子ども宅食等を活用しながら、把握に

努めているところでございます。

参考までに、スクリーニング○坂本康郎議員

の手法を支援に導入している自治体の例があり

ます。貧困状態にある子供の網羅的把握と早期

対応を目的に、市が小中学校全ての子供を対象

に、出欠状況、学習状況、生活状況、家庭の経

済状況などから、支援の必要が高いと思われる

子供をＡＩで抽出するというやり方です。この

方法であれば、支援が必要な子供と保護者へピ

ンポイントで支援ができる可能性が高いと思わ

れます。ぜひ、このような先進的な取組につい

ても研究し、導入の検討をしていただきたいと

思います。

続けて、県の子どもの貧困実態調査の調査結

果について伺います。

この調査では、子供の貧困に関連する支援制

度の利用状況を明らかにしています。調査結果

についてどのように受け止めているのか、福祉

保健部長に伺います。

御質問の調○福祉保健部長（渡久山武志君）

査結果では、本県において貧困水準にあるとさ

れる世帯収入約123万円未満となる世帯が、就学

援助や自立支援相談窓口を利用している割合は

低い状況となっております。

利用していない理由につきましては、「制度

の対象外だと思うから」が最も多く、そのほか

「支援制度を知らなかった」とか「手続が分か

らなかった」などの回答がありまして、制度に

対する理解が進んでいない現状があるのではな

いかと受け止めております。

今、御答弁にありましたよう○坂本康郎議員

に、この調査結果を見ますと、世帯年収約123万

円未満の世帯の就学援助制度の利用率が54.1

％、児童扶養手当46.4％となっていますが、こ

の数字に私も違和感を感じています。123万円未

満の世帯年収では、もらえるものを全部もらっ

ても、なお生活が苦しいはずですが、その半分

の世帯が制度を必要としていないということは

普通あり得ません。制度の理解が進むよう取り

組むことはもちろんですが、申請のやり方につ

いても、より利用しやすい方法を検討していた

だきたいと思っています。

これは以前、一般質問で教育長に改善を求め

ていますが、県内の市町村によっては、就学援

助の申請書を子供本人から担任に提出させるや

り方をしているため、周りの目を気にして子供

が持っていきたがらないとの声を伺いました。

それが今どのように改善されているか、ここで

は触れませんが、子供の貧困に関連する支援制

度全般において、一度見直してみることが必要

ではないでしょうか。

支援が必要な子供にちゃんと支援が行き届く

ために、県はどのように取り組んでいくのか、

福祉保健部長に伺います。

支援が必要○福祉保健部長（渡久山武志君）

な子供にしっかりと支援を届けるためには、制

度や手続について分かりやすく周知することが

大変重要であると考えております。

- 239 -



令和６年６月18日(火)

このため、これらの制度や情報を集約した

「桜さく成長応援ガイド」を作成し、毎年、県

内全ての中学生、高校生や関係機関、子育て支

援機関等に配布し、周知に取り組んでおりま

す。

県といたしましては、今後とも周知・広報に

取り組むとともに、支援機関を通じて利用者の

声を伺いながら、利用しやすい手続となるよう

に努めるなど、支援制度の活用促進に取り組ん

でまいります。

他県では、申請者への配慮か○坂本康郎議員

ら、既にオンライン申請を実施しているところ

が多数見られます。

経済面の公的支援は、子供の貧困と貧困の連

鎖の解消のために不可欠です。支援制度が活用

され、支援を必要な子供へ行き届かせるため

に、県には、ぜひ一度、当事者に意見を求めて

いただくことを強く要望します。実情を丁寧に

把握して、より利用しやすい方法を県で検討し

ていただくようお願いいたします。

次に、新規事業「半導体関連企業誘致加速化

事業」について伺います。

２年前、熊本にＴＳＭＣの進出が決まり、周

辺が騒がしくなり始めた時期の一般質問で、県

の半導体企業誘致の取組をただしました。その

後、国富町へのローム進出という話題はありま

したが、半導体関連企業の誘致活動について

は、他県と比較して、あまり目立った動きがな

かったという印象を持っている県民も少なくな

いのではと思っています。

これまで県は半導体関連企業に対してどのよ

うな誘致活動を行ってきたのか、商工観光労働

部長に伺います。

九州内に○商工観光労働部長（川北正文君）

おける半導体関連企業の投資活発化の動きに対

応するため、県では昨年度、半導体関連産業を

重点産業分野に位置づけ、支援内容を充実させ

るなど、インセンティブ強化を図ったところで

あります。

立地活動に当たっては、ホームページやパン

フレット等を活用し、半導体関連企業の立地に

おいてポイントとなる、水、人材、災害リスク

などの本県の立地環境の魅力や支援制度等を広

く情報発信するとともに、県外事務所と連携

し、半導体関連企業を含む年間300社以上を積極

的に企業訪問しております。

また、知事によるローム本社訪問など、トッ

プセールスも行いながら、半導体関連企業の立

地に取り組んでおります。

この事業では、半導体関連企○坂本康郎議員

業への誘致活動の強化と誘致するための工業団

地整備の基盤調査に係る費用を市町村に対して

補助するという内容になっていますが、この対

象となる市町村をどの程度見込んでいるのか、

商工観光労働部長に伺います。

今回の事○商工観光労働部長（川北正文君）

業は、半導体関連企業に特化した用地確保等に

緊急的に取り組むことで、新生シリコンアイラ

ンド九州の実現に向けた機運を逃すことなく、

半導体関連企業の立地を通じて、県内産業の振

興を図ることを目的としております。

具体的な市町村につきましては、現時点で未

公表の計画もあることから、全ての市町村名を

お答えすることは控えさせていただきますが、

今年２月に計画を公表された日南市を含む４つ

の市町村での調査を見込んでおります。

それでは、今後、県内へ誘致○坂本康郎議員

する半導体関連企業について、具体的にどのよ

うな見通しを立てているのか、商工観光労働部

長に伺います。
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近年、半○商工観光労働部長（川北正文君）

導体製造企業のほか、半導体の性能テストを行

う企業、半導体製造装置の製造・設置・メンテ

ナンスを行う企業など、県内外の企業から様々

な問合せが増加している状況にあります。

このため、今回の事業において、緊急的に産

業用地の確保を図るとともに、国内外の半導体

関連展示会への出展やトップセールスの実施な

どに取り組むことにより、工業団地の造成が完

了する見込みである令和11年度から令和15年度

までの５年間において、20件の立地を目標に取

り組んでまいります。

一つ気になるのが、人材の問○坂本康郎議員

題です。先日の黒岩保雄議員の質問におきまし

ては、６割の県内立地企業が人材不足を感じて

いるとの調査結果が示されましたが、既にどの

業界においても人材確保が最重要課題でありま

す。さらに人口減少が進むと考えられる10年後

に必要な人材を確保できるのか、大変気になり

ます。

20件の企業立地計画に見合う半導体人材の確

保に県はどのような見通しを立てているのか、

商工観光労働部長に伺います。

半導体関○商工観光労働部長（川北正文君）

連産業における人材については、九州の産学官

で構成する九州半導体人材育成等コンソーシア

ムが、短期的にも中長期的にも年間1,000人程度

が不足するとの見込みを公表しております。

このため県では、昨年12月に産学官連携によ

る、みやざき半導体関連産業人材育成等コン

ソーシアムを立ち上げ、今年度から県内の半導

体関連人材の育成・確保に向け、セミナーの開

催や大学等における半導体技術者による講義の

支援などに取り組むこととしており、合わせて

年間150名程度の参加を予定しております。

今後とも、半導体関連企業の新たな立地にも

対応できるよう、宮崎大学や都城高専などの教

育機関等とも連携し、県内に必要な人材の育成

・確保に努めてまいります。

人材確保について、もう一つ○坂本康郎議員

伺います。

公明党は今年の２月から３月にかけて、全国

の都道府県及び市区町村を対象に、少子高齢

化、人口減少への対応に関する自治体アンケー

トを実施しました。この調査では、自治体存続

の危機感をはじめ、医療・介護、子育て・教

育、少子化対策などについて、課題や必要な支

援策を自治体の首長または政策担当者はどう受

け止めているのか尋ねています。

本県では、26市町村中25の自治体から回答を

得ておりまして、地域別将来推計人口の受止め

や2040年に向けた医療・介護の需要と供給の見

通しなどについては、おおむね全国統計と同様

の傾向を示していますが、一部特徴的な結果が

表れている項目があります。それは外国人材で

す。外国人材の受入れの見通しについて「既に

不足しており、今後さらに不足しそうだ」と回

答した市町村の割合が全国平均28.9％に対し、

宮崎県内では倍以上の６割に上っています。

回答によりますと、県内の各市町村が外国人

材受入れを進めていく上での課題として、地域

住民の理解と協力、日本語教育の充実に加え

て、地域や職場における通訳など支援スタッフ

の確保を多く挙げています。

県内で不足する外国人労働者の人材確保につ

いて、県はどう取り組んでいくのか、商工観光

労働部長に伺います。

労働力人○商工観光労働部長（川北正文君）

口の減少が進み、人材の確保が喫緊の課題とな

る中、外国人労働者の確保は大変重要でありま
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す。

このため県では、外国人サポートセンターに

よる生活面での支援に加え、農業や建設業など

各産業ごとに、特性や実態に応じた相談窓口等

の設置を進めております。

また、専門的知識等を有する高度外国人材の

雇用を検討している企業を対象とした、採用・

定着のポイント等を紹介するセミナーや、採用

計画からマッチングまでの伴走型支援に加え、

外国人留学生のための就職相談等を実施してお

ります。

県としましては、今後、各業種における外国

人材活用に係る課題等を整理し、市町村や関係

団体と連携しながら、外国人材の雇用のために

必要な取組を進めてまいります。

先日、防災研究者の片田敏孝○坂本康郎議員

東京大学大学院特任教授を講師に招いて、公明

党みやざき防災セミナー2024を開催いたしまし

た。県内の防災士や自治会関係者、学校関係

者、沿岸部の企業・団体の皆さんなど、当日御

参加いただいた約1,300名の皆さんと一緒に、激

甚化・広域化する自然災害へ向き合う「主体的

な自助・共助のあり方」をテーマに、約90分間

にわたる片田教授の講演を聴き、今必要とされ

る防災対策への意識共有をさせていただきまし

た。

１月の能登半島地震以降、自助・共助の重要

性が一層増しているわけですが、住民主体の防

災対策へ転換を図っていく一方で、行政の役割

は、より精度を上げ、実効力を持たせたものへ

進化させていく必要があることを強く感じた次

第です。

そこで次に、県の地域防災計画について伺い

ます。

地域防災計画には、「社会構造等の変化に伴

う災害の質的変化等に的確に対応し、的確な防

災対策活動を推進するために、県防災計画及び

市町村防災計画については、機を失することな

く必要な修正を行うものとする」とあります。

県の地域防災計画の近年の修正の経過と内容

について、危機管理統括監に伺います。

県の地域防○危機管理統括監（児玉憲明君）

災計画は、各関係機関が防災に関し処理すべき

業務などを具体的に定めたもので、過去の災害

を踏まえた国の防災基本計画の修正や県の災害

対策本部などの組織体制の見直しに応じて適時

修正しています。

近年の修正としては、平成23年の東日本大震

災を踏まえ、Ｊアラートや緊急速報メールによ

る津波関連情報の迅速な伝達、沿岸市町が策定

する津波避難計画に記載すべき具体的項目など

を明記するとともに、平成28年の熊本地震や新

型コロナの発生を受け、避難所での感染症対策

などを追加しました。このほか、直近ではこの

２月に、県の災害対策本部について、業務分担

の見直しや災害報道監の新設による組織再編に

関する修正を行っています。

地域防災計画には、「市街地○坂本康郎議員

開発事業等による災害に強い都市構造の形成を

図り、防災に配慮した土地利用への誘導、危険

地域等の情報公開などの安全確保対策等を講ず

る必要がある」とあります。

南海トラフ地震を想定すると、本県において

は特に対策が重要な津波災害に対して、被害回

避・低減のために、県の都市計画ではどのよう

な対応が取られているのか、県土整備部長に伺

います。

県ではこれま○県土整備部長（桑畑正仁君）

で、津波による被害を回避・低減するために、

避難高台や避難路を整備するなどのハード対策
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を進めてきたところであります。

今後はソフト対策として、津波防災地域づく

りに関する法律に基づき、津波災害警戒区域を

県が指定し、学校や病院などにおいて、警戒避

難体制を強化することとしております。

昨年度までに、沿岸の10市町から区域を指定

することについて理解をいただいており、現

在、県において、詳細な指定範囲の設定を行っ

ているところです。

津波被害から県民の生命と財産を守るため、

関係市町と連携し、津波災害警戒区域の早期の

指定に取り組んでまいります。

津波浸水想定・ハザードマッ○坂本康郎議員

プ内の住民やそこに滞在する人たちを津波被害

から守るために、避難高台や避難タワーなどの

ハード対策が進められている一方で、その津波

被害が想定されるエリア内には、住宅や店舗な

ど建物が新築され、新たな住民や施設の利用者

など人が集まり、人が増え続ける状況にありま

す。

防災に配慮した土地利用への誘導という観点

から、開発行為や建築許可等に制限をかける必

要はないのか、県の考えを県土整備部長に伺い

ます。

津波災害警戒○県土整備部長（桑畑正仁君）

区域に指定すると、不動産取引において警戒区

域であることの説明が義務化されます。また、

規制がより強化される津波災害特別警戒区域に

指定することで、開発行為や建築等に制限を加

えることが可能となります。

具体的には、学校や病院、住宅等を建築する

際に、床の高さや壁の構造などについて、一定

の基準を満たすことが条件となります。

津波災害特別警戒区域の指定は、災害に強い

まちづくりを推進する上で有効な方法でありま

すが、一方で、私権の制限を伴うことになりま

すので、関係市町の意見を聞きながら慎重に進

める必要があると考えております。

去る４月３日に、宮崎ブーゲ○坂本康郎議員

ンビリア空港から那覇行きの飛行機に乗りまし

たら、離陸直前になって、台湾東部沖地震が発

生し、向かう先の沖縄本島地方に津波警報が発

令された影響で、１時間ほど機内待機の末、結

局、その日の便は欠航になりました。そのた

め、予定を全てキャンセルし、日延べして翌々

週に改めて沖縄入りをした際、当初の予定に加

えて、那覇市の危機管理担当者や地元の市議会

議員に会い、当日の避難行動の様子を伺うこと

ができました。

現地で今回、特に問題になったのが、避難す

る際の車の使用と、それによって引き起こされ

た交通渋滞です。津波警報発令から津波の到達

予想時刻まで、那覇市でおよそ１時間10分、こ

の間、沿岸部から内陸部へ避難する車が幹線道

路に集中し、各地で大規模な渋滞が発生してい

ます。

この事態にＮＥＸＣＯ西日本は、津波警報が

発令されている間、沖縄自動車道の上下線で車

両の一般道への流出を規制、県警も現場判断

で、宜野湾市県道81号の約500メートルの区間の

両側全４車線を沿岸部から内陸部の方向へ一方

通行にし、高台への避難を促す措置を取ってい

ます。

津波警報等が発令された場合、本県でもこう

した車の渋滞が十分予想されるわけですが、警

察ではどのような対策が取られるのか、警察本

部長に伺います。

警報発令時、警○警察本部長（平居秀一君）

察官は、自身の安全も確保しながら、地域住民

に対して、警報が発令されたことや安全な場所
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への避難を呼びかけます。また、現場の状況に

応じて、渋滞や混雑を解消するための交通整理

や、沿岸方面へ進行する車両の通行禁止などの

対応を取ります。

警察といたしましては、津波警報等の発令の

際は、原則徒歩での避難をお願いしております

が、やむを得ず車を使用して避難する場合は、

道路の損壊、信号機の作動停止、道路上の障害

物などに十分注意して運転するとともに、現場

警察官の指示に従っていただくよう、今後も広

報啓発に努めてまいります。

地域防災計画には、「道路管○坂本康郎議員

理者は、津波浸水のおそれがある地域におい

て、道路利用者の安全確保及び地域住民の迅速

な避難活動を支援するため、あらかじめ当該地

域における道路規制の実施方法や周知方法等に

ついて、広域的な整合性に配慮しつつ、関係す

る道路管理者及び交通管理者と調整の上、具体

的な対応策を定めるものとする」とあります。

２年前の令和４年１月には、トンガ近海の海

底火山の噴火に伴い、奄美大島に津波警報が発

令されました。その際にも、奄美市では高台を

目指す車による大渋滞が発生しており、このと

きは車両事故も起きています。

沖縄と奄美の２つの事例は、車社会の本県に

おいても、まさに人ごとではありません。まし

て宮崎の道路は、沖縄や奄美に比べて、脇道、

枝道が多く、日常的に抜け道、近道になってい

ますので、渋滞が発生し、生活道路へ多数の車

が進入することになれば、道路利用者の安全確

保及び地域住民の迅速な避難活動を妨げること

になります。

警報が発令された場合、宮崎の道路で何が起

こり得るのかを想定し、必要な規制計画をあら

かじめ用意しておくべきではないかと考えます

が、道路管理者としての見解を県土整備部長に

伺います。

津波警報等が○県土整備部長（桑畑正仁君）

発令された際、浸水想定区域内における道路利

用者の安全確保や地域住民の迅速な避難は大変

重要であることから、県管理道路では、Ｊア

ラートと連動した津波情報板の設置や道路の標

高表示などの取組を行っております。

道路規制に関する計画は、津波災害への備え

として有効であると認識しておりますが、策定

に当たっては、地震による道路の被害状況や避

難者の車の流れ、渋滞の発生場所を事前に想定

する必要があることなど、様々な課題があると

考えております。

県としましては、津波警報等の発令時におけ

る道路規制の在り方について、国や他県の事例

など幅広く情報収集を行いながら研究してまい

ります。

地域防災計画では、要配慮者○坂本康郎議員

の増加傾向に対して「要配慮者に配慮したきめ

細かな防災上の施策を、福祉施策との連携を図

りながら推進する必要がある」としています。

ここでは、オストメイトの方たちへの災害時

の支援について、県の取組を福祉保健部長に伺

います。

オストメイ○福祉保健部長（渡久山武志君）

トの方の災害時の安全・安心の確保のために

は、個々の状況に対応した迅速かつ、きめ細か

な対応が必要であります。

このため県では、オストメイトを含め障がい

のある方及び支援者が行うべき災害への備え

や、市町村による避難所運営に係る留意事項等

をまとめました防災マニュアルを作成、関係機

関へ配布し、県ホームページでも公開いたして

おります。
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また、オストメイトの方を対象に、公益社団

法人日本オストミー協会宮崎県支部と連携し

て、災害時に備えて準備が必要とされるストー

マ用品の提供方法等を記載いたしました災害対

策ハンドブックを作成しまして、市町村や医療

機関、当事者に対し広く配布しておりますほ

か、県内３か所で災害用仮設トイレを備蓄いた

しております。

オストメイトの方たちは外見○坂本康郎議員

では区別できず、また、御本人が人工肛門、人

工膀胱の保有者であることを周りに伝えていな

い場合もあるため、災害時の支援においては、

プライバシーへの配慮が大変重要です。特に避

難所のトイレにつきましては、周囲の目を気に

せずに利用できる環境整備が必要で、単に多機

能トイレを増やせばいいという問題ではありま

せん。

そのような事情から、一般のトイレでもオス

トメイトの方たちが利用可能な洗浄機能付の

フェーズフリー製品が開発されており、国内の

公共施設、大型商業施設をはじめ、大手ドラッ

グストアの全店舗で店内トイレに導入されるな

ど普及も進んでおります。

指定避難所の環境改善の取組におきまして

は、学校や体育館など県内の公共施設のトイレ

について、オストメイトの方たちへも配慮した

整備に努めていただくようお願いいたします。

最後の質問になります。

地域防災計画では、「住民意識の変化と生活

環境の変革は近隣扶助意識の低下を招いてい

る」とし、「コミュニティの強化を図る必要が

ある」としています。これが一番の難題である

ことを私も実感しています。地元の自治会長の

皆さんとの意見交換会に参加しましても、自治

会未加入者の増加、役員の高齢化など課題山積

で、皆さん、どうしたものかと途方に暮れてい

る状態です。

私どもの防災セミナーにおきまして講演をし

ていただいた片田教授が出された一つの結論

は、防災を通じた地域づくり、まちづくりとい

うことでありました。災害から身を守り、命を

守るためにはどうすればいいか。それは、子供

の世代、親の世代、世代や生き方は異なって

も、お互いに共有し、連帯し得る共通のテーマ

だと思います。防災教育や防災活動を通じた地

域コミュニティーの再生に、私も可能性を感じ

ています。

片田教授の講演は知事もよく御存じかと思い

ますが、防災を通じた地域づくり、まちづくり

を見据えた、子供や若者、大人が一緒になって

取り組んでいく地域防災について御見解を伺い

ます。

私も何度か片田先生の○知事（河野俊嗣君）

お話は伺い、本も読んで、「釜石の奇跡」と呼

ばれるような、防災教育の取組により犠牲者が

出なかった東日本大震災の事例について学んだ

ところであります。

片田先生によりますと、幼少期から正しい防

災教育を受けた子供たちは、10年たてば大人に

なる、さらに10年たてば親になるということ

で、世代間で高い防災意識が継承されることに

よって、地域に災害文化が根づいていくという

話をされております。

また、最近では、様々な科学的知見に基づい

た防災情報が充実して豊富に提供されるもの

の、避難に結びついていないということに対し

て、利他的効用による適切な避難を促すと。

子供たちに対しては、君が一人で避難できな

ければ、お母さんが探しに来るよという話だと

か、高齢者に対しては、あなたが諦めて避難し
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なければ、きっとお孫さんが探しに来ますよと

いうことで、家庭やコミュニティーとの関わり

の中で適切な避難を促す教育ということをお話

ししておられまして、子供、若者と大人が一緒

になり、地域一体として継続的に防災教育や訓

練に取り組むことの重要性を認識したところで

あります。

本県においても、激甚化・頻発化する自然災

害や発生が危惧される南海トラフ地震に備える

ためには、地域防災力の一層の強化を図ること

が喫緊の課題であります。

そのため今年度から、養成した中学生や高校

生の防災士と地域住民との協働による避難所運

営訓練の実施や、学校での防災教育に地域の防

災士を派遣する取組などを進めてまいります。

今後も地域が一体となった様々な取組を支援

し、地域の防災力の向上を図ってまいります。

以上で用意しました全ての質○坂本康郎議員

問を終わります。御答弁いただきまして、あり

がとうございました。（拍手）

以上で一般質問は終わりまし○濵砂 守議長

た。

議案第１号から第14号まで及び◎

報告第１号委員会付託

次に、今回提案されました議○濵砂 守議長

案第１号から第14号まで及び報告第１号の各号

議案を一括議題といたします。

質疑の通告はありません。

ここで、議案第１号から第14号まで及び報告

第１号の各号議案は、お手元に配付の付託表の

とおり、それぞれ関係の委員会に付託いたしま

す。

明日からの日程をお知らせいたします。

明日19日から24日までは、常任委員会、特別

委員会等のため、本会議を休会いたします。

次の本会議は、25日午前10時から、常任委員

長の審査結果報告から採決までであります。

本日はこれで散会いたします。

午後１時55分散会

- 246 -



 

 

 

６月 25 日（火） 

 

 

  

- 247 -



- 248 -



  

午前 10 時０分開議 

 

出 席 議 員（38 名） 

２番 永 山 敏 郎 （県民連合立憲） 

３番 今 村 光 雄 （公明党宮崎県議団） 

４番 工 藤 隆 久 （  同  ） 

５番 川 添   博 （宮崎県議会自由民主党） 

６番 荒 神   稔 （  同  ） 

７番 福 田 新 一 （  同  ） 

８番 本 田 利 弘 （  同  ） 

９番 山 内 いっとく （  同  ） 

10番 山 口 俊 樹 （  同  ） 

11番 下 沖 篤 史 （  同  ） 

12番 齊 藤 了 介 （  同  ） 

13番 濵 砂   守 （  同  ） 

14番 黒 岩 保 雄 （緑 風 会） 

15番 脇 谷 のりこ （親 和 会） 

16番 松 本 哲 也 （県民連合立憲） 

17番 山 内 佳菜子 （  同  ） 

18番 坂 本 康 郎 （公明党宮崎県議団） 

19番 二 見 康 之 （宮崎県議会自由民主党） 

20番 日 高 博 之 （  同  ） 

21番 後 藤 哲 朗 （  同  ） 

22番 佐 藤 雅 洋 （  同  ） 

23番 日 髙 陽 一 （  同  ） 

24番 安 田 厚 生 （  同  ） 

25番 日 髙 利 夫 （  同  ） 

26番 内 田 理 佐 （  同  ） 

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか） 

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団） 

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会） 

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲） 

31番 重 松 幸次郎 （公明党宮崎県議団） 

32番 坂 口 博 美 （宮崎県議会自由民主党） 

33番 山 下   寿 （  同  ） 

34番 外 山   衛 （  同  ） 

35番 武 田 浩 一 （  同  ） 

36番 丸 山 裕次郎 （  同  ） 

37番 中 野 一 則 （  同  ） 

38番 山 下 博 三 （  同  ） 

39番 野 﨑 幸 士 （  同  ） 

 

 

 

 

 

地方自治法第121条による出席者 

知 事  河 野 俊 嗣 

副 知 事  日 隈 俊 郎 

副 知 事  佐 藤 弘 之 

総 合 政 策 部 長  重黒木   清 

政 策 調 整 監  田 中 克 尚 

総 務 部 長  吉 村 達 也 

危 機 管 理 統 括 監  児 玉 憲 明 

福 祉 保 健 部 長  渡久山 武 志 

環 境 森 林 部 長  長 倉 佐知子 

商工観光労働部長  川 北 正 文 

農 政 水 産 部 長  殿 所 大 明 

県 土 整 備 部 長  桑 畑 正 仁 

宮崎国スポ・障スポ局長  山 下 栄 次 

会 計 管 理 者  米 良 勝 也 

企 業 局 長  松 浦 直 康 

病 院 局 長   村 久 人 

財 政 課 長  池 田 幸 優 

教 育 長  黒 木 淳一郎 

公 安 委 員  山 下 恵 子 

警 察 本 部 長  平 居 秀 一 

代 表 監 査 委 員  川 野 美奈子 

人 事 委 員 長  佐 藤 健 司 

 

事務局職員出席者 

事 務 局 長  小 牧 直 裕 

事 務 局 次 長  海 野 由 憲 

議 事 課 長  菊 池   博 

政 策 調 査 課 長  西久保 耕 史 

議 事 課 長 補 佐  松 本 英 治 

議 事 担 当 主 幹  弓 削 知 宏 

議 事 課 主 任 主 事  上 園 祐 也 

議 事 課 主 任 主 事  青 野 奈 月 

 

 

 令 和 ６ 年 ６ 月 2 5 日 （ 火 曜 日 ） 
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常任委員長審査結果報告◎

これより本日の会議を開きま○濵砂 守議長

す。

本日の日程は、常任委員長の審査結果報告か

ら採決までであります。

まず、議案第１号から第14号まで及び報告第

１号の各号議案を一括議題といたします。

ここで、常任委員長に審査結果報告を求めま

す。まず、総務政策常任委員会、川添博委員

長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○川添 博議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外４件であります。慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付の議案委員会審査

結果表のとおり、いずれも全会一致で決定いた

しました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

初めに、令和６年度宮崎県一般会計補正予算

についてであります。

まず、議案第１号に係る補正は、交通・物流

事業者に対する燃料費高騰分の補助を行うも

の、高次脳機能障がいの相談・支援体制の強化

を図るもの、半導体関連企業に特化した産業用

地の確保に係る市町村への補助や展示会への出

展等の誘致活動を行うもの、その他国庫補助決

定に伴うものなどについて措置するもので、19

億6,600万円余の増額となっております。

次に、議案第14号に係る補正は、硫黄山の火

山活動に伴う河川の白濁や水質悪化等に対応す

るために措置するもので、7,700万円余の増額と

なっております。

歳入財源としては、国庫支出金が14億4,500万

円余、県債が３億4,800万円余、繰入金が２

億4,900万円余の増額であります。

この結果、議案第１号と議案第14号を合わせ

た補正後の一般会計の予算規模は6,618億2,500

万円余となります。

このうち、総合政策部の補正予算は４億9,600

万円余の増額であり、一般会計と特別会計を合

わせた補正後の予算額は212億2,500万円余とな

ります。

また、総務部の補正予算は200万円余の増額で

あり、一般会計と特別会計を合わせた補正後の

予算額は2,277億900万円余となります。

このうち、私立学校生徒寮食緊急支援事業に

ついてであります。

この事業は、物価高騰などに直面する私立学

校の生徒寮の食事について、安定的な提供と学

校・保護者の負担軽減を図るための支援を行う

ものであります。

このことについて委員より、「支援を継続す

ることは大事なことだと考えるが、昨年度の支

援により、保護者負担がどの程度軽減されたか

把握できているのか」との質疑があり、当局よ

り、「支援を受けた学校からは好評であった

が、具体的に保護者負担がどの程度抑制された

かの詳細はつかめていないため、早急に検証し

てまいりたい。なお、より使いやすい事業とな

るよう、学校等からの意見を踏まえ、食材費の

補助に加え、今回から食事の提供に係る経費も

補助対象としたところである」との答弁があり

ました。

これに対して委員より、「この事業の目的で

ある物価高騰に対する十分な手当てができてい

るかを判断するためにも、しっかりと効果につ

いて検証した上で事業を進めていただきたい」

との要望がありました。

令和６年６月25日(火)
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次に、国民保護の取組についてであります。

これは、国・沖縄県・先島諸島の自治体と連

携の上、令和８年度をめどに沖縄県の先島諸島

からの避難住民の受入れに必要な準備事項や役

割分担等を整理し、受入れ基本要領を作成する

よう国から依頼があったことから、今年度は受

入れに係る初期的な計画を作成するものであり

ます。

このことについて委員より、「受入れに係る

計画を作成するに当たっては、特定の有事が差

し迫っていると県民が不安を抱かぬよう、取組

の趣旨等を事前に県民へ周知していただきた

い」との要望がありました。

次に、都城市山之口町に建設中である（仮

称）新宮崎県陸上競技場の整備状況についてで

あります。

このことについて委員より、「収容人数に対

する駐車場の規模が小さいが、（仮称）新宮崎

県陸上競技場を運用する上で、どのような駐車

場対策を行うのか」との質疑があり、当局よ

り、「陸上競技場で行われる通常規模の大会の

平均的な来場者数から試算すると、競技場の駐

車場で対応できると考えているが、国民スポー

ツ大会・全国障害者スポーツ大会などの大規模

な大会では、周辺に臨時駐車場を設けたり、宿

泊先からのバス輸送等で対応していきたい」と

の答弁がありました。

これに対して委員より、「大規模な大会を受

け入れるには、滞りなく運営できる体制を常に

整えておく必要があるため、臨時駐車場をはじ

め駐車場の確保については、施設を管理運営す

る段階からしっかりと検討していただきたい」

との要望がありました。

最後に、「総合政策及び行財政対策に関する

調査」につきましては、地方自治法第109条第８

項の規定により、閉会中の継続審査といたした

いので、議長においてその取扱いをよろしくお

願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、厚生常任委員会、山内○濵砂 守議長

佳菜子委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告い○山内佳菜子議員

たします。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外３件であります。慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付の議案委員会審査

結果表のとおり、いずれも全会一致で決定いた

しました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

初めに、福祉保健部の補正予算についてであ

ります。

今回の補正は、一般会計で4,000万円余の増額

であり、一般会計と特別会計を合わせた補正後

の予算額は2,354億5,700万円余となります。

このうち、改善事業「高次脳機能障がい相談

・支援拠点機関事業」についてであります。

この事業は、高次脳機能障がい者に対する相

談支援や普及啓発等を行うものであり、今回、

相談支援事業所等における相談・支援体制を強

化するため、支援者養成研修を追加するもので

あります。

このことについて委員より、「支援拠点機関

には、高い専門性を持った支援コーディネー

ターが配置されているのか」との質疑があり、

当局より、「県内には高次脳機能障がいに関す

る専門性を持った方は少なく、今後、専門性を

高めていく必要がある」との答弁がありまし

た。
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さらに別の委員より、「高次脳機能障がい

は、脳の損傷後、後発的に発症することもあ

り、潜在的な対象者がいると推測される。今後

どのように支援を行っていくのか」との質疑が

あり、当局より、「当該事業等を通じて、身近

なところで相談ができる体制づくりを行うとと

もに、適切な支援につながるよう取組を進めて

まいりたい」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、高次脳機能障が

いはようやく認知されつつある段階であり、今

後、専門的人材の確保のほか、本人や家族に寄

り添った相談体制の整備等を丁寧に行っていた

だくよう要望します。

次に、令和５年の自殺者数等の状況について

であります。

このことについて当局より、「自殺死亡率は

全国２番目の高さであり、特に高齢者の自殺率

が全国に比べて高い」との説明がありました。

これに対して複数の委員より、自殺の原因や

対策について質疑があり、地域コミュニティー

活動の停滞や生活サービスのデジタル化によ

り、身近なところで人と交流する機会が減り、

心のよりどころが見いだしづらくなっているの

ではないかといった懸念が示され、当局より、

「孤立、孤独を抱えている状況も伺っており、

身近な悩みに気づき、必要な支援につなげる

ゲートキーパーの養成など、地域で見守る環境

づくりを行っている。今後、要因分析の方法等

も工夫してまいりたい」との答弁がありまし

た。

当委員会といたしましては、自殺の原因は多

様かつ複合的で、分析は簡単ではないと考えて

おりますが、例えば、自殺に至るまでの心理的

変容を具体的に捕捉するなど、背景や経緯を含

め、さらに踏み込んだ情報収集や分析により、

対策の改善を図っていただくよう要望します。

次に、宮崎県こども計画（仮称）の策定につ

いてであります。

このことについて委員より、「少子化対策に

ついて、出生率を上げることを主眼に取り組ま

れているが、発想を転換していくべきではない

か」との質疑があり、当局より、「今後、住み

続けたいと選ばれる宮崎になるよう、県外に流

出する理由を深掘りし、ニーズの把握に努めて

まいりたい」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、本県では、これ

までも結婚から子育てまで切れ目のない支援に

取り組まれていますが、出生率が大きく低下し

ていることに鑑みれば、改めて少子化の根本的

な原因を究明しなければならない時期にあるの

ではないかと考えておりますので、根本的な課

題等について検討し、今後の少子化対策を進め

ていただくよう要望します。

次に、県立病院の経営改善に向けた今後の取

組についてであります。

このことに関連して複数の委員より、「経営

改善に向け、病院内における医師や看護師の意

識づけはどのように行っているのか」との質疑

があり、当局より、「各病院内での全体会議等

を通じて、職員の意識づけを図っている。ま

た、50億円の借入れを行うことになったこと

が、意識の変化につながっていると感じてい

る」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、経営改善を着実

に進めるためには、病院内における職員一人一

人の意識づけが重要であると考えていることか

ら、意識の定着に向けて、継続的に行っていた

だくよう要望します。

最後に、「福祉保健行政の推進及び県立病院

事業に関する調査」につきましては、地方自治
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法第109条第８項の規定により、閉会中の継続審

査といたしたいので、議長においてその取扱い

をよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、商工建設常任委員会、○濵砂 守議長

日髙利夫委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○日髙利夫議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外４件であります。慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付の議案委員会審査

結果表のとおり、いずれも全会一致で決定いた

しました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、商工観光労働部の補正予算についてで

あります。

今回の補正は、一般会計で２億2,300万円余の

増額、特別会計で4,200万円余の増額であり、こ

の結果、一般会計と特別会計を合わせた補正後

の予算額は496億4,100万円余となります。

このうち、新規事業「半導体関連企業誘致加

速化事業」についてであります。

これは、市町村等が行う半導体関連企業の誘

致に向けた工業団地整備に係る事業への補助の

ほか、国内外の展示会等への出展やトップセー

ルスなどを通じて、本県の魅力ある立地環境を

半導体関連企業に向けてＰＲするものでありま

す。

このことについて委員より、「半導体関連の

展示会等への出展やトップセールスは、具体的

にどのように行っていくのか」との質疑があ

り、当局より、「セミコンジャパン、企業立地

フェアをはじめ、来年開催される世界最大規模

のセミコン台湾に出展し、宮崎の立地環境や公

共インフラについて、知事自らトップセールス

を行っていく」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、県から半導体関

連企業へのアプローチを継続的に行うととも

に、半導体関連の展示会への出展について、積

極的に行っていただくよう要望します。

次に、国民宿舎「えびの高原荘」運営費につ

いてであります。

これは、当該宿舎の設備の更新や改修を行う

ものであります。

このことについて委員より、「えびの高原は

硫黄山の影響もあり、立入りは危険であるとの

先入観を持たれがちであるが、国民宿舎につい

て、施設を整備することにより、どれくらいの

集客数が見込めるのか」との質疑があり、当局

より、「硫黄山の噴火直後は、えびの高原荘の

宿泊客が年間8,000人程度に落ち込んだが、現在

は１万人程度まで回復しているため、引き続

き、指定管理者と一緒に、誘客や周遊観光の促

進にしっかり取り組んでまいりたい」との答弁

がありました。

次に、宮崎県信用保証協会が行う求償権の放

棄等の承認についてであります。

これは、平成20年度に制定した「宮崎県中小

企業者等向け融資に係る損失補償に関する条

例」の規定に基づき、制定後初めて、知事が宮

崎県信用保証協会が行う求償権の放棄の承認を

行ったものであります。

このことについて委員より、「議会に対する

報告は、他県でも同様の形式で行われているの

か」との質疑があり、当局より、「他県では、

条例によって議会への報告義務を定めているこ

とから、当該規定に基づき報告が行われている

が、本県では現在、そのような報告義務を定め
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ていない」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、求償権の放棄に

当たっては、事業者の迅速な再生支援の観点か

ら、知事が承認できる取扱いとなっております

が、今回の承認は、県の債権放棄を伴う重要な

案件であることから、今後、条例を改正し、知

事の承認後、速やかに議会へ報告していただく

よう要望します。

次に、県土整備部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で９億2,700万円余の

増額であり、この結果、特別会計を合わせた補

正後の予算額は850億6,700万円余となります。

次に、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づ

く規制区域の指定についてであります。

この法律は、通称「盛土規制法」と呼ばれる

もので、令和３年７月に静岡県熱海市で大雨に

よる盛土の崩落で大規模な土石流災害が発生し

たことを踏まえ、宅地、森林、農地等の土地の

用途にかかわらず、危険な盛土等を全国一律の

基準で包括的に規制する法律として令和５年５

月に施行され、本県でも令和７年５月に規制区

域の指定を予定しているものであります。

このことについて委員より、「規制区域の指

定を知らない業者が罰則を受けることがないよ

う周知すべきであるが、どのような形で周知を

行っていくのか」との質疑があり、当局より、

「パブリックコメントを行う際には、新聞など

マスコミを通じて周知するほか、市町村広報紙

など様々な媒体を通じて、行政のみならず県民

に周知を行っていく」との答弁がありました。

これに対して委員より、「従来、自分の土地

であれば許可は不要であったことから、今後は

自分の土地であっても許可が必要となることに

ついて周知徹底してほしい」との要望がありま

した。

最後に、「商工観光振興対策及び土木行政の

推進に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第８項の規定により、閉会中の継続審

査といたしたいので、議長においてその取扱い

をよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、環境農林水産常任委員○濵砂 守議長

会、内田理佐委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○内田理佐議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外２件であります。慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付の議案委員会審査

結果表のとおり、いずれも全会一致で決定いた

しました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、環境森林部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、議案第１号が一般会計で7,600

万円余を、議案第14号が一般会計で6,600万円余

をそれぞれ増額するものであり、この結果、一

般会計と特別会計を合わせた補正後の予算額

は223億8,000万円余となります。

次に、宮崎県再造林推進条例についてであり

ます。

これは、再造林の推進が、「資源の循環利用

に加え、森林の公益的機能の維持にもつながる

重要な課題であり、県民一丸となって取り組む

必要がある」といった理念を共有し、再造林を

推進していくための基本的施策を明らかにする

ことで、森林の多面的機能を発揮させ、県民の

安全・安心で豊かな暮らしを実現することを目
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的として制定するものであります。

このことについて委員より、「再造林につい

ては、木を伐採して植えるだけでなく、例えば

環境や生態系を重視するなど、そういった将来

的なビジョンはないのか」との質疑があり、当

局より、「採算性が高いと見込まれる森林につ

いては再造林を推進し、それ以外の森林につい

ては針広混交林や広葉樹林へ誘導するなど、適

地に適木を植えていく姿勢を盛り込んだところ

である。生物多様性や山地災害の防止といった

森林の機能を発揮させるような整備を進める姿

を長期計画などで描きながら、再造林のプロ

ジェクトについて進めていくことが重要である

と考える」との答弁がありました。

次に、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づ

く規制区域の指定についてであります。

これは、先ほど商工建設常任委員長からも報

告がありましたが、令和７年５月に規制区域の

指定を予定しているものであります。

このことについて委員より、「指定予定の規

制区域のうち、森林の占める割合が最も大きい

ため、当該法に基づく規制対応については環境

森林部が中心となって取り組んでいくべきであ

ると考えるが、体制についてどのように考えて

いるか」との質疑があり、当局より、「関係す

る各部における技術職員の人数や土地の種別に

よって現在の規制の在り方が異なるため、公共

三部が一緒になって取り組んでいく必要があ

り、体制について三部にて引き続きしっかり検

討していく」との答弁がありました。

次に、農政水産部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、議案第１号が一般会計で１

億3,5 0 0万円余を、議案第14号が一般会計

で1,000万円余をそれぞれ増額するものであり、

この結果、一般会計と特別会計を合わせた補正

後の予算額は430億1,000万円余となります。

このうち、新規事業「硫黄山周辺地域水田農

業緊急支援事業」であります。

これは、硫黄山による河川白濁・水質悪化に

より、一部地域で水稲の作付ができなくなった

ことから、えびの市と連携し、代替作物の導入

などの緊急支援により、生産者の意欲低下の防

止や、水田の機能、飼料供給体制の維持を図る

ものであります。

このことについて委員より、「地元の農家等

の不安払拭のため、水質改善施設を国が管理す

ることはできないのか」との質疑があり、当局

より、「国への要望等も含め、水質改善施設を

担当する環境森林部、営農対策を担当する農政

水産部の両部でしっかり連携し、対応を検討す

る」との答弁がありました。

また、別の委員より、「代替水源の確保や施

設の改善等、抜本的対策には国の関与が必要で

ある。環境森林部、農政水産部の両部より国へ

の要望を徹底していただきたい」との要望があ

りました。

次に、令和５年度宮崎県繰越明許費繰越計算

書についてであります。

このうち、水産試験場施設整備事業に関連し

て委員より、「宮崎県水産振興協会へ調査に

伺ったが、施設が非常に老朽化していた。施設

の老朽化による種苗生産への影響はないのか」

との質疑があり、当局より、「施設全体が非常

に老朽化しているが、水槽施設自体はまだ十分

に使えるため、種苗生産に支障を来すという状

況にはない。老朽化しているものについては、

計画的な整備を検討したい」との答弁がありま

した。

最後に、「環境対策及び農林水産業振興対策
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に関する調査」につきましては、地方自治法

第109条第８項の規定により、閉会中の継続審査

といたしたいので、議長においてその取扱いを

よろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、文教警察企業常任委員○濵砂 守議長

会、重松幸次郎委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告い○重松幸次郎議員

たします。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外２件であります。慎重に審査いた

しました結果、お手元に配付の議案委員会審査

結果表のとおり、いずれも全会一致で決定いた

しました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

初めに、宮崎県企業局経営ビジョンの改定に

ついてであります。

このことについて委員より、「既存の電気事

業、工業用水道事業及び地域振興事業だけでな

く、県民のニーズ、宮崎県の自然等を活用し、

時代に即した新たな公営事業に取り組んでいく

のか」との質疑があり、当局より、「企業局の

設置の趣旨に鑑み、基本的には既存事業を推進

することとし、維持管理だけでなく、既存事業

における新たな取組を展開するなど検討した

い」との答弁がありました。

次に、教育委員会の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で6,300万円余を増額

するものであり、この結果、一般会計と特別会

計を合わせた補正後の予算額は1,196億7,000万

円余となります。

このうち、新規事業「高校生有機農業実践事

業」についてであります。

これは、次世代農業に対応できる人材を育成

するため、有機農業実習農場の整備や有機農業

の教育研修に取り組むものであります。

このことについて委員より、「生産者から有

機農業が商業的に成り立つ保証がないとの話を

聞く。加工から流通、販売までを考えた事業内

容となっているのか」との質疑があり、当局よ

り、「栽培だけではなく、適正な価格をつけて

消費してもらうところまで教育してまいりた

い」との答弁がありました。

これに対して委員より、「就労や収入につな

がるよう、例えば、部局横断的にプロジェクト

を立ち上げて市場を開拓するなど、販売を見据

えて戦略的に取り組んでいただきたい」との要

望がありました。

次に、宮崎県立高等学校教育整備基本方針

（中間見直し）についてであります。

この方針は、より魅力のある県立高等学校を

実現するために、「魅力ある高等学校教育の推

進」と「活力ある高等学校教育の推進」を２つ

の柱として令和３年に策定されたものであり、

本年度、外部有識者等の意見を伺いながら、中

間見直しを行うものであります。

このことについて委員より、「少子化の影響

により、公立学校と私立学校間の競争が激化す

るなど、社会が変化してきており、学校経営が

優先されることが懸念される。方針の見直し

は、外部有識者による懇話会での議論のみでな

されるのか」との質疑があり、当局より、「全

県下、どこでも生徒がしっかりと学べる環境を

提供することは非常に重要であると考えてい

る。また、高等学校は地域創生の核であること

や、各学校のスクールミッションによる存在意

義を懇話会でしっかりと伝え、見直しを進めて
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まいりたい」との答弁がありました。

これに対して委員より、「子供たちによい環

境を与えることを最優先し、全県下を把握する

ことで、地域の特色ある学校にしていただきた

い」との要望がありました。

次に、高等学校における生理用品の提供につ

いてであります。

このことについて委員より、「教職員から

は、学校における生理用品に係る予算額は増額

されていないとの話を聞いており、速やかな対

応が必要なのではないか」との意見があり、当

局より、「生理用品に係る予算は需用費に含ま

れており、不足する場合は、各学校の予算の執

行状況を把握した上で、適切に対応していると

ころである。今後、現場への聞き取りなどを通

じて、実態把握に努めてまいりたい」との答弁

がありました。

最後に、「教育及び警察行政の推進並びに公

営企業の経営に関する調査」につきましては、

地方自治法第109条第８項の規定により、閉会中

の継続審査といたしたいので、議長においてそ

の取扱いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

以上で、常任委員長の審査結○濵砂 守議長

果報告は終わりました。

委員長の審査結果報告に対する質疑及び討論

の通告はありません。

議案第１号から第14号まで及び◎

報告第１号採決

これより採決に入ります。○濵砂 守議長

まず、議案第１号から第14号まで及び報告第

１号の各号議案について、一括お諮りいたしま

す。

各号議案に対する委員長の審査結果報告は、

可決または承認であります。委員長の報告のと

おり決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○濵砂 守議長

て、各号議案は、委員長の報告のとおり可決ま

たは承認されました。

閉会中の継続審査及び継続調査案件採決◎

次に、お手元に配付のとお○濵砂 守議長

り、各常任委員長及び議会運営委員長から閉会

中の継続審査及び調査の申出がありますので、

これを議題といたします。〔巻末参照〕

閉会中の継続審査及び調査については、各委

員長の申出のとおり決することに御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。よっ○濵砂 守議長

て、各委員長の申出のとおり、閉会中の継続審

査及び調査とすることに決定いたしました。

議員発議案送付の通知◎

次に、お手元に配付のとお○濵砂 守議長

り、委員会から議案の送付を受けましたので、

事務局長に朗読させます。

〔事務局長朗読〕

令和６年６月25日

宮崎県議会議長 濵砂 守 殿

提出者 議会運営委員長 日髙 陽一

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第１号
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防災・減災、国土強靱化の更なる推進を求

める意見書

議員発議案第２号

地方財政の充実・強化を求める意見書

議員発議案第１号及び第２号追加上程◎

ただいま朗読いたしました議○濵砂 守議長

員発議案第１号及び第２号を日程に追加し、議

題とすることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○濵砂 守議長

ように決定いたしました。

議員発議案第１号及び第２号を一括議題とい

たします。

お諮りいたします。

両案については、会議規則第39条第３項の規

定により、説明を省略して直ちに審議すること

に御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、その○濵砂 守議長

ように決定いたしました。

質疑の通告はありません。

討 論◎

これより討論に入りますが、○濵砂 守議長

討論についての発言時間は、１人10分以内とい

たします。

討論の通告がありますので、発言を許しま

す。前屋敷恵美議員。

〔登壇〕 おはようございま○前屋敷恵美議員

す。日本共産党の前屋敷恵美でございます。

議員発議案第１号及び第２号について、反対

の立場から討論いたします。

まず、第１号「防災・減災、国土強靱化の更

なる推進を求める意見書」についてです。

近年の気候変動による豪雨災害は、甚大な被

害をもたらし、地球的規模で深刻さを増してい

ます。１月に発生した能登半島地震では、貴い

命が犠牲となりました。今回のような震度６や

７クラスの地震は、日本中どこでも起きる可能

性があると指摘されています。それだけに、激

甚化・頻発化する災害に対する抜本的対策が求

められていることは言うまでもありません。ま

た、道路や橋、トンネルなどの老朽化対策も喫

緊の課題です。

政府は、2018年には、重要インフラ緊急点検

を実施、３年間で７兆円の事業規模の「３か年

緊急対策」を打ち出し、2020年には、５年間

に15兆円規模の「防災・減災、国土強靱化のた

めの５か年加速化計画」を進めています。こう

した災害復旧対策や国土の保全、防災・減災対

策、インフラ整備などに、国が責任を持って財

源の確保をすることは当然のことです。

しかし、考えなければならないことは、こう

した大規模災害対策の事業が、真に国民の生命

・財産を守り、暮らしを守ることになっている

のかということです。

災害対策を強化する一方で、大規模開発プロ

ジェクトを推進するための口実とされているこ

との問題点を指摘しなければなりません。

国土強靱化基本法や交通政策基本法は、その

基本的理念において、「国際競争力の向上」や

「国家及び社会の重要な機能の代替性の確保」

を掲げ、事前防災や首都圏機能の維持などの名

目で、リニア中央新幹線や新東名、新名神など

三大都市圏を結ぶ高速道路の建設、港湾や空港

などの大規模開発事業、新たなダム建設事業な

ども、水害・防災対策として大規模開発を推進

する根拠とされていることです。防災・減災の

名の下に、これらのプロジェクトを進めること
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は許されません。

本意見書案で、国土強靱化実施の推進に必要

となる予算・財源を別枠で確保することなどを

求めていますが、基本的な理念が転換されない

限り、大規模開発事業に国民の税金が投入さ

れ、国民負担は増え、併せて地方財政にも影響

を及ぼすことは必至です。

また、国際協力や競争力対策を優先し、国民

のための具体的な対策は後回しにされていま

す。国民の命と暮らしを守る防災・減災対策

は、地域で必要とされるきめ細かい対策を、住

民の参加で計画し、実行することが不可欠で

す。しかし、現行法では限定的な対策でしかあ

りません。必要なことは、地域に住民や地方自

治体が取り組もうとすることを、国が寄り添っ

て支援することです。

以上、国土強靱化法の問題点、公共事業政策

の抜本的転換の必要性を指摘し、真に必要で、

適切な防災・減災対策で、国民の生命・財産が

守れるものにすることこそ求めるものです。

次に、第２号「地方財政の充実・強化を求め

る意見書」についてです。

地方自治体において直面する様々な課題解決

のためには、国が責任を持って地方交付税の財

源保障機能・財政調整機能の強化等を図り、地

方自治を支えることは当然のことです。

しかし、本意見書案で問題として指摘するの

は、自治体業務システムの標準化・共通化に向

けて、係る経費等に必要な財源確保を求めてい

る点です。

政府は、デジタル社会形成基本法などデジタ

ル関係６法案を決定し、大企業などの利益追求

や国の成長戦略のために、国及び地方公共団体

が保有する情報の活用を促し、住民のデータを

徹底的に利用し尽くす方向を示しています。

また、国や自治体の在り方を変えるという点

で、各自治体が条例で独自に築いてきた地方の

個人情報保護制度への全国的な共通ルールの設

定や、個人情報保護三法の一元化も盛り込んで

います。

住民基本台帳や地方税など、自治体の基幹事

務に関わる情報システムの標準化や、国がつく

る全国規模の共同クラウドの利用を押しつける

法案も含まれ、現在、その取組が進められてい

ます。しかし、このことは地方自治を侵害し、

地方の財政負担や住民サービスの低下を引き起

こす危険性を指摘しなければなりません。

確かに、政府が進める自治体業務システムの

標準化・共通化によるデジタル基盤の整備に

は、膨大な手間と費用がかかります。国は初期

段階での費用は負担するとしていますが、シス

テムの利用料、ランニングコストは自治体負担

としており、新たな財源負担が懸念されていま

す。

しかし、問題はそれにとどまらず、政府は

「国・地方デジタル共通基盤の整備・運用の基

本方針」を基に、現在自治体が行う介護保険や

子育て支援など20の基幹業務の情報システムを

統一・標準化し、2025年度末までにネット経由

でデータを処理する政府のクラウドサービス、

いわゆるガバメントクラウドへの移行を進めて

います。しかし、移行期限に間に合わないと、

期限までに移行困難を申請する自治体は増え続

けているのが今の実態です。ところが政府は、

さらに共通化する業務を広げるとしています。

この自治体情報システムの統一・標準化の抱

える最大の問題は、自治体の施策が国の鋳型に

はめられ、自治体の行政事務に裁量の余地がな

くなり、福祉サービスなどの画一化や後退を招

くことになることです。こうしたやり方は地方
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自治に反するものと言わなければなりません。

地方自治体の役割は、本来、地域の実情に合

わせた支援策を提供し、誰もが安心して住み続

けられる社会にしていくことにあります。暮ら

しに役立つデジタル化を否定するものではあり

ませんが、自治体情報システムの統一・標準化

の及ぼす問題は看過できず、問題点を指摘し、

反対討論といたします。以上です。〔降壇〕

ほかに討論の通告はありませ○濵砂 守議長

ん。

以上で討論は終わりました。

議員発議案第１号及び第２号採決◎

これより採決に入ります。○濵砂 守議長

議員発議案第１号及び第２号について、一括

お諮りいたします。

両案を原案のとおり可決することに賛成の議

員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、両案は原○濵砂 守議長

案のとおり可決されました。

閉 会◎

以上で、本定例会の議事は全○濵砂 守議長

て終了いたしました。

これをもちまして、令和６年６月定例会を閉

会いたします。

午前10時47分閉会
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１９日間

月　日 曜 区　分 議　　　　事 備　　考

６．７ 金 本会議

開会
会議録署名議員指名
議会運営委員長審査結果報告
会期決定
議案上程
知事提案理由説明

議会運営委員会　   9:30

８ 土

９ 日

１０ 月 一般質問通告締切　12:00

１１ 火

１２ 水

１３ 木

１４ 金 請願締切　　　　　16:00

１５ 土

１６ 日

１７ 月 一 般 質 問
議員発議案締切　　17:00
（会派提出）

１８ 火
一 般 質 問
議 案 に 対 す る 質 疑
議 案 ・ 請 願 委 員 会 付 託

議会運営委員会　   9:30

１９ 水

２０ 木
議員発議案締切　　17:00
（会派提出を除く）

２１ 金 特 別 委 員 会
議会運営委員会
（特別委員会終了後）

２２ 土

２３ 日

２４ 月 （ 議 事 整 理 ）

２５ 火 本会議
常任委員長審査結果報告
質疑、討論、採決
閉会

議会運営委員会　   9:30

（ 閉 庁 日 ）

休　会

令和６年６月定例会日程

（ 閉 庁 日 ）

（ 議 案 調 査 ）

本会議 一 般 質 問

（ 閉 庁 日 ）

休　会

休　会

本会議

常 任 委 員 会
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 　２１５－１０８８

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　令和６年６月７日

 

 

 　宮崎県議会議長　濵砂　守　殿

 

 

                      　　　      　　 宮崎県知事　河　野　俊　嗣

 

 

議 案 の 送 付 に つ い て 

 

 　令和６年６月定例会に付議する議案を下記のとおり送付します。
 

 記

 

議案第 1 号  令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第１号） 

議案第 2 号　令和６年度宮崎県えびの高原スポーツレクリエーション施設特別会計補正

 　　　　　　予算（第１号）

議案第 3 号　令和６年度宮崎県営国民宿舎特別会計補正予算（第１号） 

議案第 4 号  県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正する条例 

議案第 5 号  使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 

議案第 6 号  宮崎県港湾管理条例の一部を改正する条例 

議案第 7 号　教育関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 

議案第 8 号　職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

議案第 9 号　教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正する条例 

議案第10号　宮崎県国民健康保険保険給付費等交付金及び国民健康保険事業費納付金に

　　　　　　関する条例の一部を改正する条例 

議案第11号　宮崎県認定こども園の認定基準に関する条例及び宮崎県幼保連携型認定こ

　　　　　　ども園の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 

議案第12号　宮崎県再造林推進条例 

議案第13号  工事請負契約の変更について 

議案第14号　令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第２号） 

報告第 1 号　専決処分の承認を求めることについて 

 

 

 

 

（文書取扱　財政課）　
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 令和６年６月定例会 
 

一 般 質 問 時 間 割 
 
  ６月１２日（水） 

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考 

  １ 自 由 民 主 党 坂口 博美 １０：００～１１：００  

  ２ 県 民 連 合 立 憲 松本 哲也 １１：００～１２：００ 休憩 

  ３ 自 由 民 主 党 川添  博 １３：００～１４：００  

  ４ 親 和 会 脇谷のりこ １４：００～１５：００  

 

  ６月１３日（木） 

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考 

  ５ 緑 風 会 黒岩 保雄 １０：００～１１：００  

  ６ 自 由 民 主 党 福田 新一 １１：００～１２：００ 休憩 

  ７ 日 本 共 産 党 前屋敷恵美 １３：００～１４：００  

  ８ 自 由 民 主 党 安田 厚生 １４：００～１５：００  

 

  ６月１４日（金） 

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考 

  ９ 自 由 民 主 党 下沖 篤史 １０：００～１１：００  

１０ 公 明 党 工藤 隆久 １１：００～１２：００ 休憩 

１１ 県 民 連 合 立 憲 永山 敏郎 １３：００～１４：００  

 

  ６月１７日（月） 

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考 

１２ 自 由 民 主 党 山内いっとく １０：００～１１：００  

１３ 自 由 民 主 党 佐藤 雅洋 １１：００～１２：００ 休憩 

１４ 自 由 民 主 党 荒神  稔 １３：００～１４：００  

 

  ６月１８日（火） 

順序 会 派 質 問 者 時 間 備考 

１５ 自 由 民 主 党 二見 康之 １０：００～１１：００  

１６ 自 由 民 主 党 山口 俊樹 １１：００～１２：００ 休憩 

１７ 公 明 党 坂本 康郎 １３：００～１４：００  

 

- 265 -



令和６年６月定例会

［議　案］

総務
政策

厚生
商工
建設

環境
農林
水産

文教
警察
企業

第１号 令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第１号） 可決 可決 可決 可決 可決

第２号
令和６年度宮崎県えびの高原スポーツレクリエー
ション施設特別会計補正予算（第１号）

可決

第３号
令和６年度宮崎県営国民宿舎特別会計補正予算（第
１号）

可決

第４号
県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正
する条例

可決

第５号 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 可決

第６号 宮崎県港湾管理条例の一部を改正する条例 可決

第７号
教育関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正す
る条例

可決

第８号
職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する
条例

可決

第９号
教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正する
条例

可決

第１０号
宮崎県国民健康保険保険給付費等交付金及び国民健
康保険事業費納付金に関する条例の一部を改正する
条例

可決

第１１号
宮崎県認定こども園の認定基準に関する条例及び宮
崎県幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準
に関する条例の一部を改正する条例

可決

第１２号 宮崎県再造林推進条例 可決

第１３号 工事請負契約の変更について 可決

第１４号 令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第２号） 可決 可決

報告第１号
専決処分の承認を求めることについて
　＊　宮崎県税条例の一部を改正する条例

承認

議案　委員会審査結果表

番　号 件　名

常 任 委 員 会
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閉会中の継続審査・調査申出一覧 

                                                          令和６年６月定例会 

委 員 会 名 事          件 理  由 

総務政策常任委員会 総合政策及び行財政対策に関する調査 
調査を要

するため 

厚 生 常 任 委 員 会 
福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関する

調査 

調査を要

するため 

商工建設常任委員会 
商工観光振興対策及び土木行政の推進に関する

調査 

調査を要

するため 

環 境 農 林 水 産 

常 任 委 員 会 
環境対策及び農林水産業振興対策に関する調査 

調査を要

するため 

文 教 警 察 企 業 

常 任 委 員 会 

教育及び警察行政の推進並びに公営企業の経営

に関する調査 

調査を要

するため 

議 会 運 営 委 員 会 
次期県議会の会期日程に関する審査及び議会運

営に関する調査 

円滑な議

会運営を

図るため 
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議 案 議 決 件 名 一 覧 表 
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議 案 番 号 件                  名 議 決 月 日 

知事提出議案第１号 

  〃   第２号 

 

  〃   第３号 

 

  〃   第４号 

 

  〃   第５号 

  〃   第６号 

  〃   第７号 

 

  〃   第８号 

 

  〃   第９号 

 

  〃   第10号 

 

 

  〃   第11号 

 

 

  〃   第12号 

  〃   第13号 

  〃   第14号 

報   告 第１号 

議員発議案 第１号 

  〃   第２号 

令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第１号） 

令和６年度宮崎県えびの高原スポーツレクリエーシ

ョン施設特別会計補正予算（第１号） 

令和６年度宮崎県営国民宿舎特別会計補正予算（第１

号） 

県税の課税免除等の特例に関する条例の一部を改正

する条例 

使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 

宮崎県港湾管理条例の一部を改正する条例 

教育関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正す

る条例 

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する

条例 

教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正する

条例 

宮崎県国民健康保険保険給付費等交付金及び国民健

康保険事業費納付金に関する条例の一部を改正する

条例 

宮崎県認定こども園の認定基準に関する条例及び宮

崎県幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例 

宮崎県再造林推進条例 

工事請負契約の変更について 

令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第２号） 

専決処分の承認を求めることについて 

防災・減災、国土強靱化の更なる推進を求める意見書 

地方財政の充実・強化を求める意見書 

６月25日・ 可  決 

    〃 

 

    〃 

 

    〃 

 

    〃 

    〃 

    〃 

 

    〃 

 

    〃 

 

    〃 

 

 

    〃 

 

 

    〃 

    〃 

    〃 

６月25日・ 承  認 

６月25日・ 可  決 

    〃 

 

- 271 -



- 272 -



 

 

 

議 員 発 議 案 等 
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議員発議案第１号 

防災・減災、国土強靱化の更なる推進を求める意見書 
 
 

近年、気候変動に伴う集中豪雨等の大規模な自然災害が激甚化・頻発化するとともに、

本年１月に発生した能登半島地震では、多くの貴い命が失われ、家屋や公共施設、ライフ

ラインなどに甚大な被害をもたらし、住民生活や経済活動に多大な影響を及ぼしている。 

多くの中山間地域を抱える本県においても、近い将来、発生が危惧されている南海トラ

フ地震によって道路が寸断されると、能登半島地震と同様に、多くの孤立集落の発生や復

旧支援に支障が生じることが懸念されており、事前防災・減災対策として、高速道路をは

じめとする災害に強い道路ネットワークの整備はもとより、既存構造物の機能強化や耐震

対策など、県土の強靱化を強力に推進する必要がある。 

令和４年台風第１４号では、本県においても多くのインフラ施設が甚大な被害を受ける

など、その取組は未だ道半ばであり、切迫する南海トラフ地震や霧島連山の噴火、激甚化・

頻発化する豪雨災害等による大規模な自然災害から県民の生命と財産を守るためには、５

か年加速化対策後も中長期的見通しのもと、防災・減災、国土強靱化の取組を推進する必

要がある。 

よって、国においては、下記の事項について措置されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づき、最終年度となる令

和７年度においても着実に事業を推進できるよう必要な予算・財源を確保すること。 

 

２ 令和６年能登半島地震で顕在化した課題や近年の自然災害の激甚化等を踏まえ、既存

構造物の機能強化を推進するため、「国土強靱化実施中期計画」については、令和６年

内の早期に策定し、その推進に必要となる予算・財源を別枠で確保すること。 

 

３ 令和６年度末に期限を迎える「緊急浚渫推進事業」及び令和７年度末に期限を迎える

「緊急自然災害防止対策事業」について、期限を撤廃するなど、防災・減災に係る地方

財政措置の充実を図ること。 

 

４ 頻発する大規模自然災害時の脅威・危機に即応するため、地方整備局及び河川国道事

務所・出張所の人員体制や資機材の充実・強化を図ること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

令和６年６月２５日 

 

宮 崎 県 議 会  
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衆 議 院 議 長   額 賀 福志郎 殿 

参 議 院 議 長   尾 辻 秀 久 殿 

内 閣 総 理 大 臣   岸 田 文 雄 殿 

総 務 大 臣   松 本 剛 明 殿 

財 務 大 臣   鈴 木 俊 一 殿 

農 林 水 産 大 臣   坂 本 哲 志 殿 

国 土 交 通 大 臣   斉 藤 鉄 夫 殿 

内 閣 官 房 長 官   林   芳 正 殿 

国 土 強 靱 化 担 当 大 臣   松 村 祥 史 殿 
内閣府特命担当大臣(防災) 
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議員発議案第２号 
地方財政の充実・強化を求める意見書 

 
 

 現在、地方自治体には、急激な少子・高齢化に伴う社会保障制度の整備、子育て
施策、人口減少下における地域活性化対策はもとより、感染症対策、ＤＸ化、脱炭
素化、物価高騰対策など、極めて多岐にわたる役割が求められている。加えて、急
激に進められている自治体システムの標準化や多発化する大規模災害への対応も迫
られる。 
 政府はこれまで「骨太方針2021」に基づき、2021年度の地方一般財源水準を2024
年まで確保することとしてきた。しかし、増大する行政需要また不足する人員体制
に鑑みれば、今後はより積極的な財源確保が求められる。 
 このため、2025年度政府予算また地方財政の検討にあたっては、現行の地方一般
財源水準の確保から一歩踏み出し、日本全体として求められている賃上げ基調に相
応する人件費の確保まで含めた地方財政を実現するよう、以下の事項を求める。 
 

記 
 
１ 社会保障の充実、地域活性化、ＤＸ化、脱炭素化、物価高騰対策、防災・減

災、地域公共交通の再構築など、増大する地方公共団体の財政需要を的確に把握
するとともに、社会保障経費の拡充を図り、人材確保に向けた取組を支えるため
の、より積極的な地方財源の確保・充実を図ること。 

 
２ 自治体業務システムの標準化・共通化に向けては、その移行に係る経費と、移

行の影響を受けるシステム改修経費まで含め、引き続き必要な財源を保障するこ
と。 

 
３ 人口減少に直面する自治体を支援するため、地方交付税の財源保障機能・財政

調整機能の強化を図ること。 
 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
 

令和６年６月２５日 
宮 崎 県 議 会 

 
衆 議 院 議 長 額 賀 福志郎 殿 
参 議 院 議 長 尾 辻 秀 久 殿 
内 閣 総 理 大 臣 岸 田  文 雄  殿 
総 務 大 臣 松 本 剛 明 殿 
財 務 大 臣 鈴 木 俊 一 殿 
内 閣 官 房 長 官 林   芳 正 殿 
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議 事 経 過 
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月  日 曜 区   分 議 事 内 容 

６月７日 金 本 会 議 

開  会 

会議録署名議員指名（日髙利夫議員、松本哲也議員） 

議会運営委員長審査結果報告 

会期決定 

議案第１号～第14号、報告第１号上程 

知事提案理由説明 

６月８日 土 

休   会 

（閉庁日） 
６月９日 日 

６月10日 月 
（議案調査） 

６月11日 火 

６月12日 水 

本 会 議 

一般質問（坂口博美議員、松本哲也議員、川添 博議員、 

     脇谷のりこ議員） 

６月13日 木 
一般質問（黒岩保雄議員、福田新一議員、前屋敷恵美議員、 

     安田厚生議員） 

６月14日 金 一般質問（下沖篤史議員、工藤隆久議員、永山敏郎議員） 

６月15日 土 
休   会 （閉庁日） 

６月16日 日 

６月17日 月 

本 会 議 

一般質問（山内いっとく議員、佐藤雅洋議員、荒神 稔議員） 

６月18日 火 
一般質問（二見康之議員、山口俊樹議員、坂本康郎議員） 

議案委員会付託 

６月19日 水 

休   会 

常任委員会 
６月20日 木 

６月21日 金 特別委員会 

６月22日 土 
（閉庁日） 

６月23日 日 

６月24日 月 （議事整理） 

６月25日 火 本 会 議 

常任委員長審査結果報告 

採決（議案第１号～第14号、報告第１号）（可決または承認） 

採決（継続審査・調査案件)（委員長の申出のとおり決定） 

議員発議案送付の通知 

議員発議案第１号、第２号追加上程 

討論（議員発議案第１号、第２号に反対）（前屋敷恵美議員） 

採決（議員発議案第１号、第２号）（可決） 

閉  会 
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  署 名 

  宮 崎 県 議 会 議 長  濵 砂   守 

  宮 崎 県 議 会 副 議 長  野 﨑 幸 士 

  宮 崎 県 議 会 議 員  日 髙 利 夫 

  宮 崎 県 議 会 議 員  松 本 哲 也 

 


